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主       文 

１ 控訴人番号７、同８、同１１、同１３、同１４、同１５及び同２１－１ないし

３の各控訴人の被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイに対する各控訴に基づき、原判決主文第４項中上記各当事者間の部分

を次のとおり変更する。 5 

⑴ 上記各被控訴人は、上記各控訴人に対し、別紙２－１の各控訴人に対応する

「認容額」欄記載の各金員及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄

記載の日から支払済みまで年５分の割合による金員を連帯して支払え。 

⑵ 上記各控訴人の上記各被控訴人に対するその余の請求をいずれも棄却する。 

２ 前項の各控訴人の別紙３の各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の前項10 

の各被控訴人を除く各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 

３ 控訴人番号１－１ないし３、同２２－１及び２、同２６－１ないし５並びに同

２８－１及び２の各控訴人の被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・

ケイに対する各控訴に基づき、原判決主文第４項中上記各当事者間の部分を次の

とおり変更する。 15 

⑴ 上記各被控訴人は、上記各控訴人に対し、別紙２－２の各控訴人に対応する

「認容額」欄記載の各金員及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄

記載の日から支払済みまで年５分の割合による金員を連帯して支払え。 

⑵ 上記各控訴人の上記各被控訴人に対するその余の請求をいずれも棄却する。 

４ 前項の各控訴人の別紙３の各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の前項20 

の各被控訴人を除く各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 

 ５ 控訴人番号５－１ないし３、同１８－１ないし３及び同２３の各控訴人の被控

訴人エーアンドエーに対する各控訴に基づき、原判決主文第４項中上記各当事者

間の部分を次のとおり変更する。 

⑴ 被控訴人エーアンドエーは、上記各控訴人に対し、別紙２－３の各控訴人に25 

対応する「認容額」欄記載の各金員及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起
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算日」欄記載の日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

⑵ 上記各控訴人の被控訴人エーアンドエーに対するその余の請求をいずれも

棄却する。 

６ 前項の各控訴人の別紙３の各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の被控

訴人エーアンドエーを除く各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 5 

７ 控訴人番号１７－１ないし１０及び同２７の各控訴人の被控訴人ノザワに対

する各控訴に基づき、原判決主文第４項中上記各当事者間の部分を次のとおり変

更する。 

⑴ 被控訴人ノザワは、上記各控訴人に対し、別紙２－４の各控訴人に対応する

「認容額」欄記載の各金員及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄10 

記載の日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

⑵ 上記各控訴人の被控訴人ノザワに対するその余の請求をいずれも棄却する。 

８ 前項の各控訴人の別紙３の各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の被控

訴人ノザワを除く各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 

９ 控訴人番号３、同９、同１６、同２０、同２４、同２５並びに同２９の１及び15 

２の各控訴人の別紙３の各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の各被控訴

人に対する控訴をいずれも棄却する。 

10⑴ 第１項及び第３項の各当事者間の訴訟費用は，第１、２審を通じ、それぞれ

別紙２－１及び同２－２の各控訴人に対応する「訴訟費用負担割合」欄記載の

割合を各控訴人の負担とし、その余をそれぞれ各項の各被控訴人の連帯負担と20 

する。 

 ⑵ 第５項及び第７項の各当事者間の訴訟費用は，第１、２審を通じ、それぞれ

別紙２－３及び同２－４の各控訴人に対応する「訴訟費用負担割合」欄記載の

割合を各控訴人の負担とし、その余をそれぞれ各項の被控訴人の負担とする。 

 ⑶ 第２項、第４項、第６項、第８項及び第９項の各当事者間の控訴費用は、そ25 

れぞれ各控訴人の負担とする。 
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11 この判決の第１項、第３項、第５項及び第７項の各⑴は、いずれも仮に執行す

ることができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１章 控訴の趣旨 

 １ 原判決主文第４項を次のとおり変更する。 5 

２ 別紙３の「請求の相手方」欄記載の各被控訴人は、同欄に対応する「控訴人」

欄記載の各控訴人に対し、連帯して、上記各控訴人に対応する「請求額」欄記載

の各金員及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄記載の日から支払済

みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２章 事案の概要 10 

（以下、この判決において原判決を引用する場合、「，」を「、」と読み替え、また、「原

告」を「控訴人」と、「被告企業」を「被控訴人」と読み替えることがある。） 

第１節 事案の要旨 

第１ 控訴人らは、主として北海道内で建物の建築、改修、解体の現場において建築

作業に従事し、その際に石綿粉じんに曝露したことにより、石綿肺、肺がん、中皮15 

腫等の石綿粉じんに曝露したことによって生ずる疾患（以下「石綿関連疾患」とい

う。）に罹患したと主張する者又はその相続人である（以下、石綿粉じんに実際に曝

露し、石綿関連疾患に罹患したと主張する者を「被災者」といい、被災者らを併せ

て「本件被災者ら」ということがある。）。 

  被控訴人らは，建築作業に用いられる建材（以下「建材」という。）を製造販売し20 

ていた会社ないしその権利義務を承継した者である。 

本件は、控訴人らが、被控訴人らに対し、被控訴人らが、石綿を含有する建材（以

下「石綿含有建材」という。）から生ずる粉じんに曝露すると石綿関連疾患に罹患す

る危険があること等を表示することなく、石綿含有建材を製造販売したことにより、

本件被災者らが石綿関連疾患に罹患したなどと主張して、被控訴人らに対し、不法25 

行為(民法７１９条１項後段の類推適用)に基づき、連帯して、被災者１人当たり慰
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謝料３０００万円及び弁護士費用３００万円の合計３３００万円（ただし、被災者

Ａ(石綿関連疾患について、被控訴人ニチアスから支払を受けている。）については、

慰謝料１５００万円及び弁護士費用１５０万円の合計１６５０万円）の損害賠償及

びそれぞれこれに対する各被災者の石綿関連疾患の各診療開始日ないしその後の

日から支払済みまで民法（平成２９年法律第４４号による改正前のもの。以下同じ。）5 

所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を請求する事案である(なお、控訴人

らは、原審において、被災者１人当たり慰謝料３５００万円及び弁護士費用３５０

万円の合計３８５０万円及びこれに対する遅延損害金の支払を請求していたが、当

審において、上記のとおり請求を減縮した。)。 

また、控訴人らは、本件の被控訴人らに対する訴えと共に、国に対し、本件被災10 

者らが石綿含有建材から生ずる粉じんに曝露することを防止するために規制権限

を行使すべきであったのにこれを怠ったことが違法であるなどと主張して、国家賠

償法１条１項に基づき、被控訴人らと連帯して、同額の損害賠償を求める訴えを併

せて提起していた。 

第２ 控訴人らは、原審において、被控訴人らに対し、民法７１９条１項後段の類推15 

適用に基づく請求に加え、同項前段や同項後段の直接適用を根拠とする請求や製造

物責任法３条１項に基づく請求をしていたが、原審は、控訴人らの被控訴人らに対

する請求をいずれも棄却した。これに対し、控訴人らがこれを不服として控訴した。 

  なお、控訴人らの国に対する訴えについて、原審は、控訴人らの請求を一部認容

したところ、国及び控訴人らの一部がいずれも敗訴部分を不服として控訴したが、20 

当審において、控訴人らと国との間で和解に向けた協議を行うことになり、本件か

ら分離された。 

第３ 控訴人らは、当審において、次のとおり、被控訴人らに対する請求の内容等を

整理した。 

控訴人らは、本件で主張する石綿含有建材を、各被災者の職種や稼働時期等から25 

みて、各被災者の下に到達した相当程度の可能性のある建材に絞り込み、各被災者
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が石綿関連疾患に罹患したのは主として当該建材が原因であるとして（以下、この

建材を「主要原因建材」という。）、主要原因建材を製造販売した被控訴人らのみを

各被災者との関係で請求の相手方とし、その他の被控訴人らに対する訴えを取り下

げるとともに、請求の内容としては、民法７１９条１項後段の類推適用により、第

１順位として、各被災者との関係で請求の相手方とされた被控訴人らが各被災者に5 

生じた損害の全部を連帯して賠償するよう求め、第２順位及び第３順位として、上

記損害のうち少なくとも一部を連帯して賠償するよう求めるに至った。 

また、控訴人らは、前記の原審段階における民法７１９条１項前段や同項後段の

直接適用を根拠とする主張を撤回し、製造物責任法３条１項に基づく請求の訴えを

取り下げた。 10 

第２節 前提事実（当事者間に争いがないか、後掲各証拠（枝番のあるものは、特記

しない限り、すべての枝番を含む。以下同じ。）又は弁論の全趣旨によって容易に

認めることができる事実） 

第１ 当事者 

 １ 控訴人ら 15 

控訴人らは、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露したことにより、石綿関連

疾患に罹患したと主張する者（被災者）又はその相続人（当該相続人の相続人を

含む。）である。 

 ２ 被控訴人ら 

⑴ 被控訴人らは、「石綿（アスベスト）含有建材データベース（平成２５年２20 

月版）」（国土交通省と経済産業省が連携し、建設事業者、解体事業者や住宅・

建築物所有者等が、解体工事等に際し、使用されている建材の石綿含有情報に

関する情報を簡便に把握できるようにすることを目的とし、建材メーカーが過

去に製造した石綿含有建材の種類、名称、製造時期、石綿の種類・含有率等の

情報及びその検索システムとして構築したもの。以下「国交省データベース」25 

という。甲Ｃ２９、３０）に、石綿含有建材を製造販売していた企業として掲
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載された株式会社又はその地位を承継した株式会社であり、控訴人らが、各被

災者らとの関係で、主要原因建材を製造販売した旨主張している者である。 

⑵ 被控訴人らの商号変更等 

 ア 被控訴人ＡＧＣは、平成３０年７月、旧商号旭硝子株式会社から現商号に

商号変更した。 5 

イ 被控訴人エーアンドエーは、平成１２年１０月、株式会社アスク（以下「ア

スク」という。）と浅野スレート株式会社（以下「浅野スレート」という。）

が合併して設立された会社である。アスクは、朝日石綿工業株式会社（以下

「朝日石綿工業」という。）が、昭和６２年４月、株式会社アスクに商号変

更した会社である。 10 

（甲Ａ１２５６の２） 

ウ 被控訴人クボタは、平成２年、旧商号株式会社久保田鉄工から現商号に商

号変更した。被控訴人クボタは、平成１５年１２月、屋根材事業及び外壁材

事業並びにこれに関する権利及び義務の全部を会社分割により被控訴人ケ

イミューに移転した。 15 

（甲Ａ１２６０） 

エ 被控訴人ケイミューは、平成１５年１２月、被控訴人クボタと松下電工株

式会社の屋根材事業及び外壁材事業並びにこれに関する権利及び義務の全

部を会社分割により承継したクボタ松下電工外装株式会社が、平成２２年１

０月、現商号に商号変更した会社である。 20 

   オ 被控訴人日鉄ケミカルは、新日鐵化学株式会社が、平成２４年１０月、新

日鉄住金化学株式会社に商号変更し、平成３０年１０月、新日鉄住金マテリ

アルズ株式会社を合併し、現商号に商号変更した会社である。 

   カ 被控訴人太平洋セメントは、秩父小野田株式会社（小野田セメント株式会

社と秩父セメント株式会社が平成６年に合併）と日本セメント株式会社が平25 

成１０年に合併して設立された会社である。  
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（甲Ａ１２５６の１） 

   キ 被控訴人ニチアスは、昭和５６年１０月、旧商号日本アスベスト株式会社

から現商号に商号変更した会社である。 

（甲Ｃ３の２） 

   ク 被控訴人日本インシュレーションは、平成元年４月、旧商号株式会社大阪5 

パツキング製造所から現商号に商号変更した会社である。 

（甲Ａ１３０５） 

ケ 被控訴人バルカーは、平成３０年１０月、旧商号日本バルカー工業株式会

社から現商号に商号変更した会社である。 

コ 被控訴人エム・エム・ケイは、三好石綿工業株式会社が、合併や事業譲渡10 

を通じて三菱セメント石綿工業株式会社となり、昭和４８年、同社が三菱セ

メント建材株式会社に商号変更し、さらに合併を経て三菱マテリアル建材株

式会社になり、平成２７年１０月、現商号に商号変更した会社である。 

（甲Ｃ２） 

第２ 石綿の概要 15 

１ 石綿の種類及び性質 

次のとおり補正するほか、原判決書１８頁１９行目から１９頁１４行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書１８頁２０行目及び２１行目の「蛇文石」を「蛇紋石」と改める。 

  ⑵ 原判決書１８頁２０行目の「角閃石系」の後に「（アンフィボール）」を加え20 

る。 

  ⑶ 原判決書１９頁２行目末尾を改行して「（甲Ａ４、３９４）」を加える。 

⑷ 原判決書１９頁１４行目末尾を改行して「（甲Ａ４）」を加える。 

 ２ 石綿の用途 

   我が国においては、石綿の工業的な利用としては、明治時代の後半に保温材や25 

シール材などの生産が開始され、大正時代に建築材料の生産が始まった。特に、
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第二次世界大戦後、戦後の経済復興の時期に、重要な資材として工業的に各分野

で使用されるようになった。石綿製品は、石綿工業製品（自動車用摩擦材、ジョ

イントシートなど）と建材製品とに大きく分けられるが、我が国における石綿消

費量の多くは建材製品が占めていた。 

（甲Ａ４、３９４） 5 

第３ 石綿含有建材の概要等 

 １ 石綿含有建材の概要 

次のとおり補正するほか、原判決書１９頁１７行目から２０頁９行目までに記

載のとおりであるからこれを引用する。 

⑴ 原判決書１９頁１７行目の「上記⑵のとおり」を削る。 10 

⑵ 原判決書１９頁２２行目の「被告国」を「国」と改め、以下同様とする。 

⑶ 原判決書２０頁９行目末尾を改行して、次のとおり加える。 

「 石綿含有建材は、次のような種類に分類できる。なお、各建材の冒頭に付し

た『①』等の番号は、国交省データベースの別表１『石綿（アスベスト）含有

建材名（一般名）リスト』の建材名の冒頭に付された番号と対応しており、以15 

下、各建材の冒頭に上記番号を付すことがある。 

⑴ 吹付け材 

①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール、③湿式石綿含有吹付け材、

④石綿含有吹付けバーミキュライト及び⑤石綿含有吹付けパーライト 

⑵ 保温材 20 

⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧石

綿含有バーミキュライト保温材、⑨石綿含有パーライト保温材及び⑩石綿保

温材 

   ⑶ 耐火被覆材 

     ⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種及び⑫石綿含有耐火被覆板 25 

   ⑷ 断熱材 
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     ⑬屋根用折板石綿断熱材及び⑭煙突用石綿断熱材 

⑸ その他石綿含有建材（成形板等） 

⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ5 

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、

㉕石綿含有せっこうボード、㉖石綿含有パーライト板、㉗石綿含有その他パ

ネル・ボード、㉘石綿含有壁紙、㉙石綿含有ビニル床タイル、㉚石綿含有ビ

ニル床シート、㉛石綿含有けい酸カルシウム床材、㉜石綿含有ソフト巾木、10 

㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレート、㉞石綿含有ルーフィング、㉟石綿含有

窯業系サイディング、㊱石綿含有建材複合金属系サイディング、㊲石綿含有

スレート波板・大波、㊳石綿含有スレート波板・小波、㊴石綿含有スレート

波板・その他、㊵石綿セメント管、㊶石綿セメント円筒及び㊷石綿発泡体 

⑹ 以上のほか、国交省データベースに含まれていない石綿含有建材として、15 

混和材がある。混和材は、モルタルに練り混ぜる方法で多くの建築現場で使

用されてきた建材である（以下混和材については、便宜上『㊸混和材』とす

る。）。 

（甲Ａ３６の１及び２、１１６の１、３９６、１２４８の２、５、６、甲Ｃ２

９の１ないし２１５４、３０の１）」 20 

２ 日本工業規格（ＪＩＳ） 

次のとおり補正するほか、原判決書２１頁７行目から２４行目までに記載のと

おりであるからこれを引用する。 

⑴ 原判決書２１頁２０行目の「後記５⑹アのとおり」及び２１行目から２２行

目の「後記５⑹エのとおり」を削る。 25 

⑵ 原判決書２１頁２４行目末尾を改行して「（甲Ａ１２５、１４９、１７３）」



 

15 

 

を加える。 

３ 代表的な業界団体 

次のとおり補正するほか、原判決書２１頁２６行目から２２頁２４行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 

⑴ 原判決書２１頁２６行目冒頭の「 」を「⑴」と改める。 5 

⑵ 原判決書２２頁１３行目冒頭の「 」を「⑵」と改める。 

⑶ 原判決書２２頁２４行目末尾を改行して「（甲Ｃ１、２）」を加える。 

 ４ 「ａ」マーク 

原判決書２３頁２３行目末尾を改行して「（甲Ａ３７７、甲Ｃ１の５２３）」

を加えるほか、原判決書２２頁２６行目から２３頁２３行目までに記載のとおり10 

であるからこれを引用する。 

第４ 建築工事の概要等 

１ 建物の種類 

  建物は、その構造を構成する材料によって、木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート

造などに分類できる。 15 

木造建物は、柱や梁等の主要構造部に製材（木材を角材や板材にしたもの）や

木質材料（合板、集成材などの木材を素材として作られた材料）を用いる建物で

ある。鉄骨造建物は、主要構造部に鉄骨材を用いる建物である。鉄筋コンクリー

ト造建物は、主要構造部に鉄筋コンクリート（棒鋼を組み立てて作った鉄筋の周

囲にコンクリートを打設し、一体に働くようにしたもの）を用いる建築物である。 20 

 （甲Ａ１１３の２、３７０、３７１） 

２ 建築工事の概要 

原判決書３７頁１１行目末尾を改行して「（甲Ａ１１３の２、３６６、３７０、

３７１）」を加えるほか、原判決書３６頁２４行目から３７頁１１行目までに記

載のとおりであるからこれを引用する。 25 

３ 建築作業従事者の概要 
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原判決書３５頁６行目末尾を改行して「（甲Ａ３７５、３７８、３７９）」を

加えるほか、原判決書３５頁１行目から６行目までに記載のとおりであるからこ

れを引用する。 

第５ 石綿関連疾患の概要等 

 １ 前提 5 

   石綿関連疾患には、石綿肺、肺がん、中皮腫、良性石綿胸水、びまん性胸膜肥

厚がある。本件被災者らは、石綿肺、肺がん又は中皮腫の罹患者である。 

   石綿曝露の指標となる医学的所見として、胸膜肥厚斑（胸膜プラーク）がある。

胸膜肥厚斑とは、壁側胸膜に生じる両側性の不規則な白板状の限界性線維性肥厚

をいう。胸膜肥厚斑は、石綿曝露によってのみ発生すると考えられており、かつ、10 

石綿曝露によって発生する胸膜病変の中で最も頻度が高いことから、重要な指標

とされている。なお、胸膜肥厚斑それ自体では肺機能障害を伴わず、良性病変と

考えられている。 

 ２ 主な石綿関連疾患 

   次のとおり補正するほか、原判決書３０頁１７行目から３４頁２４行目までに15 

記載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書３１頁１行目の「され、」の次に「一般的には、」を、３行目の「場

合には、」の次に「当該曝露の開始から１０年以上経過してから、」をそれぞ

れ加える。 

⑵ 原判決書３２頁１８行目の「（胸膜プラーク」から１９行目の「以下同じ。）」20 

までを削る。 

⑶ 原判決書３２頁２４行目の「後記⑶の」を「後記の」に改める。 

  ⑷ 原判決書３２頁２５行目末尾を改行し、「石綿関連疾患としての肺がんは、

石綿への曝露の開始から２０年以上経過してから発症することが多く、３０年

以上経過すると発症する率が高くなると言われている。」を加える。 25 

⑸ 原判決書３４頁８行目末尾を改行し、「胸膜中皮腫を始めとする中皮腫につ
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いては、石綿への曝露からその発症までの潜伏期間は、多くの場合、４０年前

後である。」を加える。 

⑹ 原判決書３４頁２４行目末尾を改行して「（甲Ａ１０６、１０７、１５６、

乙アＡ３５、１００２）」を加える。 

第６ 粉じん濃度の評価基準 5 

 １ 粉じん濃度の測定 

   粉じん濃度の測定については、①作業者の個人曝露濃度を測定するという考え

方と②作業場（単位作業場）における粉じん濃度を測定するという考え方の２種

類がある。 

①作業者の個人曝露濃度を測定する考え方は、個々の労働者に着目したもので、10 

１日の作業時間中に労働者が曝露する平均粉じん濃度、すなわち時間荷重平均濃

度を知るための測定である。②作業場（単位作業場）における粉じん濃度を測定

する考え方は、作業場（単位作業場）の環境全体に着目したもので、作業場（単

位作業場）における平均濃度及び違いを知るための測定である。 

（乙アＡ７８（６から７頁）） 15 

 ２ 許容濃度 

   次のとおり補正するほか、原判決書２８頁２行目から２２行目までに記載のと

おりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書２８頁７行目の「学術団体」の次に「であり、昭和４７年までの名

称を日本産業衛生協会という。以下、この名称変更の前後を通じて『日本産業20 

衛生学会』という。」を加える。 

  ⑵ 原判決書２８頁１６行目の「許容濃度を」を「気中許容濃度を、時間荷重平

均として、５㎛（マイクロメートル）以上の繊維で」と改める。 

  ⑶ 原判決書２８頁２２行目を改行し、次のとおり加える。 

「 日本産業衛生学会は、平成１３年、リスクアセスメントの手法を導入し、石25 

綿を発がん物質と分類した上で、過剰発がん生涯リスクレベル１０－ ３、１０－ ４
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に対応する評価値として、クリソタイルのみのときは、１ml当たり０．１５本、

１ml当たり０．０１５本、クリソタイル以外の石綿繊維を含むときは、それぞ

れ１ml当たり０．０３本、１ml当たり０．００３本を勧告した。 

（甲Ａ９５、９８、乙アＡ１７２～１７８、乙ケ１～３）」 

 ３ 抑制濃度 5 

次のとおり補正するほか、原判決書２８頁２４行目から２９頁１９行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書２９頁５行目の「（後記５⑵ウ ）」を削る。 

  ⑵ 原判決書２９頁１３行目の「成るものをいう。」の次に「局所排気装置は、

機械力によって計画どおりに換気をすることができ、また、有害物質の発散源10 

の近くに置いて有害物質による汚染空気が周囲の一般空気中に混合分散する

前にこれを補足するものであるため、有害物質の拡散を有効に防止し得る装置

とされる。」を加える。 

  ⑶ 原判決書２９頁１７行目の「後記５のとおり」を「後記第７のとおり」と改

める。 15 

  ⑷ 原判決書２９頁１８行目から１９行目までの「（後記５⑵ウ 、⑶ウ、カ、

ケ）」を削る。 

⑸ 原判決書２９頁１９行目末尾を改行して「（乙アＡ４５、２２、５０、５９、

６０）」を加える。 

 ４ 管理濃度 20 

次のとおり補正するほか、原判決書２９頁２１行目から３０頁１２行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書２９頁２６行目の「（上記ア）」を削る。 

  ⑵ 原判決書３０頁９行目の「後記５のとおり」を「後記第７のとおり」と改め

る。 25 

  ⑶ 原判決書３０頁１２行目の「（後記５⑷イ、キ、⑸イ）」を削る。 
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⑷ 原判決書３０頁１２行目末尾を改行して「（乙アＡ７８、１３７、１３８、

乙アＢ５４、５５）」を加える。 

第７ 関係法令等の概要 

 １ 労働安全衛生関係の規制措置の概要 

次のとおり補正するほか、原判決書４７頁５行目から８１頁１７行目までに記5 

載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書４７頁２４行目末尾を改行し、「（乙アＢ２）」を加える。 

  ⑵ 原判決書４８頁４行目の「という。」の次に「同年１１月１日施行」を加え

る。 

  ⑶ 原判決書４８頁１１行目末尾に「（１７２条）」を加える。 10 

  ⑷ 原判決書４８頁１３行目の「局所排気装置」から１４行目の「吸引排出」ま

でを「局所における吸引排出」と改める。 

  ⑸ 原判決書４８頁１５行目の「義務」の次に「（１７３条）」を加え、同行目

の「。なお」から１９行目末尾までを削る。 

  ⑹ 原判決書４８頁２２行目末尾に「（１７５条）」を、２４行目末尾に「（１15 

７９条）」を、４９頁１行目末尾に「（１８１条）」を、３行目末尾に「（１

８４条）」をそれぞれ加える。 

  ⑺ 原判決書４９頁２６行目末尾を改行し、「（乙アＢ３）」を加える。 

  ⑻ 原判決書５０頁１０行目末尾を改行し、「（乙アＢ４、５）」を加える。 

  ⑼ 原判決書５１頁２０行目末尾を改行し、「（乙アＢ６から８）」を加える。 20 

  ⑽ 原判決書５２頁４行目末尾を改行し、「（乙アＢ９）」を加える。 

  ⑾ 原判決書５２頁１５行目末尾を改行し、「（乙アＢ１０）」を加える。 

  ⑿ 原判決書５３頁１６行目末尾を改行し、「（乙アＢ１２、１３）」を加える。 

  ⒀ 原判決書５４頁１行目末尾を改行し、「（乙アＢ１４、１５）」を加える。 

  ⒁ 原判決書５４頁２０行目末尾を改行し、「（乙アＢ１６から１８）」を加え25 

る。 
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  ⒂ 原判決書５５頁６行目末尾を改行し、「（乙アＢ１１）」を加える。 

  ⒃ 原判決書５５頁１５行目末尾を改行し、「（乙アＢ１９）」を加える。 

  ⒄ 原判決書５６頁７行目末尾を改行し、「（乙アＢ２０）」を加える。 

  ⒅ 原判決書５６頁１０行目の「昭和４６年」の次に「４月２８日」を加える。 

  ⒆ 原判決書５６頁１１行目の「制定した」を「制定し、同規則は、一部を除き、5 

昭和４６年５月１日施行された」と改める。 

  ⒇ 原判決書５６頁１３行目の「旧特定化学物質等障害予防規則」を「旧特化則」

と改め、以下同様とする。 

   原判決書５６頁１５行目の「有害物質」を「有害物等」と改め、以下この項

において同様とする。 10 

   原判決書５６頁２１行目の「あるから」から２４行目の「指摘した。」まで

を「あり、そのためには、作業環境内に有害物等が発散することを防止するた

めの施設の整備を進めるべきであり、それに関連する抑制の濃度（抑制濃度）

が必要になるとした。」と改める。 

   原判決書５６頁２５行目の「（上記２⑸ア）」を削る。 15 

   原判決書５７頁７行目の「第二類物質」の次に「（２条２号、別表第２）」

を、１３行目末尾に「（４条１項、２項）」をそれぞれ加える。 

   原判決書５７頁２６行目の「性能として、」の次に「そのフードは、石綿の

粉じんの発散源ごとに設けられることなどの要件に適合するものでなければ

ならず、また、」を加える。 20 

 原判決書５８頁２行目の「負う」の次に「（６条１項、２項）」を加える。 

 原判決書５８頁３行目の「昭和４６年」の次に「４月２８日」を加える。 

   原判決書５８頁７行目の「負う」の次に「（８条）」を、１８行目の「負う」

の次に「（２５条１号）」を、２２行目の「負う」の次に「（２６条１項、２

項）」を、２６行目の「負う」の次に「（２９条）」を、５９頁４行目の「負25 

う」の次に「（３０条）」を、７行目の「負う」の次に「（３１条）」を、１
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０行目の「負う」の次に「（３２条、３４条）」を、１５行目の「負う」の次

に「（２８条）」をそれぞれ加える。 

 原判決書５９頁２４行目末尾を改行し、「（乙Ｂ２１から２４、８５）」を

加える。 

   原判決書６０頁３行目の「第５７号」の次に「。以下『安衛法』という。」5 

を、４行目の「第３１８号」の次に「。以下『安衛令』という。」を、６行目

の「第３２号」の次に「。以下『安衛則』という。」を、７行目の「第３９号」

の次に「。以下『特化則』という。」をそれぞれ加える。 

   原判決書６０頁１５行目の「労働安全衛生法」を「安衛法」と、１６行目の

「同法施行令」を「安衛令」と、１８行目の「労働安全衛生規則」を「安衛則」10 

と、同行目から１９行目の「特別化学物質等障害予防規則」を「特化則」とそ

れぞれ改め、以下同様とする。 

   原判決書６０頁１９行目末尾に「これらの法令は、いずれも、一部を除き、

昭和４７年１０月１日から施行された。」を加える。 

   原判決書６０頁２０行目から６２頁１９行目までを以下のとおり改める。 15 

「  安衛法及び安衛令の概要 

安衛法は、労働基準法とあいまって、労働災害の防止のための危害防止基

準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防

止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者

の安全と健康を確保するとともに、快適な作業環境（平成４年法律第５５号20 

による改正後は『職場環境』）の形成を促進することを目的としており（１

条）、次の内容の規定が設けられた。また、安衛法２２条、２３条等の規定

により事業者が講ずべき措置及び２６条の規定により労働者が守らなけれ

ばならない事項は、省令に委任された（２７条１項）。 

ａ 事業者は、労働災害を防止するための管理を必要とする作業で、政令で25 

定めるものについては、作業主任者を選任し、その者に作業に従事する労
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働者の指揮その他の省令で定める事項を行わせなければならない（１４

条）。 

ｂ 事業者は、粉じん等による健康障害を防止するため必要な措置を講じな

ければならない（２２条）。 

ｃ 事業者は、労働者を就業させる建設物その他の作業場について、換気等5 

に必要な措置その他労働者の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置

を講じなければならない（２３条）。 

ｄ 労働者は、事業者が２２条、２３条等の規定に基づき講ずる措置に応じ

て必要な事項を守らなければならない（２６条）。 

ｅ 黄りんマッチ、ベンジジン、ベンジジンを含有する製剤その他の労働者10 

に重度の健康障害を生ずる物で、政令で定めるものは、製造し、輸入し、

譲渡し、提供し、又は使用してはならない（５５条）。 

なお、安衛法の施行時において、石綿は上記規定で定めるものではなか

った（安衛令１６条）。 

ｆ ベンゼン、ベンゼンを含有する製剤その他の労働者に健康障害を生ずる15 

おそれのある物で政令で定めるもの等を譲渡し、又は提供する者は、省令

で定めるところにより、その容器又は包装に、名称並びに人体に及ぼす作

用及び貯蔵又は取扱い上の注意等を表示しなければならない（以下『警告

表示義務』という。）（５７条）。 

なお、安衛法の施行時において、石綿は上記規定で定めるものではなか20 

った（安衛令１８条）。 

ｇ 事業者は、労働者を雇い入れたとき及び労働者の作業内容を変更したと

きは、当該労働者に対し、省令で定めるところにより、その従事する業務

に関する安全又は衛生のための教育を行なわなければならない（５９条１

項、２項）。 25 

ｈ 事業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定め
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るものについて、労働省令で定めるところにより、空気環境その他の作業

環境について必要な測定をし、及びその結果を記録しておかなければなら

ない（６５条。以下、この義務に基づく測定を『作業環境測定』という。）。 

    安衛則の概要 

     安衛法２２条、２３条、２６条に基づき、次の内容の規定が設けられた。 5 

    ａ 事業者は、粉じん等を発散するなど有害な作業場においては、その原因

を除去するため、代替物の使用、作業の方法又は機械等の改善等必要な措

置を講じなければならない（５７６条）。 

ｂ 事業者は、粉じん等を発散する屋内作業場においては、空気中の粉じん

等の含有濃度が有害な程度にならないようにするため、局所排気装置又は10 

全体換気装置を設けるなど必要な措置を講じなければならない（５７７

条）。 

ｃ 事業者は、有害物を含む排気を排出する局所排気装置その他の設備につ

いては、当該有害物の種類に応じて、集じんその他の有効な方式による排

気処理装置を設けなければならない（５７９条）。 15 

ｄ 事業者は、粉じんを著しく飛散する屋外又は坑内の作業場においては、

注水その他の粉じんの飛散を防止するため必要な措置を講じなければな

らない（５８２条）。 

ｅ 事業者は、粉じん等を発散する有害な場所等に関係者以外の者が立ち入

ることを禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表示しなければならない20 

（５８５条）。 

ｆ 事業者は、粉じん等を発散する有害な場所における業務等においては、

当該業務に従事する労働者に使用させるために、保護衣、保護眼鏡、呼吸

用保護具等適切な保護具を備えなければならない（５９３条）。 

ｇ 事業者は、５９３条に規定する保護具については、同時に就業する労働25 

者の人数と同数以上を備え、常時有効かつ清潔に保持しなければならない
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（５９６条）。 

ｈ ５９３条に規定する業務に従事する労働者は、事業者から当該業務に必

要な保護具の使用を命じられたときは、当該保護具を使用しなければなら

ない（５９７条）。 

    特化則の規定 5 

特化則では、旧特定化学物質等障害予防規則と同様、石綿は第二類物質と

され（２条４号、安衛令別表第３第３号２）、第二類物質に係る作業に関し、

次の内容の規定が設けられ、従来の規制がほぼそのまま引き継がれた。 

    ａ 事業者は、第二類物質の粉じん等が発散する屋内作業場について、当該

発散源に局所排気装置を設けなければならず、局所排気装置の設置が著し10 

く困難であること等により局所排気装置を設けない場合には、全体換気装

置を設けるなど労働者の健康障害を予防するため必要な措置を講じなけ

ればならない（５条１項、２項）。 

    ｂ 事業者は、第二類物質を製造し、又は取り扱う作業場に、関係者以外の

者が立ち入ることを禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表示しなけれ15 

ばならない（２４条１号）。 

    ｃ 事業者は、第二類物質の運搬又は貯蔵のために使用する容器又は包装の

見やすい箇所に当該物質の名称及び取扱い上の注意事項を表示しなけれ

ばならない（２５条２項）。 

    ｄ 事業者は、第二類物質を製造し、又は取り扱う作業場に、当該物質の粉20 

じん等を吸入することによる労働者の健康障害を予防するため必要な呼

吸用保護具を備えなければならない（４３条）。 

    ｅ 事業者は、４３条の保護具について、同時に就業する労働者の人数と同

数以上を備え、常時有効かつ清潔に保持しなければならない（４５条）。 

（乙アＡ１４０、乙アＢ２５から２８）」 25 

   原判決書６２頁２３行目末尾を改行し、「（乙アＡ１８０）」を加える。 
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   原判決書６２頁２５行目の「昭和４８年」の次に「７月１１日」を、６３頁

４行目の「当面、」の次に「５㎛以上の繊維で」をそれぞれ加え、５行目の「と

する旨を示した」から８行目末尾までを「とするよう指導することを指示した。

通達発出の理由としては、作業環境気中濃度基準を繊維数で表示することが医

学的により適切であることのほか、最近、石綿が肺がんおよび中皮腫等の悪性5 

新生物を発生させることが明らかとなったこと等により、各国の規制において

も気中石綿粉じん濃度を抑制する措置が強化されつつあることがあげられて

いた。」と改め、同末尾を改行し、「（乙アＢ５１）」を加える。 

   原判決書６３頁１４行目の「後記８⑶アのとおり、」を削り、１７行目末尾

を改行し、「（甲Ｂ３２、乙アＢ３３）」を加える。 10 

   原判決書６３頁２１行目の「昭和５０年、ＩＬＯ」を「昭和４７年にＩＬＯ

（国際労働機関）」と改め、２２行目の「踏まえ、」の次に「関係政省令の改

正を検討し、昭和５０年、」を加える。 

   原判決書６３頁２６行目末尾に「安衛令及び安衛則は、一部を除き、同年４

月１日に施行され、特化則は、一部を除き、同年１０月１日に施行された。」15 

を加える。 

 原判決書６４頁１行目から２行目の「昭和５０年改正労働安全衛生法施行令」

を「昭和５０年改正安衛令」と、２行目から３行目の「昭和５０年改正労働安

全衛生規則」を「昭和５０年改正安衛則」と、４行目の「昭和５０年改正特定

化学物質等障害予防規則」を「昭和５０年改正特化則」とそれぞれ改め、以下20 

同様とし、同行目の「石綿」を「石綿等」と改める。 

   原判決書６４頁６行目冒頭から６７頁５行目末尾までを次のとおり改める。 

  「  昭和５０年改正安衛令及び昭和５０年改正安衛則の内容 

石綿及び石綿を含有する製剤その他の物（ただし、石綿の含有量が重量の

５％以下のものを除く。以下、石綿と安衛令、安衛則又は特化則が規制対象25 

とする石綿を含有する製剤その他の物とを併せて「石綿等」ということがあ
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る。）が、安衛法５７条に基づく表示義務の対象となり、名称、人体に及ぼ

す作用、取扱い上の注意等を表示すべきこととなった（昭和５０年改正安衛

令１８条２号の２、同条３９号、昭和５０年改正安衛則３０条、３２条２号

の２、３３条、別表第２第２号の２。ただし、昭和５０年４月１日において

現に存するものについては、同年９月３０日までの間は、安衛法５７条の規5 

定は適用しないとの経過措置が設けられた。）。 

国は、昭和５０年３月２７日付けで、労働省通達『労働安全衛生法第５７

条に基づく表示の具体的記載方法について』（同日基発第１７０号。以下『表

示方法通達』という。）を発出し、石綿等についての安衛法５７条に基づく

表示の具体的記載方法を、『注意事項 多量に粉じんを吸入すると健康をそ10 

こなうおそれがありますから、下記の注意事項を守つて下さい。１．粉じん

が発散する屋内の取扱い作業場所には、局所排気装置を設けて下さい。２．

取扱い中は、必要に応じ防じんマスクを着用して下さい。』などと示した。 

    昭和５０年改正特化則の内容 

上記の改正のうち、石綿等に関するものの主な内容は、次のとおりである。 15 

    ａ 石綿のほか、石綿を含有する製剤その他の物（ただし、石綿の含有量が

重量の５％以下のものを除く。）も、第二類物質とされ、事業者の呼吸用

保護具を備える義務の対象とされるなどした（昭和５０年改正安衛令別表

第３第２号４、３７、昭和５０年改正特化則２条１項２号、２項、別表第

１第４号）。 20 

ｂ 事業者は、石綿等を含む特別管理物質を製造し、又は取り扱う作業場に

は、特別管理物質の名称、人体に及ぼす作用、取扱い上の注意事項及び使

用すべき保護具に係る事項を、作業に従事する労働者が見やすい箇所に掲

示しなければならないとされた（昭和５０年改正特化則３８条の３。以下、

この規定を『本件掲示義務規定』という。）。 25 

ｃ 事業者は、原則として、石綿等を吹き付ける作業に、労働者を従事させ
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てはならないとされた（昭和５０年改正特化則３８条の７第１項）。 

    ｄ 事業者は、石綿等の切断、穿孔、研磨等の作業、石綿等を塗布し、注入

し、又は張り付けた物の破砕、解体等の作業、粉状の石綿等を容器に入れ、

又は容器から取り出す作業及び粉状の石綿等を混合する作業のいずれか

に労働者を従事させるときは、石綿等を湿潤な状態のものとすることが著5 

しく困難なときを除き、石綿等を湿潤な状態のものとしなければならず、

これらの作業を行う場所に、石綿等の切りくず等を入れるための蓋のある

容器を備えなければならないとされた（昭和５０年改正特化則３８条の８

第１項、２項）。 

ｅ 石綿等を取り扱う作業（試験研究のため取り扱う作業を除く。）が、安10 

衛法１４条の作業主任者の選任を要する作業とされた（昭和５０年改正安

衛令６条１８号、別表第３第２号４、３７、昭和５０年改正特化則２条２

項、別表第１第４号）。 

ｆ 事業者は、化学物質等による労働者のがん、皮膚炎、神経障害その他の

健康障害を予防するため、使用する物質の毒性の確認、代替物の使用、作15 

業方法の確立、関係施設の改善、作業環境の整備、健康管理の徹底その他

必要な措置を講じ、もつて、労働者の危険の防止の趣旨に反しない限りで、

化学物質等に曝露される労働者の人数並びに労働者が曝露される期間及

び程度を最小限度にするよう努めなければならないとされた（昭和５０年

改正特化則１条）。 20 

    国は、昭和５０年１０月１日付けで、労働省通達『特定化学物質等障害予

防規則の一部を改正する省令の施行について』（同日基発第５７３号。以下

『５７３号通達』という。）を発出した。この中で、特化則の改正は、最近

特に大きな関心事となっている職業がん等職業性疾病の発生状況等に鑑み、

特化則の充実を図ったものであるとされ、『特別管理物質』は、人体に対す25 

る発がん性が疫学調査の結果明らかとなった物、動物実験の結果発がんの認
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められたことが学会等で報告された物等人体に遅発性効果の健康障害を与

える、又は治癒が著しく困難であるという有害性に着目し、特別の管理を必

要とするものを定めたものであるとされた。また、５７３号通達は、本件掲

示義務規定の掲示事項のうち、特別管理物質の名称、人体に及ぼす作用、取

扱い上の注意事項については、表示方法通達の当該部分と同一内容として差5 

し支えないとした。 

（乙アＢ３０ないし３２、１７１、１７２）」 

   原判決書６７頁９行目の「（上記２⑸イ）」を削る。 

 原判決書６７頁１０行目の「ところを、」の次に「５㎛以上の繊維で」を加

える。 10 

   原判決書６７頁１３行目末尾を改行し、「（乙アＢ５２）」を加える。 

   原判決書６７頁１６行目及び２０行目の「ア ａ」を「ア ｈ」と改める。 

   原判決書６７頁２１行目末尾を改行し、「（乙アＢ５３、１１８）」を加え

る。 

   原判決書６８頁２２行目末尾を改行し、「（乙アＢ３４）」を加える。 15 

   原判決書６８頁２４行目の「（上記２⑸イ）」を削る。 

 原判決書６９頁３行目末尾を改行し、「（乙アＢ３４）」を加える。 

 原判決書６９頁９行目末尾を改行し、「（乙アＢ４６）」を加える。 

   原判決書６９頁１１行目冒頭から１７行目末尾までを次のとおり改める。 

「 国は、作業環境測定による作業環境の評価に基づく作業環境管理が労働衛生20 

管理の重要な部分を占めるとの考えに基づき、『作業場の気中有害物質の濃度

管理基準に関する専門家会議』を設け、作業環境の評価方法について検討を進

め、その提言を踏まえて、昭和５９年２月１３日付けで労働省通達『作業環境

の評価に基づく作業環境管理の推進について』（同日基発第６９号）を発出し

た。同通達では、作業環境測定の結果についての評価方法及びこれに基づく事25 

業者の自主的対策の進め方について、『作業環境の評価に基づく作業環境管理
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要領』として、その手順を示したが、その中で、学会等の示す曝露限界及び各

国の曝露の規制のための基準の動向を踏まえつつ、作業環境管理技術の実用可

能性その他作業環境管理に関する国際的動向等をもとに、作業環境管理の目的

に沿うように行政的な見地から、管理濃度を設定した。石綿の管理濃度につい

ては、２本／㎤と定めた。 5 

（乙アＢ５４）」 

   原判決書７１頁９行目末尾を改行し、「（乙アＢ４３）」を加える。 

   原判決書７２頁１７行目末尾を改行し、「（甲Ｂ３０）」を加える。 

 原判決書７４頁１４行目末尾を改行し、「（乙アＢ４４）」を加える。 

 原判決書７４頁２０行目末尾を改行し、「（乙アＢ４８）」を加える。 10 

 原判決書７４頁２３行目の「作業環境評価」を「作業環境測定の結果の評価

（以下「作業環境評価」という。）」と改める。 

  原判決書７５頁４行目の「同様に」の次に「５㎛以上の繊維で」を加える。 

 原判決書７５頁１４行目末尾を改行し、「（乙アＢ５５ないし５９）」を加

える。 15 

 原判決書７６頁２２行目の「（上記⑶オ ）」及び「（上記２⑶オ）」を削

る。 

 原判決書７６頁２６行目末尾を改行し、「（乙アＢ４５）」を加える。 

 原判決書７７頁７行目の「第３号」の次に「。いずれも一部を除き同年４月

１日施行」を加える。 20 

 原判決書７７頁１３行目の「（上記⑶ア ｄ）」、２０行目の「（後記７⑵）」、

２２行目の「（後記第６の１⑴ナ）」を削る。 

 原判決書７９頁１２行目末尾を改行し、「（乙アＢ３７ないし３９）」を加

える。 

 原判決書７９頁１５行目の「平成１５年」の次に「１０月１６日」を加える。 25 

 原判決書７９頁２０行目の「（上記⑶ア ｄ）」を削り、２１行目末尾を改
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行し、「（乙アＢ４０）」を加える。 

 原判決書７９頁２３行目の「平成１６年」の次に「１０月１日」を、「第３

６９号」の次に「（以下『平成１６年厚生労働省告示』という。）」をそれぞ

れ加え、２４行目の「（上記２⑸ウ）」を削り、同行目から２５行目の「よっ

て」の次に「５㎛以上の繊維で」を加える。 5 

 原判決書７９頁２６行目の「改めた。」を「改め、平成１７年４月１日から

適用された。」と改め、同行目末尾を改行し、「（乙アＢ６２）」を加える。 

   原判決書８０頁４行目の「号」の次に「。平成１７年７月１日施行」を加え

る。 

   原判決書８０頁１１行目の「（以下、」から１２行目の「ともいう。）」ま10 

で、１５行目の「（上記⑸イ ）」をいずれも削る。 

   原判決書８１頁１２行目末尾を改行し、「（乙アＢ４１）」を加える。 

   原判決書８１頁１５行目の「２５７号」の次に「。同年９月１日施行」を加

える。 

 原判決書８１頁１７行目の「（上記⑶ア ｄ）」を削り、同行末尾を改行し、15 

「（乙アＢ４２）」を加える。 

 ２ 建築関係法令の概要 

   原判決書８６頁２０行目から９１頁３行目までのとおりであるからこれを引

用し、同行目末尾を改行し、「（甲Ｂ４ないし９、１２、１５、１７、１８、２

０、２１、２２、２４、２５、３５、３６、乙アＢ７８、１１０、１１１）」を20 

加える。 

第８ 条約等 

  次のとおり補正するほか、原判決書８４頁２６行目から８６頁１８行目に記載の

とおりであるからこれを引用する。 

 １ 原判決書８５頁１５行目末尾を改行し、「（乙アＢ２９）」を加える。 25 

 ２ 原判決書８５頁１８行目の「石綿条約は」から１９行目末尾までを削る。 
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 ３ 原判決書８６頁１２行目末尾を改行し、「（乙アＡ５５）」を加える。 

 ４ 原判決書８６頁１８行目末尾を改行し、「（甲Ａ３２４）」を加える。 

第３節 争点及びこれに関する当事者の主張 

第１ 控訴人らの主張 

 １ 被控訴人らの責任 5 

  ⑴ 被控訴人らが負うべき義務及びその発生時期等 

   ア 被控訴人らの予見可能性、認識等 

 我が国においては、石綿肺に係る医学的知見は、どんなに遅くとも、保

険院調査勧告が公表された昭和１５年３月末に確立した。 

 石綿の危険性は戦前から知られており、石綿含有製品の製造過程におけ10 

る危険性は企業が自社工場で直面する問題であったから、被控訴人らは、

どんなに遅くとも昭和３０年代には、石綿の危険性を現実に認識していた。 

      また、工場内での石綿含有建材の切断、研磨等の加工作業が危険である

のに、建築現場で同様の加工作業をすることが危険でないわけがないから、

被控訴人らは、建築現場における石綿含有建材の危険性も容易に認識する15 

ことが可能であった。 

      加えて、被控訴人らは、海外の情報や自社の商品の施工現場の実態の認

識等から、遅くとも昭和４０年には、建築現場における石綿含有建材の危

険性を現実に認識していた。 

   イ 被控訴人らの警告義務 20 

被控訴人らは、石綿含有建材の生産者として、石綿含有建材の使用者に対

して高度の安全性を確保すべき義務を負い、その具体的内容として、危険を

予見すべき義務と危険を除去すべき義務を負うところ、被控訴人らは、かか

る義務の一態様として、石綿含有建材の使用者に対し、石綿含有建材に内在

する危険の内容及び回避手段について警告する義務を負う。そして、石綿含25 

有建材のもたらす危険の大きさと被害の重大性からすれば、被控訴人らに求
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められる上記予見義務や上記危険性除去義務の程度は、極めて高度なもので

ある。 

以上に照らせば、被控訴人らは、吹付け材及びその他の石綿含有建材につ

いて、ＵＩＣＣ報告が公表された昭和４０年、国が旧特化則を制定した昭和

４６年、また、どんなに遅くとも、石綿粉じんへの曝露と肺がん及び中皮腫5 

の発症との因果関係についての医学的知見が確立するなどした昭和４７年

には、上記警告義務を負っていた。 

ウ 屋外における作業者に対する警告義務 

微量な石綿粉じんへの曝露でも中皮腫が発症する可能性があること、屋外

であっても石綿含有建材の切断等によって石綿粉じんへの曝露が生じるこ10 

とからすると、被控訴人らは、屋外で使用される石綿含有建材についても、

昭和４７年ＩＡＲＣ報告によって微量の石綿粉じんへの曝露による中皮腫

発症の危険性が明らかとなった昭和４７年、遅くとも国が屋外における作業

の危険性を認識して特化則を改正した昭和５０年には、上記警告義務を負っ

ていた。 15 

仮に同年時点における警告義務が認められないとしても、同年以降の医学

的知見の進展や、労働省専門家報告、ＡＩＡ勧告が出されるなどしたことに

照らせば、被控訴人らは、昭和５４年の時点で、上記警告義務を負っていた。 

また、仮に同年の時点における警告義務が認められないとしても、同年以

降の海外における規制の強化等に照らせば、被控訴人らは、遅くとも昭和６20 

２年には、上記警告義務を負っていた。 

さらには、被控訴人らは、どれだけ遅くとも、日本産業衛生学会が許容濃

度の引下げを勧告した平成１３年の時点では、上記警告義務を負っていた。 

   エ 成形板等の取付け後に作業する建築作業従事者（以下「後続作業者」とい

う。）に対する警告義務 25 

後続作業者の危険の回避については、前記イ及びウの警告表示によって伝
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達された情報を契機に、事業者による安全配慮義務の履行によって確保され

る関係にあるから、後続作業者も上記警告義務の対象となる。 

   オ 改修、解体作業者に対する警告義務 

 石綿含有建材は、建物の新築時のみならず、改修、解体時においても使

用又は接触されることが当然に想定される製品なのであるから、改修、解5 

体作業者も、被控訴人らが負う前記イ及びウの警告義務の相手方に含まれ

る。 

また、石綿粉じんは人の生命、健康という最も尊重されるべき法益を侵

害する重大な危険性を有していることから、被控訴人らは、石綿含有建材

の使用者に対し、厳しい安全性確保義務を負っていた。具体的には、被控10 

訴人らは、上記義務として、石綿含有建材から飛散する石綿粉じんの生命、

健康に対する危険性に関する医学的知見の進展等を継続的に研究、調査す

る義務、石綿含有建材の販売に当たって販売先や建材の種類、数量、石綿

含有率等の情報を記録、保存する義務、既に流通している石綿含有建材の

使用状況の変化等を追跡、監視する義務を負うのであり、これを前提に、15 

既に流通している石綿含有建材に関しても、石綿含有建材の危険性や被害

防止のための対策等を警告する義務（販売後の警告義務）を負う。そして、

改修、解体作業者の被害発生を防止するためには、石綿含有建材の販売時

のみに警告すれば足りるものではないから、被控訴人らは、石綿含有建材

の販売後も、改修、解体作業者に対して販売後の警告義務を負い続ける。 20 

     被控訴人らは、吹付け材かその他の石綿含有建材かを問わず、昭和４０

年頃から販売時の警告義務を負い、仮にその時点では上記義務を負ってい

なかったとしても、昭和４６年頃には販売時の警告義務及び販売後の警告

義務を負っていた。さらに、昭和６２年にはいわゆる学校パニック（後記

第３章第１節第１の５）によって石綿含有建材の危険性が社会問題化した25 

のであるから、被控訴人らは、この時点では、既に製造、販売された石綿
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含有建材についても、一層厳しい警告義務を負っていた。 

カ 警告方法等 

具体的な警告方法としては、販売時の警告義務については、成形板、保温

材等の成形された石綿含有建材については、個々の建材の表面又は裏面に警

告表示を直接印字又は貼付することなどが考えられる。また、吹付け材につ5 

いては、施工した吹付け材の表面に警告表示を記載したラベル、プレート等

を設置する、危険性についての情報を記載した取扱説明書を作成して施工者、

建材店等に交付する、建築士等に設計図書に石綿含有建材の使用の有無を記

載するよう指示する、建築士等に設計図書に上記取扱説明書を添付するよう

指示することなどが考えられる。 10 

     販売後の警告義務については、自社の石綿含有建材が使用された建物の所

有者に対して直接情報を提供する、官庁、解体業界団体等へ石綿含有建材の

危険性や改修、解体時の飛散防止対策の必要性等の危険性についての情報を

提供する、マスメディアを通じて、改修、解体工、建物所有者、改修、解体

事業者等に情報を提供することなどが考えられる。 15 

キ 石綿含有建材の製造、販売の中止又は停止義務 

被控訴人らは、早くから石綿含有建材の危険性、とりわけ石綿の発がん性

を認識し、又は、容易に認識することができたのであるから、警告表示を徹

底しても建築作業従事者の安全を確保できないのであれば、石綿含有建材の

製造、販売を中止又は停止すべき義務（以下「石綿不使用義務」という。）20 

を負っていた。 

  被控訴人らは、前記イと同様、昭和４０年又は昭和４６年頃において石綿

不使用義務を負っていたし、遅くとも、肺がん、中皮腫に関する医学的情報

が集積し、昭和５０年改正特化則により石綿の代替化についての努力義務が

制定された昭和５０年には、石綿不使用義務を負っていた。また、平成７年25 

までには、全種類の石綿含有建材が無石綿化されて相当程度普及していたこ
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とや、石綿規制法案が国会に提出されたこと、同年１月の阪神淡路大震災の

際に、災害時の復旧、解体等の工事や廃棄物の処理等に伴う石綿の飛散の問

題がクローズアップされ、石綿を禁止すべきとする社会的基盤が確立されて

いたことなどの具体的事情に鑑みれば、被控訴人らは、どんなに遅くとも同

年には、石綿不使用義務を負っていた。 5 

ク 被控訴人らが以上の義務を履行していれば、本件被災者らは、石綿関連疾

患に罹患することがなかった。 

  ⑵ 被控訴人ら間の共同不法行為の成否 

ア 控訴人らの請求の概要 

控訴人らは、従前、被災者の職種から想定される作業内容や、被災者本人10 

からの聴き取り、被災者が従事した建物の種類（木造建物、鉄骨造建物、鉄

筋コンクリート造建物）等から、本件被災者らが当該建材から生じた石綿粉

じんに曝露する可能性の高い建材の種類を特定し、これに加え、被災者の就

労時期及び建築作業に従事した建物の種類（戸建て住宅、共同住宅、学校・

幼稚園等、店舗・事務所、劇場・百貨店等、工場、倉庫）と被控訴人らが製15 

造販売した個々の石綿含有建材についての情報（建材の種類、製造期間、上

述の各種建物のうち当該建材が施工されることが想定されているものなど）

を照合することで、上記建材の範囲を絞り込み（以下、かかる絞り込みを行

った後の建材を当該被災者の「直接取扱い建材」という。）、これに基づき、

被控訴人らのうち当該被災者に係る請求の相手方となるべき者を限定した。 20 

  控訴人らは、現在、直接取扱い建材に基づく主張を撤回しているが、これ

に代わるものとして、ある被災者にとっての共同行為者となる被控訴人らの

範囲を「当該被災者が当該建材に含有された石綿に相当程度曝露した可能性

が高く、当該被災者に石綿関連疾患を発症させる原因となった可能性のある

石綿含有建材を製造、販売し、市場に流通させた者」に限定する観点から、25 

さらに、直接取扱い建材を絞り込み（以下、かかる絞り込みを行った後の建
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材を「原因建材」という。）、加えて、ある被災者についての上記共同行為

者の範囲を当該被災者に到達した可能性が高い石綿含有建材を製造、販売し

た企業のみに限定する観点から、原因建材のうち各被災者への到達可能性の

高い建材を抽出し（以下、かかる抽出を経た後の建材を「主要原因建材」と

いう。）、上記共同行為者を更に絞り込んだ。 5 

  控訴人らは、第１順位として、各被災者の主要原因建材を製造販売した被

控訴人らは、当該被災者に対し、民法７１９条１項後段の類推適用に基づき、

当該被災者に発生した損害の全部について連帯責任を負うとの主張をする

が、これが認められない場合には、第２順位として、上記損害のうち当該被

災者への加害者と認められる被控訴人らの集団的寄与度が認められる範囲10 

について連帯責任を負うとの主張をする。 

そして、上記の一部連帯責任すら認められない場合に備え、控訴人らは、

主要原因建材の選別による被控訴人らの絞り込みの結果を前提として、当該

被災者が当該建材からの石綿粉じんに曝露した可能性の高い建材に使用さ

れた石綿消費量の総量（市場全体の意味）と被控訴人らが製造した当該建材15 

の石綿消費量の比率を用いるなどして被控訴人らの責任割合を算出した。控

訴人らは、上記の一部連帯責任すら認められない場合には、第３順位として、

被控訴人らは、民法７１９条１項後段の類推適用に基づき、上記責任割合の

限度での一部連帯責任を負うとの主張をする。 

イ 主要原因建材の選別方法 20 

  国交省データベースに掲載された石綿含有建材は、本件被災者らとの関

係で、主要原因建材となり得る石綿含有建材をほぼ網羅しているといえる。

ただし、上記４２種類には、左官工が用いる㊸混和材が含まれていない。

㊸混和材は、モルタルの伸びを良くして作業効率を上げるためにモルタル

に練り混ぜる方法で多くの建築現場で使用されてきた建材であり、本件被25 

災者らにとっての主要原因建材になり得る。また、このような使用方法に
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鑑みれば、㊸混和材は、モルタルを使用するあらゆる建物に使用されると

考えられ、また、混和材ごとに建物における使用部位が異なるとも考え難

いので、混和材を取り扱う職種は、あらゆる混和材を取り扱うと考えて差

し支えない。これらの４３種類の建材は、別紙４－１の「Ｎｏ．」欄及び

「建材名（一般名）」欄に記載のとおりである。 5 

   控訴人らは、国交省データベース及び㊸混和材について自ら調査した結

果を基に、市場に流通した石綿含有建材をほぼ網羅した一覧表を作成した。

この際、国交省データベース上の製造期間のデータに欠損がある場合には、

１９００年から２０１３年まで製造されたものとし（ただし、被控訴人ら

からこの点についての情報の開示があれば、原則としてそれを使用する。）、10 

使用部位、使われ方、建物の種類等のデータに欠損がある場合には、全て

の部位等に使用されたものとした。 

   控訴人らは、主要原因建材を選定するに当たり、上記一覧表に記載され

た４３種類の石綿含有建材のうち、被災者らが当該建材からの石綿粉じん

に曝露する可能性が低い（到達可能性が高いとはいえない）と考えられる15 

建材を建材の種類単位で除外し、また、個々の建材についても、各被災者

の就労時期から曝露可能性が低いと考えられる時期に製造、販売された製

品を除外し、職種ごとに想定される作業内容及び被災者の記憶等から上記

曝露可能性の高い建材を特定してそれ以外の建材を除外し、個々の被災者

の従事した建物の種類（木造建物、鉄骨造建物、鉄筋コンクリート造建物20 

の別）から当該被災者が従事していない建物にのみ使用されている建材を

除外し、個々の被災者の従事した建物の種類（戸建て住宅、共同住宅、学

校・幼稚園等、店舗・事務所、劇場・百貨店等、工場、倉庫）から当該被

災者が従事していない建物にのみ使用されている建材を除外し、国交省デ

ータベースの使用部位及び使われ方に掲載された各製品の特徴からして25 

当該被災者との関係で上記曝露可能性が低いと考えられる製品を除外し
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た。 

   これらのうち、各被災者の就労期間と製品の製造期間との関係では、新

築工事については、当該建材の製造、販売期間と各被災者の就労期間とに

１年以上の重なりのある建材のみを主要原因建材とし、それ以外の建材は

除外した。他方、改修、解体工事の場合は、当該建材の製造、販売が終了5 

した後に就労を開始した被災者も当該製品を取り扱う可能性があるため、

上記重なりがない場合でも主要原因建材から除外していない。 

同様に、控訴人らは、被控訴人らの注意義務の始期を便宜上昭和４０年

とし、同年までに製造を終了した石綿含有建材を除外し、また、用途を同

じくする建材においておおむね１０％以上の市場占有率（以下、市場占有10 

率を「シェア」という。）を有する建材メーカーが販売した建材であれば

被災者らに到達した可能性が高いと考えられるので、シェアがかかる規模

に達しない企業が製造、販売した建材も原則として除外した。この際、全

国でのシェアが１０％に満たない企業が製造した建材を除外するととも

に、控訴人らが主として北海道で稼働していたなどと主張する被災者との15 

関係では、北海道におけるシェアが１０％に満たない企業が製造した建材

についても主要原因建材から除外した。 

   さらに、控訴人らが、被控訴人らの個別の主張立証に基づいて各被災者

に到達する可能性がないと判断した建材についても主要原因建材から除

外した。 20 

  前記 の絞り込みの結果から、さらに、①昭和５０年より前に製造を終

了したもの、②推計計算によりシェアが１０％以上となる建材（⑩石綿保

温材を除く。）を除外した残りの建材について、予備的に主要原因建材で

あると主張する。 

ウ 責任割合の考え方、算出方法等 25 

  控訴人らは、前記第１の１⑵アのとおり、集団的寄与度の範囲で一部連帯
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責任を負う旨の主張が認められない場合に備え、第３順位の主張として、被

控訴人らの責任割合の限度で一部連帯責任を負う旨主張するところ、石綿含

有建材の製造、販売によって排出された石綿の量が多いほど各被災者らが当

該石綿に曝露する機会が増えるのであり、石綿の消費量（市場への排出量）

は、被控訴人らのリスク寄与度を考える上で重要な要素となる。各被災者に5 

対する被控訴人らの責任割合は、主要原因建材となり得る石綿含有建材の石

綿消費量の総量に占める被控訴人らが製造、販売した主要原因建材における

石綿消費量の割合と考えるのが合理的である。 

  控訴人らは、石綿含有建材の種別ごとに、年度ごとの市場全体の石綿消費

量を、資料に基づいて算出し、又は、年度ごとの全国で消費された石綿消費10 

量を示す資料がない場合には石綿輸入量から推定する、各主要原因建材のう

ち年度ごとの石綿消費量が不明なものについては上記推定値を当該年度に

おいて製造、販売されていたことが判明している石綿消費量が不明の建材の

間で均等に割り付けるなどの方法で推定計算した。また、控訴人らは、被控

訴人らの主要原因建材ごと、年度ごとの石綿消費量を算出するため、石綿含15 

有建材の種類別の各被控訴人らのシェアを、客観的資料から算出し、又は、

かかる客観的資料がない場合にはシェアが判明している年度から推定する、

当該建材を製造、販売していたと認められる被控訴人らの数に応じて等分の

割合で割り付けるなどの方法で推定計算した。そして、これらを基に、控訴

人らは、各主要原因建材別に、被控訴人らの年度ごとの上記責任割合を算出20 

した。 

エ 共同不法行為についての考え方等 

 ａ 民法７１９条１項後段の趣旨は、因果関係が不明の場合に被害者が全

く救済されなくなることの不公平から政策的な救済を図る点にあり、同

項後段は、いわゆる択一的競合の場面において、共同行為者の全員につ25 

いて因果関係のいわゆる法律上の推定を定めた規定である。 
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    被控訴人らの行為のうち本件において同項後段の加害行為とされる

べきものは、被控訴人らが石綿含有建材を製造し、これを販売して流通

に置いた行為であり、その後被害者に当該建材からの石綿粉じんに曝露

させたことまでが上記加害行為に含まれるものではない。同項後段は、

かかる加害行為が被害者に到達したか否かという意味における因果関5 

係を法律上推定したものである。同項後段が適用されるために上記建材

が被害者に到達したことの立証や到達したことの高度の蓋然性の立証

が必要と考えるのは背理であり、到達の相当程度の可能性の立証があれ

ば足りると考えるべきである。 

    また、同項後段が適用されるための要件として他に加害行為を行った10 

可能性がある者が存在しないこと（いわゆる十分性の要件）を求めるの

は不当であり、本件における当事者間の衡平及び証拠の偏在からすると、

同項後段を類推適用する際には、上記要件は不要とし、この点は被控訴

人らが連帯責任を免れるための反証の問題とすべきである。 

  ｂ 複数の加害者が競合して損害を発生させる類型には、民法７１９条１15 

項後段の択一的競合のほかに、少なくとも、①単独でも一部の損害が発

生し得る複数の行為が累積することで損害が全部発生した場合（累積的

競合）、②一定の影響（権利侵害）はあるが単独では直ちに損害が顕在

化するとは限らない複数の加害行為が累積することで損害が全部発生

した場合（重合的競合。上記①と併せて累積的競合又は重合的競合と呼20 

ばれることもある。）、③加害行為のいずれもが損害の発生の必要条件

である（１つでも欠けると損害が発生しない）場合（必要的競合）、④

全部惹起力のある複数の加害行為が競合して損害を与えた場合（重畳的

競合）、⑤全部惹起力のある加害行為と全部惹起力のない加害行為とが

競合して１つの損害を与えた場合（部分的重合的競合）、⑥累積的競合25 

か択一的競合かが不明な場合（累積的競合・択一的競合不明型）の各類
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型がある。同項後段の類推適用は、上記①ないし⑥のいずれの類型にお

いても認められるべきである。本件は少なくとも累積的競合（上記①、

②）か寄与度不明（上記②、④ないし⑥）のいずれかには該当するとい

えるから、被控訴人らには同項後段の類推適用に基づく共同不法行為が

成立する。 5 

 ａ ある建材の到達の可能性を検討するに当たり、当該建材のシェアを１

つの考慮要素とすることには、十分な合理性がある。また、前記のとお

り、控訴人らが主張立証すべきものは、到達の相当程度の可能性で足り

るのであり、シェアはあくまでもその判断材料の１つなのであるから、

シェアの数値に厳密な正確さは要求されない。 10 

ｂ 同じメーカーが複数の種別の製品を製造する場合、１つの種別の製品

を同じ数だけ製造するのに比して、効率が悪く、コストを大幅に要する。

それにもかかわらず、あえて別の種別の製品を製造、販売していたとい

うことは、これらの種別の製品が異なる需要を有していたと考えるべき

である。したがって、これらの建材の到達の可能性を検討するのであれ15 

ば、種別ごとのシェアを検討すべきである。 

    単に別の建材に代替性があるというだけでは、シェアを合算させる必

然性はない。当該建材が使用される場合、同じ建物に別の建材が使用さ

れないという関係性が成り立つ場合に限り、シェアを合算させる合理性

があるから、このような場合に限って合算が認められるべきである。 20 

 ２ 本件被災者らの損害等 

⑴ 損害額について 

ア 控訴人らは、被控訴人らに対し、被災者１人当たり慰謝料３０００万円及

び弁護士費用３００万円の合計３３００万円（ただし、被災者Ａについては、

慰謝料１５００万円及び弁護士費用１５０万円の合計１６５０万円）の損害25 

賠償を請求する。この３０００万円の慰謝料額が謙抑的、合理的であること
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は、石綿関連疾患による被害の重大性、被控訴人らの加害行為の悪質性、こ

れまでのじん肺訴訟判決などにみる慰謝料額の到達点、被控訴人らの救済金

制度や企業と労働組合とのじん肺補償協定との比較、一般不法行為事件であ

る交通事故訴訟における慰謝料額との比較等の観点から十分に根拠付けら

れる。特に、石綿関連疾患による被害の重大性については、石綿関連疾患の5 

罹患により、本件被災者らは、①身体的被害として、ⅰ息切れ・呼吸困難、

ⅱ咳・痰、ⅲ激しい痛みや胸水・腹水、ⅳ抗ガン剤・放射線治療による副作

用、ⅴ悪性腫瘍の転移・再発、ⅵ幻覚や幻聴その他の様々な苦痛を受け、②

日常生活への支障等としても、ⅰ就労の困難、ⅱ経済的困窮、ⅲ歩行、移動

の自由の喪失、ⅳ食事が摂れなくなる辛さ、ⅴ会話の困難さ、ⅵ睡眠の困難10 

さ、ⅶ入浴の困難さその他の生活上の様々な負担を強いられ、③精神的被害

としても、ⅰ死への恐怖、ⅱ仕事を断念しなければならない辛さ、ⅲ将来に

対する不安、ⅳ尊厳の喪失、ⅴ趣味や楽しみの剥奪、ⅵ抑うつ状態その他の

様々な苦痛を受けた。それのみならず、④本件被災者らの家族も、ⅰ生活の

困窮、ⅱ介護の肉体的・精神的苦痛、ⅲ被災者の症状の増悪、死亡に至る不15 

安及び苦痛、ⅳ被災者の壮絶な最期を看取る苦痛、ⅴ被災者の死による喪失

感その他の様々な苦痛を受けた。このように、本件被災者ら及びその家族の

被害は極めて甚大であり、３０００万円の慰謝料額が謙抑的、合理的である

ことは十分に根拠付けられる。 

   イ 控訴人らの請求は、本件での請求のほかに財産的損害の請求をする別訴を20 

提起しないことを前提とする、いわゆる包括一律請求である。したがって、

慰謝料算定にあたっては、この点を考慮すべきである。 

  ⑵ 喫煙歴に基づく修正について 

原判決は、国に対する関係で、肺がんに罹患した被災者らのうち喫煙歴のあ

る者について、喫煙が石綿への曝露を原因とする肺がんの発症リスクを高める25 

原因となることを理由として、本件被災者らの慰謝料の基準とすべき額（以下
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「基準慰謝料額」という。）の１割に相当する額を減額するのが相当であると

判断している。しかし、たばこの影響はあくまでも疫学的なものにとどまり、

本件被災者らについての個別具体的な立証はされていないし、たばこの影響は

相加的ではなく相乗的なものであり、粉じんに曝露していない喫煙者との比較

でも発症のリスクが高まることは明らかである。このような状況において、上5 

記減額を認めた原判決の判断は不当であり、減額されるべきではない。 

  ⑶ 被控訴人らの寄与度等について 

    控訴人らは、前記第１の１⑵アのとおり、第１順位として、被控訴人らが、

本件被災者らに発生した損害の全部について連帯責任を負う旨主張し、第２順

位として、被控訴人らの集団的寄与度が認められる範囲について連帯責任を負10 

う旨主張するところ、被控訴人らの寄与度は、証拠の総合的な判断によって裁

判所が裁量的に判断することが許されているものと解すべきであるが、最低で

も２分の１を超える割合とするべきである。控訴人らは、被災者ごとにその主

要な取扱建材を精査して絞り込みを行っている以上、職種等によりある程度の

差異は発生し得るとしても、被控訴人らの寄与度が３分の１などという低い割15 

合として評価されるべきことはあり得ない。 

  ⑷ 被控訴人らの責任割合について 

控訴人らは、前記第１の１⑵アのとおり、第２順位の寄与度の範囲で一部連

帯責任を負う旨の主張が認められない場合に備え、第３順位の主張として、被

控訴人らの責任割合の限度で一部連帯責任を負う旨主張するが、被災者ごとの20 

責任割合及び請求額は、別紙４－２－１ないし別紙４－２－２３のとおりであ

る。 

３ 本件被災者らの就労状況、石綿粉じんへの曝露状況、主要原因建材等 

  ⑴ 被災者Ａ（番号１。この各被災者に付する番号は、控訴人番号に対応する。

以下同じ。） 25 

   ア 被災者Ａは、昭和４０年春頃から平成１５ないし１６年頃まで、内装工と
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して金属内装の作業に従事し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じん

に曝露した。 

   イ 被災者Ａは、内装工として、主として鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造

建物の建築作業に従事したが、木造建物の建築作業には従事しなかった。ま

た、被災者Ａは、内装工として、国交省データベースの７分類の建物のうち、5 

店舗・事務所の建築作業に従事したが、戸建て住宅の建築作業に従事したこ

とはなく、共同住宅、学校・幼稚園等、劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築

作業には従事したことはあるものの、その数は少なかった。 

     被災者Ａは、内装工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 10 

     被災者Ａは、内装工として、北海道だけでなく他の地方でも建築作業に従

事していたが、主に北海道で稼働していた。 

   ウ 被災者Ａは、一般の内装工と同様、建築作業において、①鉄骨造建物の間

仕切り、躯体内壁の下地の取付工事、②天井の下地の取付工事、③内装仕上

げ工事、④天井の仕上げ工事に従事した。被災者Ａは、上記①において、吹15 

付けによる耐火被覆が施工されている個所では吹付け剤を削り取ってから

ボルト打ち、釘打ちなどの作業をし、耐火被覆板により施工されている箇所

では、耐火被覆板に電動ドライバーでビス止めをすることから、これらの作

業の際に大量に落ちてくる耐火被覆用の吹付け材や耐火被覆板からの石綿

粉じんなどに曝露し、上記②において、天井の躯体に吹付け工が吹付け材を20 

吹き付ける前に養生のために吊りボルトにビニール袋をかぶせるところ、吹

付け後の天井の下地の取付作業の際には、当該ビニール袋を取り外すことか

ら、その際、当該ビニール袋から落ちてきた耐火被覆用の吹付け材に曝露し、

また、インサート（吊りボルトを取り付けるために天井の躯体に設置するね

じ）の付け忘れや変更工事があると、天井の躯体にアンカーボルトを打ち込25 

んだり、吊りボルトを溶接したりするところ、その前に、天井の躯体の吹付
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け材を削り取るので、この際に大量に落ちてくる耐火被覆用の吹付け材に曝

露し、上記③において、ボードの切断、ビス止めの際や、せっこうボード、

ラスボード、けいカル板を手折りした後、切断面を鉄やすりでならし、電動

ドライバーでビス止めをする際に発生する石綿粉じんに曝露し、また、フレ

キシブル板、大平板については昭和４５年頃から電動丸のこで切断するよう5 

になったため、その際に舞い上がる粉じんに曝露し、上記④においては、天

井材のボードの切断面の研磨、上を向いた状態でのビス止め及び照明器具の

開口作業の際に発生した石綿粉じんに曝露した。 

     また、被災者Ａは、金属内装工事において、鉄骨を切断し、溶接をして組

み立てる際に、鉄骨に既に吹き付けられた耐火被覆材としての吹付け材を剥10 

離するなどの作業をし、同作業後に吹付け工に施工箇所に再度吹付け材を吹

き付けてもらう現場に居合わせることもあり、耐火被覆用の吹付け材の粉じ

んに高頻度で曝露した。さらに、被災者Ａは鉄骨付近の作業をすることが多

く、耐火被覆材を直接扱っていた可能性が高く、また、間仕切り工事を多く

しており、壁材や天井材を多く扱っていたことから、各種内装材が主要原因15 

建材となる。加えて、被災者Ａは、床工事にも従事しており、床材も主要原

因建材になり得る。 

     以上を始めとする被災者Ａの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ａの主要原因建材は、別紙５－１の表のとおりとなる（な

お、前提事実のとおり、同表の「日本バルカー工業（株）」は被控訴人バル20 

カーを、「三菱マテリアル建材（株）」は被控訴人エム・エム・ケイをそれ

ぞれ意味する。以下、その余の別紙５において同じ。）。 

     前記１⑵イ の予備的に主張する主要原因建材は、上記の表に記載された

建材から別紙５－２４の表に記載された建材を除外したものである（以下、

⑵ないし において同じ。）。 25 

  ⑵ 被災者Ｂ（番号３） 
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   ア 被災者Ｂは、昭和４５年１月から昭和４７年５月まで、配管工として稼働

し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した 

   イ 被災者Ｂは、配管工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート

造建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｂは、配管工として、国交省デ

ータベースの７分類の建物全ての建築作業に従事した。 5 

     被災者Ｂは、配管工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 

     被災者Ｂは、配管工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建築

作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｂは、一般の配管工と同様、建築作業において、躯体、間仕切りな10 

どへ給排水管を通すための建材の切断、貫通作業（スリーブ工事）をし、こ

の際に発生した石綿粉じんに曝露し、配管を設置した後これに保温材を切断、

加工して設置し、この際に当該保温材から発生した石綿粉じんに曝露し、鉄

骨造建物の配管工事では天井や躯体に用いられた鉄骨に支持金具や吊りボ

ルトを取り付けるが、耐火被覆材として吹付け材が吹き付けられているため、15 

吹付け材をへらなどで剥離、除去しながら設置する作業をするところ、この

際、吹付け材からの石綿粉じんに曝露し、また、石綿セメント円筒を切断、

加工する作業をし、この際に同円筒から発生した石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｂの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｂの主要原因建材は、別紙５－２の表のとおりとなる。 20 

  ⑶ 被災者Ｃ（番号５） 

   ア 被災者Ｃは、昭和３５年秋頃から昭和５４年７月まで大工として稼働し、

また、昭和５７年６月から昭和５８年７月までトイレ水洗化工事に従事し、

これらの際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

イ 被災者Ｃは、大工として、木造建物の建築作業に従事していた。被災者Ｃ25 

は、大工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建築作業にも従
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事していたが、被災者Ｃの全体の作業の中では１割強にすぎなかった。被災

者Ｃは、大工として、国交省データベースの７分類の建物のうち、主に戸建

て住宅、共同住宅の建築作業に従事したが、学校・幼稚園等、店舗・事務所、

劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築作業には従事しなかった。 

  また、被災者Ｃは、トイレ水洗化工事については、木造建物を対象に行っ5 

ていた。被災者Ｃは、トイレ水洗化工事についても、国交省データベースの

７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅の建築作業に従事したが、その他

の建物の建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｃは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。また、被災者Ｃが従事した上記トイレ水洗化工事は、改修工事に当10 

たる。 

     被災者Ｃは、大工としての就労期間中は、北海道及び東京（関東地方）で

のみ作業に従事していた。また、被災者Ｃは、トイレ水洗化工事については、

北海道で就労していた。 

ウ 被災者Ｃは、一般の大工と同様、木造建物の建築作業において、墨付け、15 

きざみ、建て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を

行い、その中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所

のガス台背面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等

の加工をする際に生じた石綿粉じんに曝露した。 

  また、被災者Ｃは、トイレが水洗化されていない既存建物につき、改修工20 

事としてトイレ水洗化工事を行っていた。被災者Ｃは、地面を掘って配水管

を引き込み、トイレの床、壁、天井を外して便器を設置する作業をしていた

のであり、この際、被災者Ｃは、解体工事の場合と同様に、トイレ水洗化工

事に従事した建物のトイレで使用されるあらゆる石綿含有建材からの石綿

粉じんに曝露した。 25 

     以上を始めとする被災者Ｃの作業内容を前提に、前記７⑵イ の選別を踏
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まえると、被災者Ｃの主要原因建材は、大工については別紙５－３－１、ト

イレ水洗化工事については５－３－２の表のとおりとなる。 

  ⑷ 被災者Ｄ（番号７） 

   ア 被災者Ｄは、昭和４０年から平成１５年５月１５日まで、大工として稼働

し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 5 

   イ 被災者Ｄは、大工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造

建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｄは、大工として、国交省データ

ベースの７分類の建物のうち、戸建て住宅、共同住宅、学校・幼稚園等、店

舗・事務所の建築作業には従事したが、劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築

作業には従事しなかった。 10 

     被災者Ｄは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 

     被災者Ｄは、大工としての就労期間全般にわたり、北海道釧路市周辺での

み建築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｄは、一般の大工と同様、建築作業において、墨付け、きざみ、建15 

て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を行い、その

中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所のガス台背

面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工をす

る際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建物での建築作業において

は、以上に加え、上記⑴ウの内装工と同様の作業に従事し、そぎ落とした耐20 

火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

     また、被災者Ｄは、一般的な大工が必ずしも従事することのない、外装材

であるサイディングの組立て、加工の作業も行っており、この際、サイディ

ングから生じた石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｄの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏25 

まえると、被災者Ｄの主要原因建材は、別紙５－４の表のとおりとなる（な
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お、前提事実のとおり、同表の「旭硝子（株）」は被控訴人ＡＧＣを、「新

日鉄住金化学（株）」は被控訴人日鉄ケミカルをそれぞれ意味する。以下、

その余の別紙５において同じ。）。 

  ⑸ 被災者Ｅ（番号８） 

   ア 被災者Ｅは、昭和４７年７月から平成１８年９月まで大工として稼働して5 

建築作業に従事し、また、昭和４９年５月から平成１８年９月まで、上記建

築作業の前提として、従前建てられていた建築物の解体作業に従事し、これ

らの際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｅは、大工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造

建物の建築作業に従事した。被災者Ｅは、大工として、国交省データベース10 

の７分類の建物のうち、戸建て住宅、学校・幼稚園等の建築作業に従事した

が、その他の建物の建築作業については、従事した経験がないものが多く、

また一時期従事していたとしてもその数は少なかった。 

また、被災者Ｅが解体作業を行った建物は、ほとんどが木造建物であった。

被災者Ｅは、解体工として、国交省データベースの７分類の建物のうち、戸15 

建て住宅、共同住宅、店舗・事務所の解体作業に従事したが、それ以外の建

物の解体作業には従事した経験がないか、あったとしてもその数は少なかっ

た。 

     被災者Ｅは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 20 

     被災者Ｅは、大工、解体工としての就労期間全般にわたり、ほぼ北海道釧

路市周辺でのみ建築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｅは、一般の大工と同様、建築作業において、墨付け、きざみ、建

て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を行い、その

中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所のガス台背25 

面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工をす
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る際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建物での建築作業において

は、以上に加え、前記⑴ウの内装工と同様の作業に従事し、そぎ落とした耐

火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

     また、被災者Ｅは、一般的な大工が必ずしも従事することのない、外装材

であるサイディングの組立て、加工の作業も行っており、この際、サイディ5 

ングから生じた石綿粉じんに曝露した。 

さらに、被災者Ｅは、一般の解体工と同様、建築作業において、屋根材や

内装材を剥がす、叩き壊す、切断する作業、外壁を引き倒して解体する作業

を行い、この際、解体作業に従事した建物に使用されるあらゆる石綿含有建

材から生じる石綿粉じんに曝露した。 10 

     以上を始めとする被災者Ｅの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｅの主要原因建材は、大工については別紙５－５－１、解

体作業については別紙５－５－２の表のとおりとなる。 

  ⑹ 被災者Ｆ（番号９） 

   ア 被災者Ｆは、昭和４９年６月から昭和５４年１２月まで左官工として稼働15 

し、また、昭和５５年５月から平成１８年１２月までとびとして稼働し、こ

れらの際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｆは、とびとして、主として鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建

物の建築作業に従事した。また、被災者Ｆは、とびとして、国交省データベ

ースの７分類の建物のうち工場、倉庫の建築作業にはいずれも数件しか従事20 

していない。 

     被災者Ｆは、とびとしての就労期間中、北海道でのみ建築作業に従事して

いた。 

   ウ 被災者Ｆは、とびとして、建築作業において、足場組み、養生シートの設

置、除去、足場上の清掃の作業に従事し、また、平成３年４月からは主に建25 

物の解体現場で同様の作業に従事した（解体作業自体には従事していない。）。
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この際、被災者Ｆの頭上では吹付け作業が行われていたところ、被災者Ｆは、

被災者Ｆの頭上から落ちてきた吹付け材の石綿粉じんに曝露し、また、一般

の解体工と同様に、被災者Ｆがとびとしての作業に主に従事した建物で使用

される全ての石綿含有建材から生じる石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｆの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏5 

まえると、被災者Ｆの主要原因建材は、別紙５－６の表のとおりとなる。 

  ⑺ 被災者Ｇ（番号１１） 

   ア 被災者Ｇは、平成元年６月から平成２０年３月まで、配管工として稼働し、

この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｇは、配管工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート10 

造建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｇは、配管工として、国交省デ

ータベースの７分類の建物のうち、学校・幼稚園等、工場を始め、規模の大

きな建物である共同住宅、店舗・事務所、劇場・百貨店等、倉庫の建築作業

に従事していた。 

     被災者Ｇは、配管工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも15 

従事した。 

     被災者Ｇは、配管工としての就労期間全般にわたり、北海道でのみ建築作

業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｇは、一般の配管工と同様、建築作業において、躯体、間仕切りな

どへ給排水管を通すための建材の切断、貫通作業（スリーブ工事）をし、こ20 

の際に発生した石綿粉じんに曝露し、配管を設置した後これに保温材を切断、

加工して設置し、この際に当該保温材から発生した石綿粉じんに曝露し、鉄

骨造建物の配管工事では天井や躯体に用いられた鉄骨に支持金具や吊りボ

ルトを取り付けるが、耐火被覆材として吹付け材が吹き付けられているため、

吹付け材をへらなどで剥離、除去しながら設置する作業をするところ、この25 

際、吹付け材からの石綿粉じんに曝露し、また、石綿セメント円筒を切断、
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加工する作業をし、この際に同円筒から発生した石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｇの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｇの主要原因建材は、別紙５－７の表のとおりとなる。 

  ⑻ 被災者Ｈ（番号１３） 

   ア 被災者Ｈは、昭和２８年５月から平成２０年１２月まで、大工として稼働5 

し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｈは、大工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造

建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｈは、大工として、国交省データ

ベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅、学校・幼稚園等、店舗・

事務所の建築作業に従事し、劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築作業には従10 

事しなかった。 

     被災者Ｈは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 

     被災者Ｈは、大工としての就労期間中、北海道でのみ建築作業に従事して

いた。 15 

   ウ 被災者Ｈは、一般の大工と同様、建築作業において、墨付け、きざみ、建

て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を行い、その

中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所のガス台背

面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工をす

る際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建物での建築作業において20 

は、以上に加え、前記⑴ウの内装工と同様の作業に従事し、そぎ落とした耐

火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｈの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｈの主要原因建材は、別紙５－８の表のとおりとなる。 

  ⑼ 被災者Ｉ（番号１４） 25 

   ア 被災者Ｉは、昭和４２年１０月から平成２１年３月まで、配管工として稼
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働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｉは、配管工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建

築作業に従事した。また、被災者Ｉは、配管工として、国交省データベース

の７分類の建物のうち、共同住宅、店舗・事務所、学校・幼稚園等の建築作

業には従事したが、戸建て住宅、工場の建築作業にはほとんど従事せず、劇5 

場・百貨店等、倉庫の建築作業には一切従事しなかった。 

     被災者Ｉは、配管工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 

     被災者Ｉは、配管工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建築

作業に従事していた。 10 

   ウ 被災者Ｉは、一般の配管工と同様、建築作業において、躯体、間仕切りな

どへ給排水管を通すための建材の切断、貫通作業（スリーブ工事）をし、こ

の際に発生した石綿粉じんに曝露し、配管を設置した後これに保温材を切断、

加工して設置し、この際に当該保温材から発生した石綿粉じんに曝露し、鉄

骨造建物の配管工事では天井や躯体に用いられた鉄骨に支持金具や吊りボ15 

ルトを取り付けるが、耐火被覆材として吹付け材が吹き付けられているため、

吹付け材をへらなどで剥離、除去しながら設置する作業をするところ、この

際、吹付け材からの石綿粉じんに曝露し、また、石綿セメント円筒を切断、

加工する作業をし、この際に同円筒から発生した石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｉの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏20 

まえると、被災者Ｉの主要原因建材は、別紙５－９の表のとおりとなる。 

  ⑽ 被災者Ｊ（番号１５） 

   ア 被災者Ｊは、昭和４７年３月頃から平成１４年１２月まで大工として稼働

し、また、昭和５１年から平成１４年１２月まで解体工として稼働し、これ

らの際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 25 

   イ 被災者Ｊは、大工、解体工のいずれとしても、木造建物及び鉄骨造建物の
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建築作業に従事した。被災者Ｊは、鉄筋コンクリート造建物の建築作業には

ほとんど従事しなかった。 

     被災者Ｊは、大工として、国交省データベースの７分類の建物のうち戸建

て住宅、共同住宅、学校・幼稚園等、店舗・事務所の建築作業に従事したが、

劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築作業には従事しなかった。また、被災者5 

Ｊは、解体工としては、上記建物のうち戸建て住宅、共同住宅の解体作業に

従事したが、学校・幼稚園等、店舗・事務所、劇場・百貨店等、工場、倉庫

の解体作業には従事しなかった。 

     被災者Ｊは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 10 

     被災者Ｊは、大工、解体工としての就労期間全般にわたり、北海道内での

み建築作業に従事していた。 

ウ 被災者Ｊは、大工として稼働した際は、一般の大工と同様、建築作業にお

いて、墨付け、きざみ、建て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作

の各作業全般を行い、その中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂15 

場の天井、台所のガス台背面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、

穿孔、研磨等の加工をする際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建

物での建築作業においては、以上に加え、前記⑴ウの内装工と同様の作業に

従事し、そぎ落とした耐火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露し

た。 20 

     また、被災者Ｊは、一般的な大工が必ずしも従事することのない、外装材

であるサイディングの組立て、加工の作業も行っており、この際、サイディ

ングに含有された石綿の粉じんに曝露した。 

     さらに、被災者Ｊは、解体工として稼働した際は、一般の解体工と同様、

建築作業において、屋根材や内装材を剥がす、叩き壊す、切断する作業、外25 

壁を引き倒して解体する作業を行い、この際、上述の被災者Ｊが解体作業に
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従事した建物に使用されるあらゆる石綿含有建材から生じる石綿粉じんに

曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｊの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｊの主要原因建材は、大工については別紙５－１０－１、

解体工については別紙５－１０－２の表のとおりとなる。 5 

  ⑾ 被災者Ｋ（番号１６） 

   ア 被災者Ｋは、昭和４２年から平成４年１２月まで板金工として稼働し、ま

た、昭和４２年から平成１４年３月まで解体工として稼働し、これらの際、

石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｋは、板金工、解体工のいずれとしても、木造建物、鉄骨造建物及10 

び鉄筋コンクリート造建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｋは、板金

工としては、国交省データベースの７分類の建物のうち、数の多い戸建て住

宅、共同住宅、店舗・事務所の建築作業に従事していたが、学校・幼稚園等、

劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築作業には従事していなかった。被災者Ｋ

は、解体工としては、上記建物全ての解体作業に従事していた。 15 

     被災者Ｋは、板金工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 

     被災者Ｋは、板金工、解体工としての就労期間中、北海道でのみ建築作業

に従事していた。 

   ウ 被災者Ｋは、板金工として稼働した際は、一般の板金工と同様、建築作業20 

において、主に屋根用化粧スレート板等を用いる屋根の取付作業や、サイデ

ィングを中心とした外壁の取付作業を行い、これらの建材を切断、穿孔する

作業を行った。この際、被災者Ｋは、これらの建材から生じた石綿粉じんに

曝露した。 

     また、被災者Ｋは、解体工として稼働した際は、一般の解体工と同様、建25 

築作業において、屋根材や内装材を剥がす、叩き壊す、切断する作業、外壁
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を引き倒して解体する作業を行い、この際、上記建物に使用されるあらゆる

石綿含有建材から生じる石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｋの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｋの主要原因建材は、板金工としては別紙５－１１－１、

解体工としては別紙５－１１－２の表のとおりとなる。 5 

  ⑿ 被災者Ｌ（番号１７） 

   ア 被災者Ｌは、昭和２５年４月から平成２０年まで、塗装工として稼働し、

この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｌは、塗装工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート

造建物の建築の建築作業に従事した。また、被災者Ｌは、塗装工として、国10 

交省データベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅、学校・幼稚

園等、店舗・事務所、劇場・百貨店等、工場の建築作業に従事したが、倉庫

では作業をしたことはない。 

     被災者Ｌは、塗装工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 15 

被災者Ｌは、塗装工として、東京都を中心とした関東地方で稼働したこと

があるが、昭和４０年以降は北海道内で建築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｌは、一般の塗装工と同様、建築作業において、下地調整、掃除等

の作業を行い、下地調整の際には素地の表面をラインサンダーや耐水ペーパ

ーを使って平らに滑らかにする際に、モルタル壁から生じた石綿粉じんに曝20 

露し、掃除の際にはほうきとちり取りを使うために発生する石綿粉じんに曝

露した。また、天井の耐火被覆用の吹付け材がむき出しのままの建築現場の

改修工事において配管の塗装をする際には、天井から落ちて配管に積もった

石綿粉じんに直接触れることもあり、この際に石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｌの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏25 

まえると、被災者Ｌの主要原因建材は、別紙５－１２のとおりとなる。 
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  ⒀ 被災者Ｍ（番号１８） 

   ア 被災者Ｍは、昭和３５年７月から昭和４０年１２月までダクト工として、

昭和４０年１２月から平成１１年１２月までダクト工及び保温工として稼

働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｍは、ダクト工、保温工のいずれとしても、鉄骨造建物及び鉄筋コ5 

ンクリート造建物の建築作業に従事した。被災者Ｍは、木造建物の建築作業

には従事していない。また、被災者Ｍは、ダクト工、保温工のいずれとして

も、国交省データベースの７分類の建物のうち、共同住宅、店舗・事務所、

劇場・百貨店等の建築作業に従事し、また、平成２年から平成１１年にかけ

ては学校・幼稚園等、工場の建築作業にも従事したが、戸建て住宅、倉庫の10 

建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｍは、昭和４０年１２月までは改修工事を行っていなかったが、同

月以降は、ダクト工及び保温工として、新築工事のみならず改修工事の建築

作業にも従事した。 

     被災者Ｍは、ダクト工及び保温工として、主として北海道地方において建15 

築作業に従事したが、平成２年から平成１１年にかけては関東地方において

建築作業に従事した。 

   ウ 被災者Ｍは、ダクト工として稼働した際は、一般のダクト工と同様、建築

作業において、天井スラブにアンカーボルトを取り付ける作業や、ダクトを

吊り込む作業を行い、この際、耐火被覆として吹き付けられた吹付け材を剥20 

がし、削る作業を行ったが、これにより、上記吹付け材から生じる石綿粉じ

んに曝露した。また、被災者Ｍは、改修工事において、鉄骨造建物に既設さ

れた耐火被覆用の吹付け材を剥がし、既設のダクトを取り外す作業を行う場

合にはダクトに巻き付けてある保温材を剥がし、この際に生じる石綿粉じん

に曝露した。 25 

さらに、被災者Ｍは、保温工として稼働した際は、一般の保温工と同様、
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建築作業において、パイプ等に保温材を巻き付けて被覆するために保温材を

その形状に適合するように切断する作業を行い、この際、上記切断に際して

大量に発生する石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｍの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｍの主要原因建材は、別紙５－１３の表のとおりとなる。 5 

  ⒁ 被災者Ｎ（番号２０） 

   ア 被災者Ｎは、昭和４５年６月から昭和６３年１１月まで、はつり工及び解

体工として稼働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｎは、はつり工及び解体工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリー

ト造建物の建築作業に従事した。被災者Ｎの木造建物における建築作業は、10 

極めて少数である。また、被災者Ｎは、はつり工及び解体工として、国交省

データベースの７分類の建物全ての建築作業に従事したが、このうち工場、

倉庫の建築現場に従事した件数はいずれも少ない。 

     被災者Ｎは、はつり工及び解体工としての就労期間全般にわたり、北海道

内でのみ建築作業に従事していた。 15 

   ウ 被災者Ｎは、一般のはつり工及び解体工と同様、建築作業において、屋根

材や内装材を剥がす、叩き壊す、切断する作業を行い、外壁を引き倒して解

体する作業を行い、この際、上述の被災者Ｎが解体作業に主として従事した

建物に使用されるあらゆる石綿含有建材から生じる石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｎの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏20 

まえると、被災者Ｎの主要原因建材は、別紙５－１４の表のとおりとなる。 

  ⒂ 被災者Ｏ（番号２１） 

   ア 被災者Ｏは、昭和３９年４月から平成１７年２月まで、大工として稼働し、

この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｏは、大工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造25 

建物の建築作業に従事していた。また、被災者Ｏは、大工として、国交省デ
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ータベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅、学校幼稚園等、店

舗・事務所の建築作業に従事したが、劇場・百貨店等、工場、倉庫の建築作

業には従事していなかった。 

     被災者Ｏは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 5 

     被災者Ｏは、大工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建築作

業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｏは、一般の大工と同様、建築作業において、墨付け、きざみ、建

て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を行い、その

中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所のガス台背10 

面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工をす

る際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建物での建築作業において

は、以上に加え、上記⑴ウの内装工と同様の作業に従事し、そぎ落とした耐

火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｏの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏15 

まえると、被災者Ｏの主要原因建材は、別紙５－１５の表のとおりとなる。 

  ⒃ 被災者Ｐ（番号２２） 

   ア 被災者Ｐは、昭和３７年から平成１７年まで、大工及びはつり工として稼

働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｐは、大工、はつり工のいずれとしても、木造建物、鉄骨造建物及20 

び鉄筋コンクリート造建物の建築作業に従事していた。また、被災者Ｐは、

大工、はつり工のいずれとしても、国交省データベースの７分類の建物のう

ち戸建て住宅、共同住宅、店舗・事務所の建築作業に従事したが、その他の

建物の建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｐは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従25 

事した。 
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     被災者Ｐは、大工及びはつり工としての就労期間中、北海道でのみ建築作

業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｐは、大工として稼働した際は、一般の大工と同様、建築作業にお

いて、墨付け、きざみ、建て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作

の各作業全般を行い、その中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂5 

場の天井、台所のガス台背面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、

穿孔、研磨等の加工をする際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建

物での建築作業においては、以上に加え、前記⑴ウの内装工と同様の作業に

従事し、そぎ落とした耐火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露し

た。 10 

     また、被災者Ｐは、はつり工として稼働した際は、一般のはつり工と同様、

建築作業において、既設建材の解体工事に従事し、この際、石綿粉じんに曝

露した。 

     以上を始めとする被災者Ｐの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｐの主要原因建材は、大工については別紙５－１６－１、15 

はつり工については別紙５－１６－２の表のとおりとなる。 

  ⒄ 被災者Ｑ（番号２３） 

   ア 被災者Ｑは、昭和５３年６月から昭和５４年８月まで、平成２年６月１日

から同年１２月２５日まで、及び、平成４年５月１日から平成６年１２月２

４日までは大工として稼働し、また、昭和５５年６月から昭和５９年５月ま20 

で保温工として稼働し、これらの際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに

曝露した。 

   イ 被災者Ｑは、大工として、木造建物の建築作業に従事した。被災者Ｑは、

大工としては、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建築作業には従事

していなかった。被災者Ｑは、大工として、国交省データベースの７分類の25 

建物のうち戸建て住宅の建築作業に従事したが、これ以外の建物の建築作業



 

61 

 

には従事しなかった。 

     また、被災者Ｑは、保温工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建

物の建築作業に従事した。被災者Ｑは、保温工としては、木造建物の建築作

業には従事していなかった。被災者Ｑは、保温工としては、国交省データベ

ースの７分類の建物のうち共同住宅、学校・幼稚園等の建築作業に従事した5 

が、工場の建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｑは、大工及び保温工として、新築工事のみならず改修工事の建築

作業にも従事した。 

     被災者Ｑは、大工及び保温工としての就労期間中、北海道でのみ建築作業

に従事した。 10 

   ウ 被災者Ｑは、大工として稼働した際は、一般の大工と同様、建築作業にお

いて、墨付け、きざみ、建て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作

の各作業全般を行い、その中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂

場の天井、台所のガス台背面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、

穿孔、研磨等の加工をする際に生じた石綿粉じんに曝露した。 15 

     また、被災者Ｑは、保温工として稼働した際は、一般の保温工と同様、建

築作業において、パイプ等に保温材を巻き付けて被覆するために保温材をそ

の形状に適合するように切断する作業を行い、この際、上記切断に際して大

量に発生する石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｑの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏20 

まえると、被災者Ｑの主要原因建材は、大工については別紙５－１７－１、

保温工については別紙５－１７－２の表のとおりとなる。 

  ⒅ 被災者Ｒ（番号２４） 

   ア 被災者Ｒは、昭和４１年４月から平成２０年１２月まで、はつり工及び解

体工として稼働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 25 

   イ 被災者Ｒは、はつり工及び解体工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋
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コンクリート造建物の解体作業に従事した。被災者Ｒは、はつり工及び解体

工として、国交省データベースの７分類の建物全ての解体作業に従事した。 

     被災者Ｒは、はつり工及び解体工としての就労期間全般にわたり、北海道

内でのみ建築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｒは、一般のはつり工及び解体工と同様、建築作業において、屋根5 

材や内装材を剥がす、叩き壊す、切断する作業、外壁を引き倒して解体する

作業を行い、この際、上記建物に使用されるあらゆる石綿含有建材から生じ

る石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｒの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｒの主要原因建材は、別紙５－１８の表のとおりとなる。 10 

  ⒆ 被災者Ｓ（番号２５） 

   ア 被災者Ｓは、昭和５８年６月から平成６年３月まで、解体工として稼働し、

この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｓは、解体工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート

造建物の解体作業に従事した。被災者Ｓは、解体工として、上記国交省デー15 

タベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅、学校・幼稚園等、店

舗・事務所、工場、倉庫の解体作業に従事したが、劇場・百貨店等の解体作

業には従事しなかった。 

     被災者Ｓは、解体工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建築

作業に従事していた。 20 

   ウ 被災者Ｓは、一般の解体工と同様、建築作業において、屋根材や内装材を

剥がす、叩き壊す、切断する作業、外壁を引き倒して解体する作業を行い、

この際、上述の被災者Ｓが解体作業に従事した建物に使用されるあらゆる石

綿含有建材から生じる石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｓの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏25 

まえると、被災者Ｓの主要原因建材は、別紙５－１９の表のとおりとなる。 
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  ⒇ 被災者Ｔ（番号２６） 

   ア 被災者Ｔは、昭和４９年４月頃から昭和５８年１１月頃まで、及び、平成

７年１２月頃から平成８年４月頃まで、大工として稼働し、この際、石綿含

有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｔは、大工として、木造建物の建築作業に多く従事し、また、鉄骨5 

造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建築作業にも相当数従事した。被災者

Ｔは、大工として、国交省データベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、

共同住宅、店舗・事務所の建築作業には従事したが、学校・幼稚園等、劇場・

百貨店等、工場、倉庫の建築作業には従事していないか、一時期従事してい

たとしてもその数は少なかった。 10 

     被災者Ｔは、大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも従

事した。 

     被災者Ｔは、大工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建築作

業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｔは、一般の大工と同様、建築作業において、墨付け、きざみ、建15 

て方、屋根や外壁の下地、外部造作及び内部造作の各作業全般を行い、その

中で軒天材、和室のせっこうボード、洋室、風呂場の天井、台所のガス台背

面等のボード等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工をす

る際に生じた石綿粉じんに曝露し、また、鉄骨造建物での建築作業において

は、以上に加え、前記⑴ウの内装工と同様の作業に従事し、そぎ落とした耐20 

火被覆用の吹付け材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｔの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｔの主要原因建材は、別紙５－２０の表のとおりとなる。 

   被災者Ｕ（番号２７） 

   ア 被災者Ｕは、昭和５２年９月から平成２５年８月まで、塗装工として稼働25 

し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 
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   イ 被災者Ｕは、塗装工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート

造建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｕは、塗装工として、国交省デ

ータベースの７分類の建物全ての建築作業に従事した。 

     被災者Ｕは、塗装工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業にも

従事した。 5 

     被災者Ｕは、塗装工として、一時期仙台で稼働していたものの、主には北

海道内で建築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｕは、一般の塗装工と同様、建築作業において、下地調整、掃除等

の作業を行い、下地調整の際には素地の表面をラインサンダーや耐水ペーパ

ーを使って平らに滑らかにする際に、モルタル壁から生じた石綿粉じんに曝10 

露し、掃除の際にはほうきとちり取りを使うために発生する石綿粉じんに曝

露した。また、天井の耐火被覆用の吹付けがむき出しのままの建築現場の改

修工事において配管の塗装をする際には、天井から落ちて配管に積もった石

綿粉じんに直接触れることもあり、この際に石綿粉じんに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｕの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏15 

まえると、被災者Ｕの主要原因建材は、別紙５－２１の表のとおりとなる。 

   被災者Ｖ（番号２８） 

   ア 被災者Ｖは、昭和２９年１０月から平成１２年１２月まで、内装大工とし

て稼働し、この際、石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

   イ 被災者Ｖは、内装大工として、木造建物、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリー20 

ト造建物の建築作業に従事した。また、被災者Ｖは、内装大工として、国交

省データベースの７分類の建物のうち戸建て住宅、共同住宅、学校・幼稚園

等の建築作業に従事したが、店舗・事務所、劇場・百貨店等、工場、倉庫の

建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｖは、内装大工として、新築工事のみならず改修工事の建築作業に25 

も従事した。 
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     被災者Ｖは、内装大工としての就労期間全般にわたり、北海道内でのみ建

築作業に従事していた。 

   ウ 被災者Ｖは、内装大工として、建築作業において、建築現場で建具を削り、

建具等をビスなどで固定する際に電動ドリルで内装等のボード等に穴を開

け、また、共に作業している大工を手伝う際にボードを押さえ、切りくずを5 

掃除し、また、自らボードを切断することもあり、これらの際に、石綿粉じ

んに曝露した。 

     以上を始めとする被災者Ｖの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｖの主要原因建材は、別紙５－２２の表のとおりとなる。 

 被災者Ｗ 10 

 ア 被災者Ｗは、昭和４０年２月から平成１８年７月まで、配管工又は施工管

理者として、配管工事及び空調設備工事等に従事し、この際、石綿含有建材

から生じた石綿粉じんに曝露した。 

 イ 被災者Ｗは、配管工又は施工管理者として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリ

ート造建物の作業に従事した。被災者Ｗは、木造建物の建築作業には従事し15 

なかった。また、被災者Ｗは、配管工又は施工管理者として、国交省データ

ベースの７分類の建物のうち、大規模な建物である劇場・百貨店等や、共同

住宅、学校・幼稚園等、店舗・事務所、工場、倉庫の建築作業に従事したが、

戸建て住宅の建築作業には従事しなかった。 

     被災者Ｗは、配管工又は施工管理者として、新築工事のみならず改修工事20 

の建築作業にも従事した。 

     被災者Ｗは、配管工又は施工管理者としての就労期間全般にわたり、北海

道内でのみ建築作業に従事していた。 

 ウ 被災者Ｗは、一般の配管工と同様、建築作業において、躯体、間仕切りな

どへ給排水管を通すための建材の切断、貫通作業（スリーブ工事）をし、こ25 

の際に発生した石綿粉じんに曝露し、配管を設置した後これに保温材を切断、
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加工して設置し、この際に当該保温材から発生した石綿粉じんに曝露し、鉄

骨造建物の配管工事では天井や躯体に用いられた鉄骨に支持金具や吊りボ

ルトを取り付けるが、耐火被覆材として吹付け材が吹き付けられているため、

吹付け材をへらなどで剥離、除去しながら設置する作業をするところ、この

際、吹付け材からの石綿粉じんに曝露し、また、石綿セメント円筒を切断、5 

加工する作業をし、この際に同円筒から発生した石綿粉じんに曝露した。 

   また、被災者Ｗは、配管工、施工管理者のいずれの立場であるかにかかわ

らず、常に同様の配管、空調、衛生設備工事の現場で稼働していたのであり、

施工管理者としても、配管工として曝露する石綿粉じんとほぼ同じ種類の石

綿粉じんに曝露した。 10 

   以上を始めとする被災者Ｗの作業内容を前提に、前記１⑵イ の選別を踏

まえると、被災者Ｗの主要原因建材は、別紙５－２３の表のとおりとなる。 

 ４ まとめ 

 よって、控訴人らは、第１順位として、別紙３の「請求の相手方」欄記載の各

被控訴人に対し、同欄に対応する「控訴人」欄記載の各控訴人に、連帯して、上15 

記各控訴人に対応する「請求額」欄記載の各金額の損害賠償金及びそれぞれこれ

に対する「遅延損害金起算日」欄記載の日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金を支払うよう求め、第２順位として、連帯して、被控訴人

らの集団的寄与度が認められる範囲の各金額の損害賠償金及びそれぞれこれに

対する上記と同様の遅延損害金を支払うよう求め、第３順位として、被控訴人ら20 

の責任割合の限度で一部連帯して、別紙４－２－１ないし別紙４－２－２３の

「請求額」欄記載の各金額の損害賠償金及びそれぞれこれに対する上記と同様の

遅延損害金を支払うよう求める。 

第２ 被控訴人らの主張 

   (被控訴人らは、いずれも控訴人らの主張を争うとともに、他の被控訴人らの25 

主張を、自己に有利な又は矛盾しない範囲で援用するなどとしており、喫煙歴及



 

67 

 

び防じんマスク不着用の主張、消滅時効の主張(援用)並びに除斥期間の主張につ

いては、これらを援用するものと解される。) 

 １ 被控訴人ＡＧＣ 

  ⑴ア 被控訴人ＡＧＣが製造、販売していた㉟石綿含有窯業系サイディングは、

屋外で使用される建材である。屋外で使用される建材の施工に伴う粉じん濃5 

度の各種測定結果や、日本産業衛生学会が平成１３年に発表した評価値は相

当安全に配慮した数値であることからすると、屋外で用いられる建材につい

ては、石綿関連疾患の発症の予見可能性はない。したがって、被控訴人ＡＧ

Ｃは、上記建材に関し、そもそも当該建材が石綿を含有することや、がんや

中皮腫等重篤な石綿関連疾患に罹患する危険があることを具体的に明示す10 

べき注意義務を負っていない。 

     専ら屋外で使用する建材を製造、販売している企業に対して、室内におけ

る作業についての粉じん濃度の測定結果を把握しておくべきであったとす

るのは無理がある。 

   イ 解体作業に従事した者については、仮に被控訴人らが警告表示をしたとし15 

ても結果回避可能性がない。したがって、控訴人らは、石綿含有建材につい

て、当該建材が石綿を含有することや、肺がんを含む重篤な石綿関連疾患に

罹患する危険性があることを表示するほか、修理、解体の際に解体工事の受

任者が石綿の有無について調査するよう呼び掛けるなどの注意喚起をし、当

該調査の結果、解体建物に石綿建材が使用されていることが判明した場合に20 

は、受任者が解体作業者に対して上記表示を一読して理解できるように表示

することを求めるなどの呼び掛けをする義務がある旨主張するが、被控訴人

ＡＧＣは、このような義務を負っていない。 

  ⑵ア  共同不法行為を主張する場合は、共同不法行為に特有の要件はもとより、

個々の被告の行為について個別的な因果関係を除く不法行為の要件が主25 

張立証されなければならない。したがって、不法行為責任を問うためには、
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控訴人らにおいて、具体的な加害行為、すなわち、個々の被害者がその権

利ないし法益を侵害されたとする、その時、場所における加害行為（本件

に即していえば、ある時間、場所において被害者に生じた当該健康被害を

惹起した製品はどの製品であるかが特定され、その製品により被害者の権

利が侵害されたこと）が特定されなければならない。 5 

     民法７１９条１項後段は、複数の行為者が被害者に対して不法行為を行

い、その不法行為がいずれも被害者に結果を発生させるに足りるものであ

った場合に、他の行為者の不法行為があったゆえに、因果関係が認められ

ないとして不法行為責任が否定されるという不都合を回避するために、共

同行為者の行為について、個別的因果関係を推定するものとしたものであ10 

る。 

      このような同項後段を、重合的競合の場合（共同行為者の複数の行為が

競合して被害を発生させたが、その寄与度が明確でない場合）に類推適用

することについては、損害の発生に対する寄与があったことの立証が本来

必要なはずであり、少なくとも、対象となる建材が被災者の建築現場に到15 

達したことの立証が必要である。上記の到達は、上述のとおり本来立証が

必要な寄与を置き換えたものであるから、その証明の程度を軽減する理由

はない。 

     民法７１９条１項後段は、共同行為者という要件の下、個別的因果関係

を推定し、被告に個別的因果関係がないことの主張立証を求める（立証責20 

任の転換）ものであり、民法の原則を修正するものである。同項後段は、

個別的因果関係がないことの立証に成功しない限り、現実には個別的因果

関係がない被告にも全損害についての責任を負わせるものである。そうす

ると、共同行為者の防御等のためには、控訴人らが共同行為者の他に加害

者がいないことを立証することが不可欠である。そして、同項後段の類推25 

適用は、上記の寄与の程度が不明な場合に因果関係の立証責任を転換する
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ために用いられているのであるから、この場合にも、上述の共同行為者が

特定され他に加害者が存在しないことは不可欠の要件である。 

   イ  シェアは、その時点における日本全国での販売割合等を表すものにすぎ

ず、各被災者との関係でシェアの割合で石綿含有建材が到達していたこと

を表すものではない。 5 

      被控訴人らが製造した各建材の用途は様々であり、建材の種類が同じで

あれば同一の用途に使用されるということはできないこと、同じ作業に使

用される建材であってもその種類は異なり得ること、取引関係の実態から

すれば、各職人が各現場において使用した建材を製造、販売したメーカー

は、当該施工を行う工事店や当該工事店と取引のある工務店や建材店と取10 

引関係にあるメーカーに限られることなどからすると、シェアが高ければ

高いほど被災者が当該建材を取り扱う可能性が高くなるわけではない。 

     シェアから建材の到達を認定するには、あるシェアの下での現場での建

材の出現頻度が均等であり、かつ、建築作業従事者が建築現場に赴く行為

が独立な試行であるという前提を満たす必要があるが、建築作業従事者が15 

いかなる建材を使用するかは、現場ごとの偶然的な要素によって左右され

るものではなく、流通経路や建築を請け負ったゼネコン、下請業者らの取

引関係等の様々な個別的要因によって左右されるものである。独立でない

試行を多数回繰り返しても上記前提が満たされるわけではないし、上記前

提は数学的な確率計算を許容する前提事情であるから、その反対事情が被20 

控訴人らにおいて反証すべき特別な事情に当たるものでもない。 

     到達の高度の蓋然性をシェアを用いて判断する場合には、少なくとも、

同じ作業で使用される建材（無石綿製品も含む。）は全て考慮に入れるべ

きである。木造戸建て住宅の外装材としては、サイディングのほか、モル

タル、木、カラー鉄板、ＡＬＣ等、多様な建材が存在し、上記住宅の外装25 

は１９９０年代中頃まではモルタル施工が多かった。 
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ウ 被控訴人ＡＧＣが製造、販売した㉟石綿含有窯業系サイディングは、粘性

が高いことなどから施工の際に粉じんが発生、飛散することはないか、あっ

てもごく微量に限られていたこと、上記建材は被控訴人ＡＧＣが指定した建

材店（トップショップ）のみを通じて販売されており、被災者らの勤務して

いた工務店等においてトップショップとの取引がない場合、当該被災者が上5 

記建材を使用した可能性は低いこと、改修工事においては建物内に施主が居

住する中で施工されることが通常であり慎重に釘又は金具を取り外す方法

がとられるため粉じんが発生することはほぼないことなどを踏まえると、上

記建材は本件被災者らの石綿関連疾患の原因となり得ない。 

 ２ 被控訴人永大産業 10 

⑴ 石綿には大きく分けてクロシドライト、アモサイト、クリソタイルの３種類

があるところ、これらは組成や性質を異にする別種類の鉱石であり、各国にお

いてもそれぞれについて別個に規制等が行われている。そうすると、石綿関連

疾患への罹患の危険性に対する知見についても、上記３種類の鉱物ごとに議論

すべきである。 15 

被控訴人永大産業は昭和４６年から昭和５１年まで（被控訴人永大産業が他

社の石綿含有建材を仕入れて販売していた期間を含めても昭和５５年まで）ク

リソタイルを使用した石綿含有建材を製造、販売していた。 

しかし、昭和４７年のＩＡＲＣによる報告、昭和４８年に発行されたＩＡＲ

Ｃのモノグラフ集、平成元年のＷＨＯ報告書のいずれにおいてもクリソタイル20 

が石綿関連疾患を惹起するリスクが極めて小さいと判断されていること、各国

におけるクリソタイルの使用規制は昭和５８年まで一切行われていないこと

からすれば、上記期間にクリソタイルによる石綿関連疾患への罹患の危険性に

ついての知見が確立していた事実はない。 

また、被控訴人永大産業の石綿含有製品からは石綿を含有する粉じんが全く25 

又は僅かしか発生しないところ、昭和４６年の「石綿取扱い事業場の環境改善
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等について」（昭和４６年基発第１号）の内容や、昭和５０年改正特化則にお

ける吹付け石綿の原則禁止等からすると、これらの時点においてはあくまでも

石綿粉じんへの大量曝露による危険性についての知見しか存在しなかったの

であり、上記期間において、クリソタイルへの少量曝露によって石綿関連疾患

に罹患する危険があるとの知見は確立していなかった。 5 

したがって、被控訴人永大産業が、上記期間において、クリソタイルの使用

について注意義務を負うことはない。 

⑵ア  民法７１９条１項後段は、因果関係以外の不法行為の要件を備えた複数

の加害者がいずれもそれのみで権利ないし法益侵害の結果を惹起し得る

行為を行ったにもかかわらず、複数の加害行為が介在することで個々の加10 

害行為と損害との間の因果関係の立証が困難となり、結果としていずれの

行為者との関係でも加害行為と損害との間の因果関係の立証ができなく

なるという不都合性を回避すべく、因果関係の立証責任を加害者側に転換

して、加害者各人が自らの行為と損害との間に因果関係のないことを立証

しない限り連帯して損害賠償責任を負わせるという趣旨であると解され15 

る。この際に前提となるのは、加害者の１人とされている者が当該被害者

に対して実際に加害行為を行ったという事実であり、この事実は、同項後

段の適用ないし類推適用の前提となるものである以上、損害賠償を請求す

る被害者側において主張立証すべきである。 

したがって、控訴人らは、個々の被災者との関係で請求の相手方として20 

いる被控訴人らが当該被災者に対して加害行為を行ったこと、すなわち、

被控訴人らが製造、販売した石綿含有建材が当該被災者に到達したことを

主張立証する必要がある。 

 民法７１９条１項後段の適用ないし類推適用については、複数の加害行

為者に対して被害者に発生した損害の全てを賠償させる以上、加害行為者25 

として挙げられている者以外に加害行為者がいないことが必須であり、こ
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のことは損害賠償を請求する被害者側において主張立証すべきである。 

   イ ある製品が一定のシェアを有することから当該製品が建築作業従事者の

下に到達した又はその可能性が高いと直ちにいうことはできず、ある製品が

一定以上のシェアを持って相応の期間にわたって継続して製造、販売されて

初めて当該建材の建築作業従事者への到達の可能性が高まるものである。被5 

控訴人永大産業の㉔石綿含有ロックウール吸音天井板は昭和４７年から昭

和５１年までの５年間しか製造、販売されていないのであり、このような短

い期間では、上記建材が建築作業従事者の下に到達した可能性が高いとはい

えない。 

   ウ 被控訴人永大産業が製造していた石綿含有建材は、製造、販売された期間10 

が約４０年前の数年間に限定されている、戸建て住宅等の一般住宅でのみ使

用され鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物では使用されない、販売量が

僅少で使用部位も限定されていた、施工、解体に伴う粉じんの発生量が僅少

であったなど、被災者らとの接触可能性を否定する事情が数多く存在する。

したがって、被控訴人永大産業の石綿含有建材が被災者らの石綿関連疾患の15 

発症に寄与したとは考えられない。 

⑶ 被控訴人永大産業は、大阪地方裁判所において、昭和５３年５月１日、会社

更生手続開始決定を受けた。したがって、仮に控訴人らが被控訴人永大産業に

対して損害賠償請求権を有するとしても、そのうち上記決定日より以前の行為

を原因とする部分は更生債権となり、控訴人らはこれについて届出をしていな20 

かったのであるから、当該損害賠償請求権は更生計画の認可をもって消滅した。 

⑷ 被控訴人永大産業は、石綿含有建材の製造を昭和５１年に終了し、石綿含有

建材の仕入れ、販売も昭和５５年に終了しているところ、本件の訴え提訴まで

に同年から３１年が既に経過している。仮に被控訴人永大産業に共同不法行為

責任が認められる場合でも、かかる責任は除斥期間の定め（民法７２４条後段）25 

により免責されるべきである。 
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 ３ 被控訴人エーアンドエー 

⑴ア 取引の相手方当事者が危険物であることを知っている場合に、相手方当事

者において通常尽くすべき調査によりその危険性の内容、程度等の取扱上の

注意事項を知り得るときは、当該危険物の製造業者及び販売業者は、取引の

相手方当事者に対し、危険性の内容等までを告知する義務を負わない（最高5 

裁平成元年（オ）第６４９号平成５年３月２５日第一小法廷判決・民集４７

巻４号３０７９頁）。 

   建築作業従事者に対して安全配慮義務を負う使用者（直接の雇用関係がな

く特別な社会的接触関係にある元請事業者等を含む。）は、石綿の危険性に

ついての知見が確立していた時期においては、石綿含有建材であることさえ10 

認識できれば、通常尽くすべき調査により、その危険性の内容、程度及び取

扱上の注意事項を知り得たことになる。そして、石綿含有建材の直接の購入

者であるゼネコン等の元請業者、その下請業者又は建材商社等の専門業者は、

被控訴人エーアンドエーのパンフレット（乙キ１１、１２）の記載によって、

被控訴人エーアンドエーの製品に石綿が含有されていることを認識した上15 

で、石綿含有建材を選択して購入していたのであるから、被控訴人エーアン

ドエーには、上記パンフレットの記載以上に、石綿の危険性の内容までを警

告する義務はなかった。 

イ 建材がその新規使用時に加工され、他の建材と一体となって建築物の構成

部分となることに照らせば、ラベルや表示シール等の施工が完了した部位に20 

貼付する警告表示材料を用いた警告表示をすることは物理的に不可能であ

る。また、石綿含有建材の出荷から補修、解体による撤去、廃棄まで長期間

が経過することに照らせば、当該石綿含有建材に関する注意書とこれを建物

所有者に交付するよう依頼する文書とを建材に添付する方法による警告表

示は、結果回避可能性を欠く。したがって、被控訴人エーアンドエーは、建25 

物の改修、解体工事に従事する建築作業従事者との関係では警告義務を負わ
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ない。 

⑵ア 民法７１９条１項後段の類推適用が認められる前提としては、少なくとも、

被控訴人エーアンドエーの製品に係る石綿粉じんが当該被災者に到達した

という到達の因果関係が証明されることが不可欠である。因果関係の立証に

ついては、相当程度の蓋然性の立証では足りず、高度の蓋然性の立証が必要5 

なところ、そのためには、他原因の可能性を原告が高度の蓋然性をもって否

定する必要がある。本件の被災者らは自己が直接取り扱った建材以外の建材

に含まれる石綿にも、複合的、間接的、累積的に曝露しているところ、これ

は上記他原因が存在することにほかならず、本件において石綿粉じんが被災

者らに到達したという到達の因果関係が高度の蓋然性をもって証明された10 

と評価することはできない。 

イ  シェアを石綿含有建材の粉じんの到達可能性の根拠とする場合、シェア

を算出する前提となる市場は販売（出荷）数量を基礎に算出されなければ

ならない。日本国内における対象建材の販売（出荷）数量の総数を把握す

るためには、日本国内の全ての建材メーカーから当該数量にかかる正確な15 

情報開示がされていなければならないが、そのような情報開示は行われて

いない。したがって、正確なシェアを算出することは不可能である。 

   シェアを基礎とする到達の認定は、被災者が就労現場において特定の建

材に到達する確率が当該建材のマーケットシェアに等しいことを前提し

た確率計算に依拠するものであるが、これはあるシェアの下での現場での20 

建材の出現頻度が均等であることを前提としている。しかし、あるシェア

の下での現場での建材の出現頻度が均等ということは、現実には起こり得

ない。そもそも、建設業界が多重的下請構造にあることは広く知られてい

るところ、これに比例して、建材の取引にも製造工場から建設現場で使用

されるまでの間に多数の商社や卸業者が介在するのが通例であり、これら25 

の階層的事業者は、それぞれの経営判断によって、在庫を増減させ、仕入
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先や販売先を変更している。したがって、製造メーカーがある年に出荷し

た石綿含有建材が、同時期に、同一シェアを保ったまま全国の建設現場に

等しく流れ着くことはない。 

上記確率計算は、被災者自身が当該現場を作為、無作為に選ぶ確率を反

映していない。そもそも、被災者は特定の工務店とつながりがあるなどす5 

るため、無作為に当該現場を選ぶことはない。 

控訴人らは、本件の各被災者が作業に従事した個々の建築現場や使用建

材を特定できず、各メーカーの石綿含有建材から生じた石綿粉じんへの曝

露を具体的に証明できていない。このような状況の下で、建材メーカーが、

石綿含有建材の販路、物流、出荷先等を特定できる帳票が廃棄された後に10 

なって、上記確率計算にかい離を生じさせる個別事情を反証することは不

可能であるから、被控訴人らが上記確率計算の誤りを反証する責任を負う

ものではないと解すべきである。 

   被災者への到達可能性を議論する際は、石綿含有建材に限ることなく、

無石綿建材も含めた競合建材の生産量や出荷量を議論しなければならな15 

い。 

⑳石綿含有スラグせっこう板と㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種

とは内装用途として競合しており、かかる競合を看過して建材の到達を議

論することはできない。 

保温材のシェアを認定する際には、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材20 

及び⑩石綿保温材のみならず、保温保冷耐火用のパーライトが出荷されて

いるのであるから、これを除外して到達を議論することはできない。 

 ウ  建材の用途によって区別されるべきマーケットを同一視して建材の到

達を議論することはできない。 

 被控訴人エーアンドエーの前身である浅野スレートや朝日石綿工業は、25 

製造したスレート波板を全量市場に出荷していたわけではなく、自社施工
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によって消費していた。かかる消費分については、被控訴人エーアンドエ

ーの施工員しか曝露せず、本件の被災者らが曝露する可能性はない。 

 被控訴人エーアンドエーの昭和５０年以降の吹付けロックウールのシ

ェアの大部分は、石綿を含有しない製品のものである。 

⑶ア 複数ないし多数の企業が製造、販売した石綿含有建材に起因する石綿粉じ5 

んの曝露の蓄積による損害について民法７１９条１項後段の類推適用を認

める場合には、被控訴人らの基本的寄与割合については、事業者の責任、国

の責任による各寄与を考慮すれば、多くとも３分の１を超えるものではない。 

イ 共同不法行為者とされる被控訴人らの上記基本的寄与割合は当該共同不

法行為者以外からの石綿粉じんへの曝露を考慮する必要があり、その割合は、10 

前記アによって調整された後の被控訴人らの基本的寄与割合の３分の１と

されるべきであり、どんなに多くとも上記基本的寄与割合の５分の４を超え

るものではない。 

 ４ 被控訴人クボタ 

被控訴人クボタは、被控訴人ケイミューに対し、屋根材及び外壁材事業等並び15 

にこれらに関する権利及び義務の全部を、平成１５年１２月１日を分割期日とす

る吸収分割により移転した。被控訴人クボタの製品として商品化された屋根材及

び外壁材等については、被控訴人ケイミューの主張を援用する。 

 ５ 被控訴人ケイミュー 

  ⑴ア  石綿は繊維状で産出される鉱物の総称にすぎず、石綿のうちクリソタイ20 

ルは蛇紋石族に分類されるのに対し、クロシドライト及びアモサイトは角

閃石族（アンフィボール）に分類され、クリソタイルとそれ以外の石綿と

ではその性質は全く異なる。アンフィボール原因説とは、角閃石族（アン

フィボール）に属する石綿のみが肺がん及び中皮腫の原因となるという考

え方であり、平成２年頃から提唱されている。アンフィボール原因説は、25 

クリソタイルが肺がんを発症させるリスクが無視できる範囲内である（有
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意でない）、又は、角閃石族（アンフィボール）と比較して有意に低いと

いう２つの考え方を含む。アンフィボール原因説には合理性があり、また、

アンフィボール原因説は現状でも積極的に否定されているわけではない。

そうすると、クリソタイルに肺がんリスクがあるとの知見は確立していな

いと考えるべきである。仮にアンフィボール原因説の中のクリソタイルに5 

何らかの肺がんの超過リスクがあるという考え方によるとしても、そのリ

スクは他の石綿と比較して極めて低く、低濃度での曝露、さらには微量の

曝露については、上記肺がんのリスクはもはやないと評価すべきである。 

被控訴人ケイミューが製造した石綿含有建材は、クリソタイルのみを使

用したものであり、また、被控訴人ケイミューの上記建材により作業者に10 

生ずる石綿曝露は、極めて微量であり、労災認定基準等とされる２５本／

ml・年の累積曝露をもたらすものではない。しかも上記基準は、クリソタ

イルとの関係では、労働者の救済を目的に設定されたものにすぎず、医学

的な知見を前提として定められたものではない。そうすると、上記基準等

を満たす可能性のない製品を製造、販売した被控訴人ケイミューには、注15 

意義務の前提となる肺がんのリスクに関する予見可能性はない。なお、石

綿肺についても２５本／ml・年の累積曝露量が閾値とされていることなど

に照らすと、石綿肺との関係でも予見可能性はないというべきである。 

     個々の被控訴人らが石綿含有建材を製造、販売するに当たってどのよう

な注意義務を負うかは、当該企業がどのような建材を製造、販売している20 

かによって左右される個別の判断事項である。警告義務の前提としては、

被控訴人らに、自らが製造、販売する石綿含有建材が施工されることによ

って発生する石綿粉じんを吸引した建築作業従事者が石綿関連疾患に罹

患する危険性についての予見可能性があることが必要であり、裁判所は証

拠によってかかる個別具体的な予見可能性を認定しなければならない。 25 

知見を有しておらず、コントロールすることもできない他社の製品によ
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る曝露をも踏まえて予見可能性を判断するのは、過失責任の原則を無視す

るに等しいものである。 

イ 被控訴人ケイミューが製造、販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキ

シブル板のうち、商品名「パーマトン」、「フレキシブルボード」は、プレ

カットされるパネル建材であり、内装用途で使用される場合、基本的には現5 

場で加工されないため、石綿粉じんが発生しない。したがって、被控訴人ケ

イミューには、これらの建材から発生する石綿粉じんが被災者らの石綿関連

疾患を発症させることについての予見可能性がなく、これらの建材について

は警告義務を負わない。 

   ウ  被控訴人ケイミューが製造、販売した㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレー10 

ト及び㉟石綿含有窯業系サイディングについて、前者は屋根（仕上）材で

あり、後者は外壁材であって、いずれも屋外で施工されていた。また、被

控訴人ケイミューが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板のうち、商品名「パーマトン」、「フレキシブルボード」以外のもの

は、実態としては、本来は㉟石綿含有窯業系サイディングに分類されるべ15 

き外壁材であった。 

     被控訴人ケイミューの㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートの押し切り

カッターによる切断等の作業時の個人曝露濃度の測定結果を基に、保守的

に見積もった標準発じん時間を用いて計算すると、被控訴人ケイミューの

㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートの施工時の時間加重平均個人曝露濃20 

度は、日本産業衛生学会が平成１３年に公表した、５０年間曝露しても平

均寿命に到達するまでに石綿に起因する肺がん又は中皮腫で死亡する者

が１０００人に１人の割合で生じる場合の評価値（０．１５本／ml）はも

とより、平均寿命に到達するまでに石綿に起因する肺がん又は中皮腫で死

亡する者が１万人に１名の割合で生じる場合の評価値（０．０１５本／m25 

l）すら下回る０．００１７本／mlにすぎなかった。また、被控訴人ケイミ
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ューの㉟石綿含有窯業系サイディングの施工時の時間加重平均個人曝露

濃度は、前者の評価値を下回る０．０９８本／mlであった。したがって、

被控訴人ケイミューの上記各建材には科学的に見て実質的危険性がなく、

被控訴人ケイミューには、上記各建材から発生する石綿粉じんによって石

綿関連疾患が発症することについての予見可能性がない。 5 

     そもそも、上記評価値は、安全を重視した極めて厳格な基準であり、発

がん物質の労働衛生管理の要否及びその内容を検討する前提としての参

考値として位置付けられており、これを直ちに法的責任の基準として用い

るのは適切とはいい難い。また、その実際の計算も安全側に偏っており、

この点からも法的責任の基準としては厳しすぎる。 10 

      また、許容濃度及び評価値は、時間加重平均個人曝露濃度を想定したも

のであり、短時間での曝露濃度と許容濃度又は評価値とを比較することに

は意味がない。 

     各種の客観的な曝露濃度実験の結果を踏まえれば、屋内で使用される建

材と屋外で使用される建材とでは危険性に明確な違いがあるから、屋外で15 

使用される建材には類型的に警告義務がないというべきである。 

エ 被控訴人ケイミューは、遅くとも昭和５３年から販売店、工事店等に対し

て文書を配布し、遅くとも昭和６１年から施工者に対して小冊子を配布し、

遅くとも昭和５９年から施工説明書による警告をし、遅くとも昭和６１年か

ら端面保護材への警告表示をし、建築作業従事者に対し、直接又は間接に、20 

必要かつ相当な警告表示を行ってきた。 

前記アないしウのとおり、被控訴人ケイミューの製品には実質的危険性が

ないのであり、そのことからすれば、必要にして十分な警告内容が上記端面

保護材に記載されていたと評価し得る。 

⑵ア 民法７１９条１項後段の趣旨は、単独で発生した場面であれば問題なく因25 

果関係を立証できたはずであるところ、偶然同種行為が発生した場合（択一
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的競合の場面）における立証の困難からの被害者の保護である。かかる趣旨

からすると、同項後段が適用されるためには共同行為者間に当該権利、法益

侵害についての択一的関係が存在しなければならないから、共同行為者とは、

上記侵害を惹起する危険性を含んだ全ての者という関係で捉えられる複数

の行為者である必要がある。したがって、共同行為者は、上記侵害を単独で5 

惹起する危険がある（単独惹起力と称する。）行為を行った者である。 

   また、加害者の立場からすれば、自らの行為が被害者に当たっていない可

能性があるにもかかわらず被害者に生じた全損害の賠償責任が推定される

ことになるのは不当であり、共同行為者と認められるためには、その特定さ

れた者以外の者によって損害がもたらされたものではないこと（他原因者の10 

不存在）が主張立証されなければならない。 

   前記アのとおり、同項後段は、被害者の保護の要請から、因果関係の推定

を認める一方で、共同行為者の要件を要求することで、全損害との間で因果

関係が推定される効果との調和を図るものである。同項後段の適用の場合の

効果と同項後段の類推適用の場合の効果とは同様であるから、同項後段を類15 

推適用するに際しては、上述の同項後段の趣旨及び要件を踏まえた立論をす

る必要がある。同項後段の類推適用の場面においても、具体的な損害に直接

向けられた行為を行った者でなければ共同行為者とはなり得ない。すなわち、

同項後段の類推適用に際しては、具体的な損害に向けられた危険性の存在の

立証が必要である。そのためには、各被控訴人が製造、販売した石綿含有建20 

材が、各被災者が建築作業に従事した建築現場に現実に到達したことの証明

が必要である。 

また、同項後段の類推適用の場面においても共同行為者に全損害との因果

関係を推定するという法律効果を発生させる以上、同項後段の類推適用の場

面においても単独惹起力は必須の要件であり、また、他原因者の不存在の要25 

件が撤廃される理由はない。仮に単独惹起力のない場面で同項後段の類推適
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用を認めるとしても、到達が認められない場合に曝露が発生することはあり

得ないから、到達は必須の要件である。 

さらに、同項後段の類推適用を認める場合には、加害行為が当該損害の発

生に寄与したことが証明されるか又は経験則上推認されることが必須の要

件であり、寄与したこと自体は同項後段の推定の対象ではない。この際、到5 

達は寄与の前提として必要となるのであり、到達のみで寄与が認められるわ

けではない。損害発生の可能性が低い行為については、要件としての寄与（損

害の一部との因果関係）の証明の問題として考えることになり、石綿の被害

が発生する確率が非常に低い建材については、寄与の証明はそれだけ難しく

なるはずである。 10 

   イ  建築作業従事者が実際にどのような建材を施工するかは、建築を請け負

ったゼネコンや下請業者らの取引関係、メーカーが出荷した後の流通経路

（特約店、販売店、工事店、ハウスメーカー等）、建築物の性質及び用途、

建築費用（建材の価格）、具体的な建築現場と建材の製造工場ないし保管

場所との距離（運搬の容易さ）等の様々な個別的要因に主として依存する。15 

そのため、ある建材の市場におけるシェアをもって、被災者らの作業従事

期間中どこかの建築現場に当該建材が到達していたかもしれないという

抽象的な可能性の程度を超えて、当該建材が被災者らが作業していた特定

の建築現場に現実に到達したことを推認することはできない。 

     石綿含有建材が建築現場に到達したとしても、当該石綿含有建材から石20 

綿粉じんが発生し、被災者がこれに曝露しなければ、被災者に石綿関連疾

患は発症しない。そして、ここで問題となるのは上記曝露と上記石綿関連

疾患の発症との因果関係の有無であるから、曝露の有無自体ではなく、曝

露の量が問題となる。曝露量を検討する際には、現場数のみならず作業年

数又は作業日数を無視してはならず、また、石綿含有建材の種類（含有す25 

る石綿の種類、含有量、飛散性の有無及び飛散性リスクの程度）、主な作
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業場所、使用箇所、加工の要否、頻度等を検討すべきである。 

      また、中皮腫については、石綿粉じんへの曝露から発症まで２０年から

５０年以上の潜伏期間があるから、中皮腫の発症との因果関係のある曝露

は、発症時から遡って２０年ないし５０年程度のものが問題とされるべき

である。 5 

     シェアを算出するには、問題とされる地域における、各建材メーカーの

石綿含有建材の出荷量の全てと、自社建材と用途を同じくする建材の全出

荷量とを把握する必要があるが、本件訴訟においては上記事情は明らかで

はない。したがって、適切なシェアの認定は不可能である。 

     仮にシェアに基づく到達の立証が許容されるとしても、代替性のある建10 

材がある場合、これを考慮に入れてシェアを算定する必要がある。上記代

替性は、特定の種類の建材の中における石綿含有製品との代替性だけなく、

建築現場における用途から検討する必要がある。 

      ㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートは屋根材であり、コンクリート系洋

風瓦、粘土瓦、セメント瓦、厚型スレート、着色鉄板（金属系屋根材）と15 

競合しており、これらは㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートの代替建材で

ある。 

      ㉟石綿含有窯業系サイディング及び㊱石綿含有建材複合金属系サイデ

ィングは外壁材であり、モルタル、カラー鉄板、プリント鋼板、ＡＬＣパ

ネル等と競合しており、これらは㉟石綿含有窯業系サイディング及び㊱石20 

綿含有建材複合金属系サイディングの代替建材である。 

     北海道地区で用いられる屋根材は、主として、雪を滑らせやすい金属製

の屋根材であり、被控訴人ケイミューの㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレー

トが用いられることはまれであった。したがって、日本全国における㉝石

綿含有住宅屋根用化粧スレートのシェアをもって上記建材の北海道地区25 

における建築現場への到達を認めることはできない。 
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   ウ  被控訴人ケイミューが製造、販売した⑮石綿含有スレートボード・フレ

キシブル板のうち、商品名「カラートップ」、「パーマトン」、「レック

ストン」、「フレキシブルボード」、「無地トップ」以外のものは、その

ほとんどが小規模住宅（戸建て住宅等）に用いられていた。また、被控訴

人ケイミューの㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレート及び㉟石綿含有窯業5 

系サイディングも、実際は、そのほとんどが小規模住宅（戸建て住宅等）

に用いられていた。 

     前記 の５種類の建材はプレカットされたパネル建材であり、これらに

ついては建築現場での切断等の加工作業は通常は行われない。したがって、

上記建材については、建築作業従事者の石綿関連疾患の発症への実質的な10 

寄与はない。 

     被控訴人ケイミューの㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートの加工には

専用工具である押し切りカッターが使用され、押し切りカッターによる施

工においては粉じんはほとんど飛散しない。したがって、上記建材につい

ては、建築作業従事者の石綿関連疾患の発症への実質的な寄与はない。 15 

⑶ 労災認定は、被災者の救済という政策的な目的に基づいてされる判断である

から、石綿関連疾患について労災認定がされたことをもって不法行為法上の因

果関係を認めることはできない。 

 ６ 被控訴人倉敷紡績 

⑴ア 不法行為責任を問うためには、まず、被害者において、故意又は過失によ20 

る権利ないし法益の侵害行為（加害行為）を特定して主張立証しなければな

らない。控訴人らが共同不法行為を理由として損害賠償を請求する以上、被

控訴人らの本件の個々の被災者に対する加害行為及び他の共同不法行為者

の本件の個々の被災者に対する加害行為を具体的に特定して主張しなけれ

ばならない。 25 

そして、上記加害行為については、本件の個々の被災者に対する不法行為
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を問題にする以上、本件の個々の被災者がその権利ないし法益が侵害された

とする、その時、場所における加害行為が問題とされるのであり、このよう

な加害行為（共同不法行為の場合は、共同不法行為者全員の加害行為）が特

定されて初めて共同不法行為の要件の存否を検討することができる。 

イ 民法７１９条１項後段は、複数の行為者が被害者に対して不法行為を行い、5 

その不法行為がいずれも被害者に結果を発生させるに足りるものであった

場合に、他の行為者の不法行為もあったことによって、因果関係が認められ

ないとして不法行為責任が否定されることを回避するために、そのような行

為者の行った不法行為について個別的因果関係を推定する規定である。 

   そうだとすれば、同項後段による立証責任の転換が認められるのは、賠償10 

責任の対象者のいずれもが損害の全てを惹起するに足りる可能性のある行

為を行っている者であるという場合でなければならず（しかも、その中の誰

かの行為が全ての損害を発生させたことが明らかである必要がある。）、こ

のような場合であれば、加害行為による損害の発生との関係で見た場合にお

ける重大性のレベルとの対比において、加害者が負うこととなる被害者の損15 

害についての負担割合が過大であるとことにはならないのであり、この点で

上記立証責任の転換による加害者の不利益と被害者の救済との均衡が保た

れる。 

   したがって、同項後段を適用するためには、因果関係を除く不法行為の要

件を具備していることを前提として、少なくとも、択一的競合、すなわち、20 

対象とされる被控訴人の行為がそれだけで損害を発生させる原因力を持っ

ていること、一方で控訴人らが加害者（この者について因果関係を除く不法

行為の要件を具備していることが必要である。）として特定した他の者も同

様の原因力を有しており、損害の発生がいずれの行為者の行為によるもので

あるか不明であること、加害者として特定された誰か一人の不法行為によっ25 

て損害が生じたことが明らかであり、それ以外の原因によって損害が発生し
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たものではないと認められることが必要である。 

   同項後段の類推適用については、同種事件の裁判例もある中、本件におい

てこれがいかなる要件で認められるかは必ずしも明瞭とはいい難いが、個別

の被災者との関係で、単体で損害発生の原因となり得る力を持っているか否

かはともかく（上述のとおり、同項後段の適用の場合はこれが必要である。）、5 

被害者において加害者として特定した複数行為者の行為の結果として損害

が発生したことが明らかであり、特定した上記複数行為者以外の者の行為を

原因として損害が発生していることはない、ということが控訴人らにおいて

主張、立証されなければならない。 

⑵ 用途ごとの石綿含有建材市場などという市場は存在せず、また、用途を同じ10 

くする建材には無石綿建材等も含まれ、無石綿製品等の存在する製品市場にお

いては、石綿含有製品は無石綿製品と競合関係にある。石綿含有製品を使用し

た可能性（確率）の判定のためにシェアを認定するに当たっては、無石綿建材

を含めた代替建材の存在を考慮する必要がある。 

  また、被控訴人倉敷紡績が製造、販売した㉟石綿含有窯業系サイディングは15 

外装化粧材であり、戸建て住宅やアパート（低層集合住宅）の外装に意匠を加

飾するためのものであって、戸建て住宅等において必須の建材ではない。戸建

て住宅等の建設現場で専ら作業を行った被災者について、戸建て住宅等に使用

されたかもしれない石綿含有建材を使用した可能性（確率）を判定するために、

当該製品が属する１つの種類の石綿含有建材のシェアのみを取り上げても、当20 

該可能性を判定することはできない。 

⑶ア 被控訴人倉敷紡績の㉟石綿含有窯業系サイディングは、戸建て住宅やアパ

ート（低層集合住宅）の破風や窓飾りなどに用いられる外装化粧材であり、

その用途からして、１戸の住宅に使用される量は極めて少ないこと、上記建

材から粉じんが発生するのはその切断時のみであること、切断は上記建材の25 

長さを調節する必要がある場合に限られることなどからすると、建築作業従
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事者が上記建材から生じた粉じんに曝露することは考えられない。 

   また、戸建て住宅等以外の建築作業現場にしか従事していない被災者は、

被控訴人倉敷紡績が製造、販売した上記建材から飛散する石綿粉じんを吸引

することはあり得ないし、これに従事したことがある被災者についても、同

人がおよそ破風や窓飾りの部分に関わらないこともあることからすれば、戸5 

建て住宅等の建築作業現場に従事したとの点のみをもって、上記建材から飛

散する石綿粉じんに曝露したことにはならない。 

イ 被控訴人倉敷紡績が過去に製造、販売していた石綿含有建材の製造、販売

量は、非常に少なかった。 

 ７ 被控訴人神島化学工業 10 

⑴ア 被控訴人神島化学工業が製造した㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種

の多くは、被控訴人大建工業のＯＥＭ製品である。かかる製品については、

被控訴人神島化学工業が市場に直接置くものではなく、被控訴人神島化学工

業が特定の被災者に石綿含有建材を到達させるという行為を行っていたわ

けではない。被控訴人神島化学工業が上記建材を市場に置かない以上、被控15 

訴人神島化学工業が警告義務を履行すべき立場にあるとはいえない。 

 イ 成形板等の屋外で使用されることが予定されている建材については、粉じ

んの測定結果等からみて、当該建材から生じる石綿粉じんの濃度が許容濃度

を超えることが少なく、上記粉じんは作業中に滞留することなく外気によっ

て希釈されると考えられることから、建築作業従事者が石綿粉じんに曝露し、20 

更に石綿関連疾患を発症することまでの予見可能性があったとはいい難い。

したがって、被控訴人神島化学工業の外装材については、警告義務違反はな

い。 

 ウ 後続作業者については、同作業は新築工事においても既に設置されている

建材に対する作業となるところ、当該建材のメーカーが当該建材に警告表示25 

を行ったとしても、これを上記作業者に了知させることはできない。したが
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って、建材メーカーには結果回避可能性がなく、上記作業者に対する警告義

務を負うことはない。この点は、むしろ、事業者による安全配慮義務の履行

によって対策が採られるべきものである。 

 エ 改修、解体工事に従事する者については、同人に了知させ得る警告表示が

なく、建材メーカーには結果回避可能性がないから、建材メーカーの警告義5 

務の対象外である。この点については、上記工事を行う事業者が必要な対策

を採るべきである。 

⑵ア 民法７１９条１項の共同不法行為責任が成立するためには、被控訴人らの

行為が個々の被災者との関係で侵害行為であることが主張立証されること

が前提となるところ、控訴人らは、上記侵害行為として、単に石綿含有建材10 

を製造、販売した事実を主張しており、当該建材が各被災者の下に到達した

ことを主張立証していない。被控訴人らの上記行為は、各被災者との関係で、

上記侵害行為であるとすらいえない。 

ある建材が被災者に到達していなければ、当該建材はそもそも当該被災者

の石綿関連疾患の発症に対する危険性を有しないから、当該建材を製造、販15 

売した被控訴人に対して不法行為責任を負わせる基礎を欠く。したがって、

控訴人らは、民法７１９条１項後段の類推適用を主張するのであれば、特定

の被控訴人が製造、販売した石綿含有建材が本件の特定の被災者に到達した

ことを立証することが必要である。 

   民法７１９条１項後段の類推適用の効果として被控訴人らの全部連帯責20 

任を導くためには、各被控訴人らが全損害を惹起し得る可能性が高いことを

前提とし、かつ、損害に寄与した行為者を全て特定することが必要である。 

 イ  特定の企業の建材が特定の被災者に到達したという事実については、ま

ずは具体的な証拠をもって立証すべきであり、シェアのみに依拠して建材

の到達を立証することは原則として許されない。 25 

   仮にシェアに依拠して建材の到達可能性を論じるにしても、相互に代替
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可能な建材については、それぞれ個別にシェアを検討するのではなく、全

体として検討しなければ、到達の可能性を判断することはできない。 

    ⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種については、同製品のシェアのみ

で主要原因建材か否かを論じるのは不当であり、考慮すべきは、同製品の

耐火被覆材全般におけるシェアである。 5 

    ㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種については、⑮石綿含有スレート

ボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、⑳石綿含有

スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板が相互に代替可能な建材

であり、少なくともこれらについては全体としてシェアを検討する必要が

ある。また、㉕石綿含有せっこうボードや床材等も全体としてシェアを検10 

討する対象とする必要がある。 

   ㉟石綿含有窯業系サイディングについては、外壁材としての競合品とし

てモルタル壁や金属系サイディング、無石綿化された炭酸カルシウム系の

サイディング等を到達可能性を判断する前提となるシェアの分母に加え

る必要がある。 15 

  別件訴訟の工事におけるアスベスト建材一覧表（乙ト２０１）、販売台

帳（乙シ１０５）、設計図書（乙ト２０４）からすると、その被災者が担

当した現場のうち、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が用いられた現

場は、１年に１度あるかないかという程度にすぎない。 

  被控訴人神島化学工業が製造した被控訴人大建工業の㉟石綿含有窯業20 

系サイディングのうち、商品名「真打Ｅシリーズ」、「真打Ｇシリーズ」

は主として西日本向けの商品であり、これらが北海道で使用された可能性

は著しく低い。 

ウ 被控訴人神島化学工業の㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種である商

品名「プライシリカ」、「ダイケンラックス」（被控訴人大建工業のＯＥＭ25 

製品）は、専用カッターで切断する建材であり、上記切断の際に粉じんはほ
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とんど発生しない。 

  ⑶ 仮に被控訴人神島化学工業が製造、販売した石綿含有建材が主要原因建材で

あると認定されたとしても、事業者の安全配慮義務違反が被災者に及ぼした影

響は大きいから、自らの建材が主要原因建材であると認定された被控訴人らの

責任は多くとも３分の１にとどまる。 5 

 ８ 被控訴人昭和電工建材 

⑴ア 建材は直接人体に影響を及ぼすことはなく、建材の加工等をすることで初

めて人体に対する危険性が生じる。そして、加工等の際に防じんカッター、

防じんマスクを使用していれば、上記加工等の際に発生する粉じんへの曝露

を防ぐことができる。 10 

   被控訴人昭和電工建材は、設計施工説明書に、被控訴人昭和電工建材の石

綿含有建材の加工に際して防じんマスク、防じんカッターを使用することを

明記しており、警告義務を果たしている。 

イ  建材は建築物の構成部分となるため、当該建築物にどのような建材が使

用されているかは外部からは明確でない場合もあり、新築時には広く使わ15 

れていた材料が時代の進展に伴って使用禁止となることもあるから、改修、

解体工事を行う事業者において、石綿含有建材の使用状況を確認した上で

必要な対策を採るのが実際的であり、当該建材を製造した企業が解体、改

修業者に対しても警告義務を負うとするのは実効性を著しく欠き、また、

当該企業に不当な負担を生ぜしめるものである。 20 

  建物の建築施工から解体までには通常は数十年以上を要するのである

から、建材メーカーが建材店等に対して建材の販売時に当該建材の危険性

に関する情報を記載した取扱説明書等を交付しても、これが当該建物の所

有者に交付され、当該建物の改修、解体時に作業者に交付されるというの

は現実的でない。また、建築士はどの建材メーカーの製品を採用するかの25 

決定権を持つのであり、建材メーカーがかかる建築士に対して設計図書の
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記載内容や設計図書に上記取扱説明書等を添付することを指示すること

はできない。 

⑵ア 共同不法行為における加害行為とは、権利侵害の危険を生じさせる行為で

あるところ、建材は現場における加工を前提としているという点で言わば半

製品であり、石綿粉じんへの曝露の有無は、当該建材の切断等の加工におけ5 

る防じん対策の有無によって決まる。したがって、石綿含有建材の危険性は、

現場における安全管理によって決まるものであり、石綿含有建材を製造、販

売し、市場に流通させる行為に、上記加害行為性はない。 

 イ  ある被災者の稼働先で、市場シェアが低い建材を頻繁に使用することも

あり得、その逆もあり得るのであって、建材のシェアと当該建材の被災者10 

への到達の可能性とは別の問題である。建材は様々な経路を経て被災者に

到達するのであり、被災者への到達が立証できたというためには、現場や

建材を特定する個別具体的な主張を欠くことはできない。シェアは、あく

まで、被災者への到達を認定するための間接事実の１つにすぎず、到達の

認定のための直接証拠にはなり得ない。 15 

被控訴人昭和電工建材の建材は、ラムダ会に属する特定の施工代理店に

販売されていたので、一般の工務店、大工等が取り扱うことはなかったか

ら、被控訴人昭和電工建材については、被控訴人昭和電工建材の建材のシ

ェアとその被災者への到達の可能性とは関係がない。 

   改修、解体工との関係では、建材の市場シェアが当該建材の同人への到20 

達可能性にそのまま対応するわけではない。耐久性が高く、長期間の使用

が前提とされている建材は、当該建材のシェアが高くとも、改修、解体の

対象となる頻度は低いであろうし、逆に、耐久性が低く、使用サイクルの

短い建材については、改修、解体の対象となる頻度は高いと考えられる。

また、建物の種類や部位によっても、改修、解体の対象となる頻度は異な25 

る。 
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    被控訴人昭和電工建材の建材は、製品自体の強度が一般のサイディング

材の数倍あり、耐久性が高く、長期にわたって使用される建造物に使用さ

れていたのであり、上記建材が改修、解体の対象となる頻度は、一般のサ

イディング材に比べて低かった。 

 ウ  被控訴人昭和電工建材の切断に使用するカッターはダイヤモンドブレ5 

ードと呼ばれるコンクリート切断用のホイール状のカッターであり、通常

の大工はかかるカッターを所持していない。したがって、一般の大工が被

控訴人昭和電工建材の建材を切断することはなかった。また、被控訴人昭

和電工建材の建材は、ラムダ会での特殊な教育を受けた職人しか施工する

ことができず、施工の際には集じんカッターの使用及び防じんマスクの着10 

用が要求されていた。 

   被控訴人昭和電工建材の建材は非常に硬いため、これが使用された建物

の改修工事の際は、建材を叩き割るのではなく、ビスを緩め、金具を外す

方法を採るのであり、このようなことはラムダ会の職人でなければするこ

とができない。 15 

   以上のとおり、被控訴人昭和電工建材の建材は、耐久性が高く、長期に

わたる使用を前提としているから、改修、解体工事の対象となる可能性は

低く、被災者らが上記建材から生じた粉じんに曝露する可能性は低い。 

⑶ 被控訴人昭和電工建材は、被災者らのうち石綿関連疾患認定日から本件訴訟

の提起までに３年を経過している者につき、消滅時効を援用する。 20 

 ９ 被控訴人日鉄ケミカル 

⑴ 被控訴人らに石綿含有建材の製造、販売に関して何らかの警告義務違反が認

められることがあったとしても、その時期は、国の規制権限不行使が認められ

る時期と比較して、相当程度遅い時期になる。具体的には、フランスでは昭和

５３年、西ドイツでは昭和５４年に吹付け材の使用がそれぞれ禁止されたこと、25 

ＩＬＯは昭和６１年に石綿吹付け作業を原則禁止としたことなどから、上記義
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務が認められる時期は、早くとも昭和５３年より後である。 

⑵ 被控訴人日鉄ケミカルは、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種を自ら製造

しておらず、あくまでも顧客からの希望を受けた場合の調達のために被控訴人

日本インシュレーションに上記建材の製造を委託し、被控訴人日本インシュレ

ーションが製造した上記建材を被控訴人日鉄ケミカルのブランドとして販売5 

していたにすぎない。被控訴人日鉄ケミカルには上記建材の出荷数量等につい

ての記録さえ残っていないのであり、被控訴人日鉄ケミカルの上記建材の出荷

数量は微々たるものであった。 

 １０ 被控訴人大建工業 

⑴ア 被控訴人大建工業の㉔石綿含有ロックウール吸音天井板に使用されてい10 

る石綿は、他の石綿より危険性が少ないクリソタイルであり、かつ、上記建

材の石綿含有率は他の石綿含有建材のそれよりも低く、また、上記建材の切

断にはカッターを用いることが前提とされており、上記切断の際の粉じん発

生量は少なく、その切断等による石綿粉じん濃度は日本産業衛生学会の勧告

における許容濃度以下である。したがって、中皮腫の場合を含め、被災者ら15 

の石綿関連疾患罹患について、被控訴人大建工業の過失はない。 

 イ 被控訴人大建工業が改修、解体工事に従事する者に対して実効性のある警

告をすることは困難であり、これらの者については、改修、解体工事を行う

事業者において、必要な対策を採るべきである。また、後続作業者について

も、事業者による安全配慮義務の履行によって対策が採られるべきである。20 

したがって、被控訴人大建工業について、解体工や塗装工といった施工後の

建材を取り扱う職種に対する警告義務違反を観念することはできない。 

⑵ア ある被控訴人の石綿含有建材が本件の被災者らの下に到達しなければ、そ

もそも当該被控訴人が被災者らの石綿関連疾患の発症という損害発生につ

いて危険を惹起したとはいえず、当該被控訴人に不法行為責任を負わせるだ25 

けの非難可能性がない。控訴人らは、被控訴人の建材が本件の各被災者に到
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達したことを立証しなければ、民法７１９条１項後段に基づいて被控訴人の

責任を追及することはできない。 

 イ  特定の企業の建材が特定の被災者に到達したことについては、まずは具

体的な証拠をもって立証すべきであり、シェアのみに依拠して建材の到達

を立証することは原則として許されない。 5 

   仮にシェアに依拠して建材の到達可能性を論じるにしても、相互に代替

可能な建材については、それぞれ個別にシェアを検討するのではなく、全

体として検討しなければ、到達の可能性を判断することはできない。 

    ㉔石綿含有ロックウール吸音天井板と化粧せっこうボード、インシュレ

ーションボード、石綿板、パルプセメント板等は相互に代替可能な建材で10 

あるから、それぞれ個別にシェアを検討するのではなく、全体として検討

しなければ、到達の可能性を判断することはできない。 

   別件訴訟の工事におけるアスベスト建材一覧表（乙ト２０１）、販売台

帳（乙シ１０５）、設計図書（乙ト２０４）からすると、㉔石綿含有ロッ

クウール吸音天井板が全ての現場で用いられているわけではないし、その15 

使用面積も、用途を同じくする建材、特に天井用化粧せっこうボードの使

用面積より大幅に少ない。 

   北海道における㉔石綿含有ロックウール吸音天井板の使用量は、他地域

におけるそれと比較して約６分の１と大幅に少ない。 

ウ 被控訴人大建工業の㉔石綿含有ロックウール吸音天井板の加工にはボー20 

ドカッターが用いられ、電動工具は用いられない。また、㉔石綿含有ロック

ウール吸音天井板にやすり掛けを行うことは例外的である。さらに、㉔石綿

含有ロックウール吸音天井板には穿孔、くぎ打ち、ビス打ちの作業はなく、

オーソドックスな工法においては、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板の開

口作業は行われないし、穴を開ける場合でも作業は発じん量の少ない手のこ25 

によって行うものである。加えて、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板の石
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綿含有率は低い。したがって、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板からの石

綿粉じんの発生量は、他の建材のそれと比較して相当少ない。 

⑶ア 仮に被控訴人大建工業が製造、販売した石綿含有建材が主要原因建材であ

ると認定されたとしても、事業者の安全配慮義務違反が被災者に及ぼした影

響は大きいから、自らの建材が主要原因建材であると認定された被控訴人ら5 

の責任は多くとも３分の１にとどまる。 

 イ 被災者Ｃは、天井の建材を切るときはくぎをくわえながら作業をするため

マスクを付けられないと供述するが、被控訴人大建工業の㉔石綿含有ロック

ウール吸音天井板はのり付け後に建築用ホッチキスでステープルを打ち込

むものであり、釘を口に加える必要はないため、マスクの着用は可能である。10 

したがって、少なくとも被控訴人大建工業の㉔石綿含有ロックウール吸音天

井板との関係では、マスクの不着用は、大幅な過失相殺の対象となる。 

１１ 被控訴人太平洋セメント 

⑴ア  過失に係る予見可能性は、加害行為が行われた当時の具体的状況の下に

おいて、被害発生を防止するための対策を講じるべきであるとの判断を可15 

能ならしめる程度に具体的な危険性を認識し得たか否かによって判断す

べきである。 

    クリソタイルについては近年まで管理使用をすることができるとの理

解が主流であり、石綿含有吹付け材についても、平成１７年に石綿障害予

防規則が制定されるまでは、作業者が防じんマスクや保護具を使用すれば20 

施工が可能とされていたから、平成１８年９月１日に我が国で石綿含有建

材の製造等が法令上禁止されるまでは、吹付け材を含めた石綿含有建材の

製造等の禁止について社会的合意が形成されることはなかった。 

    また、被控訴人太平洋セメントが②石綿含有吹付けロックウールの販売

を開始した昭和４６年当時において、国は、石綿による健康被害を防止す25 

るため、上記建材の販売先であり建設作業従事者の使用者である建設業者
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や、建築作業従事者に対して各種の義務を課しており、その後も、国は、

その時々の知見に応じ、以上のような施策を順次強化していた。そのため、

被控訴人太平洋セメントは、建設業者及び建築作業従事者が法令が定める

安全管理等を行うのであるから、建築作業従事者に石綿関連疾患が生ずる

ことはないと認識していた。そして、被控訴人らの調査及び情報収集能力5 

は、国のそれらに比して高かったとはいえないのであり、被控訴人らが、

被害の発生を防止するための対策を講じるべきであると判断することを

可能ならしめる程度に、具体的な危険性を認識し得たとはいえなかった。 

仮に、昭和５０年頃までに、被控訴人らにおいて上記の危険性を予見可

能になったといえるとしても、現実に警告表示を行うにあたっては、一定10 

の調査及び同調査の結果に基づき注意事項の具体的内容を変更すること

に伴う建材、包装等の作成の期間を要するはずであり、とりわけ包装に警

告表示をするだけでは無意味な吹付け材については、検討に時間を要する

ことが避けられない。被控訴人らは、国と比して調査及び情報収集能力が

高かったとはいえないから、被控訴人らに警告義務違反が認められる余地15 

があるとしても、国の規制権限不行使の違法が認められる昭和５０年１０

月１日以降のことであり、これ以上に早まることはあり得ない。 

   ②石綿含有吹付けロックウールを含む耐火被覆材は、建物の耐火性能を

確保するために建築基準法に従って施工される必要がある建材である。し

たがって、吹付け材が剥がされると本来予定した耐火性能が得られなくな20 

るのであるから、一度吹き付けられた吹付け材がその後に剥がされること

は予定されておらず、むしろ剥がされないことが予定されていた。そのた

め、被控訴人太平洋セメントは、吹付け工以外の職工が吹付け材を剥がし

ていることを想定していなかった。また、建築現場は建設業者が管理する

事業所であって他社であり取引の相手方である建材メーカーが容易に調25 

査できる場所ではなく、被控訴人太平洋セメントは建設業者から粉じんの
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防止に関する要望、情報提供を受けたことはなかったから、被控訴人太平

洋セメントには吹付け材を剥がすことに伴う粉じんの発生やその対策に

ついて検討する契機すらなかった。 

 イ ａ 控訴人らが主張する被控訴人らに課せられる警告義務は、民法７０９

条の過失を根拠付けるものであるから、被控訴人ごとに個別に判断され5 

る必要がある。建材メーカーに警告義務が一律に課せられ、その違反が

一律に認められることはあり得ない。 

     元方事業者等は、建材の選定、発注、現場への搬入の際に吹付け材の

包装を視認することはないから、元方事業者が現場監督を通じて包装に

触れる機会のない者（すなわち、吹付け工以外の者）に警告表示の内容10 

を認識させることはできない。したがって、被控訴人太平洋セメントに

は吹付け工以外の者に対する警告表示による結果回避可能性がなく、被

控訴人太平洋セメントにこれらの者に対する警告義務はない。これらの

者に対する警告義務違反を問うのであれば、元方事業者ら建設業者の警

告義務違反が問われるべきである。 15 

   ｂ 被控訴人太平洋セメントは、②石綿含有吹付けロックウールに関し、

建材だけが流通することは想定せず、販売先の系列化を図り、施工の安

全性を確保する体制をとっていたのであり、これにより、元請事業者の

安全配慮義務の履行の契機となる情報は元請事業者に伝達されていた。

したがって、仮に被控訴人太平洋セメントに上記警告義務があるとして20 

も、被控訴人太平洋セメントはこれを適切に履行していた。 

 仮に被控訴人らに警告義務違反が認められる場合があるとしても、被控

訴人らが建材の出荷時に行う警告表示によって改修、解体工事に従事する

職種に対して実効性のある警告をするのは困難であること、これらの者に

は現場監督らからの指揮監督により警告表示の内容が伝達されることも25 

期待できないことなどからすると、警告義務違反が認められるのは新規工
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事における建築作業との関係に限られ、少なくとも、改修、解体工事にお

ける建築作業との関係で警告義務違反が認められる余地はない。 

   ウ 被控訴人らの調査及び情報収集能力が国のそれらに比して高かったとは

いえないこと、国が講じる規制措置が守られれば建築作業従事者の石綿関連

疾患の発症を予防することができると考えても不合理とはいえないことな5 

どからすれば、被控訴人らに前記ア、イ の警告義務よりも制約の大きい石

綿不使用義務はなかった。 

  ⑵ア  民法７１９条１項後段は、加害者と思われる者が単独であれば通常は因

果関係が推認される事実を証明しているのに、加害者と思われる者が複数

となると一切救済されないのでは妥当ではないため、被害者保護の要請に10 

加えて経験則に基づく蓋然性を根拠に法律上の推定を認めた規定である。

このような趣旨からすれば、同項後段の適用において特定される必要があ

る共同行為者とは、単独であれば通常は因果関係が事実上推定される程度

に損害発生に向けて危険な行為を行った者であり、換言すれば、当該加害

行為は、当該結果を発生させる現実的危険性を有する行為でなければなら15 

ない。 

      仮に同項後段が択一的競合以外の場合に類推適用される場合があると

しても、類推適用である以上、上記の同項後段の直接適用の場面の解釈論

から導かれる限界に照らしてその要件等が検討されなければならない。同

項後段の類推適用の場面においても、同項後段の直接適用の場合と同様、20 

加害行為に個別具体的な結果の発生についての現実的危険性があること

が必要であり、共同行為者はかかる現実的危険性のある行為を行った者と

して特定される必要がある。 

     前記 の個別具体的な結果発生の現実的危険性が認められるためには、

加害行為が当該結果の発生に寄与したことが証明されることが必要であ25 

る。本件に即していえば、少なくとも、特定の企業が製造、販売した建材
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が当該権利侵害を生じさせ得るものであり、同建材が特定の被災者が建設

作業に従事した現場で使用されて石綿粉じんの曝露が生じたこと（到達）

が立証されることが必要である。 

     被害者の損害の発生に他の原因が存在する場合に、被害者によって特定

された共同行為者グループの行為が被害者の全損害に対して因果関係を5 

有していることはあり得ない。それにもかかわらず当該グループが連帯責

任を負うとするのは、責任主義に反する。 

   イ  ある現場において特定の建材が使用されるか否かは、建材市場への流通

量（シェア）と被災者らの現場数や作業従事期間の長さなどに主として依

存するものではなく、建築を請け負ったゼネコンや下請業者らの取引関係、10 

メーカーが出荷した後の流通経路（特約店、販売店、工事店、ハウスメー

カーなど）、当該建築物の性質及び用途、建築費用（建材の価格）、具体

的な建築現場と建材の製造工場ないし保管場所との距離（運搬の容易さ）

などの様々な個別的要因に主として依存するのであって、市場における全

体的なシェアが当該現場における建材ごとの到達の可能性にそのまま反15 

映されるという経験則はそもそも成り立ち得ない。シェアを確率と同視し

て数学的に計算するためには、あるシェアの下での現場での建材の出現頻

度が均等であり、かつ、建築作業従事者が建築現場に赴く行為が独立な試

行であるという前提を満たす必要がある。 

      また、例えば、当該事象が発生する確率が９０％であるということは、20 

無限に試行を繰り返せば当該事象が９０％の割合で発生するということ

を意味するにすぎず、確率と実際の到達の頻度とが直ちに結びつくもので

はない。このような事実としての確率と心証の程度を直結させると、実際

には建材の到達がなく結果の発生に一切寄与していないことを高度の蓋

然性をもって排斥できないにもかかわらず、被控訴人らに対する請求を認25 

容するという誤判につながる。自由心証主義に内在する要請として、確率
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的な証拠に加えて、加害者の行為と結果との間に直接的な証拠が必要とさ

れるべきである。 

    ａ ある建材の特定の被災者への到達の可能性は、当該建材のシェアから

漠然と計算できるものではなく、当該被災者が当該建材が使用される可

能性のある建築現場での作業に何回従事したかを特定しなければ、これ5 

を評価することはできない。 

     ｂ 到達の可能性が認められるかが問題とされる以上、建材のシェアを検

討するに当たっては、当該建材に代替製品が存在する場合には、これも

考慮に入れた上でシェアを算定する必要がある。したがって、耐火被覆

用途の吹付け材については、せっこう、バーミキュライト（ひる石）、10 

セラミックなどを主原料とする吹付け材、石灰質原料（消石灰等）やけ

い酸質原料（けいそう土等）を主原料とし、石綿やロックウール等を補

助剤とするけい酸カルシウム板（耐火被覆板）、マット状のセラミック

ファイバーやロックウール、鉄網モルタル（ラスモルタル）の施工面積

や施工量等を考慮に入れる必要がある。 15 

     ｃ 被控訴人太平洋セメントは、昭和４９年に無石綿の吹付けロックウー

ルを開発し、昭和５０年にはこれを商品化していた（完全に無石綿とな

ったのは、昭和５３年１０月である。）。したがって、被控訴人太平洋

セメントの②石綿含有吹付けロックウールの施工量として示される数

値には、無石綿の吹付けロックウールの施工量も相当量含まれている。 20 

ウ  耐火被覆用に用いられる②石綿含有吹付けロックウールは鉄骨造建物

のうち耐火建築物にのみ使用されるのであり、鉄骨造建物で作業を行った

というだけでは被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウー

ルから生じた石綿粉じんに曝露した可能性があるとはいえない。 

前記イ ｂのとおり、耐火被覆材には②石綿含有吹付けロックウール以25 

外にも多くの建材があるから、耐火建築物である鉄骨造建物であっても被
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控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールが使用されてい

るとはいえない。 

被控訴人太平洋セメントと同系列に属さない建築作業従事者が被控訴

人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールを一般的に取り扱う

ことは基本的になかったし、被控訴人太平洋セメントが②石綿含有吹付け5 

ロックウールを販売していた吹付け施工業者においては、安全衛生パトロ

ールが行われ、養生の設置や防じんマスクの着用に不備がないかなどにつ

いて厳しく指導されていたから、被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹

付けロックウールから石綿関連疾患に罹患する程度に石綿粉じんに直接

曝露することはなかった。 10 

被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールの施工時に

は、同じ階において他の職工が同時並行作業を行うことはなく、また、施

工階に立ち入ってはならないこととされていたから、吹付け工以外の職工

が被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールの施工階や

施工区画に立ち入って被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロッ15 

クウールに含まれる石綿粉じんに曝露することはなかった。 

      一度吹き付けられた吹付け材を施工後に剥がすことは建築基準法上許

されない違法行為であること、ビニールでの養生や仮ボルトに付着した吹

付け材以外の吹付け材を剥がすことはないこと、仮ボルト等の設置ミスや

吹付け作業後の設計変更等によって吹付け材を剥がす必要が生じるのは20 

例外的な事態であること、被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロ

ックウールは吹き付けられた直後は湿った状態であり、上記の剥がす作業

の際には湿ったロックウールがぼとぼとと落下するだけであり、粉じんが

もうもうと舞うという状態にはならないことなどからすると、上記の吹付

け材を剥がす作業によって多量の石綿粉じんに曝露することはない。 25 

      以上に加え、被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウール
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の石綿使用量が少なかったことなどに鑑みれば、建築作業従事者が被控訴

人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールによって石綿粉じん

に曝露することはなかった。 

     被控訴人太平洋セメントの③湿式石綿含有吹付け材についても前記

と同様である。特に、被控訴人太平洋セメントの③湿式石綿含有吹付け材5 

は、昭和５０年２月に完成した都庁第三本庁舎建築工事において崩落事故

が発生した後はほとんど販売されておらず、また、施工費用が高額である

ことなどから大型の鉄骨造建物にしか採用されず、施工例が限られていた。

さらに、湿式工法は特殊な技術を要する工法であったため、被控訴人太平

洋セメントの③湿式石綿含有吹付け材の施工業者は全国で数社しかなか10 

った。加えて、被控訴人太平洋セメントの③湿式石綿含有吹付け材は、吹

付け機の先からロックウールと石綿とセメントと水が練り混ぜられてい

る状態で射出されるため、吹付け作業時に粉じんが舞うことはないし、吹

付け後にはコンクリート状に凝固するため削り取ることなどはそもそも

不可能である。したがって、建築作業従事者が被控訴人太平洋セメントの15 

③湿式石綿含有吹付け材によって石綿粉じんに曝露することはなかった。 

⑶ 仮に被控訴人太平洋セメントに共同不法行為が成立するとしても、本件の被

災者らに発症した石綿関連疾患への被控訴人太平洋セメントの寄与度は極め

て低いから、被控訴人太平洋セメントの損害賠償責任は減免されるべきである。 

 １２ 被控訴人東レＡＣＥ 20 

⑴ア 屋外作業においては、発生した粉じんは霧散するため、屋内作業の場合の

ように粉じんが充満するということは考え難い。そのため、屋外で切断され

る外装材については、石綿関連疾患を発症することの予見可能性、ひいては

警告義務はない。 

   仮に㉟石綿含有窯業系サイディングを製造、販売する企業に警告義務が認25 

められるとしても、客観的な測定結果からすれば、その発生時期は平成１４
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年１月１日からとすべきである。 

 イ 建築物の改修工事（破砕部分）及び解体工事に関与する建築作業従事者に

対しては、建材メーカーが建材の出荷時に行う警告表示によって実効性のあ

る警告をするのは困難である。また、建材の購入者に対して危険性が正しく

伝達されている限り、建物の完成後の改修、解体時への危険性の伝達につい5 

ては、購入者以降の者からされることが可能であるし、改修、解体工事にお

ける建築作業従事者の石綿粉じんへの曝露からの保護は、改修、解体工事を

行う事業者が行う対策によって図られることが予定されている。したがって、

石綿含有建材を製造、販売する企業は、上記建築作業従事者に対しては警告

義務を負わない。 10 

⑵ 被災者への到達という観点からシェアを検討するに当たっては、主要原因建

材以外の無石綿建材を含めた代替製品を考慮に入れるべきであり、その際には、

建材の性質、施工部位や使用目的において共通性の高いものを考慮すべきであ

る。㉟石綿含有窯業系サイディングの競合商品としては、金属サイディング、

金属カラー板、ＡＬＣ板、木質系他、モルタル壁があり、これらは住宅用外壁15 

材という使用目的を共通にするものである。 

⑶ 建築現場以外の現場（石炭炭鉱、トンネル、自動車関連、造船関連、アスベ

スト鉱山）における作業による粉じんへの曝露歴を有する被災者については、

その粉じんへの曝露の寄与度も考慮すべきである。 

１３ 被控訴人ナイガイ 20 

⑴ 被控訴人ナイガイは、工事の施工業者であって、自らが使用するためにのみ

石綿含有建材を製造していた。被控訴人ナイガイは上記石綿含有建材を他社に

販売していないから、被控訴人ナイガイが製造した石綿含有建材は、被控訴人

ナイガイが受注した工事の現場以外には流通しない。したがって、被控訴人ナ

イガイは、我が国の市場に石綿含有建材を流通させた者ではなく、市場におけ25 

る流通を前提とした責任を負うことはない。 
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⑵ 民法７１９条１項後段の類推適用の場合においても、控訴人らは、被控訴人

らの固有の行為について、本件の被災者らに向けられた権利侵害を惹起する具

体的危険性がある行為であることを主張立証する必要がある。 

⑶ ①吹付け石綿と②石綿含有吹付けロックウールとは同じ用途に使用される

建材であるため、これらの建材は合算してシェアを検討されるべきである。 5 

 １４ 被控訴人ニチアス 

⑴ア 被控訴人ニチアスは、耐火被覆構造としての吹付け工事の品質を確保する

ため、全ての吹付け工事を被控訴人ニチアスの責任施工とし、特定の下請会

社を指定して同社に施工を発注していた。被控訴人ニチアスの吹付け材（①

吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材）10 

を施工する業者はニチアスが指定した業者に限られ、それ以外の業者が被控

訴人ニチアスから上記吹付け材だけを購入して施工することは一切なかっ

た。したがって、被控訴人ニチアスの警告義務違反はない。 

イ 被災者が直接取り扱う前に取り付けられた建材については、当該被災者は

当該建材の警告表示を目にする機会がない。したがって、当該被災者につい15 

ては、警告義務違反と当該被災者の損害の発生との間に因果関係がない。 

ウ 石綿含有建材の出荷時に行われる警告表示によって、改修、解体工事に従

事する作業者に実効性のある警告をするのは困難であること、同人について

は、改修、解体工事を行う事業者が石綿含有建材の使用状況を調査した上で

必要な対策を採るのが実際的であることなどからすると、石綿含有建材を製20 

造、販売する企業には上記作業者に対する警告義務はない。 

  ⑵ア 一般に、民法７１９条１項後段に基づく共同不法行為責任の請求原因事実

としては、行為者らによる被害者の権利又は法律上保護される利益に対する

加害行為を主張する必要があるが、本件において、個々の被控訴人の石綿含

有建材の製造、販売行為が個々の被災者の生命、身体に対する具体的、現実25 

的な加害の危険性を有する行為であるといえるためには、各被災者が就労し
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た個別の建築現場で実際に使用された石綿含有建材を製造、販売する行為で

ある必要がある。したがって、控訴人らは、各被災者が就労した個別の建築

現場及びそこで実際に使用された個別の石綿含有建材を特定して主張する

必要がある。 

   イ  ある建材のシェアとは我が国の建材市場全体をマクロ的にみた場合に5 

特定の石綿含有建材が市場に存在する数量的な割合を示すものにすぎず、

建材市場の一部をミクロ的にみた場合に当該建材がどのように存在（分布）

しているかを示すものではない。たとえある建材のシェアが建材市場全体

において１０％であったとしても、このことは、例えば、特定の２０か所

の建築現場のうちの１か所で当該建材が使用されていることを保証する10 

ものではない。したがって、建材のシェアを当該建材がどの建築現場で使

用されているかの問題と同視することは誤りである。 

また、個々の建築現場においては、当該建築現場に建材を供給する販売

業者（卸売業者、特約店、建材販売業者等）が誰であったかによって、同

現場で使用された建材に顕著な傾向があり、かつ、この販売業者の選定も、15 

建築現場と近接した場所に営業所等が位置し、建材の運搬が容易であった

か否か、当該建築工事に携わるゼネコンや下請業者等の工事関係者が誰で

あったか、などに顕著に影響を受ける。他にも、当該建築物の性質及び用

途、建築予算と建材価格等の兼ね合いなどの様々な個別的要因によって、

当該建築物に使用される建材に偏りが存在することが想定される。本件被20 

災者らも、通常は特定の地域に本拠を定め、単一又はせいぜい複数の事業

主に雇用され又は自ら事業を営んでいたのであるから、各被災者が就労し

た建築現場には地域的に著しい偏りがあり、かつ、建材を当該建築現場に

供給した販売業者やゼネコン等の工事関係者が誰であったかも相当程度

偏っていたものと推測される。 25 

したがって、これらを適切に考慮することなく加害行為の到達を確率論
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によって認定することは、不当である。 

     ⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑨

石綿含有パーライト保温材及び⑩石綿保温材は代替性が高く競合関係に

あるから、到達を推認するためには、これらの４種類の建材全体における

被控訴人らの製品のシェアを検討する必要がある。この際、無石綿化され5 

たパーライト保温材を上記検討の対象外とすることはできない。 

     ⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種は、⑫石綿含有耐火被覆板ととも

に耐火被覆材に分類されるから、これらのシェアを通算して判断すべきで

あるし、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種の耐火被覆材全体の中での

シェアは非常に低い。 10 

     ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボー

ド・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、用途や使用部位に

共通性が高く、相互に代替可能であるから、到達の推認に当たっては、こ

れらのシェアを通算して判断すべきである。 

   ウ  被控訴人ニチアスの③湿式石綿含有吹付け材のうち、商品名「トムウェ15 

ット」については、高層建物等の大規模な現場において湿式工法専用の特

殊な噴射機を用いなければ施工することができなかったこと、被控訴人ニ

チアスが指定する少数の業者しか取り扱うことができない建材であった

こと、施工中及び施工後を通じて湿潤化されているためほとんど発じんし

なかったことなどから、上記建材から生じる石綿粉じんに地方で曝露する20 

機会はほぼ存しなかった。 

      被控訴人ニチアスの③湿式石綿含有吹付け材のうち、商品名「ＡＴＭ－

１２０」は、上記「トムウェット」と同一の素材を用いたものであり、「ト

ムウェット」を耐火被覆工事において使用する場合に並行して間仕切り壁

を設置できる点に施工上の合理性がある。したがって、「ＡＴＭ－１２０」25 

が「トムウェット」を使用しない現場で用いられることはほとんどなかっ
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た。 

     被控訴人ニチアスの⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カ

ルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材及び⑩石綿保温材は、

耐熱温度の高い保温材であり、単なる空調や排水等の配管ではなく、工場

の中でも数百度の高温となる配管に用いられる。これらは、専門の保温工5 

が取り扱う製品であり、一般的な配管工が取り扱う製品ではなかった。 

    ａ 被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種について

は、その販売ルート上の特約店がゼネコンや設計事務所への販売に強み

を持っていることから、その出荷先の９０％が非住宅（中高層建築物）

であり、住宅等への出荷は１０％にとどまる。したがって、被控訴人ニ10 

チアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、戸建て住宅等ではほ

とんど使用されなかった。 

     ｂ ㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、その硬さや厚みなどから、

カッターで切断することができ、このことが他の建材との比較において

上記建材の施工上の優位性となっていた。そのため、上記建材の主要な15 

切断方法はカッターを用いる方法であり、少なくとも、電動丸のこで切

断する方法が一般的であったことはない。上記建材をカッターで切断す

る場合には、粉じんはほとんど発生しない。 

 被控訴人ニチアスの㊶石綿セメント円筒の使用部位は煙突のみであり、

また、生産年数も短いため、上記建材が実際に使用された現場は少ない。 20 

 １５ 被控訴人日東紡績 

⑴ア 被控訴人日東紡績は、各時代における法令の規制に従って石綿含有建材を

製造していたのであるから、被控訴人日東紡績には何らの義務違反も存在し

ない。 

イ 解体工、はつり工、改修工事については、警告表示による結果回避可能性25 

が否定されることから、被控訴人日東紡績の責任はない。 
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⑵ア 民法７１９条１項後段の類推適用については、そもそもかかる類推適用自

体が認められるべきではない。民法７１９条１項後段は、択一的競合（加害

者が全て特定され、それ以外に加害者が存在しないこと）を前提としており、

かかる択一的競合の場面から救済対象を拡大することは、もはや立法論であ

って、法令解釈として許されるべきではない。 5 

 イ  建材のシェアについては、単なる確率論にすぎず、当該建材が現実に各

被災者に到達したかどうかを立証するものとしては不十分である。 

   被控訴人日東紡績が製造、販売していた②石綿含有吹付けロックウール

及び③湿式石綿含有吹付け材については、被控訴人日東紡績が製造、販売

していた吹付けロックウール製品には耐火被覆材、断熱、内装材という用10 

途の異なる複数の建材があるのであり、これらを１つにまとめたシェア及

び出荷量を算出しても意味がない。 

   被控訴人日東紡績が製造、販売していた②石綿含有吹付けロックウール

は昭和５１年以降は無石綿化されており、被控訴人日東紡績の②石綿含有

吹付けロックウールのシェアとして示される数値はかかる無石綿の吹付15 

けロックウールの分を含む。 

   被控訴人日東紡績の㉔石綿含有ロックウール吸音天井板について、被控

訴人日東紡績はロックウール吸音天井板製品として、商品名「ミネラート

ン」、「マリントーン」、「ソラール」という無石綿の製品も販売してい

た。被控訴人日東紡績の㉔石綿含有ロックウール吸音天井板のシェアとし20 

て示される数値はこれらの無石綿製品の分を含む。 

   天井に使用される建材としては、数多くの建材が存在し、すべての現場

において毎回使用される建材ではないから、㉔石綿含有ロックウール吸音

天井板のみのシェアを算出しても、同建材が現場に到達した事実が認めら

れるとはいえない。 25 

 ウ  被控訴人日東紡績が製造、販売していた②石綿含有吹付けロックウール
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及び③湿式石綿含有吹付け材には、有害性の低いクリソタイルが使用され

ていた。 

   被控訴人日東紡績の②石綿含有吹付けロックウールは、吹付け後にコテ

押さえという作業がされ、これにより、吹付け材の表面が平滑になり飛散

しにくい状態となるため、上記建材から生じた石綿粉じんに曝露する可能5 

性は低い。また、被控訴人日東紡績の③湿式石綿含有吹付け材についても、

左官工によるコテ作業により、モルタル、セメント仕上げのようなカチカ

チの硬化状態となり、飛散しにくい状態となるため、上記建材から生じた

石綿粉じんに曝露する可能性は低い。 

   被控訴人日東紡績の③湿式石綿含有吹付け材は、工事金額が高額になり、10 

吹付けのために高額かつ特殊な機械が必要となり、高度の技術を持った左

官工でないと施工が困難であることから、ほとんど市場に流通することが

なく、上記建材の施工数も１年に数件程度であった。 

   被控訴人日東紡績が製造、販売していた㉔石綿含有ロックウール吸音天

井板には、有害性の低いクリソタイルのみが使用されていた。また、上記15 

建材の切断の際には主にカッターナイフで切断する方法を採るため、粉じ

んはほとんど発生しない。 

⑶ 本件の被災者らのうち、石綿関連疾患の療養開始日後本件訴訟の提起までに

３年を経過している者については、不法行為に基づく損害賠償請求権は時効に

よって消滅している。被控訴人日東紡績は、上記消滅時効を援用する。 20 

 １６ 被控訴人日本インシュレーション 

  ⑴ア 安衛法５７条に基づく警告表示は、粉じんが発散する場合や、多量に粉じ

んを吸入する場合を前提とするものであるところ、被控訴人日本インシュレ

ーションの製品については、建築作業現場等において、粉じんが発散する、

多量に粉じんを吸入するとの危険性は想定されない。すなわち、被控訴人日25 

本インシュレーションの建材には石綿の含有量が重量の５％を超えるもの
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は少なく、また、同建材の性状や施工方法からして、含有する石綿の粉じん

が発生、飛散する可能性はほとんどなかった。 

   イ 仮に被控訴人日本インシュレーションに警告義務違反があったとしても、

前記アの被控訴人日本インシュレーションの製品の特性からすれば、警告表

示による情報提供の必要性はなく、また、かかる情報の第一次的な受け手は5 

事業主であり、かつ、自らが雇用する現場作業員の健康、安全に配慮すべき

第一次的な責任を負うのも事業主であるところ、かかる事業主は使用する製

品の特性等について相当程度の知識を有し、昭和５０年には石綿一般の危険

性、有害性も知っていたから、このような事業主に対して改めて警告表示に

よって情報を提供する必要性に乏しい。さらに、建築作業現場において実際10 

に作業に従事する作業員も、石綿の危険性を知りつつも、作業に慣れてしま

い、息苦しい、あせもになるなどの理由から防じんマスクを使用する割合が

低かったのである。 

このような実情に鑑みれば、被控訴人日本インシュレーションが上記警告

表示をする意味は乏しく、被控訴人日本インシュレーションが上記警告表示15 

をしなかったことと被災者の損害との間には因果関係はない。 

ウ  改修、解体作業者に対する警告義務については、解体工の作業内容や石

綿粉じんへの曝露の態様に照らせば、結果回避可能性がおよそない。 

  石綿含有建材の容器又は包装に警告表示をすることは、建材自体の性質

を変更するものでも、特段の技術を要するものでもなく、建材メーカーは20 

これを容易に行うことができる。これに対し、マスメディアへの公表は、

容易に行い得るとはいえず、仮にそのような方法を採ったとしても、個々

の解体現場における石綿粉じんへの曝露の防止対策として実際に有効な

ものとは考えられない。 

   エ 前記イ、ウ のとおり、警告表示や防じんマスク着用義務付けなどの対策25 

をすれば石綿粉じんへの曝露の対策は確保できたのであるから、より制約の
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大きい石綿含有建材の製造中止をする必要はなかった。 

  ⑵ア  民法７１９条１項後段は、複数の行為のいずれもがそれのみで損害を発

生させる危険性を持ち、被害者に生じた損害が当該複数の行為者の行為の

いずれかによって発生したことは明らかであるが、現実に発生した損害が

そのいずれによってもたらされたかを特定することができないという択5 

一的競合の場合についての規定である以上、同項後段の類推適用に際して

は、損害を発生させる危険性があるといえるために、被控訴人らが製造、

販売した石綿含有建材が被災者らの就労した建築現場に到達したことが

立証されることが必要である。 

     民法７１９条１項後段を適用する際の要件として、他に加害行為を行っ10 

た可能性がある者が存在しないことが必要であるところ、かかる要件は同

項後段の類推適用の場合にも同様に必要となる。かかる場合に前記 の要

件を不要とするのは、被害者の救済の要請のみを理由とする恣意的なもの

であり、不法行為の一般原則を逸脱している。 

   イ  シェアの高い建材が被災者への到達の確率が高いことを前提にシェア15 

によって到達を認定することは、確率計算が成立する前提（特定の建築作

業従事者にとって、あるシェアの下での現場での建材の出現頻度が均等で

あり、かつ、建築作業従事者が建築現場に赴く行為が独立な試行であると

いう前提）を欠く場合には、疑似的なものにすぎない。そして、使用する

建材には、施主、設計事務所、元請、一次下請、建材商社等によって偏り20 

があるはずである。 

     現場数とシェアによる確率計算によって到達を認定するのであれば、用

途が同じ建材については、用途を同じくする建材全体でのシェアを基礎と

しなければならない。 

      ⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種は、⑫石綿含有耐火被覆板と用途25 

が同じであり、耐火被覆材に分類することができるところ、耐火被覆材の
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施工実績の８８．５％は吹付けロックウールである。 

      保温材は多種多様であり、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材について

は、⑥石綿含有けいそう土保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材、

⑨石綿含有パーライト保温材及び⑩石綿保温材と用途が同じである。 

ウ  被控訴人日本インシュレーションが製造、販売していた石綿含有建材は、5 

工場においてプレカットされたもので現場における加工の必要がないか、

加工が必要な場合であっても手のこなどによる切断、切り抜き、穴開けの

加工がされる程度であって、石綿粉じんの発生、飛散の可能性はほとんど

なかった。 

  被控訴人日本インシュレーションの⑪石綿含有けい酸カルシウム板第10 

２種は、建物の躯体である鉄骨の耐火被覆として躯体の一部を構成してお

り、鉄骨を除去しない限り、改修工事で取り外されることはない。 

 １７ 被控訴人バルカー 

⑴ 被控訴人バルカーは過去に石綿含有建材を製造、販売したことは一切ないか

ら、被控訴人バルカーが本件の被災者らに対して責任を負うことはない。かか15 

る建材を製造、使用していたのは、被控訴人バルカーの関連会社である日本リ

ンペット工事株式会社（以下「日本リンペット工事」という。）である。 

⑵ 被控訴人バルカーは日本リンペット工事に対して吹付け石綿の工事に係る

実施権を付与していたところ、仮にかかる事実によって被控訴人バルカーに責

任が生じ得るとしても、以下の理由から被控訴人バルカーに責任はない。 20 

 ア  日本リンペット工事は自ら又は受注先を通じて施工するために石綿含

有建材を製造、使用したのであり、日本リンペット工事が、石綿含有建材

を、流通を目的として製造し、また、市場を介して販売したことはない。 

   日本リンペット工事が工事を受注していた受注先は、主として大手ゼネ

コンやエンジニアリング会社であった。 25 

建築の元請業者であるゼネコンは、日本リンペット工事による工事が完
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了した後は、自らの責任で、建築作業従事者の健康被害を防止する措置を

採る責務があった。すなわち、日本リンペット工事は耐火被覆材の設置に

限定して請負契約を締結し、その限度で石綿含有建材を使用してきたので

あり、それ以外の作業は日本リンペット工事の上記作業とは関係がなく、

当該ゼネコンが別途他の会社との間で請負契約を締結して上記それ以外5 

の作業を行わせていたのであるから、その際に石綿粉じんへの曝露の可能

性があるのであれば、当該ゼネコンに適切な曝露の予防措置を講ずる義務

があったのであって、日本リンペット工事にはかかる措置についての責任

はない。 

また、元請業者は発注者に対して建物が完成した際に建築図書等を交付10 

するところ、上記ゼネコンは、上記書類に石綿含有建材の使用の有無や健

康被害の可能性を明記することができ、発注者（建物所有者）は、当該建

物の改修、解体工事を行う際には、上記書類を当該工事を行う業者に交付、

閲覧させることができる。 

したがって、少なくとも、主要な受注先がゼネコンである日本リンペッ15 

ト工事が、吹付け作業後の建築作業への従事者や改修、解体作業に従事す

る者に対してまで警告義務を負担することはない。 

   日本リンペット工事は、石綿の危険性に関する知見、医学水準の変遷に

応じ、また、国が定めた法令を遵守し、さらにはそれを上回る形で、石綿

の取扱いに細心の注意をもって対処してきたから、日本リンペット工事に20 

責任はない。 

    特に、国ですら石綿の危険性を予知してこれに対する対策を実施してこ

なかった措置については、個々の民間企業がどこまで最善を尽くすことを

期待することができたのか、疑問がある。このような観点からすれば、日

本リンペット工事は、その時々の国の法令、通達等に従って石綿含有建材25 

を製造してきたのであるから、日本リンペット工事には注意義務違反はな
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いと考えるべきである。 

 イ  民法７１９条１項後段は、加害者らが特定されることを前提に、加害者

のいずれかの行為を原因として結果が発生していることを要求している

のであって、加害者とされた者以外の他の者の行為によって結果が生じた

可能性のある場合においても加害者とされた者に連帯責任を負わせる趣5 

旨ではない。したがって、同項後段を適用するに当たっては、最小限、共

同行為者（加害の可能性のある行為をした者）の範囲が特定されなければ

ならない。このような観点からすれば、加害者とされた者のいずれが製造、

販売した石綿含有建材によって被害者が健康被害を負ったかは不明であ

るとしても、被害者が加害者とされた者以外の他の者の行為によって健康10 

被害を被ったものではないことを主張立証する必要があると解すべきで

ある。 

    単独では被害を発生させない石綿粉じんへの曝露について、いわゆる弱

い関連共同性がない場合に同項後段を類推適用するとしても、この場合に

も、共同行為者に当たるといえるためには、少なくとも加害者である可能15 

性のある者の全員が特定されていることが必要である。 

  ａ 企業の中には、その製造、販売する石綿含有建材について全国的に一

定のシェアを有している企業もあれば、企業の経営政策的観点やその他

の理由によって、特定の地域に限って高いシェアを保持している企業も

ある。このような事情を考慮しないで全国的なシェアを唯一の根拠とし20 

て企業の責任を論ずることは、相当でない。 

     日本リンペット工事が工事を行った地域は、関東、関西が中心であっ

た。北海道については、日本リンペット工事は、札幌市に２名程度の担

当者を置いていたにすぎず、日本リンペット工事が手掛ける案件は、年

に３件程度であった。 25 

   ｂ 建材のシェアをもって企業の責任を問うのであれば、当該企業が少な
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くとも一定の期間にわたって継続的に高いシェアを有していたことが

立証されなければならない。ある企業がある一時期において高いシェア

を有していたとしても、当該企業が他の時期にも同様の高いシェアを有

していたと考える必然性はない。 

   ｃ 日本リンペット工事が製造、販売していた②石綿含有吹付けロックウ5 

ールについて、日本リンペット工事は、昭和５０年以降は、石綿を含有

していない製品を使用している。したがって、日本リンペット工事の②

石綿含有吹付けロックウールの施工量として示される数値には無石綿

の建材の施工量が含まれている。 

  ａ 日本リンペット工事は、自ら又は受注先を通じて施工するために石綿10 

含有建材を製造、使用していたところ、日本リンペット工事が受注した

工事に従事した会社は１０社程度の協力会社に限定されていた。そして、

日本リンペット工事は、吹付け工事を施工するに当たっては、立入禁止

の措置や、局所排気装置の設置、作業主任者の選任、防じんマスクの着

用の措置を講じていた。 15 

   ｂ 日本リンペット工事は、鉄骨造建物、鉄筋コンクリート造建物の工事

のみを行っていたのであり、木造建物の工事は一切行っていない。 

   ｃ 日本リンペット工事が使用した石綿の量は微々たるものであり、また、

日本リンペット工事の北海道における石綿の使用量は、日本リンペット

工事の北海道における案件が１年間に２、３件程度であったことから更20 

に少なくなる。本件の被災者らが、日本リンペット工事が製造した石綿

含有建材から出た石綿を原因として石綿関連疾患に罹患した可能性は

ない。 

ウ 被災者らには石綿粉じんに曝露しないようにして自らの健康を管理する

義務があり、被災者らがこれを怠った場合には、被災者らには損害の発生、25 

拡大について過失がある。したがって、被災者らの損害の額は、過失相殺に
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よって減額されるべきである。 

 １８ 被控訴人ノザワ 

⑴ア 昭和５０年に、石綿含有量が重量比で５％を超える建材につき、事業場及

び製品（容器）に警告表示をすることが公法上義務付けられたが、そのこと

から直ちに、石綿含有建材を製造又は販売する被控訴人らに、私法上も一律5 

に警告義務が課せられ、同義務に違反する過失があるものと解することはで

きない。 

   なぜなら、被控訴人らに課せられる上記警告義務が民法７０９条の過失を

根拠付けるものである以上、被控訴人らごとに、その事業規模（調査及び情

報収集能力）の程度、製造又は販売している石綿含有建材の種類、石綿の含10 

有率及び石綿の建材への固化の方法、建材の加工方法とその飛散性の有無、

建材の販売量の多寡及び販売方法の内容（販売の系列化の有無）、当該建材

を取り扱う職種の作業実態、石綿含有建材が取り扱われる建築現場における

使用者の安全配慮義務の履行の程度等の諸事情を総合考慮して、被災者らの

法益侵害の危険に対する具体的予見可能性の有無及び程度を確定し、その法15 

益侵害の具体的危険性の程度とこれを回避するためのコストとを比較衡量

して、警告義務の存否並びに程度及び内容を判断し、さらに、被控訴人らが

行っていた研修や指導の内容に照らして、その警告義務違反の有無を個別に

判断する必要があるからである。 

   昭和５０年以降の石綿の代替化の状況、石綿業界の自主規制の状況、海外20 

における石綿（特にクリソタイル）の危険性の評価についての知見の集積状

況、海外における石綿製造に対する規制状況等に鑑みると、仮に被控訴人ら

に石綿含有建材の製造又は販売に関して何らかの警告義務違反が認められ

ることがあったとしても、その始期は、国の規制権限不行使が認められる始

期である昭和５０年１０月１日と比較して、相当程度遅い時期になる。 25 

イ 後続作業者との関係においては、警告表示は、それによって伝達された情
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報を契機に、事業者による安全配慮義務の履行によって危険を回避すること

が事実上期待されるものにすぎない。 

また、事業者や元方事業者は、当該建材の発注時や現場への搬入時に警告

表示を視認し、建築作業従事者に対し、現場監督らを通じて、当該建材が石

綿を含有するかどうか、当該建材からの石綿粉じんへの曝露の危険性とその5 

対策を具体的に認識させ、上記曝露の防止対策の実効性を確保することが当

然に予定されているわけではない。 

安全配慮義務と警告義務とは別個独立した義務であり、前者は後者を履行

の前提とするものではなく、後続作業者との関係では、警告表示により事業

者の安全配慮義務の履行が事実上期待されるにすぎず、これが事実上の期待10 

にすぎない以上、被控訴人らごとに、被災者らに対する結果回避可能性の有

無を個別に検討しなければならない。 

ウ 改修、解体の作業者については、建材の新規の使用時に当該建材が加工さ

れ、他の建材と一体となって建物の構成部分となることや、石綿含有建材の

出荷から改修、解体による撤去、廃棄までに長期間が経過することなどから15 

すると、被控訴人らが石綿含有建材の出荷時に行う警告表示によって実効性

のある警告をするのは困難である。むしろ、完成後の建築物における石綿含

有建材の使用状況は、個々の建築物によって異なり、複数の種類の石綿含有

建材が出荷時と異なる形態で使用されていることも一般的であると考えら

れることからすると、上記作業者については、改修、解体工事を行う事業者20 

において石綿含有建材の使用状況を調査した上で必要な対策を採るのが実

際的である。 

エ したがって、仮に被控訴人らに何らかの警告義務が認められるとしても、

その対象は石綿含有建材の新規使用時に当該建材を直接取り扱う作業者に

限られ、それ以外の作業者は上記対象には含まれない。 25 

⑵ア 民法７１９条１項後段は、被害者による個別的因果関係の立証の困難を救
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済するため、共同行為者として特定された者の加害行為と損害との間の個別

的因果関係を推定する規定であるから、その推定を働かせる前提としては、

被控訴人らが同項後段の共同行為者であること、すなわち、その製造又は販

売に係る石綿含有建材が被災者らが作業に従事する建築現場に現実に到達

したこと（加害行為）の証明が必要になるものと解される。また、加害行為5 

は結果発生の現実的危険性を有する行為と解されることからしても、加害行

為の到達を加害行為の要件と解するのが相当である。 

   そして、仮に、共同行為者の複数の行為が競合して被害を発生させたがそ

の寄与度が明確ではない場合に、同項後段を類推適用して因果関係を推定す

ると考えるのであれば、少なくとも、上記共同行為者が全損害を惹起し得る10 

可能性が高いこと、つまり、単独惹起力を有する行為を行ったことを前提と

して、かかる損害の発生に寄与した行為者が特定され、そのような者が他に

は存在しないことが要件とされるべきである。 

   また、仮に共同行為者以外に行為者として考えられる者がいないことが要

件にならないとしても、共同行為者以外に損害に寄与した行為者が他にも存15 

在する蓋然性があるのであれば、共同行為者の行為と全損害との間の因果関

係は認められず、控訴人らは共同行為者に対して共同行為者以外の行為者が

寄与した損害分を除いた残りの損害分についてしか損害賠償を請求し得な

いはずである。 

 イ  建材のシェアとは当該建材が特定の市場において占める割合であって、20 

当該建材が建築現場に到達する蓋然性そのものではない。そのため、建材

のシェアがどんなに高くても、これにより上記到達の蓋然性を立証するこ

とはできない。 

     建材のシェアを検討するに当たっては、地域ごとの生産量、出荷量等の

差異が考慮されるべきである。北海道への出荷量とそれ以外の地域への出25 

荷量には差異があるのであり、このような地域差を捨象して全国における
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シェアのみを根拠に北海道におけるシェアを算定することには、合理的な

根拠がない。 

ウ  被控訴人ノザワの製造販売していた㊸混和材については、単独惹起力を

欠くから、そのシェアを検討するまでもなく、主要原因建材にはあたらな

い。また、単独惹起力に関する議論は措くとしても、被控訴人ノザワが製5 

造販売した㊸混和材のシェアに関する客観的な証拠はない。 

 被控訴人ノザワの製造販売したその他の石綿含有建材についても、控訴

人らの主張するシェアを認めることはできず、被災者らの従事した建築現

場への到達を認めることはできない。 

⑶ 仮に控訴人らの被控訴人らに対する請求が認められるとしても、被控訴人ら10 

の責任は、国の責任、現場の監督責任を負う事業者の責任、シェアの高くない

建材メーカー、建材商社の責任があることを考えると、少なくとも全体の３分

の１を超えるものではない。そこから、肺がんを発症した被災者の喫煙歴によ

る減額、主要原因建材以外の建材からの曝露を踏まえた減額、主要原因建材販

売期間に応じた減額を行うべきである。 15 

⑷ 塗装工が㊸混和材に曝露する作業は、①モルタル壁を素地調整のためサンダ

ーや紙やすりで平滑にする作業、②パテを紙やすりやサンダーで平滑にする作

業であるが、モルタル壁やパテに混和材が含まれているかどうか明らかではな

いことや、仮に含まれていたとしても、発生する粉じんは少量であるから、塗

装工にとって、㊸混和材は主要原因建材ではない。 20 

 １９ 被控訴人エム・エム・ケイ 

⑴ア  一般に、企業には当該企業の製品の利用者に対する安全に配慮する義務

があるとしても、公共の安全を守る行政機関による警告や規制措置がない

にもかかわらず、企業に私法上の義務としての警告義務が発生するとは考

えられない。 25 

   被控訴人エム・エム・ケイは、古くから、製品のパンフレットにおいて、
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各種の石綿含有建材に石綿が含有されていることを表示し、また、一定の

時期以降は、製品に添付する検査票の様式に、切断や研磨等の作業の際に

粉じんを吸入すると健康被害を及ぼすおそれがあることや取扱注意事項

等を表示し、さらに、平成元年以降は、石綿が含まれることを示す「ａ」

マークを製品に表示してきたのであり、必要な表示、警告を行ってきた。 5 

イ 公共の安全を守る行政機関による規制措置がないにもかかわらず、企業に

私法上の義務として石綿を含んだ製品の製造中止義務が発生するとは考え

られない。したがって、被控訴人エム・エム・ケイに石綿を含んだ製品の製

造中止義務が発生していたとはいえない。 

⑵ア  民法７１９条の趣旨は、複数行為者による権利侵害においては各人の行10 

為が他人の行為と相互に関連し影響し合うことが多いことから、各人の行

為を切り離して各人ごとに結果との因果関係を立証することが困難な場

合に、被害者をかかる立証の困難から救済するために、関連共同性が存在

することを要件として、各人の行為と結果との間の個別の事実的因果関係

の立証を緩和する点にあるものと解される。このような趣旨からすると、15 

共同不法行為制度によって個別の事実的因果関係の立証の緩和という恩

恵を受けるのは、被害者に対する関係で具体的に加害行為を行ったと認め

られる者、すなわち、本件についていえば、自らの製品と被災者との間に

具体的な接触関係がある企業についてである。したがって、本件において

も、加害行為の到達、すなわち、被災者が特定の被控訴人の建材に由来す20 

る石綿粉じんに曝露したことが主張立証されることが、共同不法行為の成

否を検討する前提となる。 

民法７１９条１項後段の類推適用の場合にも、同様に、控訴人らは、被

控訴人らの本件の各被災者に対する具体的な加害行為を主張した上、当該

加害行為の当該被災者への到達を主張立証する必要がある。 25 

   民法７１９条１項後段の趣旨は、被害者の権利ないし法益を侵害した可
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能性のある者として複数の行為者を観念できるが、そのうちの誰の行為に

よって権利ないし法益の侵害が発生したのか不明な場合（択一的競合）に

ついて、どの行為者の行為（個別行為）から権利ないし法益の侵害（損害）

が生じたのかという個別的因果関係に関する立証の困難から被害者を保

護するために、個別的因果関係についての主張立証責任を行為者側に転換5 

する点にある。そのため、同項後段の適用に当たっては、被害者は択一的

競合関係にある行為者を特定し、かつ、その特定された行為者以外の者に

よって当該権利、法益侵害がもたらされたものではないこと、すなわち、

加害者はこの数人のうちの誰かであり、この数人以外に疑いをかけること

のできる者は１人もいないことを主張立証する必要がある。このような立10 

証の困難性を強調して因果関係の推定が認められる範囲を無限定に拡張

すると、加害者とされる者に上記立証責任の転換による過大な不利益を課

すこととなり、均衡を失する。 

    本件において、被災者が自ら取り扱い、石綿粉じんへの曝露の原因とな

った主要な建材の製造企業を特定することが容易でないとしても、石綿含15 

有建材を製造、販売した企業が被災者が罹患した石綿関連疾患の原因が自

らが製造、販売した建材ではないことを立証することは、より一層不可能

に近い。被害者側での他原因者の不存在等の立証の困難性から救済を図る

ために、その立証が不十分な状態で加害者とされる者に対して損害賠償責

任を認める場合には、加害者とされる者が減免責の主張立証をする上での20 

防御の手掛かりが付与されることが必要不可欠である。このように、実質

的な観点からしても、他に加害行為者となり得る者が存在しないことが同

項後段の類推適用の要件とされなければならない。 

イ 被災者が従事した建築作業現場においていかなる建材が用いられたのか

については、建材の種類、製造販売期間、販売先、販売地域といった被控訴25 

人ら側の事情だけではなく、どのような元請事業者の下で活動し、どのよう
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な建材取扱業者（材木店等）との取引をしてきたのかといった被災者側の事

情にも大きく左右される。したがって、特定の被災者が従事した建築現場に

おける特定の企業が製造した建材の出現頻度が、当該建材のシェアに基づく

計算上の確率と一致するとは考えにくい。 
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第３章 当裁判所の判断 

第１節 認定事実 

第１ 被控訴人らの注意義務違反に関する事実 

   後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認めることができる。 

１ 石綿関連疾患に関する医学的知見の集積状況等 5 

  ⑴ 海外における医学的知見 

次のとおり補正するほか、原判決書９１頁１７行目から１０９頁１０行目ま

でに記載のとおりであるからこれを引用する。 

   ア 原判決書９１頁２６行目末尾を改行し、「（甲Ａ３９、１０１、１４０、１

９９）」を加える。 10 

   イ 原判決書９２頁１０行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４０、４２８）」を加え

る。 

   ウ 原判決書９２頁１８行目の「耐侯」を「退行」と改める。 

エ 原判決書９３頁５行目末尾を改行し、「（甲Ａ３０７の１、３０９、３１１）」

を加える。 15 

オ 原判決書９３頁１８行目の「上記総会は、」の次に「今後も注目する必要は

あるが、」を加える。 

カ 原判決書９３頁１９行目の「発症率」を「罹患率」と改める。 

キ 原判決書９３頁２０行目末尾を改行し、「（甲Ａ２８、３０７の１、３１０、

３１３）」を加える。 20 

ク 原判決書９４頁９行目末尾を改行し、「（甲Ａ４３）」を加える。 

ケ 原判決書９４頁１５行目末尾を改行し、「（甲Ａ７７、３０７の１）」を加え

る。 

コ 原判決書９５頁２行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４０）」を加える。 

サ 原判決書９５頁２２行目の「昭和２９年（１９５４年）」を「昭和２８年25 

（１９５３年）」と改める。 
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シ 原判決書９６頁１４行目末尾を改行し、「（甲Ａ７７、１００５の２、乙ア

Ａ８）」を加える。 

ス 原判決書９６頁２３行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４６、３０７の１、３１

７）」を加える。 

セ 原判決書９７頁２２行目末尾を改行し、「（乙アＡ９８）」を加える。 5 

ソ 原判決書９８頁９行目末尾を改行し、「（甲Ａ２９、１４０、３０７の１）」

を加える。 

タ 原判決書９８頁１７行目末尾を改行し、「（甲Ａ３０７の１及び２、３１４）」

を加える。 

チ 原判決書９８頁１８行目及び１９行目の「セリコフ」並びに同行目の10 

「I.J.Selikoff」の次に「ら」をそれぞれ加える。 

ツ 原判決書９９頁８行目の「１５２２人」を「６３２人」と改める。 

テ 原判決書９９頁１４行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４０、２０４、３１５）」

を加える。 

ト 原判決書９９頁２６行目の「ドールや」を削る。 15 

ナ 原判決書１００頁６行目末尾を改行し、「（甲Ａ７、１４０）」を加える。 

ニ 原判決書１００頁２１行目末尾を改行し、「（甲Ａ２９、２０６、３０７の

１）」を加える。 

ヌ 原判決書１００頁２６行目の「４５人」を「４０人」と改める。 

ネ 原判決書１０３頁８行目末尾を改行し、「（甲Ａ２０７、３０７の１、乙ア20 

Ａ９０）」を加える。 

ノ 原判決書１０３頁１６行目末尾を改行し、「（乙アＡ４０、９７）」を加え

る。 

ハ 原判決書１０３頁２２行目末尾を改行し、「（乙アＡ４０）」を加える。 

ヒ 原判決書１０３頁２３行目の「セリコフ」の次に「ら」を加え、「昭和３９25 

年（１９６４年）から昭和４８年（１９７３年）」を「昭和３５年（１９６０
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年）から昭和４６年（１９７１年）に改める。 

フ 原判決書１０４頁２行目末尾を改行し、次のとおり加える。 

「 また、セリコフらは、昭和４７年（１９７２年）、『米国及びカナダの建

設業における断熱作業労働者のがんの危険度』と題する発表をした。同発

表では、米国及びカナダの断熱作業労働者１万７８００人の昭和４２年5 

（１９６７年）から昭和４６年（１９７１年）までの肺がんと胸膜中皮腫

による死亡者数について、石綿ばく露の開始からの年数に応じて分析がさ

れ、肺がんによる死亡はばく露開始後１５～１９年で有意に増加し、肺が

んによる死亡者数が最も多いのはばく露開始後３０～３９年であり、ばく

露開始から少なくとも４０年間観察しないと石綿ばく露による影響を評10 

価するのは困難であるとされた。 

（甲Ａ３９０の２、乙アＡ４０）」 

ヘ 原判決書１０４頁５行目の「ワグナー」の次に「ら」を加える。 

ホ 原判決書１０４頁１２行目末尾に「（乙アＡ４０）」を加える。 

マ 原判決書１０４頁２４行目末尾に「（乙アＡ４０、９７、１１１）」を加え15 

る。 

ミ 原判決書１０５頁２行目の「相乗的に」を削る。 

ム 原判決書１０５頁４行目末尾に「（乙アＡ４０、９７）」を加える。 

メ 原判決書１０５頁１３行目末尾を改行し、「（甲Ａ３０７の１、乙アＡ３）」

を加える。 20 

モ 原判決書１０５頁１７行目の「（１９７２年）」の次に「１０月」を加える。 

ヤ 原判決書１０５頁１８行目から１９行目の「昭和４８年（１９７３年）」を

削る。 

ユ 原判決書１０５頁２０行目の「昭和４８年ＩＡＲＣ報告」を「昭和４７年

ＩＡＲＣ報告」と改め、以下、同様とする。 25 

ヨ 原判決書１０５頁２１行目の「を公表した。」を「を作成して、昭和４８年
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（１９７３年）に公表した。」と改める。 

ラ 原判決書１０５頁２３行目の「研究論文集」の次に「（モノグラフ集の第２

巻）」を加える。 

リ 原判決書１０８頁１８行目末尾を改行し、「（甲Ａ３０７の１、３１６、乙

アＡ１、９７）」を加える。 5 

ル 原判決書１０９頁１０行目末尾を改行し、「（乙アＡ４）」を加える。 

⑵ 我が国における医学的知見 

次のとおり補正するほか、原判決書１０９頁１２行目から１２３頁１４行目

までに記載のとおりであるからこれを引用する。 

   ア 原判決書１０９頁１６行目の「『職業病と工業中毒』で、」の次に「ＩＬＯ10 

けい肺会議の内容等を紹介し、」を加える。 

   イ 原判決書１０９頁１７行目の「それぞれ」及び同行目から１８行目の「や

海外における石綿関連疾患の症例報告」を削る。 

   ウ 原判決書１０９頁２０行目末尾を改行し、「（甲Ａ１０、１１、乙アＡ２０、

２１、９３）」を加える。 15 

   エ 原判決書１１３頁２行目末尾を改行し、「（甲Ａ１２）」を加える。 

   オ 原判決書１１３頁２２行目末尾を改行し、「（甲Ａ１６）」を加える。 

   カ 原判決書１１４頁５行目末尾を改行し、「（甲Ａ１６４）」を加える。 

キ 原判決書１１４頁１２行目末尾を改行し、「（甲Ａ１６５）」を加える。 

ク 原判決書１１４頁１８行目末尾を改行し、「（甲Ａ１６７、１６８）」を加え20 

る。 

ケ 原判決書１１７頁１９行目末尾を改行し、「（乙アＡ２３、２４）」を加え

る。 

コ 原判決書１１７頁２６行目末尾を改行し、「（甲Ａ７６の１）」を加える。 

サ 原判決書１１８頁７行目末尾を改行し、「（甲Ａ７８）」を加える。 25 

シ 原判決書１１８頁１４行目末尾を改行し、「（甲Ａ１８）」を加える。 
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ス 原判決書１１８頁１７行目末尾を改行し、「（乙アＡ２８）」を加える。 

セ 原判決書１１９頁１８行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４５）」を加える。 

ソ 原判決書１２０頁７行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４０、１４７、１６９、

１７１）」を加える。 

タ 原判決書１２０頁１８行目末尾を改行し、「（甲Ａ２３）」を加える。 5 

チ 原判決書１２１頁１行目末尾を改行し、「（甲Ａ１４０、１４７）」を加え

る。 

ツ 原判決書１２１頁２１行目末尾を改行し、「（甲Ａ７９の１及び２）」を加

える。 

テ 原判決書１２２頁１５行目末尾を改行し、「（甲Ａ８）」を加える。 10 

ト 原判決書１２３頁１４行目末尾を改行し、「（甲Ａ８）」を加え、同末尾を改

行し、次のとおり加える。 

「テ 昭和４７年度環境庁公害研究委託費によるアスベストの生体影響に関

する研究報告 

坂部は、上記の報告書において、昭和４７年までの世界におけるアスベ15 

ストの生物学的影響に関する研究や、海外における石綿肺、石綿による肺

癌及び中皮腫等に関する研究報告等を紹介する（前記⑴で引用して説示し

たチのセリコフらによる１９７２年（昭和４７年）の発表も紹介している。）

とともに、昭和４７年ＩＡＲＣ報告の内容を記載した。 

（甲Ａ３１） 20 

ト 労働省専門家報告 

 総説 

労働省は、昭和５１年、瀬良を座長とする『石綿による健康障害に関

する専門家会議』に対し、石綿曝露を原因とする健康障害に関する検討

を委嘱した。この専門家会議は、昭和５３年９月、検討結果の報告書と25 

して、『石綿による健康障害に関する専門家会議検討結果報告書』（以下
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『労働省専門家報告』という。）を労働基準局長に提出した。 

 概要 

労働省専門家報告の概要は、以下のとおりである。 

ａ 石綿肺への肺がん合併（石綿肺合併肺がん）については研究報告が

多く、石綿曝露と石綿肺合併肺がん発生との関連が明らかにされてい5 

る。 

ｂ 最近の疫学調査結果から、石綿曝露量が大となるにつれて肺がん発

生の超過危険が大きくなる傾向がみられ、症例としては石綿曝露期間

がおおむね１０年を超える労働者に発生したものが多い。しかし、高

濃度で比較的短期間に曝露を受けた作業者や若しくは一時的に高濃10 

度の石綿曝露を受ける作業が間欠的に行われる業務に従事した労働

者に肺がん発生がみられたこともあるので、これらの症例における肺

癌と石綿曝露との関係については、個別に詳細な検討が加えられるべ

きである。 

ｃ 中皮腫については、石綿肺合併肺がんの場合と異なり、例数が少な15 

いため石綿曝露との量－反応関係を考察することが難しい。中皮腫の

症例報告からみた石綿曝露期間は１０年以上の場合が比較的多いが、

５年未満といった短い例もある。また、石綿粉じん濃度が低くても中

皮腫が発生した例もあり、肺がんを発生するに必要な曝露量よりも少

量で発生する可能性がある。 20 

ｄ クロシドライトはアモサイトやクリソタイルに比して中皮腫発生

により強く関与していると考えられるが、一般に単一の繊維のみの曝

露を受けている例は少ないので結論は難しい。また、アンソフィライ

トでは中皮腫は発生しないという見解もあるが、現時点における知見

では、特定の石綿繊維の中皮腫発生に関する影響を否定することは困25 

難である。 
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（乙アＡ４０）」 

２ 建築現場における石綿粉じん曝露の実態に関する事実 

  ⑴ 石綿の輸入量及び建材への使用状況 

    次のとおり補正するほか、原判決書２０頁１１行目から２１頁５行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 5 

   ア 原判決書２０頁１３行目冒頭に「我が国における石綿の輸入量は、別紙６

－１のとおりである。」を加える。 

イ 原判決書２１頁３行目「減少し、」の後に、「平成１６年に８１８６ｔ、平

成１７年に１１０ｔとなり、」を追加する。 

ウ 原判決書２１頁５行目末尾を改行し「（甲Ａ４、１９、３９４、甲Ｃ１６、10 

乙アＡ１９）」を加える。 

  ⑵ 石綿含有建材の種類等 

   ア 石綿含有吹付け材 

石綿含有吹付け材は、熱に強い石綿繊維とバインダー（セメント）を機械

により吹付け施工するものであるが、いかなる形状の箇所にも施工が可能で15 

あるほか、吸音、断熱、結露防止、耐火などの諸性能に優れ、かつ、施工後

は継ぎ目のない平滑な仕上がりとなることから、我が国では、昭和３０年頃、

イギリスから導入された。 

環境省による調査検討の依頼を受けて社団法人日本作業環境測定協会が

設置した「建築物の解体等における石綿飛散防止検討会」が平成１７年に作20 

成した「建築物の解体等における石綿飛散防止対策の強化について」（以下

「環境省検討会報告」という。甲Ａ３９６）によると、石綿含有吹付け材に

は、吹付け石綿、石綿含有吹付けロックウール（乾式）、石綿含有吹付けロッ

クウール（湿式）、石綿含有ひる石吹付け及び石綿含有パーライト吹付けが

ある（それぞれ、国交省データベースに掲載された①吹付け石綿、②石綿含25 

有吹付けロックウール、③湿式石綿含有吹付け材、④石綿含有吹付けバーミ
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キュライト及び⑤石綿含有吹付けパーライトに対応する。）。それぞれの石綿

の種類、使用時期及び含有率は、別紙６－２のとおりである。 

①吹付け石綿は、昭和３１年頃から、学校、ビルなどに、吸音、断熱、耐

火、結露防止のために広く吹き付けられ、昭和４２年頃から、建築物の高層

ビル化と鉄骨構造が進展し、その鉄骨に耐火被覆のために吹き付けられた。5 

しかし、吹付け石綿は、昭和５０年の特化則の改正により、石綿含有率が５％

を超える石綿含有製品等を吹き付ける作業が原則として禁止されたことか

ら、昭和５０年以降は使用されていない。吹付け石綿の施工が行われていた

期間は、吸音断熱用として昭和３１年頃から昭和５０年まで、耐火被覆用と

して昭和３８年頃から昭和５０年までである。昭和３０年から昭和４９年ま10 

での吹付け石綿の施工量は、別紙６－３のとおりである。 

石綿含有吹付けロックウール（②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式

石綿含有吹付け材）は、上記のとおり吹付け石綿の使用が原則として禁止さ

れた昭和５０年以降、代替製品として広く利用された。ロックウール（岩綿）

は、天然の鉱物を高炉で溶融して製造された人工の鉱物繊維である。用途は、15 

吸音断熱用と耐火被覆用がある。その工法には、乾式、湿式、半湿式（半乾

式）がある。乾式工法は、ロックウールとセメントを工場の工程で混合し、

それを施工現場まで圧送して、噴射機のノズルの先端で水と混ぜ合わせて吹

き付ける工法である。湿式工法は、混和剤を用いて、工場の過程でロックウ

ール、セメントなどを混合し、それを現場で水と混ぜて練り込んだ後、ポン20 

プにより施工現場まで圧送して圧縮空気で吹き付ける工法である。半湿式

（半乾式）工法は、セメントと水を混ぜたセメントスラリー及びロックウー

ルを施工現場まで別々に圧送し、スラリーホースをロックウールホース内に

挿入してノズルで吹き付ける工法である。吹付けロックウールに含有される

石綿については、昭和５５年以降、ロックウール工業会の自主規制により、25 

乾式及び半湿式の吹付けロックウール製品には石綿がほぼ使用されないこ



 

 

130 

 

とになり、平成元年以降、湿式の吹付けロックウール製品にも石綿がほぼ使

用されないことになった。昭和４３年から昭和５４年までの吹付けロックウ

ール（乾式）の施工面積は、別紙６－４のとおりであるが、これは石綿を含

まない製品の施工面積を含んだものである。 

④石綿含有吹付けバーミキュライトは、断熱、吸音、結露防止を目的とし5 

て、天井等の仕上げ材として用いられた。⑤石綿含有吹付けパーライトは、

吸音を目的として、天井等の仕上げ材として用いられた。 

（甲Ａ４、３６の２、同３９４、３９５、３９６、甲Ｃ２９の１から４２、

同３０の３、乙アＡ３５） 

   イ 石綿含有保温材等 10 

 環境省検討会報告によると、石綿含有保温材には、石綿保温材、けいそ

う土保温材、パーライト保温材、けい酸カルシウム保温材及び水練り保温

材がある（国交省データベースに掲載された⑥石綿含有けいそう土保温材、

⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材、

⑨石綿含有パーライト保温材及び⑩石綿保温材に対応する。）。それぞれに15 

使用された石綿の種類、使用時期及び含有率は、別紙６－５の石綿含有保

温材の欄に記載のとおりである。 

石綿含有保温材は、ボイラー、タービン、化学プラント、焼却炉等、熱

を発生する部分、熱を搬送するためのダクト、エルボ部分の保温を目的と

して使用された。 20 

     環境省検討会報告によると、石綿含有断熱材には、屋根折版（折板）用

断熱材、煙突断熱材がある（国交省データベースに掲載された⑬屋根用折

板石綿断熱材、⑭煙突用石綿断熱材に対応する。）。それぞれに使用された

石綿の種類、使用時期及び含有率は、別紙６－５の石綿含有断熱材の欄に

記載のとおりである。 25 

石綿含有断熱材は、屋根裏の結露防止及び断熱、煙突の断熱を目的とし
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て使用された。 

     環境省検討会報告によると、石綿含有耐火被覆板には、耐火被覆板及び

けい酸カルシウム板第２種がある（国交省データベースに掲載された⑪石

綿含有けい酸カルシウム板第２種及び⑫石綿含有耐火被覆板に対応す

る。）。それぞれに使用された石綿の種類、使用時期及び含有率は、別紙６5 

－５の石綿含有耐火被覆板に記載のとおりである。 

      石綿含有耐火被覆板は、吹付け材の代わりに、鉄骨の耐火被覆を目的と

して使用された。 

（甲Ａ３６の２、同３９６、甲Ｃ２９の４３から１１０、同３０の３） 

   ウ 石綿含有成形板 10 

     環境省検討会報告によると、石綿含有成形板には、石綿含有スレート波

板、同スレートボード、同けい酸カルシウム板第１種、同押出成形セメン

ト板、同パルプセメント板、同スラグせっこう板、同サイディング、同住

宅屋根用化粧スレート、同ロックウール吸音天井板、同せっこうボード、

同セメント円筒、同フリーアクセスフロア及び同ビニル床タイルがあり、15 

それぞれに使用された石綿の種類及び使用時期は別紙６－６、年代ごとの

石綿含有率の代表的な値（推定値）は別紙６－７、出荷量は別紙６－８の

とおりである。 

     石綿含有スレート波板は、国交省データベースに掲載された㊲石綿含有

スレート波板・大波、㊳石綿含有スレート波板・小波及び㊴石綿含有スレ20 

ート波板・その他に対応する。外装材として、工場などの屋根や壁に使用

された。 

     石綿含有スレートボードは、国交省データベースに掲載された⑮石綿含

有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、

⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フ25 

レキシブル板及び⑲石綿含有スレートボード・その他に対応する。 
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      ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板は、スレートボードの代表

的な製品で、高い強度と弾力性があり、防火性能が高く、加工性もよい。

不燃材料として、内装材としては壁材、天井材等に、外装材としては軒天

井に使用された。また、湿度による変化が少ないことから、浴室の壁や天

井、台所の壁などにも使用された。 5 

      ⑯石綿含有スレートボード・平板は、大平板とも呼ばれるスレートボー

ドの普及品である。性能は⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板に

準じるもので、軽量防火材として、内装及び外装に使用された。 

      ⑰石綿含有スレートボード・軟質板は、⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板と同様に加工性のよい内装材であるが、湿度による伸縮があ10 

ることから、外部や浴室、洗面所などの湿気の多い部屋には使用できない。 

⑱石綿含有スレートボード・軟質フレキシブル板は、化粧加工用の不燃

基材として開発された材料で、加工性、可とう性（変形しやすさ）に優れ

ている。化粧板メーカーの各種加工用基材としての需要が大多数である。

化粧加工を施した製品は、内装材や軒天井を中心とした外装材として使用15 

されている。 

⑲石綿含有スレートボード・その他は、上記の４つの石綿含有スレート

ボードに分類されないスレートボードである。 

     ㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、軽量で耐火性、断熱性に優れ

ている。一般建築物の天井材、壁材として使用され、住宅では、火気使用20 

室を中心に内装材として使用されている。外装材としては、軒天井材とそ

の関連部材や準防火地域での軒裏などに使用されている。 

     ㉒石綿含有押出成形セメント板は、一般的には非耐力壁用材料として、

外壁材や間仕切壁材に用いられる。 

     ㉑石綿含有パルプセメント板は、防火性、遮音性、吸音性等に優れ、軽25 

量で加工性も良い。耐水性が低いので、主として内装材として使われるが、
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外装材として軒天井に使用される例もある。 

    ⑳石綿含有スラグせっこう板は、加工性のよい材料である。表層材の種

類によって外装材、軒天井材、下地材、内装材など、施工部位、使われ方

が異なる。多くは居室の内装工事の仕上げ材として使用されている。 

     石綿含有サイディングは、国交省データベースに掲載された㉟石綿含有5 

窯業系サイディング及び㊱石綿含有建材複合金属系サイディングに対応

する。 

㉟石綿含有窯業系サイディングは、セメントに繊維材料を混入するなど

して成形された建材であり、防火・耐火性能、耐震性、耐久性が高く、一

般的には、外壁材として使用されている。 10 

㊱石綿含有建材複合金属系サイディングは、金属製の表面材に、断熱性、

耐火性に必要な性能を持つ裏打材を併せて成形された建材であり、軽量で

凍害に強いなどの特徴があり、一般的には、外壁材として使用される。 

     ㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートは、セメントに補強材として、各種

の繊維材料を混入し、平板状等に成形した屋根材である。ほとんどが屋根15 

材として使用されている。 

     ㉔石綿含有ロックウール吸音天井板は、ロックウールに少量のバインダ

ー等を混ぜて成形した原板に模様加工と化粧塗装を施し、製品化したもの

である。軽量であり、不燃性、吸音性能に優れている。一般建築物・事務

所、学校、講堂、病院等の医療施設等の天井に不燃・吸音天井板として多20 

く使用されている。 

     ㉕石綿含有せっこうボードは、事務所、病院、公共施設等の天井や内壁

に多く使用されている。外装材として使用される例は乏しく、内装材とし

ても、水や湿気の多い箇所には適さない。 

     石綿含有セメント円筒は、国交省データベースに掲載された㊶石綿セメ25 

ント円筒に対応する。 
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㊶石綿セメント円筒には、繊維モルタル成形の外管に硬質塩化ビニルを

内在させた耐火二層管がある。住宅では、換気用円筒材、煙突、雑排水管、

し尿・汚物排水管などの遮音性が要求される部分の排水管等に使用されて

いる。 

     石綿含有フリーアクセスフロアは、国交省データベースに掲載された㉛5 

石綿含有けい酸カルシウム床材に対応するものと考えられる。 

㉛石綿含有けい酸カルシウム床材は、取り外し可能な床パネルであり、

学校・幼稚園等、店舗・事務所等の床材として使用されている。 

     ㉙石綿含有ビニル床タイルは、Ｐタイルと呼ばれており、事務所、病院、

公共施設などの床に多く使用されている。住宅の場合は、洗面所や台所の10 

床に使用されていることが多い。 

（甲Ａ３６の２、同３９６、甲Ｃ２９の１１１から１０８２、１３７３から

１４３１、１４５９から１４６１、１４６３から１５７５、１５８８から２

０７５、２０７８から２１５１、同３０の３、乙アＡ３５） 

   エ その他の石綿含有建材 15 

 国交省データベースには、上記⑴ないし⑶の各建材のほか、㉗石綿含有

その他パネル・ボード、㉘石綿含有壁紙、㉚石綿含有ビニル床シート、㉜

石綿含有ソフト巾木、㉞石綿含有ルーフィング、㊵石綿セメント管及び㊷

石綿発泡体が掲載されている。 

      ㉗石綿含有その他パネル・ボードは、ボードを構成する原料の石綿、セ20 

メント、けい酸カルシウム、パルプ、せっこう、パーライト等に、さらに

炭酸カルシウム、有機繊維等を混合したもので、素材のままの使用法と塗

装したもの、セラミック加工したもの、プリントしたもの、無機質材で表

面化粧したもの、製品原料に着色材料を混入したもの等がある。ボードは、

内壁や天井等に使用されている。パネルは、各ボードの組合せにより異な25 

るが、主に外壁及び内壁に使用されることが多い。 



 

 

135 

 

   ㉘石綿含有壁紙は、石綿紙にビニルフイルムを合わせたもので、不燃材

料を要求される避難階段、通路、エレベーターホール等の壁面、天井等に

使用されている。 

   ㉚石綿含有ビニル床シートは、防水性能が高いことから水回りに多く使

用されている。住宅の場合は、合板等の木質系下地面に接着剤を用いて施5 

工するのが一般的である。 

㉜石綿含有ソフト巾木は、壁と床の納まりに設けられた横材で、足の当

たりやすい壁の下部を保護する役割と部屋の装飾を兼ねる。戸建住宅では、

一般的に木製巾木が多用され、ソフト巾木が使われることは少ない。 

      ㉞石綿含有ルーフィングは、屋根防水材として、主に鉄筋コンクリート10 

造の建物の屋上に施工されるアスファルト防水層の構成材料として用い

られている。 

㊵石綿セメント管は、給排水管として主に昭和２０年代後半から使用さ

れていた。強度が低いことから、昭和６０年には製造されなくなった。 

㊷石綿発泡体は、板状のスポンジである。軽量で弾力・柔軟性、低発じ15 

ん性、不燃性、耐熱性、断熱性、吸音性、耐振性、撥水性、加工・施工性

が高い。ビル外壁の耐火目地材に使用されている。 

（甲Ａ３６の２、同３９６、甲Ｃ２９の１０８３から１３７２、１４３２

から１４５８、１４６２、１５７６から１５８７、２０７６、２０７７、

２１５２、２１５３、同３０の３、乙アＡ３５） 20 

     国交省データベースに含まれていない石綿含有建材として、㊸混和材が

ある。㊸混和材は、左官工事の現場で、モルタル塗りの際に、モルタルの

伸びを良くして作業効率を改善するために、モルタルに混合して使用され

る粉末の建材である。 

（甲Ａ１１６、１２４８の２、５、６） 25 

⑶ 建築業界の特質 
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   原判決書３６頁２１行目末尾を改行して「（甲Ａ１２８、１３０、１３４、１

７３の１、２１２、２１３、２５５、３７５、３７８、３７９）」を加えるほか、

原判決書３５頁８行目から３６頁２１行目までに記載のとおりであるからこ

れを引用する。 

⑷ 建築工事の工程 5 

次のとおり補正するほか、原判決書３７頁１２行目から４４頁１３行目まで

に記載のとおりであるからこれを引用する。 

ア 原判決書３７頁１２行目の「イ」を「ア」と改める。 

イ 原判決書３８頁３行目の「及び梁に溶接をし」を「を梁に溶接し」と改め

る。 10 

ウ 原判決書３８頁２０行目の「（後記８⑶）」を削る。 

エ 原判決書４１頁１６行目の「ウ」を「イ」と、１９行目の「上記イ」を「上

記ア」と改める。 

オ 原判決書４１頁２１行目の「新築工事」を「躯体工事」と改め、２２行目

の「異なり、」の次に「鉄筋工事、型枠工事、コンクリート工事が中心とな15 

り、」を加え、同行目の「上記イ」を「上記ア」と改める。 

カ 原判決書４１頁２３行目の「他方で、」から２４行目末尾までを「もっと

も、鉄筋コンクリート造建物においても、防音、結露防止、天井面の装飾な

どのために、吹付工事が行われることがある。」と改める。 

キ 原判決書４１頁２５行目の「エ」を「ウ」と改める。 20 

ク 原判決書４２頁１１行目末尾に「大工が屋根下地工事をしている間に、と

びがその後の外壁工事などのために足場を組み、その外側の全体にネットを

張る。ネットは、建物の建築中に近隣の家や道路に材料などを落下させない

ためのものであり、建物が竣工するまで張られている。」を加える。 

ケ 原判決書４３頁１６行目の「オ」を「エ」と、４４頁１行目の「カ」を「オ」25 

と、４行目の「上記オ」を「上記エ」とそれぞれ改める。 
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コ 原判決書４４頁１３行目末尾を改行して「（甲Ａ１１３、１１８、２３１、

３６６、３７０、３７１、３８５）」を加える。 

  ⑸ 建築工事における石綿粉じんの発散等 

   ア 建築現場では、建築作業従事者が、以下の作業をする際などに、石綿含有

建材から石綿粉じんが発散するなどした。 5 

 木造建物の建築現場 

大工や内装工が、内装下地工事、天井工事、内装仕上工事等において、

石綿含有スレートボードや石綿含有けい酸カルシウム板第１種などの内

装材、天井材等として用いられる石綿含有成形板の切断、やすり掛け、釘

打ち等の固定作業を行う際などに、石綿粉じんが発散した。 10 

大工、板金工、屋根工等が、石綿含有スレート波板や石綿含有住宅屋根

用化粧スレートなどの外装材として用いられる石綿含有成形板の切断や

釘打ち等の固定作業を行う際などに、石綿粉じんが発散した。 

配管工が、石綿含有成形板の間仕切り壁等に配管のための穴を開ける工

事（スリーブ工事）を行う際や、配管の長さを調整するために石綿セメン15 

ト円筒を切断する際に、石綿粉じんが発散した。 

塗装工が、塗装作業前に、下地調整作業として、モルタル壁やボード壁

の表面を電動サンダー等を使って平らに滑らかにする際に、モルタルやボ

ードに含有される石綿粉じんが発散した。また、塗装工が、塗装前の掃除

を行う際には、他の職人の作業により発散した石綿粉じんが舞い上がった。 20 

左官が、モルタルを作る際に、石綿を含有する混和材を加えてかくはん

することにより、石綿粉じんが発散した。 

電工が、設備工事において、配線や照明器具の取付け作業等のために、

石綿含有成形板を切断・穴開けしたり、固定作業を行う際などに、石綿粉

じんが発散した。 25 

 鉄骨造建物や鉄筋コンクリート造建物の建築現場 
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上記の木造建物の建築現場と同様の作業によって石綿粉じんが発散し

たほか、鉄骨造建物の建築工事では、吹付け工が行う吹付け作業の際に、

ノズルから放出された吹付け材の石綿粉じんが周囲に飛散した。 

また、大工、内装工、配管工等は、吹付け作業後に自らの作業を行う際

に、吹き付けられた石綿等を削り取る作業が必要になることがあり、この5 

作業や削り取られた吹付け材から石綿粉じんが発散した。 

 上記のほか、保温工等が行う石綿含有保温材の取付けや取替え等の作業

において、石綿粉じんが発散した。 

   イ 解体工事の建築現場では、解体される建物に使用されていた石綿含有建材

が破壊されることにより、当該建材から石綿粉じんが発散した。 10 

改修工事の建築現場では、既存の建物の一部を取り壊す際に、解体工事と

同様に、破壊される石綿含有建材から石綿粉じんが発散した。また、取り壊

し後に行われる作業では、新築工事と同様の作業によって、石綿粉じんが発

散した。 

   ウ 建築現場では、前記⑶及び⑷のとおり、様々な職種の建築作業従事者が同15 

時並行で作業を行っていることから、建築作業従事者は、自らが行った作業

により発散し、飛散した石綿粉じんに直接的に曝露するほか、同じ建築現場

で並行して他の者が行った作業によって発散し、飛散した石綿粉じんに間接

的に曝露することもあった。 

（甲Ａ３５、１１３、１１４、１１６から１２０、２３０、２３１） 20 

⑹ 電動工具の普及状況 

原判決書１２９頁２１行目末尾を改行して「（甲Ａ２３９、４３７）」を加え

るほか、原判決書１２９頁４行目から２１行目までに記載のとおりであるから

これを引用する。 

  ⑺ 防じんマスクの着用状況 25 

   ア 名古屋大学医学部衛生学教室の久永直見（以下「久永」という。）らは、昭



 

 

139 

 

和６３年、雑誌「労働衛生」に「アスベストに挑む三管理 環境管理と作業

管理－建築業の現場を中心に－」と題する論文を発表した。その中には、全

京都建築労働組合と三重県建設労働組合によるアンケート調査が紹介され

ており、それによると、石綿粉じんの吸入が「よくある」と回答したのは、

京都はアンケート回答者数６５００人（アンケート回答率６０％）中８．９％、5 

三重は同７４１１人（同７９．３％）中１３．７％であり、「時々ある」と回

答したのは京都で２９．１％、三重で２６．４％であった。そして、石綿粉

じんの吸入が「よくある」と「時々ある」と回答した者のうち、粉じん曝露

時に防じんマスクを使用する者は、「毎回」が京都で０．８％、三重で２．

４％、「時々」が京都で６．８％、三重で７．５％であり、同様に、ガーゼマ10 

スクは、「毎回」が京都で０．７％、三重で３．８％、「時々」が京都で８．

４％、三重で１７．５％、タオル類で代用は、「毎回」が京都で１．３％、三

重で７．２％、「時々」が京都で３０．１％、三重で２４．８％であり、何も

しない者が半数以上であったとされている。その上で、同調査結果に関して、

「呼吸用保護具の使用は根本的な解決ではないが現状では重要である。」な15 

どと記載されている。 

（甲Ａ４３０） 

   イ 千田忠男（杏林大学医学部衛生学教室）ほかは、平成元年、月刊いのちに

「町場建築のアスベスト作業」と題する論文を発表した。その中には、昭和

６３年に、全建総連東京都連に加盟する組合員のうち同年７月度と８月度の20 

いずれかに組合の機関会議等に参加する者を調査対象として実施したアン

ケート（回答者数４２４名、うち３６１名分を集計）の結果として、①回答

者の大半（３５２名、９７．５％）は、石綿含有建材があることを「よく知

っている」又は「少し知っている」とし、この１年間に石綿含有建材を使っ

たことがあるかについても「ある」とする者が２６２名（７２．６％）と多25 

数に上ったこと、②木造建築で「粉じんの出る所で作業する時にマスクをつ
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けている」と回答した者は１５７名（４７．６％）であったが、着用してい

るマスクが「防じんマスク」であると回答した者は８６名（２８．４％）で

あり、木造建築に従事する者（３３０名）の約４分の１のみが効果のあるマ

スクをつけていることになること、③鉄骨建築に従事する者のうち、粉じん

の出る所で作業する時にマスクを「いつもつけている」者はわずかに２名（１．5 

９％）であり、「ひどいときだけつける」とする者（３３名）とあわせてマス

クを着用する者は３割前後であり、しかも効果のあるマスクをつける者だけ

をみるとわずか２１名（２０．０％）にしかすぎなかったことなどが記載さ

れている。その上で、調査結果の特徴として、石綿粉じんを吸入しないよう

にするための対策をみると、効果のあるマスクを着用する例はわずか２割前10 

後と少なく、大部分は無防備のままで粉じん作業に従事していることが判明

したと記載されている。 

     なお、当該アンケートの回答者は全て男性であり、５０歳以上が６割前後

と高齢層にかたよっており、また、職種は、「大工」が２３９名（６６．２％）

と大半を占め、「鳶」が２６名（７．２％）、「左官」、「塗装」、「板金」の順で15 

あった。 

（乙アＡ２４８） 

   ウ 建設じん肺研究会「はつり労働者の健康調査－５２の事例の解析－」（平

成１５年５月）には、はつり労働者に関し、各年代における防じんマスクの

着用状況について、１９６０年代ではごく一部の職場を除き着用されておら20 

ず、１９７０年代でも着用率は「常時」「時々」「稀」をあわせて過半数に届

かない状況であったが、１９８０年代では着用率は８０％と高くなり、１９

９０年代ではほぼ全職場で着用されるに至っていた。１９７０年代と１９８

０年代の着用率の大きな違いは、１９７９年に粉じん障害予防規則が施行さ

れて、はつり作業は「粉じん作業」として扱われることになり、事業者に「呼25 

吸用保護具の使用」等が最低義務として課せられたことが影響していると考
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えられると記載されている。 

（乙アＡ２４７） 

   エ 東が平成１８年に公表した「日出ずる国の産業保健 石綿から見た世界

⑷：加工現場調査１９８５－１９８６」には、昭和６０年から昭和６１年の

建築作業に関し、「現場の加工で大きな問題がある建材に壁材があります。5 

日本の家屋はハウスメーカーによって基本規格が異なり、どうしても寸合わ

せが必要となります。例えば、１メートルは１０２ｃｍから９８ｃｍまで各

社によって規格が異なり、畳のサイズは１００種類を超えています。壁材は

厚みがあり、ボードとしての密度も異なり、長い面を切断することもあり、

きれいな断面とすることが必要で、切断加工では屋根材のように割断するこ10 

とは出来ません。このため、電気ノコギリによる切断が最も作業効率がよく、

一方、ノコギリに吸引装置や粉じん発生抑制装置を装着すると効率が落ちる

ことから、歩合制で働く大工など現場作業者はこうした発じん防止対策を採

用しませんでした。また、個人曝露保護具の着用についても、息苦しい、短

時間作業では励行しにくい、面倒であるなどから実施率は低いものでした。15 

建屋内の作業では曝露が高くなることの他、屋外でも周辺を汚染する発じん

が起こり得ることから問題が大きいと考えられました。」との記載がある。 

（甲Ａ３１９） 

  ⑻ 建築作業時における石綿粉じん濃度の測定結果 

   ア 労働科学研究所の木村菊二（以下「木村」という。）は、昭和４６年、雑誌20 

「労働の科学」２６巻９号において、「作業現場の石綿粉塵」と題する論文を

発表した。同論文では、昭和４０年頃から昭和４５年頃までに行われた工場

における石綿板切断に係る石綿粉じん濃度の測定の結果は、除じん装置がな

い場合で１０．８～１６．２本／㎤（以下、石綿粉じん濃度における本数は

石綿の繊維数である。）、除じん装置がある場合で７．４～１０．０本／㎤で25 

あったとされている。 
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また、木村は、昭和５１年、第４９回日本産業衛生学会・第２０回日本産

業医協議会において、「アスベスト粉塵の測定法についての検討」と題する

講演を行った。同講演では、最近の２、３年間に行われた作業場における石

綿粉じん濃度の測定の結果は、大型の石綿板を電動のこぎりで切断した場合

において、吸じん装置作動中のときは２．８９～２５．０８本／㎤、吸じん5 

装置休止中のときは１４７．０３～３９１．５０本／㎤であり、吸じん装置

を作動中に大型の石綿板を切断速度の速い電動丸のこで切断した場合は、３

３．７４～９０．１７本／㎤、１３．３～３９１．５本／㎤であり、小型の

石綿板を手動のこで吸じん装置のない状態で切断した場合において、０．３

１～２．５５本／㎤あるいは０．１１～０．３８本／㎤で、この場合の切断10 

面の掃除が１７．２３～１６２．４０本／㎤あるいは８．３６～１８．７５

本／㎤であったなどとされている。 

（甲１１３２、１２０８） 

   イ 昭和５１年労働省通達に添付された労働衛生課作成の「石綿関係資料」で

は、建設工事における石綿含有量５０％の吹付け材の吹付け作業中の粉じん15 

濃度の測定結果（１５箇所平均）は、乾式吹付け作業については３７．６６

～４１．７６㎎／㎥であり、湿式吹付け作業については１２．１１～１７．

２８㎎／㎥であったとされている（この測定結果について、２㎎／㎥＝３３

本／㎤として換算し、石綿含有率５０％を乗ずると、それぞれ３１０．７～

３４４．５本／㎤、９９．９０～１４２．６本／㎤となる。）。 20 

（甲Ａ３９０） 

   ウ 労働省専門家報告には、１９７３年（昭和４８年）の英国労働省工場監督

庁による建設現場における石綿粉じん濃度の測定結果が示されている。その

測定結果は、石綿吹付け作業において、推奨されている湿潤化の機器を使用

した場合で５～１０本／㎤、同機器を使用しない場合で１００本／㎤以上で25 

あり、解体作業（保温材を剥ぐ作業）において、乾燥状態で行った場合で２
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０本／㎤以上であり、石綿含有のセメントのシートとパイプの電動の丸のこ

による切断作業において、有効な局所排気装置を用いない場合で１０～２０

本／㎤であり、石綿含有の断熱板の電動の丸のこによる切断作業において、

有効な局所排気装置を用いない場合で２０本／㎤以上であったなどとされ

ている。 5 

（甲Ａ１１５８、乙アＡ４０） 

  エ 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室の桜井治彦（以下「桜井」とい

う。）、東らは、昭和６２年、「一般家屋壁材施工時の発塵状況調査結果」を公

表した。この調査結果では、同年、一般個人用住宅建設時に、屋外で電動の

こぎりないし丸のこを使用して被控訴人クボタの製品である防火サイディ10 

ングの切断作業をする者につき測定時間を約２～３分として石綿粉じんの

個人曝露濃度を測定した結果は、以下のとおりであったとされている。 

     

作業内容 ①吸引型集塵機付き電動ノコギリ及び発塵防止用マット（人工芝）を使

用した場合 15 

         ②吸塵袋（袋式集塵器）付き電動ノコギリ（Ｃ４Ｙ４）及び発塵防止用

マットを使用した場合 

         ③集塵ボックス付き電動ノコギリ（Ｃ４Ｙ４）を用い、発塵防止用マッ

トを使用しない場合 

作業現場 作業内容
個人曝露濃度

（繊維／㏄）

発塵点近傍

（繊維／cc）

① 0.08 0.04

② サンプル不良 0.04～0.08

③ 2.05 0.14～0.50

④ 1.16 0.3～0.52

① 0.17 0.04

② 0.27 0.21～0.76

③ 0.27 0.22～0.72

④ 0.20 0.27～0.63

町田

読売ランド
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④電動丸のこ（マキタの６型）を用い、発塵防止用マットを使用しない

場合 

（乙アＡ２０６） 

   オ 医師の海老原勇（以下「海老原」という。）は、平成１９年、「建設作業者

の石綿関連疾患－その爆発的なひろがり－」と題する書籍を出版した。同書5 

籍では、昭和６２年、屋外の木造住宅の建設現場において、防じん電動丸の

こ、電動丸のこ又は手動のこぎりを使用して外壁材の切断及び張付けの作業

をする者につき測定時間を１２９～２０３分として石綿粉じんの個人曝露

濃度を測定した結果は、４件で０．９４～１．５８本／㎤であり、防じん電

動丸のこを使用して外壁材の切断を中心とする作業をする者につき測定時10 

間を１１～１５分として個人曝露濃度を測定した結果は、３件で２．３～６．

７本／㎤であったとされている。 

（甲Ａ１０８） 

カ 久永らは、昭和６３年、雑誌「労働衛生」に「アスベストに挑む三管理 環

境管理と作業管理－建築業の現場を中心に－」と題する論文を発表した。同15 

論文では、同年、石綿含有建材を取り扱う建築現場において、建築作業従事

者の鼻先の気中石綿濃度を測定し、測定結果を公表した。その測定結果は、

原判決書１３２頁４行目から１３４頁４行目までに記載のとおりであるか

らこれを引用する（上記引用中、①から⑪までの測定結果は屋内での作業に

関するものであり、⑫及び⑬の測定結果は屋外での作業に関するものであ20 

る。）。 

（甲Ａ４３０） 

   キ 平成４年労働省通達に添付された資料「石綿含有建築材料の施工業務従事

者に対する労働衛生教育実施要領」には、通風の不十分な屋内作業場におい

て、フレキシブル板を除じん装置の付いていない電動丸のこを使用して２５25 

分間切断作業を行った場合の測定結果について、①切断作業者は、採取時間
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１５分で、４．４６（本／㎤）、②切断作業作業室内の小運搬作業者は、採取

時間３０分で、４．０９（本／㎤）、③切断作業室内の施行作業者は、採取時

間３０分で、３．７５（本／㎤）であったとされている。 

     また、除じん装置付き電動丸のこ使用時の測定結果は、以下のとおりであ

ったことが記載されている。 5 

     

（乙アＢ４５） 

   ク 建設業労働災害防止協会による石綿濃度の測定結果については、次のとお

り補正するほか、原判決書１２９頁２４行目から１３１頁１６行目までに記

載のとおりであるからこれを引用する。 10 

     原判決書１３１頁９行目冒頭から１６行目末尾を次のとおり改める。 

「ａ 昭和６２年から昭和６３年にかけての測定結果として、屋外で除じん

装置の付いていない電動丸のこ又はバンドソーを使用してスレート等

の切断、葺上げ、張付け等の作業をする者について石綿粉じんの個人曝

露濃度を測定した結果は、以下の表１のとおりである。 15 

 ｂ 昭和６２年の測定結果として、屋外で除じん装置付き電動丸のこを使

区分 使用石綿含有建築材料 作業概要
採取

時間

個人曝露濃度

（本／㎤）

施工作業 120分 0.025

施工作業 120分 0.032

作業指揮者 120分 0.007

施工作業 120分 0.012

施工作業 120分 0.006

作業指揮者 120分 0.002

施工作業 90分 0.180

施工作業 90分 0.236

作業指揮者 90分 0.086

施工作業 60分 0.290

施工作業 60分 0.370

作業指揮者 60分 0.377

屋外

屋内

大波スレート板

小波スレート板

フレキシブル板

石綿けい酸カルシウム板
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用して押出成形板の切断、葺上げ、張付け等の作業をする者について石

綿粉じんの個人曝露濃度を測定した結果は、以下の表２のとおりである。 

 ｃ 上記マニュアルには、屋外での石綿含有建材の切断作業に際しては、

大気の拡散効果により、除じん装置を使用していなくても、風向き、天

候によっては石綿粉じんの管理濃度の５分の１以下となり、作業者に対5 

しては曝露抑制となっている旨が記載されている。 

    （表１） 

 

  

工事名 使用石綿含有建築材料
作業者

番号
作業概要

採取

時間

（分）

個人曝露

濃度

（本／㎤）

電動丸ノコによる切断 32 0.02

小運搬・葺上げ 180 0.01

バンドソーによる切断 32 0.04

葺上げ 180 0.01

電動丸ノコによる切断 91 0.25

葺上げ 78 0.11

電動丸ノコによる切断 56 0.04

バンドソーによる切断 84 0.21

小運搬・葺上げ 50 0.18

バンドソーによる切断 60 0.02

電動丸ノコによる切断（午前） 53 0.20

電動丸ノコによる切断（午後） 82 0.31

張付け（午前） 53 0.09

張付け（午後） 97 0.08

工場屋根

・外壁

フレキシブルボード

大波スレート（屋根）

小波スレート（外壁）

けいカル板（屋根下地）

A

B

C

D

E

F

大波スレート
工場屋根

葺替

ビル外装
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（表２） 

  

（甲Ａ２４８）」 

ケ ドイツ産業職業協同組合連合本部は、１９９７年（平成９年）、石綿のばく

露歴からばく露量を推定し、石綿原因の肺がんの労災認定を行う際のマニュ5 

アルとしてＢＫレポートを出版した。ＢＫレポートでは、屋外で電動のこぎ

りを使用して行う配管工事において、管の切断１０回、積み上げ、積み下ろ

し等々の作業をした場合の繊維濃度９０パーセンタイル値は２本／㎤、外壁

化粧張り（小サイズ）の作業をした場合の繊維濃度９０パーセンタイル値は

０．４本／㎤であったとされている 10 

（甲Ａ４９２） 

   コ 平成１７年に行われた第４５回日本労働衛生工学会・第２６回作業環境測

定研究発表会の抄録集には、外山尚紀（以下「外山」という。）らによる建設

現場における石綿含有建材加工時の気中石綿濃度に関する研究の報告が掲

載されている。同報告では、屋根上でサンダーを使用して屋根用化粧スレー15 

トを加工する作業又は屋外で電動丸のこを使用してスレート若しくはサイ

ディング材を加工する作業をする者につき採取時間を１０～１５分として

石綿粉じんの個人ばく露濃度を測定した結果（幾何平均）は、０．１１本／

作業者

番号
作業概要

採取

時間

（分）

個人曝露

濃度

（本／㎤）

切断加工 95 0.016

葺上げ・張付け 115 0.002

切断加工 70 0.011

葺上げ・張付け 120 0.004

葺上げ・張付け 90 0.091

葺上げ・張付け 43 0.075

切断加工 142 0.043

葺上げ・張付け 25 0.017

切断加工 15 0.029

葺上げ・張付け 230 0.006

A

B

C

D
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㎤、０．１４本／㎤、０．１７本／㎤、０．２５本／㎤であったとされてい

る。 

（乙イウ２００５） 

サ 厚生労働省が設置した「石綿に関する健康管理等専門家会議」のマニュア

ル作成部会は、相談の場で働く保健師等やエックス線検査等を行う健診機関5 

の職員等を対象に、「石綿ばく露歴把握のための手引～石綿ばく露歴調査票

を使用するに当たって～」を平成１８年１０月に発行した。 

同手引には、吹付け石綿除去工事後の再飛散に関する実験結果として、高

さ２ｍ強にあった２．５㎡の吹付け石綿を除去した翌日に床を箒（ほうき）

で１５分掃除した際、掃除直後の室内における石綿濃度は、２０本／㎖とい10 

う高濃度であったこと、それにもかかわらず、肉眼的には、空気は掃除する

前と変わらずキラキラもせず、無臭であり、吹付け石綿に関連する作業を行

う労働者等が気づかずに高濃度曝露を受けることが理解できる光景であっ

たこと、また、石綿は、空中に留まって浮遊する時間が長いため、床掃除作

業４時間後の高さ１．５ｍ地点での石綿濃度は７本／㎖であり、８時間後で15 

も３本／㎖、１２時間後には１本／㎖を示し、飛散開始１４時間後に床に落

下していったこと、床に落下後であっても、実験室内を歩くと、床に落ちて

いた石綿が再飛散し、３本／㎖という石綿濃度を示したこと、宇宙服に似た

姿で作業をする必要がよく理解できるデータといえること等が記載されて

いる。 20 

（甲Ａ３５） 

⑼ 建築作業従事者の石綿関連疾患への罹患状況 

  ア 昭和４６年の石綿取扱い事業場の監督指導結果 

    昭和４６年１月から３月までの石綿取扱い事業場の監督指導結果（監督事

業場数は、鉱業２、建設業１２、製造業１７４。石綿取扱い労働者数は、鉱25 

業３、建設業１３４、製造業３６５７）によれば、じん肺の有所見者率は、
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全体では６．５％、業種別では、鉱業０％、建設業３．５％、製造業６．６％

であった。 

                           （甲Ａ８２、４７２） 

  イ 海老原による調査結果 

    原判決書４７頁３行目末尾を改行して「（甲Ａ１０８、１０９）」を加える5 

ほか、原判決書４４頁１５行目から４７頁３行目までに記載のとおりである

からこれを引用する。 

 

ウ 建設業労働者のじん肺症及びじん肺合併症発生件数等 

国は、労働者災害補償保険法に基づく保険給付等に基づき、平成１６年度10 

以前においては、じん肺症又はじん肺症及びじん肺合併症の発生件数につい

て、平成１７年度以降は、それに加えて産業別の石綿関連疾患の発生件数に

ついて統計を取っている。その内容は、以下のとおりである。 

 建設業労働者のじん肺症発生件数（昭和５３年度以前）又はじん肺症及

びじん肺合併症発生件数（昭和５４年度以降）は、別紙６－９－１のとお15 

りである。なお、建設業の中にはずい道工事も含まれている。 

 平成１７年度から平成２６年度までの建設業労働者の石綿関連疾患の

発生件数は、別紙６－９－２のとおりである。 

（乙アＡ１０５４） 

 20 

 ⑽ 建築現場における石綿粉じん曝露に関するその他の公表資料 

  ア 労働省専門家報告 

    労働省専門家報告（昭和５３年９月）には、以下の記載がされている。 

     石綿曝露作業の従事者の数が最も多い業種は、石綿の消費量全体の約４

分の３が建材に使用されている建設業である。石綿セメントの混練や断熱25 

材の吹付け等の作業は、石綿粉じんを空気中に発散させやすく、これらの
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建設作業に従事する労働者の曝露濃度が労働衛生上の問題となるが、一般

に１日の作業における石綿曝露作業の時間は短い。１日の作業時間中の石

綿曝露作業の時間が比較的長いのは、織布等の製造その他石綿を原料とし

て取り扱う作業であり、イギリスや米国で古くから石綿曝露を原因とする

肺がんなどの健康障害が注目されてきたのは、石綿紡織作業であり、最近、5 

米国で調査の対象とされているのは、建築現場における断熱材等の取扱作

業である。 

    また、労働省専門家報告には、前記⑻アないしウの石綿粉じん濃度の測

定結果が掲載されている。 

（甲Ａ５、乙アＡ４０） 10 

   イ ＡＩＡによる勧告 

     原判決書１３７頁末尾を改行して「（甲Ｃ１の４０５）」を加えるほか、原

判決書１３６頁８行目から１３７頁２５行目までに記載のとおりであるか

らこれを引用する。 

３ 石綿代替繊維に関する事実 15 

   次のとおり補正するほか、原判決書１５１頁１２行目から１６８頁１０行目ま

でに記載のとおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書１５１頁１４行目の「（前提事実５⑶オ ）」、１６行目の「前提事実

５⑶ク）」を削り、１７行目の「（前提事実５⑶オ ）」を「（石綿を含有せず石

綿代替繊維のみを含有する無石綿化製品又は石綿代替繊維を含有するが従前20 

の石綿含有率を低減させた石綿低減化製品）」と改め、同行目から１８行目の

「（前提事実５⑶オ ）」を「（石綿繊維に代替し得る他の繊維）」と改める。 

  ⑵ 原判決１５１頁２４行目末尾を改行し、「（甲Ａ１０８、３９０の１、乙アＢ

２８、３０、３４）」を加える。 

  ⑶ 原判決１５２頁１行目冒頭から１２行目末尾までを次のとおり改める。 25 

「 環境庁は、昭和６２年１１月から昭和６３年１月まで、アスベスト（石綿）
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代替品の開発及び普及状況に関する調査を実施した。その調査結果の報告書

である『アスベスト代替品のすべて』には、石綿代替繊維による代替化の状

況について、次のように記載されている。①石綿セメントシート（石綿スレ

ート、けい酸カルシウム板、屋根ふきスレート等）に関する石綿含有率を低

下させた製品の製造、販売は、昭和５０年代後半に開始され、このうち主と5 

して建築物の内装に用いられるけい酸カルシウム板については、無石綿化製

品が昭和６１年から製造、販売されている。石綿スレート協会に加盟するメ

ーカーの昭和６１年度における無石綿化されたけい酸カルシウム板の製造

割合は石綿を含むけい酸カルシウム板の１％に満たないが、今後需要の増大

に伴い上昇することが予想される。代替原料の価格は一般に石綿より高く、10 

また代替原料は石綿と比較してセメントとの親和性が低い、分散性が劣るな

どの理由により製造効率が低下することから、代替品の価格は石綿含有製品

と比較して、おおむね２０ないし５０％高くなっている。②外装材について

は、旭硝子が、石綿含有率を製品の重量比で６％から３.５％に低下させた

石綿低減化製品（商品名『ほんばん』）を昭和５８年から製造、販売してお15 

り、同社は、昭和６３年４月には完全無石綿化した製品の生産を開始した。

また、他の業者も、倉庫、工場等の屋根材等として用いられることの多い大

波板、建築物の内外装材及び化粧板基材として用いられるフレキシブルボー

ドなどを無石綿化したものについて、それぞれ昭和５９年度、昭和６１年度

から試験生産を行っている。③住宅用屋根ふき材については、大きなシェア20 

を有する久保田鉄工が製品の無石綿化の研究を行っているとされているが、

販売には至っていない。 

（甲Ａ１５２、乙アＡ１０３６）」 

  ⑷ 原判決書１５２頁１８行目の「（前提事実５⑶オ ）」を削る。 

  ⑸ 原判決書１５３頁３行目末尾を改行し、「（乙アＡ１０８）」を加える。 25 

  ⑹ 原判決書１５３頁７行目の「建築物」を「構築物」と、１６行目の「石綿化
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粧セメント板」を「化粧石綿セメント板」と改める。 

  ⑺ 原判決書１５３頁１７行目末尾を改行し、「（乙アＡ１２１）」を加える。 

  ⑻ 原判決書１５３頁２１行目の「（上記１⑴ツ ）」を削る。 

  ⑼ 原判決書１５４頁３行目末尾を改行し、「（乙ア１１１）」を加える。 

  ⑽ 原判決書１５４頁５行目の「（上記１⑴ト）」を削る。 5 

  ⑾ 原判決書１５４頁９行目末尾を改行し、「（乙アＡ１、１００９）」を加える。 

  ⑿ 原判決書１５４頁１９行目末尾を改行し、「（乙アＡ１１１）」を加える。 

  ⒀ 原判決書１５６頁１８行目末尾を改行し、「（乙アＡ１１４の１及び２）」を

加える。 

  ⒁ 原判決書１５９頁１９行目の「胸膜内」を「胸膜腔内」と改める。 10 

  ⒂ 原判決書１６０頁６行目末尾を改行し、「（乙アＡ５、１１３）を加える。 

  ⒃ 原判決書１６０頁１０行目の「アスベスト代替品の全て」を「アスベスト代

替品のすべて」と改める。 

  ⒄ 原判決書１６２頁１行目の「サイズ（直径、長さ）や形状等」を「大きさ、

形状、組成等」と改める。 15 

  ⒅ 原判決書１６２頁２行目末尾を改行し、「（甲Ａ１２３、１５２、乙アＡ１０

３６）」を加える。 

  ⒆ 原判決書１６２頁１１行目の「胸膜肉腫の増加」を「胸膜肉腫の発生率に僅

かな増加」と改める。 

  ⒇ 原判決書１６２頁１７行目冒頭から１８行目の「されてきた。」までを削る。 20 

   原判決書１６４頁７行目末尾を改行し、「（乙アＡ１３０）」を加える。 

   原判決書１６５頁６行目の「中皮腫が発生し」を「中皮腫の有意な増加が生

じ」と改める。 

   原判決書１６５頁１５行目冒頭から１７行目末尾までを「グラスウールに曝

露する米国の労働者を対象とする最近のコホート研究は、全ての原因又は全て25 

のがんについて、地域死亡率に対する過剰死亡の証拠を示さなかった。」と改



 

 

153 

 

める。 

   原判決書１６６頁４行目冒頭から６行目末尾までを「ロックウール及びスラ

グウールに曝露する米国及び欧州の労働者を対象とする最近の複数のコホー

ト内症例対照研究は、ロックウールへの曝露に関連する肺がん又は中皮腫の発

症リスクの上昇を示さなかった。」と改める。 5 

   原判決書１６７頁７行目末尾を改行し、「（乙アＡ６、１２９）」を加える。 

   原判決書１６７頁９行目の「中災防」を「中央労働災害防止協会（以下「中

災防」という。）」と、「平成１５年、」を「平成１６年、」と改める。 

   原判決書１６８頁１０行目末尾を改行し、「（乙アＡ１２８）」と改める。 

 ４ 海外における石綿規制のあり方とその経緯 10 

次のとおり補正するほか、原判決書８１頁１９行目から８４頁２４行目までに

記載のとおりであるからこれを引用する。 

⑴ 原判決書８３頁９行目の「昭和６０年」から１０行目の「禁止し、」までを

「また、昭和６２年（１９８７年）までに石綿吹付け作業等を禁止することと

した。ＥＵは、」と改める。 15 

⑵ 原判決書８４頁２４行目末尾を改行して次のとおり加える。 

「⑹ カナダ 

カナダは、クリソタイルの主要な生産国である。カナダは、平成元年（１

９８９年）、クロシドライトを含む製品の広告、販売、輸入を原則として禁

止した。他方、クリソタイルについては、一貫して、管理して使用すれば20 

安全であるという立場を採っている。なお、カナダは、アモサイトを含む

製品の広告、販売、輸入については、一般消費用品等の特定の製品につい

てのみ禁止している。 

       （甲Ａ６７、乙アＡ１１５）」 

 ５ 我が国における石綿の製造等の禁止を巡る動向 25 

   次のとおり補正するほか、原判決書２６頁１３行目から２７頁２２行目までの
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とおりであるからこれを引用する。 

  ⑴ 原判決書２６頁１３行目冒頭の「イ」を「⑴」と、２７頁２行目冒頭の「ウ」

を「⑵」とそれぞれ改める。 

  ⑵ 原判決書２７頁５行目の「上記イ」を「前記⑴」と改める。 

⑶ 原判決書２７頁２２行目末尾を改行して「（甲Ａ６７の１、同１４３６の２5 

８、同１４７１の２、同１４７６、乙アＡ１２６、１００６、乙アＢ１０９）」

を加える。 

第２ 本件被災者らの稼働状況、発症した石綿関連疾患、相続等 

後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認めることができる。 

 １ 被災者Ａ（番号１） 10 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ａは、昭和４０年春頃から平成１５ないし１６年頃まで、内装工とし

て、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ａは、石綿関連疾患である石綿肺（じん肺法４条２項のじん肺管理区15 

分（以下「管理区分」という。）の管理四）を発症し、平成１８年２月２３日が

療養開始日とされた。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ａは、令和２年５月２２日、前記⑵の石綿関連疾患を原因とする肺

炎によって死亡した。 20 

   イ 控訴人Ａ１、控訴人Ａ２、控訴人Ａ３、Ａ４及びＡ５は、いずれも、被災

者Ａの子ないし養子である。 

   ウ Ａ４は、控訴人Ａ１に対し、令和２年７月２１日、Ａ４が有する被災者Ａ

の相続に係る相続分を譲渡した。 

   エ Ａ５は、控訴人Ａ１に対し、令和２年８月２４日、Ａ５が有する被災者Ａ25 

の相続に係る相続分を譲渡した。 
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（甲Ｄ１） 

 ２ 被災者Ｂ（番号３） 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｂは、昭和４５年１月から昭和４７年５月まで、配管工として、建築

作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 5 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

    被災者Ｂは、石綿関連疾患である悪性胸膜中皮腫を発症し、平成２１年１１

月１８日からその治療を開始した。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

   ア 被災者Ｂは、平成２３年９月９日、前記⑵の疾患によって死亡した。 10 

   イ 控訴人Ｂ１は、被災者Ｂの死亡時における被災者Ｂの妻であり、Ｂ２及び

Ｂ３は、いずれも、被災者Ｂの子である。 

（甲Ｄ３） 

３ 被災者Ｃ（番号５） 

 ⑴ 稼働状況 15 

被災者Ｃは、昭和３５年頃から昭和５４年頃まで、大工として、建築作業に

従事し、石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

   被災者Ｃは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成１７年７月２２日か

らその治療を開始した。 20 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｃは、平成３０年１２月２８日、腹膜偽粘液腫によって死亡した。 

   イ 控訴人Ｃ１は、被災者Ｃの死亡時における被災者Ｃの妻であり、控訴人Ｃ

２及び控訴人Ｃ３は、いずれも、被災者Ｃの子である。 

（甲Ｄ５） 25 

４ 被災者Ｄ（番号７） 
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 ⑴ 稼働状況 

被災者Ｄは、昭和４０年頃から平成１５年１１月２９日まで、大工として、

建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｄは、石綿関連疾患である胸膜中皮腫を発症し、右胸水貯留、低酸素5 

血症のため釧路市医師会病院に入院し、平成１９年１２月１７日から釧路総合

病院での治療を開始した 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｄは、平成２２年１月２４日、前記⑵の胸膜中皮腫によって死亡し

た。 10 

   イ 控訴人Ｄ１は、被災者Ｄの妻であり、Ｄ２及びＤ３は、いずれも、被災者

Ｄの子である。 

   ウ 控訴人Ｄ１、Ｄ２及びＤ３は、平成２４年１月３１日、被災者Ｄに係る石

綿粉じんへの曝露を原因とした疾病に基づく損害賠償請求権について、控訴

人Ｄ１がこれを相続する旨の遺産分割協議をした。 15 

（甲Ｄ７） 

 ５ 被災者Ｅ（番号８） 

  ⑴ 稼働状況 

    被災者Ｅは、昭和４７年７月から平成１８年９月まで、大工として、建築作

業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 20 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｅは、石綿関連疾患である胸膜中皮腫を発症し、平成１８年１０月１

８日にはその検査のため医療機関を受診した。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｅは、平成２０年１０月１４日、前記⑵の胸膜中皮腫によって死亡25 

した。 
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   イ 控訴人Ｅ１は、被災者Ｅの死亡時における被災者Ｅの妻であり、Ｅ２は、

被災者Ｅの養子である。 

   ウ 控訴人Ｅ１及びＥ２は、平成２４年２月３日、被災者Ｅに係る石綿粉じん

への曝露を原因とした疾病に基づく損害賠償請求権について、控訴人Ｅ１が

これを相続する旨の遺産分割協議をした。 5 

（甲Ｄ８） 

 ６ 被災者Ｆ（番号９） 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｆは、昭和４９年６月から昭和５４年１２月まで、左官工として、建

築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。また、被災者Ｆは、とびとして、昭10 

和５５年５月から平成１６年９月３０日まで、建築作業に従事し、石綿粉じん

に曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｆは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２１年５月１４日か

らその治療を開始した。 15 

（甲Ｄ９） 

７ 被災者Ｇ（番号１１） 

 ⑴ 稼働状況 

被災者Ｇは、平成元年６月から平成２０年３月まで、配管工として建築作業

に従事し、石綿粉じんに曝露した。 20 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｇは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成１５年３月１１日か

らその治療を開始した。 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｇは、平成２４年２月１８日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 25 

   イ 控訴人Ｇ１は、被災者Ｇの妻であり、Ｇ２、Ｇ３及びＧ４は、いずれも、
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被災者Ｇの子である。 

   ウ 控訴人Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３及びＧ４は、平成２４年３月２５日、被災者Ｇに

係る石綿粉じんへの曝露を原因とした疾病に基づく損害賠償請求権につい

て、控訴人Ｇ１がこれを相続する旨の遺産分割協議をした。 

（甲Ｄ１１） 5 

８ 被災者Ｈ（番号１３） 

 ⑴ 稼働状況 

被災者Ｈは、昭和２９年から平成２０年１２月まで、大工として、建築作業

に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 10 

被災者Ｈは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２１年１１月２０日

からその治療を開始した。 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｈは、平成２３年８月２５日付け自筆証書によって、被災者Ｈの全

部の遺産を控訴人Ｈ１に相続させる旨の遺言をした。 15 

   イ 被災者Ｈは、平成２３年９月１６日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 

（甲Ｄ１３） 

 ９ 被災者Ｉ（番号１４） 

  ⑴ 稼働状況 

    被災者Ｉは、昭和４２年１０月から平成２１年３月まで、配管工として、建20 

築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｉは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２１年７月３１日か

らその治療を開始した。 

（甲Ｄ１４） 25 

 １０ 被災者Ｊ（番号１５） 
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  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｊは、昭和４７年３月から昭和４８年頃まで職業訓練所で大工の実地

研修を受け、昭和５１年から平成１４年１２月まで、大工ないし解体工として、

建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 5 

被災者Ｊは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成１５年９月４日から

その治療を開始した。 

（甲Ｄ１５） 

１１ 被災者Ｋ（番号１６） 

 ⑴ 稼働状況 10 

被災者Ｋは、昭和４２年から平成１４年頃まで、板金工として、建築作業に

従事し、石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｋは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成１４年３月７日から

その治療を開始した。 15 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｋは、平成１６年４月３日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 

   イ 控訴人Ｋ１は、被災者Ｋの妻であり、Ｋ２及びＫ３は、いずれも、被災者

Ｋの子である。 

   ウ 控訴人Ｋ１、Ｋ２及びＫ３は、平成２４年１月２０日、被災者Ｋが就労中20 

の石綿粉じん吸入により肺がんに罹患して死亡したことによる損害賠償請

求権について、控訴人Ｋ１がこれを相続する旨の遺産分割協議をした。 

（甲Ｄ１６） 

 １２ 被災者Ｌ（番号１７） 

  ⑴ 稼働状況 25 

被災者Ｌは、昭和２５年４月から平成１２年まで、塗装工として、建築作業



 

 

160 

 

に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｌは、石綿関連疾患である石綿肺（管理区分の管理四）を発症し、平

成２２年１０月１８日にはその治療を受けていた。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 5 

ア 被災者Ｌは、令和元年９月２９日、前記⑵の石綿関連疾患を原因とする低

酸素脳症によって死亡した。 

イ 控訴人Ｌ９は、被災者Ｌの妻であり、控訴人Ｌ６は、被災者Ｌの姉であり、

控訴人Ｌ１０は、被災者Ｌの妹であり、控訴人Ｌ１及びＬ２は、いずれも被

災者Ｌの兄である亡Ｌ１１の子であり、控訴人Ｌ３、控訴人Ｌ４及び控訴人10 

Ｌ５は、いずれも被災者Ｌの姉である亡Ｌ１２の子であり、控訴人Ｌ７及び

控訴人Ｌ８は、いずれも被災者Ｌの姉である亡Ｌ１３の子である。 

（甲Ｄ１７） 

 １３ 被災者Ｍ（番号１８） 

⑴ 稼働状況 15 

  被災者Ｍは、昭和３５年７月から平成１１年１２月まで、ダクト工として、

建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｍは、石綿関連疾患である肺がんを発症したところ、平成２０年１２

月３日には、上記肺がんの原因となった石綿肺についての検査を受けていた。 20 

⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｍは、平成２９年７月４日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 

   イ Ｍ４は、被災者Ｍの死亡時における被災者Ｍの妻であり、控訴人Ｍ１は、

被災者Ｍの子である。 

   ウ Ｍ４は、令和２年１月１９日、死亡した。 25 

   エ 控訴人Ｍ１、控訴人Ｍ２及び控訴人Ｍ３は、いずれも、Ｍ４の子である。 
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（甲Ｄ１８） 

 １４ 被災者Ｎ（番号２０） 

  ⑴ 稼働状況 

    被災者Ｎは、昭和４５年６月から昭和６３年１１月まで、はつり工及び解体

工として、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 5 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｎは、石綿関連疾患である石綿肺（管理区分の管理三イ）及びその合

併症としての続発性気管支炎を発症し、平成２２年５月７日からその治療を開

始した。 

（甲Ｄ２０） 10 

 １５ 被災者Ｏ（番号２１） 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｏは、昭和３９年４月から平成１７年２月まで、大工として、建築作

業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 15 

被災者Ｏは、石綿関連疾患である石綿肺（管理区分の管理二）及びその合併

症としての続発性気管支炎を発症し、平成２０年４月８日からその治療を開始

した。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

   ア 被災者Ｏは、平成２７年１１月２６日、前記⑵の石綿肺を原因とする肺炎20 

によって死亡した。 

   イ 控訴人Ｏ１は、被災者Ｏの妻であり、控訴人Ｏ２及び控訴人Ｏ３は、いず

れも、被災者Ｏの子である。 

（甲Ｄ２１） 

 １６ 被災者Ｐ（番号２２） 25 

  ⑴ 稼働状況 
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被災者Ｐは、昭和３７年から平成１７年１月まで、大工及びはつり工として、

建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｐは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２１年１１月１０日

にはその治療を受けていた。 5 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｐは、平成２３年４月１５日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 

   イ 控訴人Ｐ１及び控訴人Ｐ２は、いずれも、被災者Ｐの子である。 

（甲Ｄ２２） 

 １７ 被災者Ｑ（番号２３） 10 

  ⑴ 稼働状況 

    被災者Ｑは、昭和５３年６月から昭和５４年８月まで及び平成２年６月から

平成６年１２月まで、大工として、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。

また、被災者Ｑは、昭和５５年６月から昭和５９年５月まで、保温工として、

建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 15 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

    被災者Ｑは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２０年３月２６日に

はその治療を受けていた。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｑは、平成２２年４月２２日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 20 

   イ 控訴人Ｑ１は、被災者Ｑの妻であり、Ｑ２及びＱ３は、いずれも、被災者

Ｑの子である。 

   ウ 控訴人Ｑ１、Ｑ２及びＱ３は、平成２４年４月９日、被災者Ｑに係る石綿

粉じんへの曝露を原因とした疾病に基づく損害賠償請求権について、控訴人

Ｑ１がこれを相続する旨の遺産分割協議をした。 25 

（甲Ｄ２３） 
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 １８ 被災者Ｒ（番号２４） 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｒは、昭和４１年４月から平成２０年１２月まで、はつり工及び解体

工として、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 5 

被災者Ｒは、石綿関連疾患である石綿肺（管理区分の管理三ロ）及びその合

併症としての続発性気管支炎を発症し、平成２３年８月３日にはその治療を受

けていた。 

（甲Ｄ２４） 

１９ 被災者Ｓ（番号２５） 10 

 ⑴ 稼働状況 

   被災者Ｓは、昭和５８年６月から平成６年３月まで、解体工として、建築作

業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｓは、石綿関連疾患である石綿肺（管理区分４）を発症していること15 

が平成２３年１０月２７日には確認されている。 

 ⑶ 死亡日及び相続等 

   ア 被災者Ｓは、平成３１年１月１０日、前記⑵の肺がんによって死亡した。 

   イ 控訴人Ｓ１は、被災者Ｓの妻であり、Ｓ２及びＳ３は、いずれも、被災者

Ｓの子である。 20 

   ウ 控訴人Ｓ１、Ｓ２及びＳ３は、令和２年５月６日、被災者Ｓに係る石綿粉

じんへの曝露を原因とした疾病に基づく損害賠償請求権について、控訴人Ｓ

１がこれを相続する旨の遺産分割協議をした。 

（甲Ｄ２５） 

 ２０ 被災者Ｔ（番号２６） 25 

⑴ 稼働状況 
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  被災者Ｔは、昭和４９年４月頃から昭和５８年１１月頃まで及び平成８年１

月から同年３月まで、大工として、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｔは、石綿関連疾患である胸膜中皮腫を発症し、平成２４年１月２８

日からその治療を開始した。 5 

⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｔは、平成２４年８月２８日、前記⑵の胸膜中皮腫によって死亡し

た。 

   イ 控訴人Ｔ１は、被災者Ｔの妻であり、控訴人Ｔ２、控訴人Ｔ３、控訴人Ｔ

４及び控訴人Ｔ５は、いずれも、被災者Ｔの子である。 10 

（甲Ｄ２６） 

 ２１ 被災者Ｕ（番号２７） 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｕは、昭和５２年９月から平成２５年まで、塗装工として、建築作業

に従事し、石綿粉じんに曝露した。 15 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｕは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２１年３月１２日か

らその治療を開始した。 

（甲Ｄ２７） 

 ２２ 被災者Ｖ（番号２８） 20 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｖは、昭和２９年頃から平成１２年１２月まで、建築作業に従事し、

石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｖは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成１６年４月１６日か25 

らその治療を開始した。 
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  ⑶ 死亡日及び相続等 

ア 被災者Ｖは、平成２９年１２月２３日、急性心筋梗塞によって死亡した。 

   イ 控訴人Ｖ１は、被災者Ｖの妻であり、控訴人Ｖ２は、被災者Ｖの子である。 

（甲Ｄ２８） 

 ２３ 被災者Ｗ（番号２９） 5 

  ⑴ 稼働状況 

被災者Ｗは、昭和４０年２月から平成１８年７月まで、配管工又は施工管理

技士として、建築作業に従事し、石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 石綿関連疾患名及び療養開始日 

被災者Ｗは、石綿関連疾患である肺がんを発症し、平成２５年２月１９日に10 

はその検査を受けた。 

  ⑶ 死亡日及び相続等 

   ア 被災者Ｗは、平成２６年１１月３０日、前記⑵の肺がんを原因とする放射

性肺臓炎によって死亡した。 

   イ 控訴人Ｗ１は、被災者Ｗの妻であり、控訴人Ｗ２は、被災者Ｗの子である。 15 

（甲Ｄ２９） 
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第２節 被控訴人らの注意義務違反 

第１ 被控訴人らの負う注意義務 

   ある製品を製造又は販売する者（以下「製造販売者」という。）は、その危険性

を含め製品の特性や原料に関する情報等を入手しやすく、欠陥の発生や欠陥によ

る被害の発生を防止しやすい立場にあって、製品の危険性を予見し、これを管理5 

する手段と能力を十分に有しているといえるのに対し、市場に流通する製品を使

用する者(以下「使用者」という。)は、一般に、当該製品に内在する危険を認識

し、これを防ぐ手段を十分に有していないから、製品の製造販売者は、製品の使

用者に対し、製品について社会通念上当然に具備すると期待される安全性を確保

すべき注意義務を負っているというべきである。特に、使用者等の生命、身体の10 

安全に関わる事柄については、侵害される法益の重大性や、これが侵害された場

合に、取り返しがつかないものであったりすることに鑑みれば、最高、最新の学

問、技術水準に基づいて当該製品から発生する危険を予見し、被害発生を防止す

るために必要かつ相当な対策を適時かつ適切に講ずべき高度の注意義務を負っ

ているというべきである。また、大量生産され、市場に流通する製品については、15 

製造販売者は、一般的に、自らの利益を上げるために自己の製品の宣伝活動を行

っており、製品の使用者は、このような宣伝活動等を通じた当該製品及びその製

造販売者に対する安全性を含めた信頼に基づいてこれを使用するものであり、こ

のことによっても上記のような高度の注意義務を負うべきことが相当とされる

ものである。 20 

第２ 被控訴人らの予見可能性 

 １ 石綿関連疾患に関する医学的知見 

⑴ 石綿肺 

 ア 石綿粉じん曝露と石綿肺の発症に関する医学的知見が確立したのは、昭和

３２年度報告が公表された昭和３３年３月３１日頃であると認められる。そ25 

の理由は、次のとおり補正するほか、原判決書１７０頁７行目から１７１頁



 

 

167 

 

１８行目までに記載のとおりであるからこれを引用する。 

   原判決書１７０頁７行目の「上記１⑴」を「前記第１節第１の１⑴」と、

１７行目の「上記１⑵」を「前記第１節第１の１⑵」と、１７１頁１４行

目の「上記１」を「前記第１節第１の１」と改める。 

   原判決書１７１頁１７行目の「の時期」を「３月３１日頃」と改める。 5 

イ この点、控訴人らは、保険院調査報告が公表された昭和１５年の時点で医

学的知見が確立した旨主張する。しかし、前記アのとおり、海外における石

綿肺の症例報告等の紹介はあったものの、保険院調査が行われた頃までに、

我が国における症例報告はなかったこと、保険院調査報告が我が国において

初めて行われた本格的な調査であったこと、保険院調査報告においても、同10 

調査は石綿肺の概観の報告にすぎず、今後更に深く掘り下げる必要がある旨

述べられていたように、他の研究者による更なる検証や研究が必要であると

されていたことからすると、同時点をもって、医学的知見が確立したとまで

は認めることができず、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

⑵ 肺がん及び中皮腫 15 

石綿粉じん曝露と肺がん及び中皮腫の発症に関する医学的知見が確立した

のは、昭和４７年頃であると認められる。その理由は、次のとおり補正するほ

か、原判決書１７１頁２０行目から１７６頁６行目までに記載のとおりである

からこれを引用する。 

   ア 原判決書１７１頁２０行目、１７２頁１９行目及び１７３頁１２行目の20 

「上記１⑴」を「前記第１節第１の１⑴」と改める。 

イ 原判決書１７３頁２３行目の「セリコフ」の次に「ら」を加え、同行目か

ら２４行目までの「昭和３９年から昭和４８年まで」を「昭和３５年から昭

和４６年まで」に改める。 

ウ 原判決書１７４頁５行目の「昭和４８年ＩＡＲＣ報告」を「昭和４７年Ｉ25 

ＡＲＣ報告」と改める。 
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エ 原判決書１７４頁１７行目の「上記１⑵」を「前記第１節第１の１⑵」と

改める。 

オ 原判決書１７６頁２行目の「上記１」を「前記第１節第１の１」と、３行

目の「昭和４８年ＩＡＲＣ報告」から４行目の「までには」を「昭和４７年

ＩＡＲＣ報告により石綿と肺がん及び中皮腫の発症との間の因果関係が認5 

められ、その内容が坂部によって紹介された昭和４７年頃には」と改める。 

  ⑶ 小括 

以上のとおり、石綿肺の医学的知見は昭和３３年３月３１日頃、肺がん及び

中皮腫の医学的知見は昭和４７年頃に確立したところ、その根拠となる研究報

告は、公刊されており、誰でも入手可能なものであった。肺がん及び中皮腫の10 

医学的知見の根拠となった昭和４７年ＩＡＲＣ報告やその内容を踏まえた研

究論文集であるＩＡＲＣ論文は、昭和４８年には公表されている。 

また、国は、昭和４８年労働省通達において、石綿の抑制濃度を５本／㎤と

定めたが、通達発出の理由として、石綿が、肺がん、中皮腫等を発生させるこ

とが明らかとなったこと等により、各国の規制においても気中石綿粉じん濃度15 

を抑制する措置が強化されつつあることが挙げられていた。 

前記第１のとおり、被控訴人らは、石綿含有建材の製造販売者として高度の

注意義務を負っていることからすると、昭和４７年ＩＡＲＣ報告及びＩＡＲＣ

論文の内容や昭和４８年労働省通達の内容は、当然認識すべきものであったと

いえる。 20 

したがって、被控訴人らは、遅くとも昭和４８年の時点において、石綿粉じ

んに曝露することにより、石綿関連疾患に罹患する危険があることを認識する

ことが可能であったと認められる。 

 ２ 建築作業従事者における石綿関連疾患罹患の危険性 

⑴ 建築現場における石綿粉じん曝露の危険性 25 

 ア 前記認定事実によれば、建築現場における石綿粉じん曝露の危険性に関し、
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以下の事情があったものということができる。 

 我が国における石綿の輸入量は、昭和３０年代後半に１０万トンを超え

た後、昭和４０年代に入って飛躍的に増加し、昭和４９年には３５万２１

１０トンに達して輸入量のピークを迎えた。その後は減少したものの、平

成５年までの間、毎年２０万トン以上の大量の石綿が輸入されており、そ5 

の約７割が建材に使用された。（前記第１節第１の２⑴） 

 石綿含有建材には、多くの種類があり、建築物の様々な箇所で使用され

ていた。石綿含有建材のうち、吹付け石綿は、石綿含有量が６０％から７

０％と高く、著しく発じん量の多い製品であったが、昭和４０年代に施工

量が飛躍的に増加し、昭和４４年には１万トンを超え、昭和４７年には２10 

万０９８７トンに達して施工量のピークを迎えた。その後、昭和５０年に

は、５％を超える石綿含有率の石綿吹付け作業が禁止されたが、同年まで

の間に、施工量合計約１２万７０００トンの大量の吹付け石綿が使用され

た。また、石綿含有成形板は、建築現場での使用について切断、穿孔、研

磨等の加工が予定されているものであり、加工の際に石綿粉じんが発散す15 

るものであるが、昭和４０年代以降、その加工に用いる電動工具の販売台

数が急増した。石綿含有成形板の加工時に電動工具を用いると、発散する

石綿粉じんの量が増加することから、電動工具の普及に伴い、加工時に発

散する粉じんの量も増加した。（前記第１節第１の２⑵、⑸、⑹、⑻） 

 建築作業は、複数の種類の作業を同時又は異時に配列して一つの工事を20 

完成させるものであることから、建築現場では、様々な職種の建築作業従

事者が、同時に並行して作業を行うことが多い。そして、石綿は、空中に

留まって浮遊する時間が長く、落下後も容易に再飛散し、肉眼的にはキラ

キラもせず、無臭でも、高濃度曝露を受けることがあるものである。その

ため、建築作業者は、自らが直接取り扱う石綿含有建材から発散した石綿25 

粉じんに曝露するだけではなく、他の建築作業者の作業により発生する石
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綿粉じんにも曝露する状況にあった。（前記第１節第１の２⑶、⑷、⑻サ） 

 新築工事の建築現場では、当初、屋外作業として着手されるが、木造建

物においては屋根下地工事や外壁下地工事がなされた後、鉄骨造建物や鉄

筋コンクリート造建物においては躯体工事がなされた後には、周囲を囲ま

れた状態になり、さらに、その周囲にも養生シートが張られる場合が多く、5 

屋内の建築現場における気密性が増していき、石綿含有建材から発散した

石綿粉じんが滞留していた。（前記第１節第１の２⑷、⑸） 

イ 以上の事情に照らすと、昭和４０年代以降、屋内の建築現場は、石綿含有

建材から発散される石綿粉じんに曝露する危険性の高い作業環境であった

と認められる。 10 

⑵ 建築作業従事者における粉じんマスクの着用状況 

昭和６０年代の建築現場では、吹付け工や一部のはつり工を除き、大半の建

築作業従事者は効果のある防じんマスクを着用していなかったが、その理由は、

息苦しい、短時間作業では励行しにくい、面倒であるからといったものであり、

その他の作業が「粉じん作業」と認識されていなかったことも影響していると15 

考えられる（前記第１節第１の２⑺）。 

このような防じんマスクを着用しなかった理由等からすると、それより前の

昭和４０年代、昭和５０年代においても、少なくとも昭和６０年代と同様に、

あるいはそれ以上に、大半の建築作業従事者が防じんマスクを着用していなか

ったものと推認することができ、これに反する証拠はない。 20 

  ⑶ 建築作業時における石綿粉じん濃度の測定結果 

昭和４６年に発表された木村の論文に掲載された工場における石綿板切断

に係る石綿粉じん濃度の測定結果（前記第１節第１の２⑻ア）、昭和５１年労

働省通達に添付された「石綿関連資料」に掲載された建設工事における石綿含

有量５０％の吹付け材の吹付け作業中の石綿粉じん濃度の測定結果（同⑻イ）、25 

英国労働省工場監督庁による測定結果（同⑻ウ）をみると、その数値は、昭和
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４８年労働省通達において示された石綿の抑制濃度である５本／㎤を超える

ものであった。 

  ⑷ 建築作業従事者の石綿関連疾患への罹患状況 

   ア 昭和４６年における石綿取扱作業場のじん肺罹患状況に関する調査にお

いて、建設業の有所見者率は３．５％であったが（前記第１節第１の２⑼ア）、5 

これは、石綿製造業の次に高いものであった。 

イ 海老原による昭和５７年から昭和６２年における建築作業従事者の胸膜

肥厚斑の発生状況に関する調査によると、事務系作業従事者に胸膜肥厚斑の

所見が認められた者が一人もいなかったのに対し、建築作業従事者の０．８

２％（４７人）に胸膜肥厚斑の所見が認められ、平成９年の調査によると、10 

建築作業従事者の１．６２％（９２人）、平成１７年及び平成１８年の調査に

よると、建築作業従事者の６．７５％（４２３人）に胸膜肥厚斑の所見が認

められた（前記第１節第１の２⑼イ）。このように、海老原の調査によると、

建築作業従事者には、高い割合で石綿曝露の指標となる胸膜肥厚斑の所見が

認められ、その所見率も年々増加していることが認められる。 15 

ウ 建設業労働者のじん肺症発生件数（昭和５３年度以前）又はじん肺症及び

じん肺合併症発生件数（昭和５４年度以降）は、昭和４５年度には７７件で

あったが、昭和４６年度に１００件を、昭和４９年度に２００件を、昭和５

１年度に４００件をそれぞれ超え、昭和５２年度に５１６件に達した。その

後、平成１５年度に至るまで増減を繰り返したが、多い年度では７００件を20 

超え、少ない年度でも２００件を下回ることはなかった。建設業の中にはず

い道工事も含まれることから、この件数が全て石綿肺の発生件数ということ

はできないものの、石綿肺の発生件数がかなりの割合を占めるものと推測さ

れる。（前記第１節第１の２⑼ウ ）。 

また、産業別の石綿関連疾患発生件数の統計のある平成１７年度以降、建25 

設業労働者の石綿関連疾患の発生件数は、同年度が２９９件、平成１８年度
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が１１０５件であり、平成１９年度から平成２６年度までは５００件台又は

６００件台で推移した。（前記第１節第１の２⑼ウ ）。 

エ 以上の事情に加え、前記の石綿関連疾患の発症時期を併せ考えると、建築

作業従事者において、昭和４０年代以降の石綿粉じん曝露を原因とする石綿

関連疾患の発症が増加したことが推察される。 5 

  ⑸ 小括 

  以上によれば、昭和４０年代以降の建築現場は、石綿含有建材から発散され

る石綿粉じんに曝露する危険性が非常に高い作業環境であったが、そこで建築

作業に従事する大半の作業者は、このような危険な現場であることの認識がな

く、そのため効果のある防じんマスクを着用していなかったことが認められる。10 

したがって、昭和４０年代以降、建築作業従事者には、石綿含有建材から発散

する石綿粉じんに曝露することにより、石綿関連疾患に罹患する広範かつ重大

な危険が生じていたということができる。このことは、建築作業従事者の石綿

関連疾患への罹患状況によっても裏付けられている。 

 ３ 前記２（建築作業従事者における石綿関連疾患罹患の危険性）に関する被控訴15 

人らの予見可能性 

  ⑴ 屋内の建築現場における建築作業従事者について 

ア 前記２⑴及び⑵に記載した事情、すなわち、昭和４０年代以降、石綿含有

建材の使用量が増加し、電動工具の普及とあいまって、石綿含有建材から発

散する石綿粉じんが増加したこと、建築作業者は、自らが直接取り扱う石綿20 

含有建材から発散した石綿粉じんに曝露するだけではなく、他の建築作業者

の作業により発生する石綿粉じんにも曝露する状況にあったこと、建築工事

の進行に伴い、屋内の建築現場は、気密性が増し、石綿粉じんが滞留してい

たこと、大半の建築作業従事者は、危険な現場であることの認識がなく、防

じんマスクを着用していなかったことなどは、いずれも被控訴人らの製造販25 

売する石綿含有建材の建築現場における使用状況に関する事実である。そし
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て、石綿含有建材は、出荷された状態のまま、そっと飾られるようなもので

はなく、建築資材として使用されていくものであって、被控訴人らは、前記

第１のとおり、使用者の生命、身体に対する危険性を有する石綿含有建材の

製造販売者として、その使用者に対し、製品の安全性についての高度の注意

義務を負っているのであるから、自ら製造販売した石綿含有建材が、建築現5 

場でどのように使用されているかを把握し、具体的な使用状況における安全

性を確保するために、上記の各事情を当然に認識しておくべきであったし、

かつ、これらを認識することが可能であったと認められる。 

また、前記２⑶の昭和４６年に発表された木村の論文に掲載された工場に

おける石綿板切断に係る石綿粉じん濃度の測定結果（前記第１節第１の２の10 

⑻ア）は、昭和４８年労働省通達において定められた石綿の抑制濃度である

５本／㎤を超えるものであったが、この論文が掲載された雑誌は、公刊され

ており、誰でも入手可能なものであったから、被控訴人らにおいては、遅く

とも上記通達の発出された昭和４８年には、屋内での建築現場において、通

達で定められた抑制濃度を超える石綿粉じん濃度が測定されていることを15 

認識しておくべきであったし、かつ、認識することが可能であったと認めら

れる。 

そして、被控訴人らは、石綿関連疾患に関する医学的知見の点においても、

前記第１のとおり、遅くとも昭和４８年の時点で、石綿粉じんに曝露するこ

とにより、石綿関連疾患に罹患する危険があることを認識することが可能で20 

あったと認められる。 

以上によれば、被控訴人らは、遅くとも昭和４８年の時点で、屋内の建築

現場における建築作業従事者について、石綿含有建材から発散される石綿粉

じんに曝露し、石綿関連疾患に罹患する危険性が生じていたことを認識して

おくべきであったし、かつ、認識することが可能であったと認められる。 25 

   イ なお、石綿吹付け作業に従事する者については、前記アで説示した内容に
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加え、前記第１節第１の２で引用して説示する昭和４６年に発表された瀬良

の論文において、石綿吹付け作業については、強力な予防指導が必要である

と思われる旨の報告がなされていたとの事情が認められ、より早い時期にお

いて予見可能であったとも考えられるが、本件被災者らには、石綿吹付け作

業に従事する吹付け工は含まれていない。 5 

⑵ 屋外の建築現場における建築作業従事者について 

   ア 屋外における石綿粉じん濃度の測定結果としては、前記第１節第１の２⑻

エの桜井、東らによる測定結果（以下「測定結果①」という。）、同⑻オの海

老原らの測定結果（以下「測定結果②」という。）同⑻カの久永らによる測定

結果（以下「測定結果③」という。）、同⑻キの平成４年労働省通達に添付さ10 

れた資料の測定結果（以下「測定結果④」という。）、同⑻クの建設業労働災

害防止協会による測定結果（以下「測定結果⑤」という。）、同⑻ケのＢＫレ

ポートの測定結果（以下「測定結果⑥」という。）、同⑻コの外山らによる測

定結果（以下「測定結果⑦」という。）、がある。 

   イ 国は、石綿粉じんの濃度について、前記第１章第２節第７の１のとおり、15 

昭和４８年労働省通達で、抑制濃度の規制値を５本／㎤と指導することを指

示し、昭和５０年労働省告示で、抑制濃度の規制値を５本／㎤と定め、昭和

５１年労働省通達で、当面、２本／㎤（クロシドライトにあっては０．２本

／㎤）以下の環気中粉じん濃度を目途とするように指導することを指示し、

昭和５９年労働省通達で、管理濃度を２本／㎤とし、昭和６３年労働省告示20 

で、管理濃度を２本／㎤と定め、平成１６年１０月１日、平成１６年労働省

告示で、管理濃度を０．１５本／㎤と定めた。前記の測定結果①から⑦のう

ち、２本／㎤を超える測定結果は、測定結果①及び測定結果②にあるが、測

定結果②は平成１９年に出版された書籍に記載されたものであり、平成１６

年労働省告示が発出される前に、被控訴人らが認識し得なかったものである。25 

測定結果①については主に石綿含有建材の切断作業をする者につきその作
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業をする限られた時間の個人ばく露濃度を測定したものであり、この測定結

果をもって、屋外建築作業に従事する者が就業時間を通じて当該濃度の石綿

粉じんにばく露していたということはできない。 

   ウ 日本産業衛生協会は、平成１３年、石綿を発がん物質と分類し、評価値と

して０．１５本／㎤を勧告したが、その意味は、労働者が１日８時間、週４5 

０時間程度、５０年間にわたり０．１５本／㎤のクリソタイルのみの石綿粉

じんにばく露したときに、１０００人に１人、過剰発がんリスクが発生する

というものである。そうすると、上記の数値以上の濃度の石綿粉じんに短時

間ばく露することにより、直ちに上記の過剰発がんリスクが発生するという

ものではない。また、測定結果①、②、⑤、⑥、⑦には０．１５本／㎤以上10 

のものが相当数あるが、測定結果①及び⑤については主に石綿含有建材の切

断作業をする者につきその作業をする限られた時間の個人ばく露濃度を測

定したものであり、測定結果⑥については測定時間等の測定条件の詳細が明

らかでないから、これらの測定結果をもって、屋外建築作業に従事する者が

就業時間を通じて当該濃度の石綿粉じんにばく露していたということはで15 

きない。測定結果②は平成１９年に出版された書籍に記載されたものであり、

測定結果⑦は平成１７年に報告されたものであって、いずれも平成１６年労

働省告示が発出される前に、被控訴人らが認識し得なかったものである。そ

して、測定結果③及び④は、いずれも０．１５本／㎤を下回るものである。 

エ 前記アの屋外建築作業に係る石綿粉じん濃度の測定結果は、全体として屋20 

内の作業に係る石綿粉じん濃度の測定結果を大きく下回るところ、これは、

屋外の作業場においては、屋内の作業場と異なり、風等により自然に換気が

され、石綿粉じん濃度が薄められるためであることがうかがわれる。 

オ 以上によれば、前記アの石綿粉じん濃度の測定結果に０．１５本／㎤を上

回る測定結果があることをもって、被控訴人らが、屋外建築作業に従事する25 

者に石綿関連疾患に罹患する危険が生じていることを認識することができ
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たということはできない。 

第３ 警告義務 

 １ 警告義務の内容及び履行方法 

⑴ 被控訴人らの製造販売する石綿含有建材は、加工等の際に石綿粉じんを発散

し、石綿関連疾患に罹患する危険性のある製品である。このことから、被控訴5 

人らは、前記第１の注意義務の一環として、人体に対する有害な影響を防止す

るために、石綿含有建材に内在する危険性の内容及び回避手段について警告す

る義務（以下「警告義務」という。）を負うものと認められる。 

具体的には、①石綿含有建材には石綿が含有されていること、②石綿含有建

材の加工等により発散する石綿粉じんに曝露すると、石綿肺、肺がん、中皮腫10 

等の重篤な石綿関連疾患を発症する危険があること、③そのような危険を回避

するためには、石綿含有建材の切断等の石綿粉じんを発散させる作業及びその

周囲における作業を行う際に、必ず適切な防じんマスクを着用する必要がある

ことを警告する必要があるものと認められる。 

警告の履行方法としては、石綿含有建材の建築現場への通常の搬入方法に応15 

じ、容器に入れられて又は包装された状態で搬入される製品については、個々

の容器又は包装の上に、容器に入れられたり包装されたりすることなく搬入さ

れる製品については、個々の建材の上に、それぞれ表示するのが相当である（と

りわけ石綿含有建材の容器又は包装に警告表示をすることは、建材自体の性質

を変更するものでも、特段の技術を要するものでもないから、石綿含有建材を20 

製造販売する者がごく容易に行うことができるのであって、被控訴人らの中に

も、同趣旨の主張をしている者がいる。）。 

⑵ このような警告義務は、石綿含有建材を使用する者に対する私法上の義務で

あり、石綿含有建材の製造販売者が安衛法５７条に基づいて負う公法上の義務

である警告表示義務とは異なるものである。そのため、これらの義務の内容は25 

必ずしも一致するものではなく、公法上の警告表示義務を遵守していたことを
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もって、上記の私法上の警告義務を履行していたといえるものではないから、

これをもって義務違反がなかったといえるものでもない。 

 ２ 警告義務の相手方 

  ⑴ 被控訴人らは、建築工事において、石綿含有建材を当初に取り扱う者に対し、

警告義務を負うことはもとより、石綿含有建材が一旦使用された後に当該工事5 

において当該建材に配線や配管のため穴を開ける作業等をする後続作業者や、

当該工事においてこれらの作業等とその付近において並行して作業等をする

者に対しても、警告義務を負うものと解する。なぜなら、建物工事の現場にお

いて、石綿関連疾患を発症する危険があることは、石綿含有建材に付された表

示を契機として、当該工事を監督する立場にある者等を通じて、後続作業者等10 

にも伝達されるべきものであるところ、そもそも、上記の表示がされていなけ

れば、当該工事を監督する立場にある者等が当該建材に石綿が含有されている

ことや作業等の危険性、回避の必要性等を知る契機がなく、上記の危険がある

ことを後続作業者等に伝達することができないからである。 

  ⑵ 他方で、被控訴人らは、改修工事又は解体工事において、既存の石綿含有建15 

材の撤去、廃棄作業に従事する者に対しては、警告義務を負うものではないも

のと解される。なぜなら、新築工事において使用された石綿含有建材は、他の

建材と一体となって建築物の構成部分となることや、石綿含有建材の出荷から、

その使用後の撤去、廃棄までには長期間が経過することなどからすると、石綿

含有建材の製造販売者が出荷時に行う警告表示によって、これらの作業者に実20 

効性のある警告をするのは困難であるからである。改修工事又は解体工事に従

事する者の石綿粉じんへの曝露については、昭和６１年労働省通達、労働省通

達「石綿除去作業、石綿を含有する建設用資材の加工等の作業等における石綿

粉じんばく露防止対策の推進について」（昭和６３年基発第２００号）や平成

７年改正後の安衛則、特化則にあるとおり、改修工事又は解体工事を行う事業25 

者が、その防止に必要かつ実効的な対策をとるべきものである。 
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    なお、上記のことは、既存の石綿含有建材の撤去、廃棄についていえるもの

であるから、改修工事においても、撤去、廃棄される既存の石綿含有建材では

なく、そこで新規に使用される石綿含有建材との関係では、これを使用等する

者に対し、前記１の警告義務が認められるものである。 

 ３ 警告義務の始期等 5 

  ⑴ 被控訴人らは、前記第２の３⑴のとおり、昭和４８年の時点で、屋内の建築

現場で建築作業に従事する者が石綿関連疾患に罹患する危険性について認識

することができたということができる。そして、被控訴人らが、警告義務の履

行として、前記１⑴の表示を行うことは、石綿含有建材の性質を変更するもの

ではなく、特段の技術を要するものでもないから、極めて容易であったという10 

ことができる。そうすると、被控訴人らは、屋内の建築現場での使用、加工等

が予定されている石綿含有建材について、同作業に従事する建築作業従事者に

対し、遅くとも昭和４９年１月１日から、前記１⑴の内容及び方法による警告

義務を負うものと認められる。 

  ⑵ 他方で、前記第２の３⑵のとおり、被控訴人らは、屋外での建築作業に従事15 

する者が石綿関連疾患に罹患する危険性を認識することができたということ

はできない。そうすると、予見可能性があったとは認められない以上、被控訴

人らは、屋外での使用、加工等が予定されている石綿含有建材（㉝石綿含有住

宅屋根用化粧スレート、㉞石綿含有ルーフィング、㉟石綿含有窯業系サイディ

ング、㊱石綿含有建材複合金属系サイディング、㊲石綿含有スレート波板・大20 

波、㊳石綿含有スレート波板・小波及び㊴石綿含有スレート波板・その他）に

ついては、同作業に従事する建築作業従事者に対し、前記１⑴の内容及び方法

による警告義務を負っていたということはできない。 

４ 被控訴人らにおける警告義務違反 

被控訴人らは、屋内の建築現場での使用、加工等が予定されている石綿含有建25 

材について、同作業に従事する建築作業従事者に対し、昭和４９年１月１日から
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石綿含有建材の販売終了時まで、前記１⑴の内容及び方法による警告義務を負う

ところ、被控訴人らが、上記義務を履行していたと認めるに足りる証拠はない。 

したがって、被控訴人らには、いずれも昭和４９年１月１日（石綿含有建材の

販売開始日がそれ以降である場合は販売開始日）から石綿含有建材の販売終了時

まで、警告義務違反が認められる。 5 

そして、被控訴人らが、上記義務を履行していれば、屋内の建築現場で建築作

業に従事していた被災者らは、石綿含有建材の危険性を認識することができ、十

分な対策を行うことができたから、石綿関連疾患に罹患することがなかったもの

と認められる。 

 ５ 控訴人らの主張について 10 

  ⑴ア 控訴人らは、屋内の建築現場における建築作業従事者に対し、ＵＩＣＣ報

告が公表された昭和４０年の時点で、警告義務違反が認められるべきである

旨主張する。 

しかし、ＵＩＣＣ報告では、石綿曝露と肺がん及び中皮腫との関連が証明

されているとはしたが、因果関係があるとまでは述べられておらず、更なる15 

調査報告が必要である旨述べられていること、その後、動物実験などの調査

研究が積み重ねられ、昭和４７年ＩＡＲＣ報告がなされていることを考慮す

ると、昭和４０年の時点をもって、直ちに石綿粉じん曝露と肺がん及び中皮

腫の発症に関する医学的知見が確立したと解することはできないから、この

点に関する控訴人らの主張は理由がない。 20 

イ 控訴人らは、国が旧特化則を制定した昭和４６年、どんなに遅くとも、石

綿粉じんへの曝露と肺がん及び中皮腫の発症との因果関係についての医学

的知見が確立するなどした昭和４７年には、警告義務違反が認められる旨主

張する。 

しかし、前記のとおり、ＩＡＲＣ会議は昭和４７年１０月に開催されてお25 

り、その頃、坂部による報告が行われているとしても、昭和４７年ＩＡＲＣ
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報告及びその内容を踏まえたＩＡＲＣ論文が公表された時期が昭和４８年

であることを踏まえると、被控訴人らにおいて、昭和４７年の時点でその内

容を認識しておくべきであり、かつ、認識することが可能であったとまでは

いうことができないから、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

  ⑵ 控訴人らは、屋外の建築現場における建築作業従事者に対し、昭和４７年、5 

昭和５０年、昭和５４年、昭和６２年、平成１３年の時点で警告義務違反が認

められる旨主張する。しかし、前記第２の３⑵に記載のとおり、上記の各時点

において、被控訴人らが、屋外における建築作業従事者について、石綿関連疾

患に罹患する危険が生じていると認識することができたということはできな

いから、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 10 

  ⑶ 控訴人らは、被控訴人らが石綿含有建材の販売に当たって販売先や建材の種

類、数量、石綿含有率等の情報を記録、保存する義務や、既に流通している石

綿含有建材の使用状況の変化等を追跡、監視する義務を負うことを前提に、被

控訴人らは既に流通している石綿含有建材に関しても石綿含有建材の危険性

や被害防止のための対策等を警告する義務（販売後の警告義務）を負う旨を主15 

張する。 

しかし、販売後であっても製品の危険性が明らかであれば、一般的にその危

険性等を周知させることが望ましいことは明らかであるものの、控訴人らの上

記主張の内容を前提とすれば、被控訴人らは、自らが販売した石綿含有建材の

全ての販売先を記録し、かつ、当該建材が使用された全ての建築現場を把握し20 

てその状況を継続的に監視すべきことになるが、被控訴人らにかかる義務を課

す具体的な法令のない中で、また、前記のとおり、改修、解体工事に従事する

者の石綿粉じんへの曝露については当該工事を行う事業者がその防止に必要

かつ実効的な対策を採ることが可能である中で、被控訴人らが上記のような負

担を伴う義務を負うものとまでは解することができない。したがって、この点25 

に関する控訴人らの主張は理由がない。 
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 ６ 被控訴人らの主張について 

  ⑴ 被控訴人らの中には、知見を有しておらず、コントロールすることもできな

い他の企業の製品による曝露をも踏まえて予見可能性を判断するのは過失責

任の原則を無視するに等しい旨を主張する者がある。 

しかし、予見可能性は、被控訴人らが製造販売した石綿含有建材が実際にど5 

のように使用されているかといった客観的事実や、これについての被控訴人ら

の認識ないし認識可能性を前提に判断されるべきものであって、このような考

慮の下に、被控訴人らの製造販売した石綿含有建材が人の生命、身体に危険を

及ぼし得ることを予見することが可能であると判断された場合に、被控訴人ら

が自ら製造販売した石綿含有建材について法的な責任を負い得ると考えるこ10 

とは、過失責任の原則に反するものではない。また、被控訴人らは、他の企業

も、自己のものと同様の製品を販売していることを十分に認識していたと認め

られるのであって、他の企業を含む業界全体として考えたとしても、石綿含有

建材が人の生命、身体に重大な危険を及ぼし得ることを予見することが可能で

あったといえるのであって、自ら製造販売した石綿含有建材についての責任を15 

免れることはできないものである。したがって、この点に関する被控訴人らの

主張は理由がない。 

⑵ 被控訴人らの中には、石綿のうちクリソタイルについては石綿関連疾患への

罹患の危険性が少ないなどとして、クリソタイルについては、前記の危険性に

ついての知見が確立していなかった旨の主張をする者がある。 20 

しかし、昭和４７年ＩＡＲＣ報告により、市販されている主な石綿の一種で

あるクリソタイルが肺がん、中皮腫を惹起し得る旨の医学的知見が国際機関に

よって示されているのであるから、クリソタイルの惹起力が他の種類の石綿と

比べて低かったとしても、予見可能性がなかったといえるものではなく、この

ような知見が示されていることをもって、クリソタイルについても警告義務の25 

発生に必要な危険性の予見が可能であったものというべきである。また、クリ
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ソタイルの危険性についてアンフィボール原因説といった上記と異なる見解

が示され、クリソタイルの危険性について一部に論争が生じていたとしても、

かかる論争の結果としてクリソタイルの上記危険性は否定されるべきである

といった見解が支配的となったなどの事情を認めるに足りる証拠はないので

あって、かかる見解や論争の存在によって、上記の判断が左右されるものでは5 

ない。したがって、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

  ⑶ 被控訴人の中には、被控訴人らに警告義務が課せられるとしても、国が安衛

法に基づく規制権限等を行使しなかったことが違法となる昭和５０年１０月

１日と比較して、相当程度遅い時期である旨主張する者がある。 

しかし、国の責任は、規制権限をもって、製品の製造販売者を監督するとい10 

う第二次的なものである。これに対し、被控訴人らの負う警告義務は、前記第

１のとおり、危険な製品の製造販売者が、自ら製造販売したことによって社会

内を流通するに至った危険な製品の使用者に対して負う高度の注意義務に基

づくものであり、第一次的なものというべきであるから、被控訴人らに警告義

務が課せられる時期が、国の権限不行使が違法となる時期よりも遅いなどとは15 

到底解することができないものである。したがって、この点に関する被控訴人

らの主張は理由がない。 

⑷ 被控訴人らの中には、被控訴人らが製造販売した石綿含有建材に石綿が含ま

れることを示す「ａ」マークを平成元年以降表示していた旨を主張する者があ

る。 20 

しかし、被控訴人らの上記主張によっても、「ａ」マークは平成元年以降に表

示されることとなったものにすぎない。また、「ａ」マークについては、表示さ

れるのは「ａ」という文字の意匠だけであり、このような表示を見ただけでは

その意味ないし危険性やこのような表示がされた製品の取扱上の注意につい

て具体的に認識することができるものではなかった（甲Ａ１３１９）。また、25 

「ａ」という文字の意匠は、これだけを見て逆に優れていることを示すものと
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も理解されかねないものであるし、少なくとも危険性の表示として到底十分な

ものといえないことは明らかである。 

以上によれば、「ａ」マークの表示によって、警告義務が履行されたとはいえ

ない。したがって、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

第４ 石綿不使用義務 5 

１ 前記第２章第２節第８、前記第３章第１節第１の１、３及び４の認定事実によ

れば、昭和４７年ＩＡＲＣ報告やＩＡＲＣ論文が石綿の発がん性を指摘し、我が

国でも、昭和５３年に労働省専門家報告が具体的な石綿粉じんの濃度に係る測定

結果を示すなどしつつ石綿の発がん性を指摘したが、昭和４７年ＩＡＲＣ報告や

ＩＡＲＣ論文を受けて石綿の製造等の禁止措置を直ちに採った国はない。また、10 

昭和４７年ＩＡＲＣ報告、ＩＡＲＣ論文、労働省専門家報告の各内容をもって、

石綿の製造等を直ちに禁止すべきとの考え方が示されたともいえない。かえって、

ＩＬＯが昭和６１年に採択した石綿条約の内容は、石綿の代替化については技術

的に可能である場合に石綿代替製品を使用すべきとの留保を付し、また、石綿含

有製品又はその容器への適切な表示、石綿濃度の基準の遵守やこれを減少させる15 

措置の実施、上記基準を遵守できない場合の呼吸用保護具の使用を定めているの

であり、これらは石綿含有製品の製造、使用等が今後も行われることを前提とし

たものと考えられる。さらに、平成元年のＷＨＯ報告の内容は、少なくともクリ

ソタイルについて石綿曝露の程度を管理しつつ使用を継続することができると

の考え方を採っていることが認められる。 20 

２ 石綿の代替化については、昭和５０年改正特化則によってその努力義務が定め

られた後、代替製品の価格や性能の問題に対処しつつ、上記代替化が漸次進めら

れてきたといえるが、平成８年の時点においてもなお代替化が未了の建材もあっ

たのである。そして、石綿代替繊維の安全性については、昭和４７年頃にはその

調査、研究の必要性が認識され、以後、この点に関する知見が集積されていった25 

が、この中で、昭和６３年ＩＡＲＣ報告は、人造鉱物繊維であるグラスウール、
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ロックウール、スラグウールがいずれも人に対して発がん性があるかもしれない

と評価し、また、森永が平成元年に天然鉱物繊維であるワラストナイト、アタパ

ルジャイト、セピオライトについても人に対する発がん性があるなどと判定され

る可能性を指摘していたのである。そして、以上の各繊維のうち、断熱用のグラ

スウール、ロックウール、スラグウールについては、平成１４年ＩＡＲＣ報告に5 

よって、人に対する発がん性の有無については分類することができないと評価が

改められたが、平成１６年の中災防報告では、上記３繊維についてなお発がん性

の潜在的な能力を有する旨の知見が示されていたのである。 

３ 諸外国における石綿の規制の在り方等については、上記各主要先進国のうち、

ドイツにおいては平成５年にはクリソタイルを含む石綿及び石綿含有製品の製10 

造等が原則として禁止されていたものの、フランスにおいては平成９年から、イ

ギリスにおいては平成１１年から、クリソタイルを含有する製品の供給、使用等

がいずれも段階的に禁止されていったのであり、ＥＵにおいては、平成１１年に、

平成１７年までにクリソタイルの使用を禁止することとされたのである。また、

現在でも、米国においては石綿含有製品の製造や使用等が全面的には禁止されて15 

いないし、カナダはクリソタイルについては管理して使用すれば安全であるとの

立場を採っているのである（ただし、カナダはクリソタイルの主要な生産国であ

る。）。 

４ 以上によれば、控訴人らが指摘する昭和４７年、昭和５０年、昭和５３年、昭

和６２年、平成３年、平成７年の各時点においては、クリソタイルについては管20 

理使用が可能であるとの考え方が相当程度残っていたものと認められるし、石綿

の代替化には価格、性能等の技術的な難点がなお残っていた上、主要な石綿代替

繊維の人体に対する危険性も指摘されていたのである。また、主要先進国におい

ても、上記各時点においては、クリソタイルを含む石綿の使用を全面的に禁止し

ていた国はなかったか、あったとしても少数であったと考えられる。このような25 

中で、控訴人ら主張の上記各時点において、被控訴人らが、直ちに石綿不使用義
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務を負っていたとまでいうことはできない。 

第３節 被控訴人らの間における共同不法行為の成否 

第１ 民法７１９条１項後段の類推適用について 

 １ 前記前提事実及び認定事実によれば、本件被災者らは、いずれも、一定の期間、

複数の建築現場において建築作業に従事し、それぞれの建築現場において石綿含5 

有建材を取り扱い、当該建材から生じた石綿粉じんに曝露し、このような曝露が

累積的に蓄積される中で、石綿関連疾患を発症したものと認められる。 

他方で、建築現場においては複数の石綿含有建材が使用されることが想定され

るところ、個々の建築現場において何種類のどのような石綿含有建材が使用され

るかの組合せは、当該建築現場において建築される建築物の種類や施工事業者の10 

違いなどによって多岐にわたると考えられる。また、本件被災者らは、個々の建

築現場において、自らが直接取り扱った石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝

露する場合もあれば、他の者が取り扱った石綿含有建材から生じた石綿粉じんに

間接的に曝露する場合もあったと考えられる。そのため、本件においては、本件

被災者らの個々の建築現場における石綿含有建材からの石綿粉じんへの曝露と15 

本件被災者らが石綿関連疾患を発症したこととの間に因果関係があるか否かは、

必ずしも直ちに明らかであるとはいえない。 

このような中で、控訴人らは、被控訴人らについて、民法７１９条１項後段の

類推適用による不法行為責任（共同不法行為責任）を主張しているところ、上記

のような場面において、同項後段の類推適用が認められるか否かについて、以下20 

検討する。 

 ２ 民法７１９条１項は、「数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたと

きは、各自が連帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれ

の者がその損害を加えたかを知ることができないときも、同様とする。」と規定

するところ、同項後段は、複数の者がいずれも被害者の損害をそれのみで惹起し25 

得る行為を行い、そのうちのいずれの者の行為によって損害が生じたのかが不明
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である場合に、被害者の保護を図るため、公益的観点から、因果関係の立証責任

を転換して、上記の行為を行った者らが自らの行為と損害との間に因果関係が存

在しないことを立証しない限り、上記の者らに連帯して損害の全部について賠償

責任を負わせる趣旨の規定であると解される。そして、被害者によって特定され

た複数の行為者のほかに被害者の損害をそれのみで惹起し得る行為をした者が5 

存在しないことは、民法７１９条１項後段の適用の要件であると解するのが相当

である。本件では、前記１のとおり、建築現場の実情等からして、特定の被控訴

人が製造販売した石綿含有建材から発散される石綿粉じんが、被災者の石綿関連

疾患の発症にどの程度の影響を与えたのか明らかではないことや、被災者が特定

の被控訴人以外の者の製造販売した石綿含有建材から発散される石綿粉じんに10 

も曝露している可能性があることなどから、民法７１９条１項後段を適用するの

は困難である。 

   しかし、被控訴人らは、前記第２節のとおり、いずれも石綿含有建材を製造販

売する際に、当該建材が石綿を含有しており、当該建材から生ずる粉じんを吸入

すると石綿肺、肺がん、中皮腫等の重篤な石綿関連疾患を発症する危険があるこ15 

と等を当該建材やその包装に表示する警告義務を負っていたにもかかわらず、そ

の義務を履行していなかったことが認められる。また、前記１のとおり、本件の

被災者らは、一定の期間、複数の建築現場において建築作業に従事し、それぞれ

の建築現場において複数の企業が製造販売する石綿含有建材から生じた粉じん

に曝露し、かかる曝露が累積的に蓄積される中で、石綿関連疾患を発症したとこ20 

ろ、被控訴人らは、前記第２節第２のとおり、石綿含有建材を製造販売する企業

として、いずれもこのような事態を想定することが可能であったということがで

きる。以上の事情に照らすと、本件被災者らが、ある石綿含有建材を取り扱って

おり、かつ、当該石綿含有建材のうち特定の被控訴人の製造販売したものが、当

該被災者らが稼働する建築現場に相当回数にわたり到達して用いられていると25 

の事情が認められる場合には、当該被災者らが、特定の被控訴人の製造販売した
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石綿含有建材から生じた粉じんに曝露しており、ひいては、被控訴人らは、当該

被災者らの石綿関連疾患の発症に少なくとも何らかの寄与をしているというこ

とができるのであるから、被害者保護の見地から、民法７１９条１項後段が適用

される場合との均衡を図って、同条後段の類推適用により、因果関係の立証責任

が転換されると解するのが相当である。もっとも、前記１のとおり、特定の被控5 

訴人の製造販売する石綿含有建材を取り扱ったことによる石綿粉じんの曝露量

は、被災者らの石綿粉じん曝露量の一部にとどまるといった事情等があることか

ら、特定の被控訴人は、こうした事情等を考慮して定まるその行為の損害の発生

に対する寄与度に応じた範囲で損害賠償責任を負うものと解すべきである。（最

高裁平成３０年（受）第１４４７号、第１４４８号、第１４４９号、第１４５１10 

号、第１４５２号令和３年５月１７日第一小法廷判決参照） 

 ３ 被控訴人らの中には、民法７１９条１項後段を類推適用する場合においても、

同項後段を適用する場合と同様に、加害者の行為が単独で被害者に生じた損害の

全部を惹起する危険性のあるものであることが必要である旨や、被害者について

他に加害者となり得る者が存在しないことが必要である旨を主張する者がある。 15 

しかし、前記２のような理由によって同項後段を類推適用するのが妥当と考え

られることや、その場合に、加害者が寄与度に応じた範囲でのみ損害賠償責任を

負う(複数の場合には、連帯して損害賠償責任を負う)のが相当であるといった点

に鑑みると、同項後段を適用するのではなく、これを類推適用する場合には、加

害者の行為が単独で被害者に生じた損害の全部を惹起する危険性のあるもので20 

あることや、他に加害者となり得る者が存在しないことは必要ないものと解する

のが相当である。したがって、この点に関する被控訴人らの主張はいずれも理由

がない。 

 ４ 控訴人らは、第１順位の主張として、民法７１９条１項後段を類推適用する場

合にも、被控訴人らが、本件被災者らに発生した損害の全部について連帯責任を25 

負う旨主張する。 
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しかし、前記のとおり、特定の被控訴人の製造販売する石綿含有建材を取り扱

ったことによる石綿粉じんの曝露量は、被災者らの石綿粉じん曝露量の一部にと

どまるといった事情等があること、同項後段の類推適用により、因果関係の立証

責任が転換されることなどに鑑みると、当該被控訴人に損害の全部について連帯

責任を負わせるのは相当でなく、当該被控訴人は、その行為の損害の発生に対す5 

る寄与度に応じた範囲で損害賠償責任を負う(複数の場合には、連帯して損害賠

償責任を負う。)ものと解するのが相当であるから、この点に関する控訴人らの

主張は理由がない。 

また、被控訴人らが寄与度に応じた範囲で損害賠償責任を負う(複数の場合に

は、連帯して損害賠償責任を負う。)ものと解する以上、それが認められない場合10 

に備えて主張された控訴人らの第３順位の主張については判断を要しない。 

第２ 被控訴人らの製造販売した石綿含有建材が、被災者らの稼働する建築現場に相

当回数にわたり到達したことの立証について 

１ 前記前提事実及び認定事実によれば、本件被災者らは、長期間にわたり多数の

建築現場において様々な種類の石綿含有建材（自らが取り扱ったもの、他の者が15 

取り扱ったものの双方を含む。）から生じた石綿粉じんに曝露したものと考えら

れることや、石綿関連疾患が、石綿粉じん曝露から長期間の潜伏期間を経て発症

するものであることなどの事情から、控訴人らにおいて、被災者らが作業をして

いた個々の建築現場で取り扱われていた石綿含有建材を個別に立証することは、

現実的に困難であるといわざるを得ない。 20 

このような中、控訴人らは、前記第２章第３節第１の１⑵のとおり、国交省デ

ータベースを基に、国交省データベースに掲載された石綿含有建材を４２種類の

種別に分類し、これに掲載されていない石綿含有建材である㊸混和材を加えた４

３の種別のうち、各被災者の職種から想定される作業内容等を踏まえ、本件被災

者らが当該建材から発散する石綿粉じんに曝露する可能性の高い直接取扱い建25 

材を選定し、そこから、各被災者が建築作業に従事した建物の種類、就労期間等
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に照らし、各被災者に到達した可能性が低いものを除外し、さらに、各被災者が

建築作業に従事した期間とその建材の製造期間との重なりが１年未満である建

材を除外するなどし、このようにして被災者ごとに特定した石綿含有建材のうち

用途を同じくする建材において概ね１０％以上のシェアを有するものについて

は、各被災者が建築作業に従事した建築現場に到達した蓋然性が高いとして、こ5 

れを各被災者に係る主要原因建材として、各被災者との関係で主要原因建材とさ

れた石綿含有建材を製造販売したとされる特定の被控訴人らを相手に損害賠償

を請求している。 

控訴人らは、本件訴訟の口頭弁論終結に至るまでに、主張の修正等を通じ、各

被災者について、概ね、主要原因建材を適切に選定するに至ったものと評価する10 

ことができる。また、上記の主要原因建材の選定方法に鑑みれば、現時点で各被

災者について主要原因建材として選定されている建材については、これが各被災

者の作業する建築現場に到達していた可能性が相応に高いと評価することがで

きる。そうすると、特定の被控訴人の製造販売した石綿含有建材が特定の被災者

の作業する建築現場に相当回数にわたり到達していたとの事実（以下「現場到達15 

事実」という場合がある。）については、主要原因建材のシェアや各被災者が就労

した建築現場の数に鑑み、確率論的な見地からの考慮を加味することで、立証で

きる場合があり得ると解するのが相当である。（最高裁平成３１年（受）第５９６

号令和３年５月１７日第一小法廷判決参照） 

なお、個々の主要原因建材のうち、各被災者との関係で主要原因建材となり得20 

るかどうかについて疑義があるものについては、前記のシェア等からの検討とは

別に、当該疑義について個別に検討した上で、各被災者が当該建材から生じた石

綿粉じんに曝露したと認められるか否かを判断するのが相当である。 

２⑴ 前記の主要原因建材の市場におけるシェアを用いた確率論的な見地からの

考慮は、ある用途に用いられる建材について、当該建材が用いられ得る建築現25 

場に到達する確率をＰとし、当該建材のシェアをｓ、建築現場の数をｎとする
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と、上記確率Ｐは、以下の式で求めることができる。 

           Ｐ＝１−（１−ｓ）
ｎ
 

例えば、上記建材のシェアｓが１０％である場合には、以下の計算により、

上記建材は２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性

があるものと考えられる。 5 

１−（１−０．１）
２０

≒０．８７８４２ 

また、上記建材のシェアｓが２０％である場合には、以下の計算により、上

記建材は１０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性が

あるものと考えられる。 

１−（１−０．２）
１０

≒０．８９２６３ 10 

さらに、上記建材のシェアｓが３０％である場合には、以下の計算により、

上記建材は６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性が

あるものと考えられる。 

１−（１−０．３）
６
≒０．８８２３５ 

⑵ ある石綿含有建材に代替製品（他の種別の石綿含有建材及び無石綿製品）が15 

存在する場合には、ある用途に用いられる建材の現場到達事実を認定するため

の検討であることに鑑みれば、シェアを検討するに際しては、当該代替製品の

存在を考慮する必要があるものといえる。そこで、後記第３において、各石綿

含有建材のシェアを検討するにあたっては、代替製品の存在を踏まえた上で、

代替製品と合算したシェアを算出する必要があるか否か、また、シェアを用い20 

た手法により現場到達事実を認定することが相当であるか否かについて、石綿

含有建材ごとに検討することとする。ただし、被災者らは、石綿関連疾患に罹

患しているのであるから、例えば、被控訴人らに警告義務違反が認められる期

間内にだけ、特定の種類の建材のみを使用していて、他の時期や他の種類の石

綿含有建材からの石綿粉じん曝露が考えられない場合などには、当該被災者が25 

当該期間において使用していた特定の種類の石綿含有建材のいずれかからの
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曝露しか考えられないし、石綿関連疾患を発症するのに十分なだけその種類の

石綿含有建材から石綿粉じんを曝露していることになるから、このような場合

には、代替製品の存在を考慮する必要はないものといえる。 

⑶ 本件被災者らは、各人ごとに、就労期間や就労した建築現場数に大きな差異

がある。そこで、後記第４においては、現場到達事実が認められるかどうかに5 

ついて、各被災者が就労した建築現場の数に鑑み、確率論的な見地から、シェ

アを用いた手法により現場到達事実を認めることができるか否かを検討する

こととする。 

 ３ 控訴人らの主張について 

控訴人らは、ある建材に代替製品があるというだけではシェアを合算させる必10 

然性はなく、当該建材が使用される限り同じ建物に別の建材が使用されないとい

う関係性が成り立つ場合に限り、シェアを合算させる合理性が認められる旨を主

張する。 

確かに、控訴人らの主張するとおり、ある建物に用途を同じくする複数の同種

の建材が使用される場合もあり得ると考えられるが、そのような場合がどの程度15 

あるのかは明らかでない。また、そのような場合であっても、到達が検討される

建材とは別のこれに代替される建材が使用されれば、その分、当該建物において

到達が検討される建材が使用される確率は少なくとも相当程度低くなる関係に

はあるということができる。そうすると、確率論的な見地からの検討をするにあ

たっては、代替製品をも考慮した上で上記建材のシェアを算出する方が、より実20 

態に即した判断が可能になるものというべきであるし、また、代替製品を考慮し

ないとすると、上記到達が実態よりも広範に認定されてしまうおそれがあるもの

といえる。したがって、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

 ４ 被控訴人らの主張について 

 ⑴ 被控訴人らの中には、国交省データベースの掲載内容の信用性が低い旨を指25 

摘する者がある。 
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しかし、証拠（甲Ａ１０３０、甲Ｃ３０の１、２）によれば、国交省データ

ベースの作成目的は、建築物等の解体工事等に際し、使用されている建材の石

綿含有状況に関する情報を簡便に把握し得るようにすることを目的として作

成されたものであり、そうであれば、その掲載情報は、建築物等の解体作業者

が石綿粉じんに曝露することを防止することなどのために非常に重要なもの5 

であるから、その確度を高めるための措置がとられてしかるべきである。そし

て、国交省データベースは、官公庁、業界団体、建材メーカー等が公表してい

たデータを収集し、また、それらから保有するデータの提供を受けるなどの協

力を得て構築され、平成１８年度に初めて公表されたものであり、公表以降、

おおむね１年に１回、追加、修正、削除等の更新がされており、その掲載情報10 

は、石綿含有建材のメーカーの従業員、国交省及び経産省の担当部局の職員、

大学の研究者等により構成される石綿（アスベスト）含有建材データベース構

築委員会で審議され、決定されているのである。これらによれば、国交省デー

タベースは、官公庁、業界団体、建材メーカー等が公表又は保有していたデー

タ等を収集して構築された後、相当期間にわたり専門家らにより逐次更新がさ15 

れてきたものであって、少なくとも石綿含有建材の名称、製造者、製造期間等

に係る掲載情報については相応の信用性があるということができる。したがっ

て、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

 ⑵ 被控訴人らの中には、建材のシェアに関する資料の信用性が低い旨を指摘す

る者がある。 20 

しかし、上記資料の作成目的は、業界関係者が市場の動向を探るための参照

の便宜に供することを目的として作成されたものであるから、上記資料は、相

応の信用性を確保する必要があり、その作成目的に沿った相応の確度を有する

ことが期待されていたということができる。そして、上記資料には、その作成

時期に近い年度のシェアが記載されていることがうかがわれるから、その作成25 

者らは、当時、報道、公刊等がされていたデータを収集し、業界団体、建材メ
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ーカー等から聞き取りをするなどの調査によって、相応の根拠を有する建材の

シェアを算出することが可能であったし、このような調査を経たものであると

いうことができる。そうすると、上記資料それぞれの具体的な記載内容を検討

した上、被控訴人らから、上記資料に記載された自社の建材に係る情報に誤り

があることについて具体的な根拠に基づく指摘がされていない場合にはその5 

ことも踏まえて、上記資料により建材のシェアを認定することは可能であると

考えられる。したがって、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

 ⑶ また、被控訴人らの中には、石綿含有建材の流通の仕方や建築現場において

ある建材が使用される頻度、被災者が赴く建築現場等には、現実には、建築工

事に関わる元請業者等の考えや地域性、当該元請業者等と当該被災者との人的10 

関係等の様々な個別的要因によって偏りが生じ得るものであるから、到達の事

実を推認することができない旨を指摘する者がある。 

しかし、控訴人らは、前記のとおり、本件の各被災者に係る主要原因建材を

上記各被災者に到達する可能性が高いといえる建材のみに絞り込んでいる。そ

のことを前提とすると、特定された石綿含有建材の同種の建材の中でのシェア15 

が高ければ高いほど、また、特定の被災者がその建材の製造期間において作業

をした建築現場の数が多ければ多いほど、特定の被控訴人らの製造販売した石

綿含有建材が、特定の被災者の作業する建築現場に到達したことが認められる

蓋然性が高くなることは経験則上明らかである。そうすると、少なくとも被控

訴人らから他に考慮すべき個別的要因が具体的に指摘されていないときには、20 

前記のシェア及び建築現場の数を踏まえた確率計算を考慮して、建築現場への

建材の到達を認定することができるというべきである。したがって、この点に

関する被控訴人らの主張は理由がない。 

第３ 石綿含有建材のシェアを用いた手法による現場到達事実の認定の可否 

 １ 控訴人らが本件被災者らの主要原因建材として主張する石綿含有建材は、吹付25 

け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け
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材）、保温材（⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温

材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材及び⑩石綿保温材）、耐火被覆材（⑪石綿

含有けい酸カルシウム板第２種及び⑫石綿含有耐火被覆板）、断熱材（⑬屋根用

折板石綿断熱材及び⑭煙突用石綿断熱材）、石綿含有成形板等（⑮石綿含有スレ

ートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有ス5 

レートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石

綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パル

プセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板、㉛石綿

含有けい酸カルシウム床材、㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレート、㉟石綿含有窯10 

業系サイディング、㊱石綿含有建材複合金属系サイディング、㊲石綿含有スレー

ト波板・大波、㊳石綿含有スレート波板・小波及び㊴石綿含有スレート波板・そ

の他）、㊶石綿セメント円筒、㊷石綿発泡体及び㊸混和材である。以下、各石綿含

有建材について、シェアを用いた手法により、現場到達事実を認めることができ

る場合があるといえるかどうかについて検討する。 15 

 ２ 吹付け材 

  ⑴ 控訴人らが、吹付け材について、本件被災者らの主要原因建材として主張す

るのは、①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹

付け材である。これらは、主に鉄骨造建物における耐火被覆等という用途が共

通しており、相互に代替性、競合性があるといえるから、上記各建材のシェア20 

を検討するに当たっては、これらを合算して検討するのが相当である。 

⑵ 昭和４０年代のシェア 

①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材

は、いずれも昭和４０年代には製造、販売されていたことから、上記各建材の

昭和４０年代におけるシェアについて検討する。 25 

この点、鉱石質建材市場要覧（甲Ａ１１４９）の２５頁には、昭和４４年１
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０月頃の被控訴人ら（合併前、商号変更前の企業を含む。以下同じ。）の①吹付

け石綿の月間の生産、施工状況が掲載されているが、これらはいずれも幅をも

った数値として記載されており、かつ、同時点における同建材の我が国全体に

おける出荷量に関する記載がない。また、無機繊維系建材と石膏ボード（甲Ａ

１１３９）の２４頁には、昭和４５年当時の被控訴人らの①吹付け石綿に係る5 

月間の生産能力が掲載されているが、同時点における上記建材の出荷量につい

ての記載はなく、同時点における上記建材に係る我が国全体での生産能力につ

いての記載もない。そして、この当時においては、鉄骨耐火被覆材は歴史が新

しく、施工技術も高くかつ施工上の責任も重いため、ほとんどのメーカーが、

直接責任施工体制（メーカーによっては、工事部門を独立させているところも10 

あるが、体質としては変わらない。）をとっていた（甲Ａ１１３９（２６頁）、

１１４９（２６頁））。そうすると、上記の各時点においては、そこに記載され

ているメーカー以外には、当該建材を生産している者は存在しないか、存在し

たとしてもその生産量は上記メーカーの中で最も生産量の少ない者より相当

少なく、その数も少なかったと考えられるから、シェアに対する影響はほとん15 

どないといってよい。また、上記のような実情からすれば、生産量と出荷量は

ほぼ一致しているとみてよいし、少なくともシェアを検討するに当たっては、

生産能力（月間）に応じた生産量及び出荷量であったと認めるのが相当である。

ただし、上記各証拠には、いずれも上記各建材を合算したシェアに関する記載

はなく、他にこれを認めるに足りる証拠はない。したがって、上記各証拠によ20 

っても、同時点における上記各建材を合算したシェアを認定することはできな

い。 

また、上記各証拠により、昭和４４、４５年頃における①吹付け石綿のシェ

アは認定できるものの、前記のとおり、①吹付け石綿の施工量が、昭和４６年

から４８年までの間にはほぼ倍増したが、昭和４９年には施工量が激減してい25 

るといったように、施工量の変動が非常に大きいことや、昭和４６年以降、①



 

 

196 

 

吹付け石綿の製造販売を中止する企業が複数出てきていることなどを考慮す

ると、昭和４４、４５年頃における①吹付け石綿のシェアをもって、直ちにそ

の後の①吹付け石綿のシェアを推認することはできない。 

その他、昭和４０年代における上記各建材を合算したシェアを認めるに足り

る証拠はない。 5 

以上によれば、被控訴人らについて、本件被災者ら(吹付け工は含まれてい

ない。)に対する警告義務違反の始期である昭和４９年当時における上記各建

材のシェアを認めることはできない。 

  ⑶ 昭和５０年以降のシェア 

ア ①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け10 

材についての昭和５０年以降のシェアを検討するが、石綿の含有量が製品の

重量比で５％を超える吹付け材の吹付け作業は昭和５０年改正特化則によ

って同年１０月１日以降は原則として禁止されたところ、①吹付け石綿の石

綿含有率は５％以上と推認されること、同日以降①吹付け石綿が製造、販売

されたことを認めるに足りる証拠はないことから、同年以降については、②15 

石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材のシェアを合算

して検討するのが相当である。 

   イ 証拠（甲Ａ１１５０（１０８頁）、１１７６（１２６頁）、１１７７（１１

９頁））によれば、公刊された文献に、別紙７－１のとおりのシェアに関する

記載があること（「シェア」欄の各数値は、当裁判所が上記記載の内容を前提20 

に算出したものである。）が認められる。なお、上記各証拠には、いずれも、

無石綿の吹付け材を含めた推計値が記載されている。また、上記各証拠のう

ち、昭和５２年に発行された「昭和５２～５３年版 建材用途・部位別需要

動向と競合性」（甲Ａ１１５０）、昭和５５年に発行された「建材用途・部位

別需要動向と競合性」（甲Ａ１１７６）には、いずれも、吹付け材のうち耐火25 

被覆用途のものと吸音断熱用途のものとを区別せず、吹付け材のうち乾式と
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湿式とを区別しないで推計した推計値が記載されている。他方、昭和５５年

に発行された「日本の建材産業」（甲Ａ１１７７）には、吹付け材のうち耐火

被覆用途のもののみについて、乾式と湿式とを区別して推計した推計値が記

載されている。 

上記の各証拠はいずれも公刊された文献であり、その内容に照らせば、上5 

記各証拠に掲載された各データは、上記各文献の発行者が、被控訴人らを始

めとする石綿を扱う業界に属する企業が見ることも想定した上で、独自の調

査によって得た情報等の相応の根拠を基に推定した値であると考えられる。

また、上記各データはいずれも上記各証拠が公刊された年に近い年次のもの

であることに鑑みれば、上記発行者が上記調査において必要な資料等を入手、10 

参照することも十分に可能であったし、このような調査を経たものであると

考えられる。以上によれば、上記各データの信用性に疑義を生じさせるよう

な特段の事情のない限りは、上記各証拠に掲載されたデータの内容を前提に、

被控訴人らが製造、販売した建材に係るシェアを認定することができるもの

というべきである。 15 

ウ  本件被災者らとの関係で、自らが製造又は販売した②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材の一方又は双方が主要原因建材

とされている被控訴人ら（他社が製造又は販売した上記主要原因建材につ

いて損害賠償責任が認められた場合に、当該責任を共に負うとも主張され

る被控訴人企業を含む。以下、同様である。）は、被控訴人エーアンドエー、20 

被控訴人太平洋セメント、被控訴人ナイガイ、被控訴人ニチアス、被控訴

人日東紡績、被控訴人バルカー及び被控訴人ノザワである。以下、これら

の企業について、個別に検討する。 

 被控訴人ニチアスは昭和４９年に、被控訴人エーアンドエー及び被控訴

人日東紡績は昭和５０年に、それぞれ、耐火被覆用の②石綿含有吹付けロ25 

ックウールの製造、販売を終了している。 
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他方、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人日東紡

績は、上記各年以降も、③湿式石綿含有吹付け材の製造、販売を継続して

いる。しかし、証拠（甲Ａ１１７７（１１９頁）、乙ニ３（３、４頁）、９

（４、５、１３、１４頁）、４２（６頁）、乙マ１０１６（２頁）、１０１９、

乙ム１０（８、９頁）、１１（４、５頁））によれば、一般に、③湿式石綿5 

含有吹付け材の施工には、水と原料を混錬するための設備等の大型かつ高

額な設備が必要であり、その施工費用は他の乾式の吹付け材の施工の場合

と比較して２倍程度となることが認められる。また、証拠（甲Ａ１１７７

（１１９頁）、乙ニ１６（４頁）、３４（６頁）、４２（６頁））及び弁論の

全趣旨によれば、③湿式石綿含有吹付け材の用途には吸音断熱はなく、上10 

記建材の用途は耐火被覆のみであるところ、昭和５２年度の吹付けロック

ウール（湿式）の施工実績推定は合計で５９万㎡、耐火被覆用途の吹付け

ロックウール（乾式）の施工実績推定は合計で６８２万㎡であり、前者は

後者の１割に満たないものであったことが認められる。そうすると、被控

訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人日東紡績が施工した15 

③湿式石綿含有吹付け材の量は僅かであり、被控訴人エーアンドエー、被

控訴人ニチアス及び被控訴人日東紡績の昭和５０年以降の吹付けロック

ウールのシェアの大部分は、無石綿の吹付け材が占めていたものと考えら

れる。 

以上によれば、前記イに記載した各証拠によって被控訴人エーアンドエ20 

ー、被控訴人ニチアス及び被控訴人日東紡績が、自らが製造、販売した②

石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材について、一定

の期間にわたって一定の規模のシェアを継続的に有していたと認めるこ

とはできず、他にこれを認めるに足りる証拠はない。 

 被控訴人太平洋セメントは、昭和４６年から昭和５３年まで②石綿含有25 

吹付けロックウールを製造、販売していたところ、証拠（甲Ａ１１６７（７
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２頁））及び弁論の全趣旨によれば、昭和５１年に刊行された文献に、ロッ

クウール吹付け材の主要メーカーとして被控訴人太平洋セメント（日本セ

メント株式会社）が挙げられ、昭和４９年における上記ロックウール吹付

け材の施工量推定として、我が国全体での上記施工量推定の合計が７万㎡

であるところ、被控訴人太平洋セメントの上記施工量推定は１万３０００5 

㎡である旨が記載されていることが認められる。そうすると、被控訴人太

平洋セメントは、遅くとも昭和５０年以降、別紙７－１のとおり、吹付け

ロックウール（乾式、湿式）全体の約１５％、耐火被覆用の吹付けロック

ウールに限定すれば約２５％のシェアを有していたものと認められる。 

そして、被控訴人太平洋セメントは昭和４８年から平成元年まで③湿式10 

石綿含有吹付け材を製造、販売していたところ、前記アのとおり、③湿式

石綿含有吹付け材は一般的に施工されることが少ない。また、証拠（乙ニ

７、９（５、６頁）、１６（７、８頁）、３４（７頁）、４２（６頁））によ

れば、昭和５０年に、被控訴人太平洋セメントが施工した③湿式石綿含有

吹付け材の施工箇所において大規模な崩落事故が発生し、これ以降、被控15 

訴人太平洋セメントが③湿式石綿含有吹付け材を耐火被覆用の吹付け材

として販売することはほとんどなく、被控訴人太平洋セメントは上記建材

を専ら補修材として少量のみ販売していたことが認められる。 

以上によれば、被控訴人太平洋セメントは、自らが製造、販売する耐火

被覆用の②石綿含有吹付けロックウールについて、昭和５０年から昭和５20 

３年まで、約２５％のシェアを有していたものと認めるのが相当である。 

 被控訴人バルカー及び被控訴人ノザワについては、前記イの各証拠上に

単年分しか記載がなく、本件全証拠を精査しても、被控訴人バルカーが、

自ら製造、販売した②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹

付け材について、被控訴人ノザワが、自ら製造、販売した②石綿含有吹付25 

けロックウールについて、一定の期間にわたって一定のシェアを継続的に
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有していたことを認めるには足りない。 

 被控訴人ナイガイについては、前記イの各証拠上に記載がなく、その他、

被控訴人ナイガイが、自ら製造、販売した②石綿含有吹付けロックウール

について、一定期間にわたって一定の規模のシェアを継続的に有していた

と認めるに足りる証拠はない。 5 

  ⑷ 被控訴人らの主張について 

ア 被控訴人らの中には、前記のシェアを考慮するに際しては、耐火被覆用途

の吹付け材の代替製品であるせっこう、バーミキュライト（ひる石）、セラミ

ックなどを主原料とする吹付け材、石灰質原料（消石灰等）やけい酸質原料

（けいそう土等）を主原料とし、石綿やロックウール等を補助剤とするけい10 

酸カルシウム板（耐火被覆板）、マット状のセラミックファイバーやロック

ウール、鉄網モルタル（ラスモルタル）の施工面積や施工量等を考慮に入れ

る必要がある旨を主張する者がある。 

しかし、被控訴人らが主張する上記各建材のうち、吹付け材については、

④石綿含有吹付けバーミキュライトの用途は主として内装であることが認15 

められ、また、その他の吹付け材や、マット状のセラミックファイバーやロ

ックウール、鉄網モルタル（ラスモルタル）についてはこれらの施工量等を

認めるに足りる的確な証拠も見当たらない。さらに、けい酸カルシウム板（耐

火被覆板）については、例えば、昭和５２年の耐火被覆材全般の施工実績推

定は８３７万２０００㎡であるところ、耐火被覆材としてのけい酸カルシウ20 

ム板の施工実績推定は６９万㎡とされている（甲Ａ１１７７（１１９頁））の

であり、かえって、同年における耐火被覆用の吹付け材の施工実績推定は吹

付けロックウール（乾式）だけでも６８２万㎡とされている（甲Ａ１１７７

（１１９頁））こと、一般論としても、耐火被覆については耐火機能やコスト

の観点から吹付けロックウールが推奨されることが多い（乙ニ４６（３９８25 

頁））ことをも勘案すれば、耐火被覆材のシェアの大半はロックウール吹付
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け材が占めていたものと考えられ、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種

（耐火被覆材）や⑫石綿含有耐火被覆板を考慮に入れたとしても、前記⑶の

判断が左右されるものではない。 

イ 被控訴人太平洋セメントは、昭和４９年に無石綿の吹付けロックウールを

開発し、昭和５０年にはこれを商品化していたから、被控訴人太平洋セメン5 

トの②石綿含有吹付けロックウールの施工量として示される数値には無石

綿の吹付けロックウールの施工量が相当量含まれている旨を主張する。 

しかし、証拠（乙ニ５０）及び弁論の全趣旨によれば、被控訴人太平洋セ

メントは同年１月頃には無石綿の吹付けロックウールを製造していたこと

が認められるものの、これを超えて、被控訴人太平洋セメントが無石綿の吹10 

付けロックウールをどの程度販売していたのかといった事実関係を認める

に足りる的確な証拠はない。この点、被控訴人太平洋セメントの元従業員で

あるＸ３は、その陳述書（乙ニ４９）において、被控訴人太平洋セメントは

昭和４９年の当時上記建材をかなりの数量販売していた旨を述べる（３頁）

ものの、上記陳述書の内容によってもその具体的な数量は明らかではない。15 

かえって、上記陳述書においては、上記建材には接着強度の問題で顧客から

のクレームが多く、石綿を含有する製品を指定する顧客も依然として存在し

ていた旨が述べられており（３頁）、かかる内容に照らせば、被控訴人太平洋

セメントは上記無石綿の吹付けロックウールの販売を一旦は開始したもの

の、その後、顧客のクレーム等のために上記建材を全く又はほとんど販売し20 

なくなった可能性もあるものというべきである。以上によれば、この点に関

する被控訴人太平洋セメントの主張により、前記⑶の判断が左右されるもの

ではない。 

⑸ 小括 

以上によれば、被控訴人太平洋セメントの②石綿含有吹付けロックウールに25 

ついては、相応の建築現場数を前提とする場合には、シェアを用いた手法によ
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り、現場到達事実を認めることができる場合があるといえる。 

３ 保温材 

 ⑴ 控訴人らが、保温材について、本件被災者らの主要原因建材として主張する

のは、⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧

石綿含有バーミキュライト保温材及び⑩石綿保温材の４つの建材である。なお、5 

国交省データベースには、保温材として、この４つの建材に加え、⑨石綿含有

パーライト保温材が掲載されている。上記各建材は、いずれも保温を目的とす

るものであり、相互に代替性、競合性があると考えられることから、これらを

合算したシェアを検討すべきである。 

⑵ 証拠（甲Ａ１１７１（９３頁）、１４０７（１００頁））によれば、公刊され10 

た文献に、被控訴人らの昭和５０年から昭和５３年にかけての⑦石綿含有けい

酸カルシウム保温材について、別紙７－２のとおりの出荷量及びシェアに関す

る記載（なお、「シェア」欄の数値の一部は、当裁判所が上記記載の内容を前提

に算出したものである。）があることは認められる。上記各データの信用性に

疑義を生じさせるような特段の事情のない限りは、上記各証拠に掲載されたデ15 

ータの内容を前提に、被控訴人らが製造、販売した建材に係るシェアを認定す

ることができるのは、前記２⑶イに記載のとおりである。 

⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材は、保温材の中で、過去の使用量が最も

多い保温材であること（甲Ａ１３３４の１（３３頁）、乙アＡ３５（３４頁））、

そのシェアは、被控訴人ニチアスが約３０％、被控訴人エーアンドエーが約２20 

０％という大きなシェアを占めていたこと、⑧石綿含有バーミキュライトを製

造販売していたのは、被控訴人ニチアスであり、⑩石綿保温材を製造販売して

いた企業は、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人ニチアスであり、他の企業

がこれらを製造販売していたことをうかがわせる証拠はないこと（甲Ｃ２９の

５９、６１から６３）から、⑥石綿含有けいそう土保温材及び⑨石綿含有パー25 

ライト保温材の製造販売が終了した昭和５０年以降については（甲Ｃ２９の４
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３、６０）、被控訴人ニチアス及び被控訴人エーアンドエーが、上記各建材を合

算したシェアにおいて、比較的大きな割合を占めていたことがうかがわれる。 

そして、⑧石綿含有バーミキュライト及び⑩石綿保温材の出荷量は不明であ

るが、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材に⑧石綿含有バーミキュライト及び

⑩石綿保温材を合算しても、被控訴人ニチアス及び被控訴人エーアンドエーの5 

２社を合わせたシェアは５０％を下ることはない。また、⑦石綿含有けい酸カ

ルシウム保温材の被控訴人ニチアスと被控訴人エーアンドエーのシェア（被控

訴人ニチアスが約３０％、被控訴人エーアンドエーが約２０％）を大きく動か

すほど両者の⑧石綿含有バーミキュライト及び⑩石綿保温材の出荷量に開き

があったことを認めるに足りる証拠はない。そうすると、昭和５０年以降の⑦10 

石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト及び⑩石綿保

温材を合算したシェアは、被控訴人ニチアスが約３０％、被控訴人エーアンド

エーが約２０％と認めるのが相当である。 

もっとも、断熱材市場の全貌（甲Ａ１１７１（５、７、８８、９０頁））によ

れば、保温、保冷、耐火用のパーライト（無石綿製品と考えられる。）が、昭和15 

５２年に７万５４００㎥（パーライトの密度（２００㎏／㎥）で換算すると１

万５０８０トン）出荷されていたことが認められる。昭和５２年の⑦石綿含有

けい酸カルシウム保温材の出荷量が１万９０００トンであることからすると、

上記各建材のシェアを認定するにあたっては、無石綿製品のパーライトの出荷

量を踏まえた検討をする必要があるところ、前記証拠によれば、パーライトの20 

シェアは、三井金属工業が７２．１％、被控訴人太平洋セメント（日本セメン

ト）が１４．６％、宇部産業が１３．３％であったことが認められることから、

無石綿製品を考慮した場合における被控訴人ニチアス及び被控訴人エーアン

ドエーのシェアは、相当低下するものと認められるが、⑦石綿含有けい酸カル

シウム保温材の出荷量のほうが多いことから、保温、保冷、耐火用のパーライ25 

トを合算しても、上記認定のシェアを半分以下に低下させることはない。 



 

 

204 

 

そうすると、昭和５０年以降、被控訴人ニチアスのシェアは少なくとも１

５％、被控訴人エーアンドエーのシェアは少なくとも１０％はあったものと認

められる。ただし、被控訴人ニチアスが⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材を

製造販売していたのは昭和５５年までであり、被控訴人エーアンドエーが⑦石

綿含有けい酸カルシウム保温材を製造販売していたのは昭和５３年までであ5 

るから、上記シェアを認めることができるのは、被控訴人ニチアスについては

昭和５５年まで、被控訴人エーアンドエーについては昭和５３年までに限られ

るものと考えるのが相当である。 

  ⑶ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人ニチアスの⑦石綿含有

けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト及び⑩石綿保温材につ10 

いては、相応の建築現場数を前提とする場合には、シェアを用いた手法により、

現場到達事実を認めることができる場合があるといえる。 

４ 耐火被覆材 

⑴ 国交省データベースには、耐火被覆材として、⑪石綿含有けい酸カルシウム

板第２種及び⑫石綿含有耐火被覆板の２つが掲載されており、控訴人らは、い15 

ずれについても主要原因建材であると主張する。これらは、いずれも鉄骨の耐

火被覆に用いられる板状の建材であり、その用途、形状に照らし、相互に代替

性、競合性があるといえる。したがって、上記各建材の建築現場への到達を検

討するに際して上記各建材のシェアを検討するに当たっては、これらを合算し

て検討する必要がある。 20 

また、吹付け材と耐火被覆材は、いずれも主に鉄骨造建物における耐火被覆

という用途が共通しており、相互に代替性、競合性があるものと認められる。

したがって、耐火被覆材のシェアを用いた方法による現場到達事実の認定にあ

たっては、この点についても考慮する必要がある。 

⑵ 「無機繊維系建材と石膏ボード」（甲Ａ１１３９（２４頁））には、上記各建25 

材の生産状況についての記載があり、同記載は昭和４５年当時の被控訴人らの
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上記各建材に係る月間の生産能力についてのもので、同時点における上記各建

材の出荷量についての記載はなく、同時点における上記各建材に係る我が国全

体での生産能力についての記載もないが、前記２⑵のとおり、シェアを検討す

るに当たっては、生産能力（月間）に応じた生産量及び出荷量であったと認め

るのが相当である。また、「断熱材市場の全貌－断熱材市場の実態と商品競合5 

分析」（甲Ａ１１７１・９３頁。なお、９２頁も参照）には被控訴人らの昭和５

０年から昭和５２年までの⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種の出荷量が

記載されている。なお、上記証拠（甲Ａ１１７１）における上記各年の出荷量

の合計は、「アスベスト含有廃棄物の処理技術調査」（甲Ａ１０２４）の３－５

頁に記載された上記各年の出荷量とかい離しているが、これは、平成１７年度10 

に行われた調査であり、出荷量が上記証拠（甲Ａ１１７１）より少ないことか

らすると、約３０年の経過により十分な調査ができなかった可能性が高く、上

記証拠（甲Ａ１１７１）の記載の信用性を減殺させるものではない。 

しかし、前記２⑷アのとおり、耐火被覆材のシェアの大部分は②石綿含有吹

付けロックウール等のロックウール吹付け材が占めていたことを考慮すると、15 

耐火被覆用途の建材全般における⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種及び

⑫石綿含有耐火被覆板のシェアは、相当低いものと考えられる。 

⑶ 以上によれば、耐火被覆材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種及び⑫石

綿含有耐火被覆板）については、吹付け材（特にロックウール吹付け材）につ

いて考慮する必要があり、個々の被災者が主として上記各建材を使用していた20 

などの事情がない限り、シェアを用いた手法により現場到達事実を認めること

はできない。 

 ５ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平

板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

⑴ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・25 

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、いずれも防火性や耐火性が
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あり、外装材としては軒天井材等として、内装材としては壁材、天井材等とし

て使用され、特に、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板と㉓石綿含有

けい酸カルシウム板第１種は、いずれも、浴室、台所等の火気、湿気のある箇

所に用いられることが多い（甲Ｃ３０の３、甲Ｃ１００１の２、１０）。このよ

うに、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボー5 

ド・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、上記建材の性質、施工

部位等において共通性が高く、相互に代替性、競合性があるものというべきで

ある。したがって、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有

スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種のシェアを検

討するに当たっては、これらを合算して検討する必要があるというべきである。 10 

  ⑵ア 証拠（甲Ａ１１３８（２３頁））によれば、公刊された文献に、前記⑴の３

つの建材のうち⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板及び⑯石綿含有

スレートボード・平板について、別紙７－３－１のとおりの昭和４３年から

昭和４５年までのシェアに関する記載があること（なお、「シェア」欄の各数

値は、当裁判所が上記記載の内容を前提に算出したものである。）が認めら15 

れる。 

また、証拠（甲Ａ１１５０（４８頁）、１１６７（４８頁）、１１７６（４

４頁））及び弁論の全趣旨によれば、公刊された文献に、前記⑴の３つの建材

に関し、別紙７－３－２のとおりの昭和４９年、昭和５１年及び昭和５３年

のシェアに関する記載があること（なお、「シェア」欄の各数値は、当裁判所20 

が上記記載の内容を前提に算出したものである。）が認められる。 

さらに、証拠（甲Ａ１１５０（５０頁）、１１６７（５０頁）、１１７６（４

７頁））によれば、公刊された文献に、前記⑴の３つの建材のうち㉓石綿含有

けい酸カルシウム板第１種に関し、別紙７－３－３のとおりの昭和４９年、

昭和５１年及び昭和５３年のシェアに関する記載があること（なお、「シェ25 

ア」欄の各数値は、当裁判所が上記記載の内容を前提に算出したものである。）
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が認められる。 

「セメント系不燃建材」（甲Ａ１１３８）は昭和４６年に、「建材用途・部

位別需要動向と競合性」（甲Ａ１１６７）は昭和５１年に、「昭和５２～５３

年版 建材用途・部位別需要動向と競合性」（甲Ａ１１５０）は昭和５２年

に、「建材用途・部位別需要動向と競合性」（甲Ａ１１７６）は昭和５５年に、5 

それぞれ発行された文献であることが認められるところ、前記２⑵で述べた

とおり、上記各データの信用性に疑義を生じさせるような特段の事情のない

限りは、上記各証拠に掲載されたデータの内容を前提に、被控訴人らが製造、

販売した建材に係るシェアを認定することができるものというべきである。 

   イ また、これらの資料は、昭和５３年までのものであるが、昭和５０年以降10 

は、短期間でシェアが激変する事態が生じていたとは考え難いことから、特

段の事情のない限り、昭和５４年以降のシェアを推認する資料となるもので

ある。ただし、別紙７－３－１ないし３に記載された被控訴人らのうち、被

控訴人ニチアスは平成４年に㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種の製造、

販売を終了し、また、被控訴人エム・エム・ケイは、平成５年に⑯石綿含有15 

スレートボード・平板の製造、販売を終了し、かつ、平成３年以降は無石綿

のけい酸カルシウム板第１種の製造、販売を開始し、平成５年以降は上記無

石綿製品が被控訴人エム・エム・ケイによるけい酸カルシウム板第１種の出

荷量の９割超を占めるようになったことが認められる（乙ワ１０（４、５頁））。

そうすると、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイは、別紙７－20 

３－１ないし３の１つないし複数において相応のシェアがあったことが記

載されていることを勘案すると、前記アの各証拠に基づいてシェアの推認を

することができるのは、平成４年までに限られるものと考えるのが相当であ

る。 

⑶ア 本件被災者らとの関係で、自らが製造又は販売した⑮石綿含有スレートボ25 

ード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有け
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い酸カルシウム板第１種の１つないし複数が主要原因建材とされている被

控訴人ら（上記各主要原因建材について損害賠償責任が認められた場合に、

当該責任を承継する被控訴人企業を含む。）は、被控訴人エーアンドエー、被

控訴人クボタ、被控訴人ケイミュー、被控訴人神島化学工業、被控訴人ニチ

アス、被控訴人日東紡績、被控訴人ノザワ及び被控訴人エム・エム・ケイで5 

ある。以下、これらの被控訴人らにつき、個別に検討する。 

   イ 被控訴人エーアンドエー 

     被控訴人エーアンドエーは、昭和３０年代以前から、⑮石綿含有スレー

トボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板を製造、販

売しており、昭和４６年以降は㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種も製10 

造、販売していた（甲Ｃ２９の１１１ないし１２９、１３６ないし１４５、

２１５ないし２２９、２３３、２３４、２４８、６５５ないし６７１、６

７３ないし６７６、６８４、６８５）。 

被控訴人エーアンドエーは、昭和４３年から昭和４５年にかけて、別紙

７－３－１のとおり、自らが製造、販売する⑮石綿含有スレートボード・15 

フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板について、朝日石綿工

業分で約１９ないし２４％、浅野スレート分で約１８ないし２７％、両社

の合計分で約３６ないし５１％のシェアを継続的に有していたものと認

められる。 

また、被控訴人エーアンドエーは、昭和４９年から昭和５３年にかけて、20 

別紙７－３－２及び３のとおり、石綿スレートボードとけい酸カルシウム

板との合計で、朝日石綿工業分で約１８ないし２１％、浅野スレート分で

約１３ないし１５％、両社の合計で約３３ないし３７％のシェアを継続的

に有しており、かつ、石綿セメントけい酸カルシウム板についても、朝日

石綿工業分で約１９ないし２２％、浅野スレート分で約６ないし９％、両25 

社の合計分で約２５ないし３０％のシェアを継続的に有していたことが
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認められる。そして、別紙７－３－２の出荷量推定の数値から別紙７－３

－３に記載された石綿セメントけい酸カルシウム板の出荷量推定の数値

を控除して求めた数値は石綿スレートボードのみの出荷量推定に近似す

る数値となるものと考えられるところ、上記のように控除した結果は別紙

７－３－４のとおりとなり、被控訴人エーアンドエーは、昭和４９年から5 

昭和５３年にかけて、石綿スレートボードについても、朝日石綿工業分で

約１８ないし２２％、浅野スレート分で約１６ないし１８％、両社の合計

で約３４ないし４０％のシェアを継続的に有していたものと考えること

ができる。上記石綿スレートボードには⑮石綿含有スレートボード・フレ

キシブル板及び⑯石綿含有スレートボード・平板以外の石綿含有スレート10 

ボードが含まれていると考えられるところ、石綿含有スレートボードの大

半は⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板及び⑯石綿含有スレート

ボード・平板が占めていたことからすれば（甲１５１９の１ないし４）、⑮

石綿含有スレートボード・フレキシブル板及び⑯石綿含有スレートボー

ド・平板のみのシェアも同様であったものと考えられる。 15 

なお、別紙７－３－２及び４の昭和５３年の各数値はいずれもドライ製

品等を含むものである。証拠（甲Ａ１５０３（６、７、７４、７５頁））及

び弁論の全趣旨によれば、業界団体である石綿スレート協会が把握してい

た平成２年に出荷された上記ドライ製品のほとんどは屋根材が占めてい

たこと、上記ドライ製品の全てが被控訴人クボタの製品であったこと、被20 

控訴人クボタは屋根材として使用される建材として㉝石綿含有住宅屋根

用化粧スレートを古くから販売していたことが認められる。他方、これら

の建材について、被控訴人エーアンドエーの製品は国交省データベースに

掲載されていない。そうすると、上記各別紙の昭和５３年の各数値からド

ライ製品分を控除した場合、被控訴人エーアンドエーの上記シェアは、少25 

なくとも大きく低下することはなく、むしろ増加する可能性が高いものと
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考えられる。 

また、後記⑸エのとおり、上記石綿セメントけい酸カルシウム板の出荷

量推定の大部分は㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が占めるものと

考えられることから、前記の石綿セメントけい酸カルシウム板のシェアは、

㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種のシェアに近似するものと考えら5 

れる。したがって、被控訴人エーアンドエーの㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種のシェアは、上述の被控訴人エーアンドエーの石綿セメントけ

い酸カルシウム板のシェアに近似するものということができる。 

 環境省の依頼によって社団法人日本作業環境測定協会に設置された建

築物の解体等における石綿飛散防止検討会が平成１７年１１月に作成し10 

た環境省検討会報告には、別紙６－８のとおり、石綿含有建築材料（成形

板）の出荷量についての記載がある（甲Ａ３９６（５頁））。上記環境省検

討会報告が作成された時期が、国交省データベースが公表された時期に近

いことに照らせば、別紙６－８の表の最上段に記載された石綿含有建材の

種別と国交省データベースの建材の種別とは対応しているものと考えら15 

れる。そして、石綿含有スレートボード及び㉓石綿含有けい酸カルシウム

板第１種の各出荷量として別紙６－８の「石綿含有スレートボード」欄及

び「石綿含有けい酸カルシウム板第一種」欄に対応する昭和４９年から平

成４年までの数値をそれぞれ合計すると、石綿含有スレートボードについ

ては６億９１５４万７０００㎡、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種に20 

ついては３億９２８７万㎡となる。 

そこで、このような石綿含有スレートボードと㉓石綿含有けい酸カルシ

ウム板第１種の各出荷量累計と、別紙７－３－３、４に記載した被控訴人

エーアンドエーの石綿スレートボード及び石綿セメントけい酸カルシウ

ム板の昭和４９年以降の各シェアのうち最小値（石綿スレートボードにつ25 

き、朝日石綿工業分は昭和４９年の１７．５％、浅野スレート分は同年及
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び昭和５３年の１６．１％。石綿セメントけい酸カルシウム板につき、朝

日石綿工業分は昭和５１年の１８．８％、浅野スレート分は同年の５．８％）

に基づき、被控訴人エーアンドエーについての石綿含有スレートボード及

び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合算したシェアを控えめに算

出すると、以下の計算式のとおり、被控訴人エーアンドエーは、昭和４９5 

年から平成４年まで、石綿含有スレートボード及び㉓石綿含有けい酸カル

シウム板第１種を合わせたシェアとして、朝日石綿工業分で１７．９％（小

数点第２位以下切捨て）、浅野スレート分で１２．３％（同上）、両社の合

計で約３０％のシェアを有していたものと認められる。 

     （計算式） 10 

朝日石綿工業分：（６億９１５４万７０００×０．１７５＋３億９２８

７万×０．１８８）÷（６億９１５４万７０００＋３億９２８７万）

≒１７．９％ 

浅野スレート分：（６億９１５４万７０００×０．１６１＋３億９２８

７万×０．０５８）÷（６億９１５４万７０００＋３億９２８７万）15 

≒１２．３％ 

 以上によれば、被控訴人エーアンドエーは、昭和４９年から平成４年ま

で、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボ

ード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合わせて約３０％

のシェアを有していたものと推認することができる。そうすると、前記第20 

２の２⑴のとおり、被控訴人エーアンドエーの上記各建材は、６件の建築

現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性があると考えられる。 

ウ 被控訴人クボタ及び被控訴人ケイミュー 

  別紙７－３－２のとおり、証拠（甲Ａ１１７６（４４頁））には、昭和５

３年の石綿スレートボードの出荷量推定として、久保田鉄工（前提事実に25 

よれば、被控訴人クボタを意味するものと解される。）につき７００万枚
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との記載がある。しかし、前記イ で認定したとおり、被控訴人クボタは

古くから㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートを製造、販売しており、業界

団体である石綿スレート協会が把握していた平成２年に出荷されたドラ

イ製品の全てが被控訴人クボタの製品であり、同年のドライ製品のほとん

どは屋根材が占めているのであるから、これらを勘案すれば、被控訴人ク5 

ボタは、平成２年より前から、屋根材としてのドライ製品を多く製造、販

売していたことが認められる。これらの事実に、別紙７－３－２の昭和５

３年のデータはドライ製品を含むものであることを併せ考えれば、上記７

００万枚との出荷量推定のデータの全部ないしほとんどは被控訴人クボ

タが製造、販売した㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレートの出荷量推定が占10 

めているものと認められる。したがって、証拠（甲Ａ１１７６（４４頁））

の記載をもって、被控訴人クボタが、自らが製造、販売した⑮石綿含有ス

レートボード・フレキシブル板につき、別紙７－３－２に記載したシェア

を有していたことを認めることはできない。その他、被控訴人クボタが、

自らが製造、販売する⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板につき、15 

一定の期間にわたって一定のシェアを継続的に有していたことを認める

に足りる証拠はない。したがって、被控訴人クボタの⑮石綿含有スレート

ボード・フレキシブル板について、シェアを用いた手法により、現場到達

事実を認定することはできない。 

 被控訴人クボタは、前記前提事実のとおり、平成１５年１２月、被控訴20 

人ケイミューに対し、被控訴人クボタの屋根材及び外壁材事業等並びにこ

れに関する権利及び義務の全部を会社分割によって移転したことが認め

られる。したがって、被控訴人クボタが自ら製造、販売した⑮石綿含有ス

レートボード・フレキシブル板について本件の被災者らに対して損害賠償

責任を負う場合には、被控訴人ケイミューも同責任を負うこととなるが、25 

前記 のとおり、被控訴人クボタの⑮石綿含有スレートボード・フレキシ
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ブル板について、シェアを用いた手法により、現場到達事実を認定するこ

とはできないから、これについて、被控訴人ケイミューが責任を負うと認

めることもできない。 

   エ 被控訴人神島化学工業 

 被控訴人神島化学工業が製造した㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１5 

種の多くは被控訴人大建工業向けのＯＥＭ製品であるところ、これを前提

に、控訴人らは、上記建材については、被控訴人大建工業に対してではな

く、被控訴人神島化学工業に対して損害賠償責任を追及していることから、

証拠（甲Ａ１１６７（５０頁）及び甲Ａ１１５０（５０頁））にある被控訴

人大建工業についての記載は、被控訴人神島化学工業についての記載と読10 

み替えることとする。 

 別紙７－３－３のとおり、被控訴人神島化学工業は、自らが製造、販売

した石綿セメントけい酸カルシウム板について、昭和４９年には１２．

１％、昭和５１年には９．４％の各シェアを有していたことが認められる。

しかし、このほかに被控訴人神島化学工業が上記建材について一定の期間15 

にわたってかかるシェアを継続的に有していたことを認めるに足りる証

拠はない。また、上記各シェアはいずれも１０％前後であるところ、被控

訴人神島化学工業が石綿含有スレートボードについて一定のシェアを有

していたことを認めるに足りる証拠はない。これを前提に、前記ア と同

様の考慮を行うと、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿20 

含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合

算すれば、被控訴人神島化学工業が自ら製造、販売した㉓石綿含有けい酸

カルシウム板第１種について有するシェアは、上記１０％前後よりも相当

程度小さくなるものと考えられる。他に、被控訴人神島化学工業が、自ら

が製造、販売する㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種につき、一定の期25 

間にわたって一定のシェアを継続的に有していたことを認めるに足りる
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証拠はない。したがって、被控訴人神島化学工業の㉓石綿含有けい酸カル

シウム板第１種について、シェアを用いた手法により、現場到達事実を認

定することはできない。 

   オ 被控訴人ニチアス 

 被控訴人ニチアスは、昭和３０年代から、㉓石綿含有けい酸カルシウム5 

板第１種を製造、販売していた（甲Ｃ２９の７７４、７７５、７８１ない

し７９６）。 

被控訴人ニチアスは、昭和４９年から昭和５３年にかけて、別紙７－３

－３のとおり、石綿セメントけい酸カルシウム板について、３５％前後の

シェアを継続的に有していたものと認められる。 10 

 以上を前提に、前記イ におけると同様に、別紙７－３－３に記載した

被控訴人ニチアスの石綿セメントけい酸カルシウム板の昭和４９年以降

の各シェアのうち最小値（昭和５３年の３２．５％）を基に、被控訴人ニ

チアスについての石綿含有スレートボード及び㉓石綿含有けい酸カルシ

ウム板第１種を合算したシェアを控えめに算出すると、以下の計算のとお15 

り、被控訴人ニチアスは、昭和４９年から平成４年まで、石綿含有スレー

トボード及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種とを合わせたシェア

として、１１．７％（小数点第２位以下切捨て）のシェアを有していたも

のと認められる。 

（計算式） 20 

３億９２８７万×０．３２５÷（６億９１５４万７０００＋３億９２８

７万）≒１１．７％ 

     以上によれば、被控訴人ニチアスは、昭和４９年から平成４年まで、⑮

石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合わせて約１０％のシ25 

ェアを有していたものと推認することができる。そうすると、前記第２の
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２⑴のとおり、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種

は、２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性があ

ると考えられる。 

カ 被控訴人日東紡績 

被控訴人日東紡績について、控訴人らは㉓石綿含有けい酸カルシウム板第5 

１種を主要原因建材として主張しているが、これについて前記⑵の各証拠に

は記載がなく、その他、被控訴人日東紡績の㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種のシェアを認めるに足りる証拠はない。したがって、被控訴人日東紡

績の㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種について、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認定することはできない。 10 

   キ 被控訴人ノザワ 

被控訴人ノザワは、昭和４３年から昭和４５年にかけて、別紙７－３－１

のとおり、自らが製造、販売する⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル

板及び⑯石綿含有スレートボード・平板について、１５％程度のシェアを継

続的に有していたことが認められる。 15 

しかし、被控訴人ノザワは、別紙７－３－２のとおり、石綿スレートボー

ドとけい酸カルシウム板との合計で、昭和４９年は９．２％、昭和５１年か

ら昭和５３年にかけては、５％程度のシェアしか有しておらず、㉓石綿含有

けい酸カルシウム板第１種については、別紙７－３－３のとおり、相応のシ

ェアを有していたとは認められない。 20 

したがって、被控訴人ノザワの⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル

板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第

１種については、シェアを用いた手法により、現場到達事実を認定すること

はできない。 

   ク 被控訴人エム・エム・ケイ 25 

 被控訴人エム・エム・ケイは、昭和３０年代から⑮石綿含有スレートボ
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ード・フレキシブル板及び⑯石綿含有スレートボード・平板を製造、販売

しており、昭和４７年以降は㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種も製造、

販売していた（甲Ｃ２９の２０９ないし２１２、２７６、２７７、８１１

ないし８１９）。 

被控訴人エム・エム・ケイは、別紙７－３－１のとおり、自らが製造、5 

販売する⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板及び⑯石綿含有スレ

ートボード・平板につき、昭和４５年には１４．２％のシェアを有してい

たことが認められる。 

また、被控訴人エム・エム・ケイは、別紙７－３－２、３のとおり、昭

和４９年から昭和５３年にかけて、石綿スレートボードとけい酸カルシウ10 

ム板との合計で、約１２％のシェアを継続的に有しており、かつ、石綿セ

メントけい酸カルシウム板についても、約９ないし１２％のシェアを継続

的に有していたことが認められる。 

そして、前記イ におけると同様の検討から、別紙７－３－４のとおり、

被控訴人エム・エム・ケイは、石綿スレートボードについても、約１２な15 

いし１４％のシェアを継続的に有していたものと考えることができ、被控

訴人エム・エム・ケイの⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板及び

⑯石綿含有スレートボード・平板のみのシェアも以上と同様であったもの

と考えられる（なお、別紙７－３－２、４の昭和５３年の各数値はいずれ

もドライ製品等を含むものであるが、㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレート20 

については被控訴人エム・エム・ケイの製品は国交省データベースに掲載

されていないことは、被控訴人エーアンドエーの場合と同様である。）。ま

た、前記ア におけると同様の検討から、被控訴人エム・エム・ケイは、

㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種のシェアについても、上述の石綿セ

メントけい酸カルシウム板のシェアと近似するシェアを継続的に有して25 

いたものということができる。 
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     このような石綿含有スレートボードと㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種の各出荷量累計と、別紙７－３－３、４に記載した被控訴人エム・

エム・ケイの石綿スレートボード及び石綿セメントけい酸カルシウム板の

昭和４９年以降の各シェアのうち最小値（石綿スレートボードにつき昭和

５３年の１１．５％。石綿含有けい酸カルシウム板につき昭和５１年の９．5 

４％）に基づき、被控訴人エム・エム・ケイについての石綿含有スレート

ボード及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合算したシェアを控

えめに算出すると、以下の計算式のとおり、被控訴人エム・エム・ケイは、

昭和４９年から平成４年まで、石綿含有スレートボード及び㉓石綿含有け

い酸カルシウム板第１種を合わせたシェアとして、１０．７％（小数点第10 

２位以下切捨て）のシェアを有していたものと認められる。 

     （計算式） 

（６億９１５４万７０００×０．１１５＋３億９２８７万×０．０９４）

÷（６億９１５４万７０００＋３億９２８７万）≒１０．７％ 

 以上によれば、被控訴人エム・エム・ケイは、昭和４９年から平成４年15 

まで、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレート

ボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を合わせて約１

０％のシェアを有していたものと推認することができる。そうすると、前

記第２の２⑴のとおり、被控訴人エム・エム・ケイの⑮石綿含有スレート

ボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含20 

有けい酸カルシウム板第１種は、２０件の建築現場のうち少なくとも１件

に到達した高度の蓋然性があると考えられる。 

⑷ 控訴人らの主張について 

 ア 控訴人らは、現場到達事実を検討するにあたり、⑮石綿含有スレートボー

ド・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板と⑰石綿含有スレー25 

トボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレキシブル板及び⑲
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石綿含有スレートボード・その他とを一体として取り扱った上、スレート統

計年報（甲Ａ１５０３、１５１７の４４ないし４６、５３）に基づいて、上

記各建材の北海道ないし全国におけるシェアを算出すべき旨を主張するも

のとも解される。 

しかし、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレー5 

トボード・平板と⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート

ボード・軟質フレキシブル板及び⑲石綿含有スレートボード・その他との間

に、シェアの合算が必要となるといえる程度の代替性、競合性があることを

認めるに足りる的確な主張立証はない。この点、控訴人らは、上記５つの建

材につき、一般に「スレートボード」として流通すること、いずれも内装材10 

（壁、天井材）として用いられること、上記５つの建材を使用する職種が同

一であることを指摘するが、仮にこれらの事実を前提としたとしても、代替

性、競合性があることが直ちに裏付けられるものとはいえない。これに加え、

上記のスレート統計年報ないしこれを前提とする控訴人らの主張に関して

は、時期によって㉟石綿含有窯業系サイディングが上記スレート統計年報の15 

どの項目においてどのように考慮されているのかが明らかではなく、上記ス

レート統計年報の各項目に対応する建材の種別が必ずしも明確とはいえな

いといった点や、控訴人らは上記スレート統計年報から上記５つの建材のシ

ェアを算出するに当たって上記スレート統計年報における「その他」欄、「ド

ライ製品」欄の各数値も考慮しているところ、これらの数値は上記５つの建20 

材とは異なる建材（ドライ製品のほとんどは、㉝石綿含有住宅屋根用化粧ス

レートのような屋根材であると認められる。）に関するものである可能性が

高いといった問題がある。 

以上によれば、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

イ 控訴人らは、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種のシェアを「日本の建25 

材産業」（甲Ａ１１７７）を用いて算出すべき旨を主張するものとも解され
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る。 

「日本の建材産業」（甲Ａ１１７７（４８頁））によれば、石綿セメントけ

い酸カルシウム板の昭和５３年の月間の生産枚数として、被控訴人ニチアス

につき２５万２０００枚、朝日石綿工業につき２３万枚、浅野スレートにつ

き４万２０００枚、被控訴人神島化学工業につき１５万７０００枚、三菱セ5 

メント建材株式会社（以下「三菱セメント建材」という。）につき１１万５０

００枚との記載があることが認められるところ、これらを年間の生産枚数に

換算すると、それぞれ、３０２万４０００枚、２７６万枚、５０万４０００

枚、１８８万４０００枚、１３８万枚となる。これらを別紙７－３－３の昭

和５３年の各数値と比べると、被控訴人ニチアス、三菱セメント建材及び浅10 

野スレートについてはおおむね同じ水準であると評価することができるも

のの、被控訴人神島化学工業及び朝日石綿工業については大きなかい離が生

じている。そして、被控訴人神島化学工業及び朝日石綿工業がいずれもけい

酸カルシウム保温材を製造、販売していることに鑑みれば、上記かい離は「日

本の建材産業」（甲Ａ１１７７）に記載されたデータに上記保温材等の他の15 

建材の生産数量が含まれているために生じたものではないかとの疑義が生

じ、この疑義を払拭するに足りる証拠はない。この点に関し、控訴人らは、

上記甲Ａ１１７７の４８頁の外装用、内装用といった用途部位の記載や、４

９頁に掲載された製品がいずれも国交省データベース上は㉓石綿含有けい

酸カルシウム板第１種に分類されていることなどを指摘するが、これらの記20 

載があることによって上述のような他の建材の混入が必ずしも回避される

ものとはいえないから、控訴人らの上記指摘の点をもって上記疑義が払拭さ

れるとはいえない。 

以上によれば、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

  ⑸ 被控訴人らの主張について 25 

ア 被控訴人らの中には、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、ひいては、
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⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種との関係で、⑳石綿含有スラ

グせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板及び㉕石綿含有せっこうボード、

床材等のシェアも合算して検討すべき旨を主張する者がある。 

しかし、⑳石綿含有スラグせっこう板は、前記認定事実（第１節第１の２5 

⑵ウ ）のとおり、表層材の種類により、内装材、外装材、軒天井材等、施

工部位や使われ方が異なり、多くは居室の内装工事の仕上げ材として使用さ

れるのであるから、⑳石綿含有スラグせっこう板と⑮石綿含有スレートボー

ド・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい

酸カルシウム板第１種との間に、シェアの合算が必要な程度の代替性、競合10 

性があるとはいえないものというべきである。 

また、㉑石綿含有パルプセメント板は、前記認定事実（第１節第１の２⑵

ウ ）によれば、外装材として軒天井に使用される例はあるが、耐水性が低

いため、主として内装材として使われるものであることに照らせば、㉑石綿

含有パルプセメント板と⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石15 

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種との

間に、シェアの合算が必要な程度の代替性、競合性があるとはいえないもの

というべきである。 

さらに、㉕石綿含有せっこうボードについては、前記認定事実（第１節第

１の２⑵ウ ）によれば、事務所、病院、公共施設等の天井がその使用箇所20 

として多く挙げられており、水や湿気の多い箇所に適さないこと（乙キ１９）

からすれば、㉕石綿含有せっこうボードと⑮石綿含有スレートボード・フレ

キシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシ

ウム板第１種との間に、シェアの合算が必要な程度の代替性、競合性がある

とはいえないものというべきである。この点、被控訴人エーアンドエーは、25 

㉕石綿含有せっこうボードには、防水ボードもある旨主張するが、㉕石綿含
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有せっこうボードの中で防水ボードの占めた割合は明らかではなく、大きな

割合を占めたことを窺わせる証拠もないから、この点に関する主張は、上記

判断を左右するものではない。 

床材については、これが具体的にどのような建材を意味するのかが必ずし

も明らかではないことに加え、床材は床に施工されるのが通常であると考え5 

られることに鑑みれば、床材と⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、

⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種

との間に代替性、競合性があるとはいえないものというべきである。 

以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

   イ 被控訴人らの中には、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種のシェアに関10 

し、「建材用途・部位別需要動向と競合性」（甲Ａ１１６７）に記載された昭

和４９年の数値と「防火建材の市場性と成長性－開発・流通・施工関連企業

戦略と市場性－」（甲Ａ１３１３）の６頁に記載された数値とのかい離を指

摘する者がある。 

しかし、被控訴人らの上記主張は、証拠（甲Ａ１３１３）の６頁及び７頁15 

に記載された生産量の記載について、実績量が集計されているのは昭和４９

年１月から同年５月までであり、同年全体の生産量については昭和４８年の

実績量と比較して算出された推定量であることを前提としているところ、仮

にかかる前提が成り立つとしても、上述のような推定量にすぎない数値との

かい離があることをもって、証拠（甲Ａ１１６７）に記載された各数値の信20 

用性に疑義が生じるということはできないし、証拠（甲Ａ１３１３）の推定

値に信用性を認めてそのとおりのシェアを認定することもできない。 

以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

   ウ 被控訴人らの中には、建材のシェアをもって企業の責任を問うのであれば、

当該企業が少なくとも一定の期間にわたって継続的に高いシェアを有して25 

いたことが立証されなければならず、ある企業がある一時期において上述の
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ような高いシェアを有していたとしても、当該企業が他の時期にもかかる高

いシェアを有していたと考える必然性はない旨を主張する者がある。 

しかし、前記⑶の推認に疑義を生じさせるような事情を認めるに足りる的

確な証拠はない。かえって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイについては、証拠（甲Ａ１５２０（３４、３５5 

頁）、乙シ２０５の１ないし５）及び弁論の全趣旨によれば、公刊された文献

には、㉟石綿含有窯業系サイディングを含むものではあるが、けい酸カルシ

ウム板の企業別のシェアの推移につき、被控訴人ニチアス（日本アスベスト）、

朝日石綿工業、三菱セメント建材、浅野スレートが、昭和５４年、昭和５５

年の各年において、それぞれ約３０％、約１８％、約１０％、約６％の各シ10 

ェアを有しており、上記各シェアは、けい酸カルシウム板のメーカー中、そ

れぞれ第１位、第２位、第３位、第５位であり、かつ、昭和５６年について

も同様の見込みである旨が記載されていること、公刊された文献には、平成

７年から平成１０年頃にかけての繊維混入けい酸カルシウム板（けいカル板）

の推定シェアとして、被控訴人ニチアスにつき３５％、浅野スレートにつき15 

２５％、アスクにつき２０％との記載があり、かつ、上記建材の主要メーカ

ーとして、被控訴人エム・エム・ケイが平成２７年１０月１日に商号変更を

する前の商号である三菱マテリアル建材株式会社が記載されていること、の

各事実が認められる。これらの事実に照らせば、被控訴人エーアンドエー、

被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイは、少なくとも㉓石綿含有20 

けい酸カルシウム板第１種については、昭和５４年以降も昭和５３年以前と

同様のシェアを継続的に有していたことがうかがわれる。 

以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

エ 被控訴人らの中には、証拠（甲Ａ１１６７及び甲Ａ１１５０）の各データ

には、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、輸入板及びフネンカ等の他の25 

企業のけい酸カルシウム板の各出荷量が含まれており、上記各データはこれ
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らを加味して修正される必要がある旨を主張する者がある。 

しかし、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種の昭和５０年ないし昭和５

３年における各出荷量は、昭和５０年につき１６万９０００㎡、昭和５１年

につき５９万２０００㎡、昭和５２年につき３０万５０００㎡、昭和５３年

につき１７万９０００㎡である（甲Ｃ１６（１０頁））。他方で、㉓石綿含有5 

けい酸カルシウム板第１種の上記各年における各出荷量は、昭和５０年につ

き６６６万２０００㎡、昭和５１年につき９９５万９０００㎡、昭和５２年

につき１０６１万６０００㎡、昭和５３年につき１１９８万１０００㎡であ

り（甲Ｃ１６（９頁））、上記各年のいずれにおいても、㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種の出荷量は、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種の出荷10 

量に比べてはるかに多かったものである。この点に鑑みれば、上記各データ

に⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種の出荷量が含まれていたとしても、

そのことによって、前記⑶の認定ないし判断が左右されるものではない。 

また、被控訴人らが輸入板として指摘する建材である製品名「グラサル」、

「タイラックス」については、上記甲Ａ１１６７及び甲Ａ１１５０のいずれ15 

においても指摘されており（甲Ａ１１５０（５０頁）、１１６７（５０頁））、

上述の他の企業の出荷分とともに上記各頁における「その他」として考慮さ

れているものと考えられるところ、これについて修正が必要と認めるに足り

る証拠はない。 

以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 20 

オ 被控訴人らの中には、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種の主要な切断

方法はカッターを用いる方法であり、電動丸のこで切断する方法が一般的で

あったことはなく、建材をカッターで切断する場合には石綿粉じんはほとん

ど発生しない旨を主張する者がある。 

確かに、証拠（乙シ３、乙マ１０２２（５、１４頁）、１０２６（１頁）、25 

１０２７の１（１頁）、２（３頁）、３（１頁）、４（１頁）５（２頁）、乙マ
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１０３９の１（１６、１７頁）、２（１２２、１２３頁）、３（３３頁）、４（２

２頁）、５（６８頁））によれば、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は、

木材や合板と同様にのこびき、カッター等で切断できる建材で、薄ければカ

ッターで切り込みを入れ、当該切り込みに沿って手で折り曲げることで切断

することができ、厚さが５ないし６ｍｍのものについてはカッターを用いて5 

切断されることも、それなりに多かったものと認められる。 

しかし、他方で、証拠（乙シ３、乙マ１０２２（１４頁）、１０２６（１、

２頁））及び弁論の全趣旨によれば、業界団体であるせんい強化セメント板

協会が公刊した技術資料には上記建材の切断方法として、スレートのこ、電

動のこを使用する方法が記載されていること、特に上記建材のうち厚さが８10 

ｍｍを超えるものの切断や、切断面が外に見える施工については丸のこが用

いられていたことが認められ、これらの事実に照らせば、上記建材が電動丸

のこなどによって切断されることは、少なくとも相応にあったものというべ

きである。また、被控訴人らが提出する証拠は、石綿粉じんの飛散が社会的

に問題とされ、本件のような紛争が生じた後に作成されたものが多く、本件15 

の被災者らが建築作業に従事していた当時の実情が直ちにそこに記載され

ているとおりのものであったといえるものでもない。 

以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がないし、そもそ

も㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種等のボード類が、被控訴人らが主張

するようにカッターで切断されるもので、石綿粉じんを発生させるものでは20 

なかったとすれば、これらの建材以外からは石綿粉じんを曝露する可能性が

低い、主として木造建物を建築していた大工が石綿関連疾患に罹患すること

はなかったはずであり、このことからしても被控訴人らの上記主張が理由の

ないものであることは明らかというべきである。 

カ 被控訴人エーアンドエーは、建材の用途によって区別されるべきマーケッ25 

トを同一視して建材の到達を議論することはできない旨を主張する。被控訴
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人エーアンドエーの上記主張は、被控訴人エーアンドエーが製造、販売する

⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板は、居住専用か否かを含めて、

用途別にマーケットが区別されており、上記建材が住宅用に用いられること

は少ない旨を指摘するものとも解される。 

これについて、被控訴人エーアンドエーは、証拠として、不燃建材の流通5 

と市場（抜粋）（乙キ１６（４２、５１、５４頁））を指摘するが、上記乙キ

１６の５１、５４頁の記載の内容は、それ自体明確とはいい難く、かつ、被

控訴人エーアンドエーの⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板につい

てのものであるかどうかも明らかとはいえないもので、これにより被控訴人

エーアンドエーの上記主張に係る事実関係を認めることはできず、他にこれ10 

を認めるに足りる証拠はない。。 

以上によれば、この点に関する被控訴人エーアンドエーの主張は理由がな

い。 

⑹ 小括 

以上によれば、被控訴人エーアンドエーの⑮石綿含有スレートボード・フレ15 

キシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、被控

訴人エム・エム・ケイの⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿

含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種について

は、相応の建築現場数を前提とする場合には、シェアを用いた手法によって、20 

その建築現場への到達を認定することができる場合があり得るものというべ

きである。 

６ ㉒石綿含有押出成形セメント板 

㉒石綿含有押出成形セメント板は、前記認定事実（第１節第１の２⑵ウ ）に

よれば、一般的には非耐力壁用材料として、外壁材や間仕切壁材に用いられる建25 

材である。また、証拠（乙アＡ１０２２（５５から５７頁））によれば、㉒石綿含
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有押出成形セメント板は、メーカーの工場でプレカットした上で、現場へ直送し

ており、プレカット率は約９０％であること、施工には、特殊工具を必要とする

など、専門工事業者以外に取り扱うのは難しいものであることが認められる。さ

らに、別紙６－８によれば、㉒石綿含有押出成形セメント板の出荷量は、⑮石綿

含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓5 

石綿含有けい酸カルシウム板第１種などと比べて相当少ないものであることが

認められる。これらの事情に照らすと、専門工事業者以外の者が、屋内の作業現

場において、㉒石綿含有押出形成セメント板を新規に取り扱う機会は、ほとんど

なかったものと考えられる。そうすると、㉒石綿含有押出形成セメント板につい

ては、各被災者の具体的な事情を踏まえた上で現場到達事実の認定を行うことが10 

相当な建材であるというべきである。 

したがって、㉒石綿含有押出形成セメント板については、シェアを用いた手法

により現場到達事実を認めることはできない。 

７ ㉔石綿含有ロックウール吸音天井板 

 ⑴ 証拠（甲Ａ１１５０（７２頁）、甲１１７４（７５頁）、甲Ａ１１７６（８０15 

頁）、甲Ａ１１７７（１２２頁））によれば、公刊された文献に、㉔石綿含有ロ

ックウール吸音天井板について、シェアに関する記載があることが認められる。 

 ⑵ しかし、公刊された文献である「昭和５２～５３年版 建材用途・部位別需

要動向と競合性」（甲Ａ１１５０（１６５頁））において、昭和５１年における

住宅用天井材の出荷面積について、出荷面積合計１２万２２９０千㎡のうち、20 

天井用合板が３２．７％、セミハードボードが１０．６％、インシュレーショ

ンボードが９．２％、せっこう化粧板が１５．０％を占めるところ、㉔石綿含

有ロックウール吸音天井板は５．３％にすぎないこと、上記の出荷面積に係る

シェアは昭和５１年のものであり、その後はせっこう化粧板のシェアが急激に

上昇していることから、シェアの割合は変化することが予想される旨の記載が25 

あること、昭和５１年における非住宅用天井材の出荷面積については、出荷面
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積合計２万９４３０千㎡のうち、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板は２２．

０％を占める旨の記載があることが認められる。 

また、別紙６－８のとおり、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板が出荷され

ていたのは昭和６２年までであり、かつ、その出荷量の合計は２億１６７６万

５０００㎡であるところ、かかる出荷量の合計は、天井材として使用されるこ5 

ともある石綿含有スレートボードや㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種の

出荷量の合計（前者につき、９億５７８７万３０００㎡。後者につき、４億３

００１万２０００㎡）と比べて少ないものであることが認められる。 

   このように、天井材については、代替製品が多く、天井材全体における㉔石

綿含有ロックウール吸音天井板の占める割合が、かなり低いものであることを10 

踏まえると、たとえ㉔石綿含有ロックウール吸音天井板の出荷量の中で高いシ

ェアを有していたからといって、天井材として用いられる機会が多かったと直

ちに推認することはできない。そうすると、㉔石綿含有ロックウール吸音天井

板については、各被災者の具体的な事情を踏まえた上で現場到達事実の認定を

行うことが相当な建材であるというべきである。 15 

⑶ 以上によれば、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板については、シェアを用

いた手法により現場到達事実を認めることはできない。 

 ８ ㉝石綿含有住宅屋根用化粧スレート、㉟石綿含有窯業系サイディング、㊲石綿

含有スレート波板・大波、㊳石綿含有スレート波板・小波及び㊴石綿含有スレー

ト波板・その他 20 

  ⑴ 前記第２節第３の３⑵のとおり、被控訴人らは、屋外での使用、加工等が予

定されている上記各建材について、屋外での建築作業に従事する者に対し、警

告義務を負っていたものとは認めることができない。したがって、上記各建材

については、シェアを用いた手法による現場到達事実が認められるか否かにか

かわらず、控訴人らの主張は理由がない。 25 

  ⑵ これに対し、控訴人らは、北海道においては特に冬期には外装材や屋根材を
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屋内に持ち込んで加工することが多い旨を主張し、証拠として、Ｘ１の証言を

あげている。 

Ｘ１は、その尋問において、騒音、粉じんなどによる近所への迷惑や天候と

の関係でサイディングボードを車庫に持ち込んで切断することがあった旨を

証言している（証人Ｘ１（３１、３２頁））。しかし、他方で、当該証言の前後5 

に、上記切断作業は屋外で行われることが多い旨、サイディングボードの切断

は屋外で行うのが通常である旨を証言し（証人Ｘ１（３１、５１頁））、また、

木造建物の新築工事において車庫があったのは、Ｘ１が棟梁をした１４ないし

１５件のうち３ないし４件であった旨を述べている（証人Ｘ１（５１頁））。そ

うすると、Ｘ１においても、サイディングボードを車庫に持ち込んで切断する10 

のは例外的な場合であったものと認められる。 

また、被災者Ｊは、その尋問において、サイディングを切断するのは屋外で

ある旨を供述し（被災者Ｊ本人（５、３５頁））、その理由としてサイディング

の長さが３ｍ以上あることを挙げている（被災者Ｊ本人（３５頁））。 

さらに、一例として、写真撮影報告書（乙フ９）によれば、被控訴人東レＡ15 

ＣＥの㉟石綿含有窯業系サイディングは、長さが３ｍあるもので、同報告書に

あるように、住宅の中に運び込もうとしても搬入は極めて困難であり、仮に中

に入れることができたとしても、通常平面に置くスペースがないため、上記建

材は通常は屋外で保管され、切断されるもので、屋内での切断が行われること

は通常はないものと認められる。 20 

加えて、北海道における冬期の建築作業について、本件と同種の訴訟の原告

であるＸ２は、同訴訟における尋問において、北海道では冬には仕事がなかっ

た旨を述べている（甲Ａ２２４５（１５、２３頁））。 

そうすると、控訴人らが主張するような作業を、具体的に繰り返し行ってい

たという場合はともかく、一般的にこのような事実関係を認めることはできな25 

いといわざるを得ない。 
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以上によれば、この点に関する控訴人らの主張は理由がない。 

 ９ その他の石綿含有成形板等（⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有

スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳

石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉖石綿含有パーライ

ト板及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材） 5 

   上記各建材については、被控訴人らが一定の期間にわたって一定のシェアを継

続的に有していたことを認めるに足りる証拠はない。したがって、上記各建材に

ついては、シェアを用いた手法により現場到達事実を認めることはできない。 

 １０ ㊶石綿セメント円筒 

  ⑴ 証拠（甲Ａ２２０３（１３９、１４０頁）、２２０４（８６頁））によれば、10 

公刊された文献に、別紙７－４のとおりの㊶石綿セメント円筒のうちの耐火被

覆塩ビ管のシェアに関する記載があること（昭和５６年から昭和５９年までの

「シェア」欄の各数値は、当裁判所が上記記載の内容を前提に算出したもので

ある。）が認められる。上記の各証拠はいずれも公刊された文献であり、前記２

⑵のとおり、上記各データの信用性に疑義を生じさせるような特段の事情のな15 

い限りは、上記各証拠に掲載されたデータの内容を前提に、被控訴人らが製造、

販売した建材に係るシェアを認定することができるものというべきである。 

  ⑵ 本件被災者らとの関係で、自らが製造又は販売した㊶石綿セメント円筒が主

要原因建材とされている被控訴人らは、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人

ニチアスである。 20 

   ア 「昭和６１年度版特殊管材市場の総点検と展望（上巻）」（甲Ａ２２０３）

の１３９から１４０頁及び「配管材市場のマーケット・マニュアル」（甲Ａ２

２０４）の８６頁によれば、被控訴人エーアンドエーは、昭和５７年から耐

火被覆塩ビ管の販売を始め、販売実績に基づくシェアは、昭和５９年に１

０％を超え、昭和６１年には２０％を超えたことが認められる。そして、証25 

拠（甲Ａ２２０３）には、耐火被覆塩ビ管の昭和６０年度の市場規模につい
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て、昭和５７年当時と比較して１３０％の伸びを示しており、今後もその傾

向は続くものと考えられる旨（１４２頁）、被控訴人エーアンドエーの商品

である「浅野耐火パイプ」については、販売量が昭和５７年当時よりもかな

り増えており、北海道地方では、市営住宅で採用されている旨が記載されて

いる（１４７頁）。他方で、証拠（甲Ｃ２９の２０８８）によれば、「浅野耐5 

火パイプ」は、製造期間が昭和６３年までである旨が記載されている。以上

の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエーは、㊶石綿セメント円筒のうち

の耐火被覆塩ビ管について、昭和５９年から昭和６０年までは１０％以上の

シェアを有しており、昭和６１年から昭和６３年までは２０％以上のシェア

を有していたものと認めることとができる。 10 

   イ 被控訴人ニチアスについては、前記⑴の各証拠上に記載がなく、その他、

被控訴人ニチアスが、㊶石綿セメント円筒について、一定期間にわたって一

定の規模のシェアを継続的に有していたと認めるに足りる証拠はない。 

⑶ 以上によれば、被控訴人エーアンドエーの㊶石綿セメント円筒については、

相応の建築現場数を前提とする場合には、シェアを用いた手法により、現場到15 

達事実を認定することができる場合があるといえる。 

１１ ㊸混和材 

⑴ 証拠（甲Ａ１２４８の１ないし４）及び弁論の全趣旨によれば、左官工事の

現場では、古くからセメントモルタル塗りの際、セメントに砂を混合し、これ

に混和材として消石灰などのほかにアスベスト粉末を混合して作業性改善を20 

図るという習慣があったこと、被控訴人ノザワは、「テーリング」との商品名

で、昭和３１年から平成１５年まで、混和材を製造、販売していたこと、アス

ベスト系混和材として、「テーリング」との名称の商品が特に有名である旨の

複数の意見が存在することが認められる。また、証拠（乙ニ１２、１４、１７）

及び弁論の全趣旨によれば、被控訴人太平洋セメントは平成４年にモルタル混25 

和材の販売を開始したところ、その当時にはモルタル混和材の分野では被控訴
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人ノザワの上記テーリングが９０％以上の圧倒的なシェアを占めていると認

識されていたこと、被控訴人太平洋セメントの上記モルタル混和材はその販売

期間を通じて毎年１％程度のシェアに低迷し続け、被控訴人太平洋セメントは

平成１２年には上記モルタル混和材事業が不採算事業であると判断して同事

業から撤退したことが認められる。 5 

以上の事情に照らすと、被控訴人ノザワの上記テーリングは、その上記販売

期間を通じ、㊸混和材において、極めて高いシェアを有しており、少なくとも

３０％以上のシェアを有していたものと認められる。そうすると、被控訴人ノ

ザワの上記建材は、６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋

然性があると考えられる。 10 

⑵ 以上によれば、被控訴人ノザワの㊸混和材については、相応の建築現場数を

前提とする場合には、シェアを用いた手法により、現場到達事実を認めること

ができる場合があるといえる。 

１２ その他の石綿含有建材（⑬屋根用折板石綿断熱材、⑭煙突用石綿断熱材及び

㊷石綿発泡体） 15 

これらの建材は、改修工事又は解体工事における主要原因建材として挙げられ

ているところ、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事又は解

体工事において、石綿含有建材の撤去、廃棄作業に従事する者に対し、警告義務

を負っていたものとは認めることができない。したがって、上記各建材について

は、シェアを用いた手法による現場到達事実が認められるか否かにかかわらず、20 

控訴人らの主張は理由がない。 

第４ 各被災者に対する共同不法行為の成否 

   (個々の被災者について検討する場合、その場合の「控訴人ら」及び「被控訴

人ら」は、それぞれ別紙３の各被災者に対応する控訴人欄記載の各控訴人及び

請求の相手方欄記載の各被控訴人である。以下同じ。) 25 

１ 被災者Ａ（番号１） 
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 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

   前記認定事実（第１節第２の１）のほか、証拠（甲Ａ１１９、甲Ｄ１の２・

３、被災者Ａ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ａの稼働状況及び石綿

粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

  ア 就労期間及び作業内容 5 

    被災者Ａは、昭和４０年春頃から平成１５ないし１６年頃まで、内装工

として、金属内装の作業に従事した。被災者Ａは、被控訴人らが石綿含有

建材について警告義務を負うに至った昭和４９年１月以降、昭和５５年頃

までは、パンの型などを製作するステンレス溶接の仕事を並行して行って

おり、その仕事のほうが儲かっていたので、金属内装の仕事よりも、ステ10 

ンレス加工の仕事の割合ほうが多かった（被災者Ａ本人（５４、５５、５

９頁））。また、平成２年頃までは、個人又は自らが設立した会社の営業活

動も行っていたが、現場での作業も行っていた。 

 被災者Ａは、主として鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物で建築作

業に従事し、木造建物の建築作業に従事したことはなかった。 15 

被災者Ａは、金属内装の内装工として、まず、間仕切りや内壁の下地を、

ボルトの打ち込み、鋲打ち、溶接（ただし、被災者Ａ自身は溶接せず、長

男等に行わせていた。）などにより固定し、次に、天井の下地や床の下地を

取り付け、その後、壁、天井の仕上げとして、壁材や天井材などに切断、

穿孔、研磨等の加工を施し、これらを張るといった作業を行っていた。設20 

備工事や電気工事は行っていなかったが、電気工に頼まれて、ボード類に

ドリルなどを用いて穴を開ける作業を行うことがあった。鉄骨造建物では、

耐火被覆のための吹付け材や耐火被覆板が施工された直後に、作業の妨げ

となる部分の吹付け材を削り取るなどして金属内装の作業を行うことに

なるが、吹付け工が吹付け作業を行うのと並行して同じ部屋で内装作業を25 

することもあった。 
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   イ 建築現場数 

    被災者Ａは、昭和４９年から昭和５５年頃までの間、ステンレス加工の

仕事が多かったものの年間１５件程度の建築工事に従事しており、新築工

事の割合が全体の１割程度、残りの９割程度が改修工事であった。建築工

事に従事した建物の種類は、鉄骨造建物が約５割、鉄筋コンクリート造建5 

物が約５割であった。 

 被災者Ａは、昭和５５年頃から平成元年頃までの間、年間２０件程度の

建築工事に従事し、新築工事の割合が９割程度、残り１割程度が改修工事

であった。建築工事に従事した建物の種類は、鉄骨造建物が約７割、鉄筋

コンクリート造建物が約３割であった。平成２年以降は、会社の経営を自10 

らの長男に引継ぎ、長男の手伝いとして営業活動、集金や図面を書く仕事

などを行っていたことから、被災者Ａ自身が上記建築作業に従事した割合

は、仕事量全体の半分以下であった。 

    被災者Ａは、平成７年から平成１０年まで、阪神淡路大震災の復旧工事

に従事し、年間３０件程度、概ね鉄筋コンクリート造建物の改修工事に従15 

事した。 

    被災者Ａは、平成１０年から平成１５年まで、年間５、６件程度の建築

工事に従事し、新築工事の割合が８割程度、残り２割程度が改修工事であ

った。建築工事に従事した建物の種類は、鉄骨造建物が約７割、鉄筋コン

クリート造建物が約３割であった。 20 

（甲Ｄ１の３の４（４７頁・別紙「年間の作業現場数（特定できる作業現場

を含む。）」） 

  ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ａは、壁や天井などの下地の取付工事では、吹付け材を削り取って

からボルト打ちや溶接を行うので、吹付け材を削り取る際に飛散した石綿粉25 

じんに曝露した。また、壁や天井の仕上げなどの際に、壁材や天井材などの
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建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施すので、その際に、これらの建材から

発散した石綿粉じんに曝露した。また、建築現場では、吹付け工の作業の前

後に金属内装の作業を行うことや、他の職人が同時並行で作業を行っている

ことがあり、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する石綿粉じんにも

曝露した。 5 

  エ 補足説明 

前記アないしウに関し、被災者Ａは、労災保険の申請手続において、厚生

労働事務官からの聴取に際し、内装工としての建築作業への従事については

述べておらず、かえって、被災者Ａが従事した石綿に関する作業は、昭和２

９年から昭和３０年にかけての夏休み、冬休み期間中に、アルバイトをして10 

保温材を巻く作業などに従事したことである旨述べるほか、昭和５８年３月

から平成２年６月まで、Ｙ１工業を設立し、営業活動、銀行関係など経営者

としての仕事を行っており、現場での仕事は全く行っていなかったこと、平

成２年８月からは、息子の会社の営業を手伝ったり、何もしていない時期が

あったこと、平成１０年４月から平成１５年７月までは、工事見積もり、集15 

金などの業務に従事していたことなどを述べている（甲Ｄ１の２（４ないし

８頁））。 

しかし、被災者Ａは、その理由について、尋問において、労災認定を得た

かったからであると述べ、陳述書（甲Ｄの１の３の４（２４頁））にも、上記

のアルバイト作業以外に内装工として稼働していたことが労災認定に悪い20 

影響を及ぼすと困ると思ったので、内装工としての作業内容を過少に申告し

た旨記載している。このような被災者Ａの説明内容は、労災保険の関係では

不相当なものであるものの、円滑に認定を受けたいことから上記のような説

明を行ってしまうことも十分あり得ることで、理解することのできる内容で

あることから、上記の厚生労働事務官に対する供述内容をもって、直ちに前25 

記アないしウの認定は左右されない。 
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  ⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、別紙５－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ａに係る主

要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウー

ル及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、

⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石5 

綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿

含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑳石綿含有スラグせっこう板、

㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔

石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有

けい酸カルシウム床材を主張するので、以下これらについて個別に検討する。 10 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含15 

有吹付けロックウールのみであり、そのシェアは約２５％である。 

被災者Ａは、前記⑴イ のとおり、上記期間内に、年間１５件程度の建

築工事に従事していたが、そのうち新築工事の割合が全体の１割程度であ

り、かつ、吹付け作業が行われる鉄骨造建物の建築工事に従事した割合は

約５割であったことが認められる。そうすると、被災者Ａが上記期間内に20 

鉄骨造建物の新築工事に従事した件数は、４年間で３件程度であり、相当

少ないものといえる。 

また、被災者Ａは、鉄骨造建物の改修工事については、年間６ないし７

件程度、４年間で２７件程度の建築工事に従事したことが認められる。し

かし、改修工事は、その規模や工事の箇所、工事の具体的な内容が大きく25 

異なるものであり、常に、耐火被覆を目的とする吹付け材が新たに施工さ
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れたかどうかは、必ずしも明らかではない。その上、被災者Ａは、上記期

間中、金属内装よりもステンレス加工の仕事の割合が多かったことを踏ま

えると、規模の大きな改修工事にはあまり携わっていなかったことも十分

に考えられる。 

以上の事情に照らすと、上記建材の現場到達事実について、シェアを用5 

いた手法による確率論的な見地から検討できる前提を欠いているものと

いわざるをえない。したがって、被控訴人太平洋セメントの上記建材が、

上記期間内に、被災者Ａの従事した建築現場に相当回数にわたり到達して

いたとの事実を認めることはできない。 

 その他の被控訴人らの製造販売する①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ10 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材については、被災者Ａの従事した

建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠がない。 

 なお、被災者Ａは、前記のとおり、改修工事において、鉄骨造建物に施

工された耐火被覆用の吹付け材を剥がしたことがあることは認められる

が、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事において、15 

石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わないか

ら、被災者Ａによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反

は認められない。  

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 20 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ25 

ム板第１種である（なお、被災者Ａは、被控訴人ニチアスを相手とする訴
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えを取り下げているので、被控訴人ニチアスに関する検討は行わない。）。 

 被災者Ａは、前記⑴イ のとおり、昭和４９年から昭和５５年までの７

年間、年間１５件程度、合計１０５件程度の建築工事に従事したことが認

められる。そのうちの約９割は改修工事であるが、上記建材は、改修工事

においても、壁材や天井材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨5 

等の加工を施すことがあったものと認められる。そうすると、被控訴人エ

ーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場の

うち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期

間内に１７回程度（１０５件÷６）、被災者Ａの従事した建築現場に到達

した高度の蓋然性があり、被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、シェ10 

アが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した

高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に５回程度（１０５件÷２

０）、被災者Ａの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性がある。 

      また、被災者Ａは、前記⑴イ のとおり、昭和５６年から平成元年まで

の９年間、年間２０件程度の建築作業に従事し、そのうち新築工事は９割15 

程度であったことから、年間１８件程度（２０件×０．９）、合計１６２件

程度（１８件×９）の新築工事に従事したものと認められる。そうすると、

新築工事の建築現場に限ったとしても、被控訴人エーアンドエーの上記建

材は２７回程度（１６２件÷６）、被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は

８回程度（１６２件÷２０）、被災者Ａの従事した建築現場に到達した高20 

度の蓋然性がある。 

      他方で、被災者Ａは、前記⑴イ のとおり、平成２年から平成４年まで

の間、長男の手伝いとして営業活動などを行っており、建築現場で建築作

業に従事する件数は、仕事量全体の半分以下になったから、被災者Ａが従

事した建築工事の件数は必ずしも明らかではなく、当該建材の現場到達事25 

実について、シェアを用いた手法による確率論的な見地から検討できる前
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提を欠いているものといわざるをえない。 

      以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エ

ム・ケイが昭和４９年から平成元年までの間に製造販売していた上記建材

は、別紙８－１に記載のとおりであると認められるところ、これらの建材

のうち、被控訴人エーアンドエーが製造販売した各建材のうちの１つない5 

し複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製造販売した各建材のうちの１つ

ないし複数については、シェアを用いた手法により、被災者Ａの従事した

建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認めることができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ10 

ルシウム板第１種が、被災者Ａの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

ウ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉒石綿含有押出成形セメ15 

ント板、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び

㉛石綿含有けい酸カルシウム床材） 

上記各建材については、前記第３のとおり、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者Ａの従事

した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はな20 

い。 

⑶ 小括 

  前記⑴で認定した被災者Ａの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイが製造

販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボ25 

ード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災者Ａの従事した建
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築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被災者Ａが上記石綿

含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者Ａが石綿関連疾患

に罹患したことに寄与しているものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、被

災者Ａに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損害の発生に対する5 

寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う（なお、寄与度について

は、後記第４節第３において検討する。以下同じ。）。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ａに対し、損害賠償責

任を負わない。 

２ 被災者Ｂ（番号３） 10 

前記第１節第２の２の認定事実によると、被災者Ｂは、吹付け工ではなく配管

工であり、被控訴人らが石綿含有建材について警告義務を負うに至った昭和４９

年１月１日以降、建築現場で就労していたことが認められない。そうすると、被

控訴人らには、被災者Ｂに対する警告義務違反が認められない。 

したがって、被控訴人らは、被災者Ｂに対し、損害賠償責任を負わない。 15 

３ 被災者Ｃ（番号５） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の３）のほか、証拠（甲Ａ１１３、１１９、甲Ｄ

５の２・３、被災者Ｃ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｃの稼働状況

及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 20 

   ア 就労期間及び作業内容 

    被災者Ｃは、昭和３５年頃から昭和５４年頃まで、大工として、木造建

物、鉄骨造建物、鉄筋コンクリート造建物の建築作業に従事した。木造建

物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建て込み）、屋根下地工

事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、外壁下地工事、25 

内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わり、また、鉄骨造建
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物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事では、壁、天井、床の下地工事

及び仕上げ工事に携わった。その中で、各種ボード類等を取り扱い、これ

らの建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施した。改修工事では、改修部分

を撤去するために取り壊した後、新築工事と同様、各種ボード類等の切断、

穿孔、研磨等の加工をするなどした。 5 

    被災者Ｃは、昭和５７年６月から昭和５８年７月まで、トイレ水洗化工

事に従事した。地面を掘って配水管を引き込み、トイレ内の従前の床、壁、

便器等などを外して、新たな床、壁、便器等を設置する作業を行った。 

   イ 建築現場数 

     被災者Ｃは、被控訴人らが警告義務を負うに至った昭和４９年１月以降、10 

同年５月から１１月頃までの約７か月間、１件の鉄筋コンクリート造建物

の新築工事、１件の木造建物の新築工事、１０件程度の木造建物の改修工

事に従事した。 

     被災者Ｃは、昭和４９年１２月頃から昭和５０年３月頃までの約４か月

間、木造住宅の建築工事に従事し、２件の新築工事及び２０件程度の改修15 

工事に従事した。 

 被災者Ｃは、昭和５０年４月頃から同年１２月までの約９か月間、木造

住宅の建築工事に従事し、４件程度の新築工事、１０件程度の改修工事及

び２件程度の解体工事に従事した。 

 被災者Ｃは、昭和５１年６月から昭和５２年１２月までの約１年７か月20 

間、木造住宅の新築工事、改修工事を合わせて合計５件くらいの建築作業

に従事した。 

 被災者Ｃは、昭和５４年１月から同年７月までの約７か月間、鉄筋コン

クリート造りのマンションや学校など３か所程度の新築工事の建築作業

に従事した。 25 

     被災者Ｃは、昭和５７年６月から昭和５８年７月までの１年２か月間、
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約２０件の戸建て住宅、約２件のアパートで、トイレ水洗化工事に従事し

た。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 

 被災者Ｃは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボ

ード類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石5 

綿粉じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で

建築作業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から

発散する石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含

有建材を撤去する作業を行う際にも、当該建材から発散する石綿粉じんに

曝露した。 10 

     トイレ水洗化工事においては、トイレ内の床、壁、便器などを破壊して

撤去する際などに、これらの建材から発散した石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等（大工関係） 

ア 控訴人らは、被災者Ｃが大工として建築作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－３－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、⑮石綿含15 

有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、⑰

石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレキ

シブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせっこう

板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石綿

含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石20 

綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材を主張するので、

以下これらについて個別に検討する。 

   イ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

 前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現25 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド
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エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 

被災者Ｃは、前記⑴イ ないし のとおり、昭和４９年から昭和５４年5 

までの間のうちの３年１０か月間で、合計１１件程度の新築工事、改修工

事を含めると合計５６件程度の工事に従事していたものと認められる。そ

して、上記建材は、改修工事においても、壁材や天井材などとして新規に

使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施すことがあったものと認められ

る。そうすると、被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％10 

（建材が６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性

がある）であるから、上記期間内に９回程度（５６件÷６）、被災者Ｃの従

事した建築現場に到達した高度の蓋然性がある。また、被災者Ｃは、被控

訴人エーアンドエーの建材（浅野のスレート）を多く使用していたことを

具体的に述べている（被災者Ｃ本人・６ないし８頁）。 15 

他方で、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、

シェアがいずれも約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１

件に到達した高度の蓋然性がある）であるところ、前記のとおり、被災者

Ｃの従事した工事件数は、合計５６件程度であることからすると、シェア

を用いた手法による確率論的な見地から検討をしたとしても、当該建材が、20 

被災者Ｃの作業する建築現場に相当回数にわたり到達したとは認め難い。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエーが昭和５０年から昭和

５３年までの間（被災者Ｃは昭和４９年５月から昭和５４年７月までの間

に稼働していることから、昭和４９年及び昭和５４年については除外して

いる。）に製造販売していた上記建材は、別紙８－２に記載のとおりであ25 

ると認められるところ、これらの建材のうち１つないし複数については、
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シェアを用いた手法により、被災者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわ

たり到達したとの事実を認めることができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわたり到5 

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

ウ その他の建材（⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート

ボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿

含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形

セメント板、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板10 

及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材） 

  上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法

により現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災

者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足

りる証拠はない。 15 

     この点、被災者Ｃは、住宅の建築工事において、天井材に被控訴人大建

工業の建材を使っており、「テックス」という名称の建材を使っていた旨

陳述書に記載し、供述する（甲Ｄ５の３の１（１２、１４頁）、甲Ｄ５の３

の４（１１、１２、１４頁）、甲Ｄ５の３の５、被災者Ｃ本人（６、７、３

４、３５頁））。しかし、他方で、被災者Ｃは、「テックス」は東洋ボードが20 

作っていたなどとも供述しており（被災者Ｃ本人（８頁））、被控訴人大建

工業の製造販売した㉔石綿含有ロックウール吸音天井板に「テックス」と

いう名称等のものは見当たらず（甲Ｃ２９の８２５ないし１０２１）、上

記の陳述及び供述をもって、被控訴人大建工業の製造販売する㉔石綿含有

ロックウール吸音天井板が、被災者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわ25 

たり到達していたとの事実を認めることはできない。 
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 また、被災者Ｃは、昭和４４年から昭和５５年まで製造販売されていた

被控訴人大建工業の「バラード」という名称の建材（甲Ｃ２９の９２０）

を使用していたと記憶している旨供述する（被災者Ｃ本人（９、３５頁））。

この供述は、花の模様の天井であるとか、箱を車から落として角が全部傷

ついたので買いにいったなどと具体的な内容に触れるものであり、その内5 

容は信用できる。しかし、被災者Ｃは、他方で、使う頻度の多い建材では

ない旨述べている（被災者Ｃ本人（３５頁））。また、被災者Ｃが、昭和３

５年頃から大工として稼働していること、「バラード」が製造販売された

のは昭和４４年から昭和５５年までであることを踏まえると、被災者Ｃが

当該建材を用いた時期が、被控訴人大建工業が石綿含有建材について警告10 

義務を負うに至った昭和４９年１月以降であるかについては、必ずしも明

確ではない。これらの事情に照らすと、上記供述をもって、被控訴人大建

工業の製造販売する㉔石綿含有ロックウール吸音天井板が、昭和４９年１

月以降に、被災者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していた

との事実を認めることはできない。 15 

     さらに、被災者Ｃは、昭和４９年５月から同年１２月までにおける個人

宅の改修工事において、被控訴人永大産業のプリント合板を使った記憶が

ある旨供述する（甲Ｄ５の３の１（６、１５頁）、被災者Ｃ本人（８頁））。

また、被控訴人永大産業は、昭和４６年から昭和５５年まで㉑石綿含有パ

ルプセメント板を製造販売していたこと（甲Ｃ２９の５０４ないし５０20 

９）、昭和４８年から昭和５１年まで、㉔石綿含有ロックウール吸音天井

板を製造販売していたこと（甲Ｃ２９の８２３、８２４）が認められる。

しかし、この被災者Ｃの供述等によっても、その商品名等は明らかでなく、

当該建材が、石綿含有建材であるのか否か、いかなる区分の石綿含有建材

に該当するのかなど明確でない上に、その内容は、１か所の建築現場で一25 

度使用したというものにすぎないのであるから、上記供述等をもって、被
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控訴人永大産業の製造販売する石綿含有建材が、被災者Ｃの従事した建築

現場に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めることはできない。 

  ⑶ 共同行為者の特定（トイレ水洗化工事関係） 

控訴人らは、被災者Ｃが、トイレ水洗化工事において、解体工事の場合と同

様に、トイレ水洗化工事を行う床、壁、天井などに使用されるあらゆる石綿含5 

有建材からの石綿粉じんに曝露したとして、主要原因建材として、別紙５－３

－２に記載された各建材を主張する。 

しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事において、

石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わないから、

被災者Ｃによる上記作業については、被控訴人らにおける警告義務違反は認め10 

られない。 

  ⑷ 小括 

    前記⑴で認定した被災者Ｃの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエーが製造販売した⑮石綿含有スレートボ

ード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい15 

酸カルシウム板第１種が被災者Ｃの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達していたことからすると、被災者Ｃが上記石綿含有建材から発散した石綿粉

じんに曝露したことは、被災者Ｃが石綿関連疾患に罹患したことに寄与をした

ものと認めるのが相当である。 

    したがって、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｃに対し、民法７１９条１20 

項後段の類推適用により、損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、損害賠

償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｃに対し、損害賠償責

任を負わない。 

４ 被災者Ｄ（番号７） 25 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 
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前記認定事実（第１節第２の４）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１３

３０、甲Ｄ７の２・３、控訴人Ｄ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｄの

稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

  ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｄは、昭和４０年頃から平成１５年１１月２９日まで、冬期の約２5 

か月間を除く季節雇用の大工として、木造建物、鉄骨造建物、鉄筋コンクリ

ート造建物の建築作業に従事した。 

被災者Ｄは、昭和４０年から昭和６３年２月までは、一般木造住宅工事、

鉄骨造建物、鉄筋コンクリート造建物の造作、公営住宅の造作の各建築作業

に従事した。昭和６３年５月以降は、公営住宅の建築、造作が中心であり、10 

一般住宅の建築は年２件程度であった。 

被災者Ｄは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、

外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わり、ま

た、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事では、壁、天井、床15 

の下地工事及び仕上げ工事に携わった。その中で、各種ボード類等を取り扱

い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施した。改修工事では、改

修部分を撤去するために取り壊した後、新築工事と同様、各種ボード類等を

加工するなどした。鉄骨造建物の建築工事では、上記の作業に加え、グラス

ウールやロックウールを削ったりする作業なども行った。 20 

イ 建築現場数 

一般的な大工は年間６件程度の新築工事のほか、改修や応援、手伝いなど

も考慮すると年間１６件程度の工事に従事していたものと認められる（甲Ａ

３６２、１３３０（１１ないし１４頁））。被災者Ｄは、前記アのとおり、冬

期間に稼働していなかったことを除いて、一般的な大工と稼働状況が異なる25 

事情は見当たらない。そうすると、被災者Ｄは、１年のうち冬期の約２か月
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間稼働していなかったことを前提に、年間５件程度（６÷１２×１０）の新

築工事に従事し、上記改修等を考慮すると年間１３件程度（１６÷１２×１

０）の建築工事に従事していたものと認められる。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｄは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー5 

ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。鉄骨10 

造建物の建築工事では、吹付け材を削り取る作業を行うことがあり、その際

に飛散した石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 

   ア 控訴人らは、別紙５－４の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｄに係る主

要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウー15 

ル及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、

⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿

含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・そ

の他、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿20 

含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含

有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板、㉛石綿含有けい酸カ

ルシウム床材及び㉟石綿含有窯業系サイディングを主張するので、以下これ

らについて個別に検討する。 

   イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿25 

含有吹付け材） 
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     前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントの製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 

被災者Ｄは、前記⑴アのとおり、上記期間内に、一般木造住宅工事、鉄5 

骨造建物、鉄筋コンクリート造建物の造作、公営住宅の造作の各建築作業

に従事しており、鉄骨造建物の建築作業に従事することもあったものと考

えられるが、仮に鉄骨造建物の占める割合が全体の半分程度であったとし

ても、被災者Ｄが鉄骨造建物の新築工事に従事したの件数は、年間２ない

し３件程度（５件×５割）、４年間で１０件程度（２．５件×４年）で改修10 

工事を含めても年間６ないし７件程度（１３件×５割）、４年間で２６件

程度（６．５件×４年）となるに過ぎないし、鉄骨造建物の割合が半分程

度まであったと認めるに足りる証拠はない。このような被災者Ｄの従事し

た建築現場の件数を踏まえると、被控訴人太平洋セメントの上記建材につ

いて、シェアが約２５％（８件の建築現場のうち少なくとも１件に到達し15 

た高度の蓋然性がある）であったことからシェアを用いた手法による確率

論的な見地から検討をしても、４回（２６件÷８）に満たないものであっ

たといわざるを得ず、被災者Ｄの作業する建築現場に相当回数にわたり到

達していたとの事実は認めることができない。 

     その他、被控訴人らの製造販売する①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ20 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｄの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

     なお、被災者Ｄは、前記のとおり、改修工事においても、鉄骨造建物に

施工された耐火被覆用の吹付け材を削る作業をしていたことが窺われる

が、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事において、25 

石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わないか
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ら、被災者Ｄによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反

は認められない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

 前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現5 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から

平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム

板第１種である。 10 

被災者Ｄは、昭和４９年から平成４年までの１９年間、年間５件程度、

合計９５件程度（５件×１９年）の新築工事に従事し、改修等を考慮する

と年間１３件程度、合計２４７件程度（１３件×１９年）の建築工事に従

事したことが認められる。上記建材は、改修工事においても、壁材や天井

材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施すことがあ15 

ったものと認められる。そうすると、被控訴人エーアンドエーの上記建材

は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場のうち少なくとも１件に到

達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工事の建築

現場のみで１５回程度（９５件÷６）、改修工事等を考慮した場合は４１

回程度（２４７件÷６）、被災者Ｄの従事した建築現場に到達した高度の20 

蓋然性があり、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイの上記建

材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件

に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工事の

建築現場のみでそれぞれ４回程度（９５件÷２０）、改修工事等を考慮し

た場合はそれぞれ１２回程度（２４７件÷２０）、被災者Ｄの従事した建25 

築現場に到達した高度の蓋然性がある。 



 

 

250 

 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から平成４年までの間に製造販

売していた上記建材は、別紙８－３に記載のとおりであると認められると

ころ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエーが製造販売した各建

材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製造販売した各建材のう5 

ちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製造販売した各建材

のうちの１つないし複数については、シェアを用いた手法により、被災者

Ｄの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認めるこ

とができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ10 

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｄの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   エ ㉟石綿含有窯業系サイディング 

被控訴人らは、前記第２節第３の３⑵のとおり、屋外での使用、加工等が15 

予定されている上記建材について、警告義務を負っていない。また、被控訴

人らが、被災者Ｄとの関係で、上記建材について警告義務を負うべき特段の

事情があると認めるに足りる証拠はない。したがって、被控訴人らには、被

災者Ｄに対する警告義務違反は認められない。 

オ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被20 

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 25 

 上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に
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より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｄの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

  ⑶ 被控訴人らの主張 

   被控訴人ニチアスは、被災者Ｄが建築作業に従事したのは一般住宅又は公営5 

住宅のみであるところ、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第

１種はその９割が中高層の非住宅の建物向けのものであるから、被控訴人ニチ

アスの上記建材が被災者Ｄに到達した蓋然性は認められない旨を主張し、これ

に沿う証拠として、「次の飛躍期をねらう 石綿けい酸カルシウム板」（ヤノ・

レポート昭和５０年２月２４日３３２号１９頁）（乙マ１０２９）及び「繊維強10 

化セメント板」市場の動向（ヤノ・レポート２００７年１１月２５日１２３９

号５２頁）（乙マ１０３０）を提出する。 

この点、証拠（乙マ１０２９・２１頁）及び弁論の全趣旨によれば、公刊さ

れた文献に、昭和５０年当時の被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種の出荷先は非住宅が９０パーセントを占める旨、上記建材について15 

は中高層の建築物における需要が圧倒的に多い旨の記載があることが認めら

れる。他方で、証拠（乙マ１０３０・５２頁）には、平成１７ないし１８年当

時の被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種の用途はビル

用（工場、マンションを含む。）が８０パーセント、住宅用が２０パーセントで

ある旨の記載があることをも勘案すれば、被控訴人ニチアスの上記建材は、マ20 

ンション等の比較的規模の大きな住宅においても使用されていたことがうか

がわれる。また、証拠（甲Ｄ７の２（３２、１０７頁））によれば、被災者Ｄは、

木造等の一般住宅の工事に加え、鉄骨造建物の造作の工事、公営住宅の建築、

造作の工事や、道営住宅の建築、造作の工事をしていたことや、被災者Ｄが昭

和６３年５月以降に従事した一般住宅の建築工事は年間２件程度であったこ25 

とが認められる。そうすると、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウ
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ム板第１種が、被災者Ｄの従事した建築現場に到達する可能性は相応にあった

ものと考えられる。したがって、この点に関する被控訴人ニチアスの主張は理

由がない。 

 ⑷ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｄの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前5 

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｄの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被

災者Ｄが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者10 

Ｄが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイは、被災者Ｄに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｄに対し、損害賠償責15 

任を負わない。 

５ 被災者Ｅ（番号８） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の５）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１３

３０、甲Ｄ８の２・３、控訴人Ｅ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｅの20 

稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

  ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｅは、昭和４７年７月から平成１８年９月まで、冬期の４か月間を

除く季節雇用の大工として、主に個人住宅の建築作業に従事した。昭和５８

年７月から平成元年１２月までの間は、体育館、学校、公園トイレの営繕工25 

事にも従事した。 
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被災者Ｅは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、

外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わり、ま

た、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事では、壁、天井、床

の下地工事及び仕上げ工事に携わった。その中で、各種ボード類等を取り扱5 

い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施した。改修工事では、改

修部分を撤去するために取り壊した後、新築工事と同様、各種ボード類等を

加工するなどした。また、建築作業の前提として、従前建てられていた建築

物の解体作業にも従事した。 

  イ 建築現場数 10 

一般的な大工は年間６件程度の新築工事のほか、改修や応援、手伝いなど

も考慮すると年間１６件程度の工事に従事していたものと認められる（甲Ａ

３６２、１３３０（１１ないし１４頁））。被災者Ｅは、前記アのとおり、冬

期間に稼働していなかったことを除いて、一般的な大工と稼働状況が異なる

事情は見当たらない。そうすると、被災者Ｅは、１年のうち冬期の４か月間15 

稼働していなかったことを前提に、年間４件程度（６件÷１２か月×８か月）

の新築工事に従事し、上記改修工事等を考慮すると年間１０件程度（１６件

÷１２か月×８か月）の建築工事に従事していたものと認められる。 

ウ 石綿粉じん曝露の状況 

被災者Ｅは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー20 

ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。さら25 

に、被災者Ｅは、建築作業の前提として、従前建てられていた建築物の解体
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作業にも従事し、撤去されるなどした石綿含有建材から発散した石綿粉じん

に曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等（大工関係） 

ア 控訴人らは、被災者Ｅが大工として建築作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－５－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、吹付け材5 

（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け

材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿

含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、

⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレ

キシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせっこ10 

う板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石

綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖

石綿含有パーライト板、㉛石綿含有けい酸カルシウム床材及び㉟石綿含有窯

業系サイディングを主張するので、以下、これらについて個別に検討する。 

   イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿15 

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 20 

前記⑴アによれば、被災者Ｅが、上記期間内に、鉄骨造建物の建築作業

に従事していたことを認めるに足りる証拠はない。 

この点、証拠（甲Ｄ８の２（７、１６、１７頁））によれば、被災者Ｅは

昭和４７年７月から同年８月までの約１か月間、長野県所在の会社で、鉄

骨造建物の建築作業に従事したこと、その際に、同じ作業場所で耐火被覆25 

材の吹付けが行われていたことは認められる。しかし、被災者Ｅは、その
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後、北海道釧路市に転居し、昭和４９年５月以降、上記会社とは異なる会

社で就労していること（甲Ｄ８の２（７、３０頁））、被災者Ｅは、昭和４

９年５月から昭和５３年までの間、個人住宅の建築作業に従事していたこ

と（甲Ｄ８の２（７、１７頁））に鑑みると、被災者Ｅが、前記の昭和４９

年５月から昭和５３年までの間、鉄骨造建物の建築作業に従事していたと5 

認めることはできない。 

したがって、被控訴人太平洋セメントの上記建材について、シェアを用

いた手法による確率論的な見地から検討をしても、被災者Ｅの従事した建

築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認めることはできない。 

 その他、被控訴人らの製造販売する①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ10 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｅの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

 前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現15 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から

平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム

板第１種である。 20 

被災者Ｅは、昭和４９年から平成４年までの１９年間、年間４件程度、

合計７６件程度（４件×１９年）の新築工事に従事し、上記改修工事等を

考慮すると年間１０件程度、合計１９０件程度（１０件×１９年）の工事

に従事していたことが認められる。上記建材は、改修工事においても、壁

材や天井材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施す25 

ことがあったものと認められる。そうすると、被控訴人エーアンドエーの
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上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場のうち少なくとも

１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工

事の建築現場のみで１２回程度（７６÷６）、上記改修工事等を考慮した

場合は３１回程度（１９０÷６）、被災者Ｅの従事した建築現場に到達し

た高度の蓋然性があり、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイ5 

の上記建材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なく

とも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新

築工事の建築現場のみでそれぞれ３回程度（７６÷２０）、上記改修工事

等を考慮した場合はそれぞれ９回程度（１９０÷２０）、被災者Ｅの従事

した建築現場に到達した高度の蓋然性がある。 10 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から平成４年までの期間におい

てそれぞれ製造、販売していた上記建材は、別紙８－４に記載のとおりで

あると認められるところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエー

が製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製造15 

販売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが

製造販売した各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた

手法により、被災者Ｅの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したと

の事実を認めることができる。 

 前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ20 

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｅの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

 なお、被災者Ｅは、前記期間中に解体作業にも従事していることが認め

られるが、前記⑴アのとおり、この解体作業は被災者Ｅが大工として建築25 

作業に従事する前段階として行われたものであるから、被災者Ｅが解体作



 

 

257 

 

業に従事していたことにより、被災者Ｅが大工として建築作業に従事する

機会が減ったものとは考え難く、前記認定を妨げるものではない。 

エ ㉟石綿含有窯業系サイディング 

被控訴人らは、前記第２節第３の３⑵のとおり、屋外での使用、加工等が

予定されている上記建材について、警告義務を負っていない。また、被控訴5 

人らは、被災者Ｅとの関係で、上記建材について警告義務を負うべき特段の

事情があると認めるに足りる証拠はない。したがって、上記建材について、

被控訴人らには、被災者Ｅに対する警告義務違反は認められない。 

オ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟10 

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 

 上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に15 

より現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者Ｅ

の従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証

拠はない。 

  ⑶ 共同不法行為者の特定等（解体工関係） 

控訴人らは、被災者Ｅが解体工として解体作業に従事していたことに係る主20 

要原因建材として、別紙５－５－２に記載された各建材を主張する。 

しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事や解体工

事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負

わないから、被災者Ｅによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務

違反は認められない。 25 

⑷ 小括 
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前記⑴で認定した被災者Ｅの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｅの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被5 

災者Ｅが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者

Ｅが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイは、被災者Ｅに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 10 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｅに対し、損害賠償責

任を負わない。 

６ 被災者Ｆ（番号９） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の６）のほか、証拠（甲Ｄ９の２・３、被災者Ｆ15 

本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｆの稼働状況及び石綿粉じんへの曝

露の状況は、以下のとおり認定できる。 

  ア 就労期間及び作業内容 

 被災者Ｆは、昭和４９年６月から昭和５４年１２月まで、左官工として

建築作業（モルタルを練る作業等）に従事した。 20 

 被災者Ｆは、昭和５５年５月から平成２年１２月まで、とびとして、主

に鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事の現場において、足

場の設置や組み替え、撤去等、足場の上や下の清掃、足場にシートを張る

などといった建築に従事した。また、平成３年４月から平成１８年１２月

まで、とびとして、主として建物の解体作業が行われる建築現場において、25 

前記と同様の建築作業に従事した。 
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  イ 建築現場数 

被災者Ｆは、とびとして、昭和５５年から平成２年まで、約４０件から４

５件の新築工事の現場で建築作業に従事し、平成３年から平成１８年まで、

１００件以上の解体工事の現場で建築作業に従事した。 

  ウ 石綿粉じんの曝露状況 5 

被災者Ｆは、とびとして、新築工事では、他の職人の取り扱う石綿含有建

材から発散する石綿粉じんに曝露した。解体工事では、既設の石綿含有建材

を撤去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、被災者Ｆがとびとして建築作業に従事していたことに係る主10 

要原因建材として、別紙５－６に記載された各建材を主張するので、以下被

災者Ｆが上記各建材から生じた石綿粉じんに曝露した態様ごとに検討する。 

イ  控訴人らは、被災者Ｆが、とびとして建築作業に従事していた際、被災

者Ｆの頭上で行われていた吹付け作業から生じた吹付け材（①吹付け石綿、

②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材）の石綿粉じ15 

んに曝露した旨主張する。 

   前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 20 

しかし、被災者Ｆは、前記⑴ア のとおり、とびとして建築作業に従事

したのは昭和５５年５月以降であるから、被控訴人太平洋セメントの製造

販売した②石綿含有吹付けロックウールが、被災者Ｆの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めることはできない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ25 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｆの従事した建築現場
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に相当回数にわたり到達していたことを認めるに足りる証拠はない。 

この点、被災者Ｆは、頭上で行われていた吹付け作業から生じた吹付け

材の石綿粉じんに曝露した旨主張する。しかし、被災者Ｆは、吹付け作業

について、ノズルの先から霧のようなものが出ており、吹付けられた後は、

綿が固まったような手で穴があくようなものであったなどと供述してい5 

ることからすると（尋問調書２９から３０、３２頁）、被災者Ｆの頭上で行

われていた吹付け作業は、③湿式石綿含有吹付け材を用いたものではなく、

乾式工法で吹付け材が用いられていたものと推認されるところ（第１節第

１の２⑵ア）、耐火被覆用の②石綿含有吹付けロックウールは、昭和５５

年の時点では、製造販売を終了しており、石綿を含有しない吹付けロック10 

ウールを用いた吹付作業であった可能性が高いことから、被災者Ｆの供述

は、上記判断を左右するものではない。 

   ウ 被災者Ｆが、とびとして、主に鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の

新築工事の現場において、足場の設置や組み替え、撤去等、足場の上や下の

清掃、足場にシートを張るなどといった建築に従事したことは認められる。 15 

しかし、そのような作業内容をもって、被災者Ｆが、新規に又は後続作業

者として、特定の石綿含有建材を直接取り扱ったとは認めることができず、

前記第１の民法７１９条１項後段を類推適用する場合にはあたらない。 

   エ 控訴人らは、被災者Ｆが、平成３年４月以降は主に建物の解体現場で作業

に従事しており、解体工と同様に、当該建物で使用される全ての石綿含有建20 

材から生じる石綿粉じんに曝露した旨を主張する。 

しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、解体工事におい

て、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わない

から、被災者Ｆによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反

は認められない。 25 

   オ なお、被災者Ｆが左官として建築作業に従事していたことに係る主要原因



 

 

261 

 

建材については、控訴人らの主張によっても特定されていない（令和２年１

０月２０日付け控訴審準備書面（原告各論）７頁）。 

  ⑶ 小括 

以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｆに対し、損害賠償責任を負わない。 

７ 被災者Ｇ（番号１１） 5 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の７）のほか、証拠（甲Ａ１２０、３６５、１３

３０、甲Ｄ１１の２・３、控訴人Ｇ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｇ

の稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

ア 就労期間及び作業内容 10 

被災者Ｇは、平成元年６月から平成２０年３月まで、配管工として、建築

作業に従事した。 

被災者Ｇは、新築工事や改修工事において、配管を通すための穴を開ける

ため、各種ボード類の切断、貫通作業を行い（スリーブ工事）、配管の長さを

調整するために、配管の切断、加工を行うなどした。改修工事では、保温材15 

や断熱材が巻き付けてある古い配管を撤去するために、断熱材や古い配管を

切断する作業を行った。鉄骨造建物の配管工事では、吹付け材を剥がしたり

しながら、鉄骨に支持金具や吊りボルトを取り付けることもあった。 

   イ 建築現場数 

被災者Ｇが従事した建築現場の現場数については、約２０年間の就労期間20 

のうち、被災者Ｇの記憶に残っている作業現場は３８か所であり、そのうち

新築は２０件であるが、小さな商業ビルやマンションなどの記憶に残らない

小さな現場が多数存在すること（甲Ｄ１１の３の１、３）、別件訴訟における

配管工が、一人親方などは、大きな建物以外は、新築工事で２日ないし１０

日、改修工事で１日ないし７日は現場で作業し、複数の現場を掛け持ちする25 

ことがある旨陳述していること（甲Ａ３６５、１３３０）等を考慮すると、
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被災者Ｇは、少なくとも年間３０件以上の新築工事に従事していたものと認

められる。 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｇは、上記アのとおり、スリーブ工事を行う際に、各種ボード類か

ら生じる石綿粉じんに曝露した。改修工事では、保温材等が巻き付けられて5 

いる古い配管を切断する作業を行う際に、保温材や配管（石綿セメント円筒）

から生じる石綿粉じんに曝露した。その他、鉄骨造建物の改修工事では、吹

付け材を剥がす際や、石綿が飛散する現場で作業を行い、石綿粉じんに曝露

した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 10 

ア 控訴人らは、別紙５－７の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｇに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿

含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材、⑩石綿

保温材、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレート15 

ボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボ

ード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含

有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セ

メント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉖石綿含有パーライト板

及び㊶石綿セメント円筒を主張するので、以下これらについて個別に検討す20 

る。 

   イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和25 

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含
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有吹付けロックウールのみである。 

しかし、被災者Ｇは、前記⑴アのとおり、配管工として建築作業に従事

したのは平成元年からであるから、被控訴人太平洋セメントの製造販売し

た②石綿含有吹付けロックウールが、被災者Ｇの従事した建築現場に相当

回数にわたり到達していたとの事実を認めることはできない。 5 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｇの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

 なお、被災者Ｇは、改修工事において、既設の吹付け材を剥がしたこと

があることは認められるが、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人ら10 

は、改修工事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、

警告義務を負わないから、被災者Ｇによる上記作業について、被控訴人ら

における警告義務違反は認められない。 

ウ 保温材（⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材及び⑩石綿保温材） 

  前記第３の３のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現15 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人ニチアスが

昭和５０年から昭和５５年までに製造販売した建材及び被控訴人エーア

ンドエーが昭和５０年から昭和５３年までに製造販売した建材である。 

 しかし、被災者Ｇが配管工として稼働を始めた平成元年６月の時点で、

被控訴人らによる⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材及び⑩石綿保温材20 

の製造販売はいずれも終了していることが認められるから（甲Ｃ２９の４

４ないし４７、５７、５８、６１ないし６３）、上記建材が、被災者Ｇの従

事した建築現場に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めること

はできない。 

  なお、前記⑴ウによれば、被災者Ｇは、改修工事において、既設の保温25 

材を切断する作業に従事していたことは認められるが、前記イ と同様、
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被災者Ｇによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認

められない。 

   エ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

  前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現5 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した建材である。 

被災者Ｇは、前記⑴ウのとおり、スリーブ工事を行う際に、上記建材か

ら生じた石綿粉じんに曝露したものと認められるところ、改修工事では、10 

新規に使用されたボード類ではなく、既設のボード類にスリーブ工事を行

う可能性もあることから、新築工事に限ったとしても、前記⑴イのとおり、

年間３０件以上の新築工事に従事しており、平成元年６月から平成４年ま

での約３年半の間、合計１０５件程度（３０件×３．５年）の建築工事に

従事したことが認められる。そうすると、被控訴人エーアンドエーの上記15 

建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場のうち少なくとも１件

に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、１７回程度

（１０５件÷６）、被災者Ｇの従事した新築工事の建築現場に到達した高

度の蓋然性があり、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイの上

記建材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも20 

１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、５回程

度（１０５件÷２０）、被災者Ｇの従事した新築工事の建築現場に到達し

た高度の蓋然性がある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが平成２年から平成４年までの間（被災者Ｇ25 

は平成元年６月から稼働していることから、平成元年については除外して



 

 

265 

 

いる。）に製造販売していた上記建材は、別紙８－５に記載のとおりであ

ると認められるところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエーが

製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製造販

売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製

造販売した各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた手5 

法により、被災者Ｇの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの

事実を認めることができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｇの従事した建築現場に相当回数にわたり到10 

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

オ ㊶石綿セメント円筒 

  前記第３の１０のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により

現場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５９年から昭

和６３年までの間に被控訴人エーアンドエーが製造販売したものである。 15 

しかし、被災者Ｇは、前記⑴アのとおり、配管工として建築作業に従事

したのは平成元年からであるから、被控訴人エーアンドエーの製造販売し

た㊶石綿セメント円筒が、被災者Ｇの従事した建築現場に相当回数にわた

り到達していたとの事実を認めることはできない。 

 その他、被控訴人らの製造販売する上記建材が、被災者Ｇの従事した建20 

築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

なお、前記⑴ウによれば、被災者Ｇは、改修工事において、既設の石綿

セメント円筒を切断する作業に従事していたことは認められるが、前記イ

と同様、被災者Ｇによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義

務違反は認められない。 25 

カ その他の建材（⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート



 

 

266 

 

ボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿

含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形

セメント板及び㉖石綿含有パーライト板） 

  上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者5 

Ｇの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

  ⑶ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｇの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・10 

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｇの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被

災者Ｇが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者

Ｇが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 15 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイは、被災者Ｇに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｇに対し、損害賠償責

任を負わない。 20 

８ 被災者Ｈ（番号１３） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の８）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１３

３０、甲Ｄ１３の２・３、控訴人Ｈ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｈ

の稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 25 

   ア 就労期間及び作業内容 
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被災者Ｈは、昭和２９年から昭和５８年頃まで、冬期を除く季節雇用（お

おむね４月から１１月まで）の大工として、一般住宅や市営住宅の新築工事、

学校の新築、増改築工事に従事した。同年頃から平成２０年１２月まで、従

前から行っていた大工の仕事を請負で行うようになったが、ほとんどは従前

の勤務先の下請をしていた。 5 

被災者Ｈは、一般住宅といった木造建物の建築作業に従事していたのみな

らず、病院の地下の改装工事の際に被災者Ｈの周りで他の作業員が吹付けを

行っていた旨（甲Ｄ１３の２（１７頁））、学校の新築工事では体育館等で石

綿の吹付け作業が行われており、粉じんがもうもうと立ち込める中での床貼

り作業や、鉄骨に吹き付けられている石綿を剥がしてから棚を作る作業に従10 

事したことがある旨（甲Ｄ１３の２（２４頁））を述べていることから、鉄

骨造建物の建築作業に従事することも相応にあったことが認められる。 

被災者Ｈは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工

事、外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わり、15 

また、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事では、壁、天井、

床の下地工事及び仕上げ工事に携わった。その中で、各種ボード類等を取り

扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施した。改修工事では、

改修部分を撤去するために取り壊した後、新築工事と同様、各種ボード類等

を加工するなどした。 20 

イ 建築現場数 

一般的な大工は年間６件程度の新築工事のほか、改修や応援、手伝いなど

も考慮すると年間１６件程度の工事に従事していたものと認められる（甲Ａ

３６２、１３３０（１１ないし１４頁））。被災者Ｈは、前記アのとおり、季

節雇用として建築作業に従事していたことを除いて、一般的な大工と稼働状25 

況が異なる事情は見当たらない。そうすると、被災者Ｈは、１年のうち冬期
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の４か月間稼働していなかったことを前提に、年間４件程度（６件÷１２か

月×８か月）の新築工事に従事し、上記改修等を考慮すると年間１０件程度

（１６件÷１２か月×８か月）の工事に従事していたものと認められる。 

   ウ 石綿粉じん曝露の状況 

被災者Ｈは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー5 

ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。鉄骨10 

造建物の建築作業では、吹付け材を削る作業を行う際などに、吹付け材から

発散する石綿粉じんに曝露することがあった。 

⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、別紙５－８の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｈに係る主

要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウー15 

ル及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、

⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿

含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・そ

の他、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿20 

含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含

有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸

カルシウム床材を主張するので、以下これらについて個別に検討する。 

   イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 25 

     前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現
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場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントの製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 

被災者Ｈは、前記⑴アのとおり、上記期間内に、一般住宅や市営住宅の

新築工事、学校の新築、増改築工事に従事しており、鉄骨造建物の建築作5 

業に従事することが相応にあったものと認められるが、仮に鉄骨造建物の

占める割合が全体の半分程度であったとしても、被災者Ｈが鉄骨造建物の

新築工事に従事した件数は年間２件程度（４件×５割）、４年間で８件程

度（２件×４年）、改修工事を入れても年間５件程度（１０件×５割）、４

年間で２０件程度（５件×４年）となるに過ぎないし、鉄骨造建物の割合10 

が半分程度はあったと認めるに足りる証拠はない。このような被災者Ｈの

従事した建築現場の件数を踏まえると、被控訴人太平洋セメントの上記建

材について、シェアが約２５％（８件の建築現場のうち少なくとも１件に

到達した高度の蓋然性がある）であることから、シェアを用いた手法によ

る確率論的な見地から検討をしても、３回（２０件÷８）に満たないもの15 

であったといわざるを得ず、被災者Ｈの作業する建築現場に相当回数にわ

たり到達していたとの事実は認めることができない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｈの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 20 

 なお、被災者Ｈは、前記⑴ウのとおり、改修工事においても、鉄骨造建

物に施工された耐火被覆用の吹付け材を削る作業をしていたことが窺わ

れるが、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事におい

て、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わな

いから、被災者Ｈによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務25 

違反は認められない。 
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   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か5 

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 

被災者Ｈは、昭和４９年から平成４年までの約１８年間、年間４件程度、

合計７６件（年間４件×１９年）程度の新築工事に従事し、改修等を考慮10 

すると年間１０件程度、合計１９０件（１０件×１９年）程度の建築工事

に従事していたことが認められる。上記建材は、改修工事においても、壁

材や天井材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施す

ことがあったものと認められる。そうすると、被控訴人エーアンドエーの

上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場のうち少なくとも15 

１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工

事の建築現場のみで１２回程度（７６件÷６）、改修工事等を考慮した場

合は３１回程度（１９０件÷６）、被災者Ｈの従事した建築現場に到達し

た高度の蓋然性があり、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイ

の上記建材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なく20 

とも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新

築工事の建築現場のみでそれぞれ３回程度（７６件÷２０）、改修工事等

を考慮した場合はそれぞれ９回程度（１９０件÷２０）、被災者Ｈの従事

した建築現場に到達した高度の蓋然性がある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及25 

び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から平成４年までの期間におい
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てそれぞれ製造、販売していた上記建材は、別紙８－６に記載のとおりで

あると認められるところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエー

が製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製造

販売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが

製造販売した各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた5 

手法により、被災者Ｈの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したと

の事実を認めることができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｈの従事した建築現場に相当回数にわたり到10 

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

  エ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、15 

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 

    上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者Ｈ

の従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証20 

拠はない。 

 ⑶ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｈの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石25 

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災
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者Ｈの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことが認められる

ことからすると、被災者Ｈが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露

したことは、被災者Ｈが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認める

のが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・5 

エム・ケイは、被災者Ｈに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｈに対し、損害賠償責

任を負わない。 

９ 被災者Ｉ（番号１４） 10 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の９）のほか、証拠（甲Ａ１２０、甲Ｄ１４の２・

３、控訴人Ｉ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者の稼働状況及び石綿粉

じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

 ア 就労期間及び作業内容 15 

被災者Ｉは、昭和４２年１０月から平成２１年３月まで、主に北海道で、

配管工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物において、建築作業

に従事した。 

被災者Ｉは、給排水管を通すための穴を開けるため、コンクリートや各種

ボード類の切断、貫通作業を行い（スリーブ工事）、配管の長さを調整するた20 

めに、配管の切断、加工を行い、その後、開けた穴に配管を通し、流しや便

所などの器具を取り付けるなどした。鉄骨造建物では、鉄骨に支持金具や吊

りボルトを取り付けるため、吹付け材をへらなどで剥離、除去した。改修工

事では、天井板や壁板を剥がす作業や、保温材が巻いてある状態の古い配管

を電動ノコで切断する作業を行った。 25 

被災者Ｉは、周囲で吹付け作業が行われる中で、配管作業に従事すること
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があったが、一般的には、吹付け作業と一緒に配管作業に従事することはな

かった（被災者Ｉ本人（１７頁））。 

イ 建築現場数 

被災者Ｉは、昭和４２年１０月から平成１４年６月までの間、新築工事と

して、鉄筋コンクリート造建物における建築工事に従事することがほとんど5 

であり、鉄骨造建物は１割に満たず、木造建物はほとんどなかった。新築工

事の現場数は年間２、３か所で、約３５年間に１００か所近くになり、１か

所の建築現場につき、概ね２ないし３か月を要したこと、鉄骨造建物、鉄筋

コンクリート造建物の新築工事の合間に、改修工事や木造建物の新築工事を

手掛けていたが、新築工事より少なかったことといった事情を考慮すると、10 

年間４件程度の新築工事及び１ないし２件程度の改修工事に従事していた

ものと認められる。（甲Ｄ１４の２（１７、４９頁）、甲Ｄ１４の３の３（１

ないし３頁）、控訴人Ｉ本人（１６、３０ないし３２頁））、 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｉは、上記アのとおり、スリーブ工事を行う際に、各種ボード類か15 

ら発散する石綿粉じんに曝露した。また、配管の切断、加工を行う際に、配

管から発散する石綿粉じんに曝露した。さらに、他の者の作業から発生した

ものも含め作業終了時の清掃の際にも石綿粉じんに曝露した。鉄骨造建物に

おける建築工事では、吹付け材をへらなどで剥離、除去したり、周囲で吹付

け作業を行う中で作業を配管作業に従事した際に、石綿粉じんに曝露した。20 

改修工事では、新築工事と同様の作業を行って石綿粉じんに曝露したのに加

え、天井板や壁板を剥がす作業や、保温材が巻いてある状態の古い配管を電

動ノコで切断する作業を行い、このような作業でも上記建材から発散する石

綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 25 

ア 控訴人らは、別紙５－９の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｉに係る主
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要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウー

ル及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑩

石綿保温材、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレ

ートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレー

トボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石5 

綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成

形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉖石綿含有パーライ

ト板及び㊶石綿セメント円筒を主張する。以下、これらについて個別に検討

する。 

   イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿10 

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 15 

しかし、前記⑴イのとおり、被災者Ｉが従事した新築工事の現場数は年

間４件程度である上、鉄筋コンクリート造建物がほとんどであったことを

考慮すると、上記期間内に被災者Ｉが鉄骨造建物の新築工事に従事した建

築現場の数は相当少なかったものと認められる。このような被災者Ｉの従

事した建築現場の件数を踏まえると、シェアが約２５％（８件の建築現場20 

のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であった被控訴人

太平洋セメントの上記建材について、シェアを用いた手法による確率論的

な見地からの検討によっても、被災者Ｉの作業する建築現場に相当回数に

わたり到達していたとの事実は認めることができない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ25 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｉの従事した建築現場
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に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

 なお、被災者Ｉは、改修工事において、既設の吹付け材を剥がしたこと

があることは認められるが、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人ら

は、改修工事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、

警告義務を負わないから、被災者Ｉによる上記作業について、被控訴人ら5 

における警告義務違反は認められない。 

ウ 保温材（⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材及び⑩石綿保温材） 

  前記第３の３のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人ニチアスが

昭和５０年から昭和５５年までに製造販売した建材及び被控訴人エーア10 

ンドエーが昭和５０年から昭和５３年までに製造販売した建材である。 

前記⑴イのとおり、被災者Ｉが従事した新築工事及び改修工事の現場数

は年間５件程度であることを考慮すると、昭和５０年から昭和５５年まで

の工事件数は３０件程度（５件×６年）である。また、被災者Ｉは、作業

内容について、別件訴訟の当事者が提出した陳述書（甲Ａ１２０の１）と15 

ほぼ同内容であるが、冷媒配管を扱ったことはない旨述べているところ

（甲Ｄ１４の３の３（３頁））、同陳述書では、保温工事を行うのは冷媒配

管工事である旨記載されている（甲Ａ１２０の１（６頁））。北海道内では、

冷媒配管以外にも保温材が使用されることが考えられるものの、被災者Ｉ

が従事した新築工事の現場は、大きな現場が多かったことから（甲Ｄ１４20 

の３の３（２頁））、保温工事については、保温工が相当数を行っていた可

能性もある。 

以上の事情に照らすと、上記建材の現場到達事実について、シェアを用

いた手法による確率論的な見地から検討できる前提を欠いているものと

いわざるを得ない。したがって、シェアを用いた手法により、被控訴人ニ25 

チアス及び被控訴人エーアンドエーの上記建材が、被災者Ｉの従事した建
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築現場に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めることはできな

い。 

     その他の被控訴人らの製造販売する⑦石綿含有けい酸カルシウム保温

材及び⑩石綿保温材が、被災者Ｉの従事した建築現場に相当回数にわたり

到達したことを認めるに足りる証拠はない。 5 

     なお、前記⑴ウによれば、被災者Ｉは、改修工事において、既設の保温

材を切断する作業に従事していたことは認められるが、前記イ と同様、

被災者Ｉによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認

められない。 

エ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・10 

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

 前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ15 

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 

被災者Ｉは、前記⑴ウのとおり、スリーブ工事を行う際や清掃作業時に、

上記建材から生じた石綿粉じんに曝露したものと認められるところ、前記

⑴イのとおり、年間５件程度の新築工事及び改修工事に従事しており、昭20 

和４９年から平成４年までの１９年間、年間５件、合計９５件程度（５件

×１９年）の新築工事及び改修工事に従事したことが認められる。そうす

ると、被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が

６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）で

あるから、上記期間内に、１６回程度（９５件÷６）、被災者Ｉの従事した25 

新築工事及び改修工事の建築現場に到達した高度の蓋然性があり、被控訴
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人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、シェアが約１０％

（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然

性がある）であるから、上記期間内に、５回程度（９５件÷２０）、被災者

Ｉの従事した新築工事及び改修工事の建築現場に到達した高度の蓋然性

がある。 5 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年から平成４年までの期間にお

いてそれぞれ製造、販売していた上記建材は、別紙８－７に記載のとおり

であると認められるところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエ

ーが製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製10 

造販売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイ

が製造販売した各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用い

た手法により、被災者Ｉの従事した建築現場に相当回数にわたり到達した

との事実を認めることができる。 

  前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ15 

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｉの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

オ ㊶石綿セメント円筒 

  前記第３の１０のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により20 

現場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５９年から昭

和６３年までの５年間に被控訴人エーアンドエーが製造販売した㊶石綿

セメント円筒である。 

しかし、被災者Ｉが、その間に従事した建築現場の件数は、前記⑴イの

とおり、年間５件程度、合計２５件程度（５件×５年）である。また、被25 

控訴人エーアンドエーの製造販売する上記建材のシェアについては、昭和
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６１年以降の３年間は約２０％（建材が１０件の建築現場のうち少なくと

も１件に到達した高度の蓋然性がある）であるが、それ以前の２年間は約

１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の

蓋然性がある）であることから、シェアを用いた手法による確率論的な検

討をしても、３回に満たないものであったといわざるを得ない。したがっ5 

て、被控訴人エーアンドエーの上記建材が、上記期間内に、被災者Ｉの従

事した建築現場に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めること

はできない。 

     その他、被災者Ｉの供述によっても、上記建材に関し、トーアトミジ株

式会社のトミジパイプを用いていたことは窺われるが（被災者本人１１か10 

ら１２頁）、被控訴人らの製造販売した上記建材を用いたことを認めるに

足りる証拠はない。 

     なお、前記⑴ウによれば、被災者Ｉは、改修工事において、既設の石綿

セメント円筒を切断する作業に従事していたことは認められるが、前記イ

と同様、被災者Ｉによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義15 

務違反は認められない。 

カ その他の建材（⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート

ボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿

含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形

セメント板及び㉖石綿含有パーライト板） 20 

  上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｉの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

⑶ 小括 25 

前記⑴で認定した被災者Ｉの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前
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記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｉの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被

災者Ｉが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者5 

Ｉが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイは、被災者Ｉに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｉに対し、損害賠償責10 

任を負わない。 

１０ 被災者Ｊ（番号１５） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

   前記認定事実（第１節第２の１０）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１

３３０、Ｄ１５の２・３、控訴人Ｊ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者15 

の稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 

  ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｊは、昭和４７年に大工としての研修を受け、昭和５１年から平成

１４年１２月まで、１年のうち冬期の約２か月間を除き、大工として、建築

作業に従事した。個人の木造住宅のほか、市営住宅、事務所、消防署、小学20 

校、工場等の建築工事に従事した。 

    被災者Ｊは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、

外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わり、ま

た、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の新築工事では、壁、天井、床25 

の下地工事及び仕上げ工事に携わった。その中で、各種ボード類等を取り扱
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い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の加工を施した。 

また、被災者Ｊは、上記期間内に、建築物の解体作業にも従事した。 

イ 建築現場数 

  被災者Ｊは、従事した建築作業の件数について、陳述書（甲Ｄ１５の３

の４）やアンケート（甲Ｄ１５の３の３）において、一般的な大工が従事5 

する工事の件数と比べると、非常に多い件数の工事に従事した旨記載して

いる。 

しかし、被災者Ｊの記載には、多数、数百といった相当幅のある表現が

用いられていることや、その尋問において、記憶が必ずしもはっきりしな

い旨、ちょっと多いかもわからない旨を供述していること（控訴人Ｊ本人10 

（２４、２５、３０、３１頁））を考慮すると、被災者Ｊの陳述書やアンケ

ートにおける記載を直ちに採用することはできない。 

他方で、被災者Ｊは、前記アのとおり、少なくとも一般の大工と同様の

建築作業に従事していたこと、解体工事にも従事していたが、その比率は、

稼働期間を通じて、１割ないし２割程度であること、新築工事と改修工事15 

の比率は、昭和５７年３月から昭和６３年５月までの間は、改修工事の比

率が９割程度であったが、それ以外の期間は、概ね同程度であったこと、

冬期間は働いていない時期もあったが、失業保険の５０日分の一時金の支

給を受けたらすぐに仕事をしていたことが認められる（甲Ｄ１５の３の３、

控訴人Ｊ本人）。 20 

これらの事情に照らすと、被災者Ｊが、一般の大工と比べて、現場数が

多かったとはいえるが、稼働状況が大きく異なるとまでは認められないか

ら、一般の大工の従事する工事の件数に基づき、被災者Ｊの従事した工事

の件数を認定するのが相当である。 

 一般的な大工は年間６件程度の新築工事、改修や応援、手伝いなども考25 

慮すると年間１６件程度の工事に従事するものと認められる（甲Ａ３６２、
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１３３０（１１ないし１４頁））。そうすると、被災者Ｊは、現場数が多か

ったことから、１年のうち冬期の２か月弱稼働していなかったことを前提

にしても、少なくとも年間６件程度の新築工事に従事し、上記改修等を考

慮すると年間１６件程度の工事に従事していたものと認められる。 

ただし、昭和５７年３月から昭和６３年５月までの期間については、前5 

記 のとおり、改修工事の比率が９割程度であり、従事した建築工事の件

数が増加すると考えられることから、年間２０件程度の改修工事に従事し

ていたものと認められる。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 

     被災者Ｊは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー10 

ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。加え15 

て、被災者Ｊは、建築物の解体作業にも従事しており、撤去されるなどした

石綿含有建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

 ⑵ 共同不法行為者の特定（大工関係） 

ア 控訴人らは、被災者Ｊが大工として建築作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－１０－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、吹付け20 

材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹付

け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石

綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、

⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレ

キシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせっこ25 

う板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石
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綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖

石綿含有パーライト板、㉛石綿含有けい酸カルシウム床材及び㉟石綿含有窯

業系サイディングを主張するので、以下これらについて個別に検討する。 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 5 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 

しかし、証拠（甲１５の３の１）によれば、被災者Ｊは、その間、１件10 

の鉄骨造の市営住宅の新築工事に従事したが、それ以外は木造建物の建築

工事に従事しており、個人の木造住宅の新築工事が大半であったことが認

められる。そうすると、被災者Ｊは、上記期間内に、鉄骨造建物の新築工

事にはほとんど従事していなかったものと認められる。このような被災者

Ｊの従事した建築現場の件数を踏まえると、被控訴人太平洋セメントの上15 

記建材について、シェアを用いた手法による確率論的な見地から検討をし

ても、被災者Ｊの作業する建築現場に相当回数にわたり到達していたとの

事実は認めることができない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｊの従事した建築現場20 

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド25 

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から
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平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム

板第１種である。 

被災者Ｊは、前記⑴イのとおり、昭和５１年から平成４年までの約１７

年間において、昭和５７年３月から昭和６３年５月までの約６年間を除き、5 

年間６件程度、合計６６件程度（６件×約１１年）の新築工事に従事し、

改修等を考慮すると、昭和５７年３月から昭和６３年５月の間は年間２０

件程度、それ以外の期間は年間１６件程度、合計２９６件程度（２０件×

約６年＋１６件×約１１年）の工事に従事していたものと認められる。上

記建材は、改修工事においても、壁材や天井材などとして新規に使用され、10 

切断、穿孔、研磨等の加工を施すことがあったものと認められる。そうす

ると、被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が

６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）で

あるから、上記期間内に、新築工事の建築現場のみで１１回程度（６６件

÷６）、改修工事等を考慮した場合は４９回程度（２９３件÷６）、被災者15 

Ｊの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性があり、被控訴人ニチアス

及び被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、シェアが約１０％（建材が

２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）

であるから、上記期間内に、新築工事の建築現場のみでそれぞれ３回程度

（６６件÷２０）、改修工事等を考慮した場合はそれぞれ１５回程度（２20 

９３件÷２０）、被災者Ｊの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性が

ある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和５１年から平成４年までの期間にお

いてそれぞれ製造、販売していた上記建材は、別紙８－８に記載のとおり25 

であると認められるところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエ
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ーが製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控訴人ニチアスが製

造販売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイ

が製造販売した各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用い

た手法により、被災者Ｊの従事した建築現場に相当回数にわたり到達した

との事実を認めることができる。 5 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｊの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

エ ㉟石綿含有窯業系サイディング 10 

被控訴人らは、前記第２節第３の３⑵のとおり、屋外での使用、加工等が

予定されている上記建材について、警告義務を負っていない。また、被控訴

人らが、被災者Ｊとの関係で、上記建材について警告義務を負うべき特段の

事情があると認めるに足りる証拠はない。したがって、上記建材について、

被控訴人らには、被災者Ｊに対する警告義務違反は認められない。 15 

オ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含20 

有けい酸カルシウム床材） 

    上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｊの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 25 

⑶ 共同不法行為者の特定（解体工関係） 
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控訴人らは、被災者Ｊが解体工として解体作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－１０－２に記載された各建材を主張する。 

しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事において、

石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わないから、

被災者Ｊによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認めら5 

れない。 

  ⑷ 被控訴人らの主張 

被控訴人ニチアスは、被災者Ｊが建築作業に従事したのは大半が戸建て住宅

又は共同住宅であるから、前記４⑶で主張したとおり、被控訴人ニチアスの㉓

石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災者Ｊに到達した蓋然性は認められ10 

ない旨主張する。 

しかし、前記４⑶のとおり、被控訴人ニチアスの上記建材は、マンション等

の比較的規模の大きな住宅においても使用されていたことがうかがわれると

ころ、前記⑴アのとおり、被災者Ｊは、個人の木造住宅のほか、市営住宅、事

務所、消防署、小学校、工場等の建築工事に従事したことが認められる。そう15 

すると、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が、被災者

Ｊの従事した建築現場に到達する可能性は相応にあったものと考えられる。し

たがって、この点に関する被控訴人ニチアスの主張は理由がない。 

また、被控訴人ニチアスは、被災者Ｊが主にカッターを用いてボードを切断

していたと述べていることをもって、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は20 

主要原因建材ではない旨主張する。しかし、被災者Ｊは、大工として、ボード

類を切断するほかに、ボード類に穿孔、研磨等の加工も施していることや、カ

ッター以外の工具を使用していないとは認められないこと等に鑑みると、この

点に関する被控訴人ニチアスの主張は理由がない。 

⑸ 小括 25 

前記⑴で認定した被災者Ｊの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前
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記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｊの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被

災者Ｊが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者5 

Ｊが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・

エム・ケイは、被災者Ｊに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｊに対し、損害賠償責10 

任を負わない。 

 １１ 被災者Ｋ（番号１６） 

  ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の１１）のほか、証拠（甲Ｄ１６の２・３、控訴

人Ｋ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者の稼働状況及び石綿粉じんへの曝15 

露の状況は、以下のとおりである。 

ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｋは、昭和４２年から平成１４年頃まで、板金工として建築作業に

従事し、木造建物、鉄骨造建物、鉄筋コンクリート造建物において、屋根張

り、壁の張り替え、ラス張りなどの作業を行った。 20 

また、被災者Ｋは、昭和４２年から平成１４年頃まで、解体工として、建

物の解体作業に従事した。 

イ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｋは、板金工として、屋根材や外壁材に切断、穿孔等の加工を施し、

これらの建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 25 

また、被災者Ｋは、解体工として、撤去されるなどした石綿建材から生じ
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た石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、被災者Ｋが板金工として建築作業に従事していたことに係る

主要原因建材として、別紙５－１１－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、㉝石

綿含有住宅屋根用化粧スレート及び㉟石綿含有窯業系サイディングを主張5 

する。 

しかし、被控訴人らは、前記第２節第３の３⑵のとおり、屋外での使用、

加工等が予定されている上記建材について、警告義務を負っていない。また、

被控訴人らは、被災者Ｋとの関係で、上記建材について警告義務を負うべき

特段の事情があると認めるに足りる証拠はない。 10 

したがって、上記建材について、被控訴人らには、被災者Ｋに対する警告

義務違反は認められない。 

   イ 控訴人らは、被災者Ｋが解体工として解体作業に従事していたことに係る

主要原因建材として、別紙５－１１－２に記載された各建材を主張する。 

 しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事におい15 

て、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わない

から、被災者Ｋによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反

は認められない。 

  ⑶ 小括 

以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｋに対し、損害賠償責任を負わない。 20 

 １２ 被災者Ｌ（番号１７） 

  ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の１２）のほか、証拠（甲Ａ１１７、１３３０、

甲Ｄ１７の３、被災者Ｌ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｌの稼働状

況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 25 

ア 就労期間及び作業内容 
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被災者Ｌは、昭和２５年４月から平成１２年まで、塗装工として、一般の

塗装工と同様に、清掃、下地調整を行った上で、塗装を行うといった建築作

業に従事した。被控訴人らが石綿含有建材について警告義務を負うに至った

昭和４９年１月以降における被災者Ｌの具体的な就労状況は、以下のとおり

である。 5 

  被災者Ｌは、昭和４９年１月から昭和５６年１０月まで、主に木造住宅

のモルタルやボードを使用した外壁や内壁の塗装を行っていた。新築工事

が大半であった。 

  被災者Ｌは、昭和５６年１１月から平成２年４月まで、上記 と同様、

木造住宅の塗装を行っていたが、その他に、鉄骨造建物のボードやモルタ10 

ルを使用した外壁や内壁の塗装も行った。新築工事が大半であった。 

  被災者Ｌは、平成２年５月から同年１２月まで、２０から３０件程度の

現場に従事したが、そのうち７５％程度は、木造住宅の改修工事で塗装を

行った。 

  被災者Ｌは、平成３年から平成１２年まで、木造住宅のサイディングボ15 

ードやボードを使用した外壁や内壁の塗装を行った。新築工事が９割程度

であった。 

イ 建築現場数 

被災者Ｌは、昭和４９年から平成１２年までの２７年間に、多数の新築建

物の建築現場で塗装作業に従事した（被災者Ｌは、アンケート（甲Ｄ１７の20 

３の２）に、新築工事及び改修工事について、いずれも数百件程度の建築工

事に従事した旨記載している。）。その件数は、別件の同種訴訟における塗装

工の平均年間現場数が３２件であることを踏まえて、年間平均３０件と考え

たとしても、合計８１０件（３０件×２７年）程度であり、その大半は新築

工事であったものと認められる。 25 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 
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被災者Ｌは、下地調整では、ラインサンダー等を使って素地の表面を平ら

に滑らかにする際に、モルタルやボードから発散した石綿粉じんに曝露した。

掃除の際には、掃除機で粉じんを吸い取ったり、ほうきで粉じんを掃いたり

するときに、舞い上がった石綿粉じんに曝露した。また、天井の耐火被覆用

の吹付け材がむき出しのままの建築現場で塗装をする際には、天井から落ち5 

て配管に積もった石綿粉じんに直接触れることもあり、この際に石綿粉じん

に曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定 

ア 控訴人らは、別紙５－１２の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｌに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ10 

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）及び㊸混和材を主張するので、以下、こ

れらについて個別に検討する。 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現15 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含有吹

付けロックウールのみである。 

被災者Ｌは、前記⑴ア のとおり、上記期間内に、主に木造住宅に従事

していたのであり、鉄骨造建物の新築工事に従事していないか、あるいは、20 

従事していたとしても、その従事した建築現場の件数はわずかであったも

のと認められる。このような被災者Ｌの従事した建築現場の件数を踏まえ

ると、被控訴人太平洋セメントの上記建材について、シェアを用いた手法

による確率論的な見地から検討をしても、被災者Ｌの作業する建築現場に

相当回数にわたり到達していたとの事実は認めることができない。 25 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ
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ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｌの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   ウ ㊸混和材 

前記のとおり、混和材のうち、シェアを用いた手法により現場到達事実を

認定することができる場合があるのは、昭和４９年から平成１５年までの間5 

に被控訴人ノザワが製造販売した㊸混和材である。 

被災者Ｌは、前記⑴イのとおり、昭和４９年から平成１２年までの２７年

間、塗装工として、年間３０件程度、合計８１０件程度（３０件×２７年）

の建築工事に従事し、その大半が新築工事に従事であったことが認められる。

そして、被控訴人ノザワは、上記期間を通じて、㊸混和材において極めて高10 

いシェアを有しており、そのシェアは、少なくとも３０パーセント（６件の

建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）を超えてい

たものと認められる。そうすると、被控訴人ノザワの上記建材は、新築工事

の建築現場数を全体の約８割である６４８件程度と考えたとしても、上記期

間内に、少なくとも１０８回程度（６４８件÷６）、被災者Ｌの従事した建築15 

現場に到達した高度の蓋然性がある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人ノザワが昭和４９年から平成１２年まで

の期間において製造販売していた上記建材は、別紙８－９に記載のとおりで

あると認められるところ、被控訴人ノザワが製造販売した当該建材について

は、シェアを用いた手法により、被災者Ｌの従事した建築現場に相当回数に20 

わたり到達したとの事実を認めることができ、被災者Ｌが石綿関連疾患に罹

患したことに寄与したものと認められる。 

⑶ 被控訴人ノザワの主張 

    被控訴人ノザワは、塗装工がモルタル壁に混和材が含まれていることを確認

していないことや、左官工が常に混和材を使用するわけではないことから、モ25 

ルタル壁に混和材が含まれているかどうか明らかではなく、㊸混和材は、塗装
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工である被災者Ｌの主要原因建材に該当しない旨主張する。 

    しかし、前記⑴ウのとおり認定した被災者Ｌの建築現場における石綿粉じん

曝露の状況に加え、前記第３の１１のとおり、左官工事の現場では、古くから

セメントモルタル塗りの際、セメントに砂を混合し、これに混和材として消石

灰などのほかにアスベスト粉末を混合して作業性改善を図るという習慣があ5 

ったこと、被控訴人ノザワによる混和材の製造販売期間は、昭和４９年以降に

限ったとしても、被災者Ｌが稼働を終える平成１２年までの間、２７年もの長

期間に及ぶものであったこと、被災者Ｌは、昭和４９年以降、６４８件程度と

いう非常に多数の新築工事に従事していることといった事情に照らすと、㊸混

和材は、被災者Ｌにおける石綿関連疾患の発症に寄与しているものと考えるの10 

が合理的である。したがって、㊸混和材については、被災者Ｌの主要原因建材

に該当するものと認めるのが相当であり、被災者Ｌが石綿関連疾患に罹患した

ことに寄与したものと認められるから、この点に関する被控訴人ノザワの主張

は理由がない。 

  ⑷ 小括 15 

    以上によれば、被控訴人ノザワは、被災者Ｌに対し、民法７１９条１項後段

の類推適用により、損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、損害賠償責任

を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｌに対し、損害賠償責

任を負わない。 20 

１３ 被災者Ｍ（番号１８） 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の１３）のほか、証拠（甲Ａ２２５、甲Ｄ１８の

２・３、被災者Ｍ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｍの稼働状況及び

石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 25 

ア 就労期間及び作業内容 
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被災者Ｍは、昭和３５年７月から平成１１年１２月まで、空調用のダクト

管を設置するダクト工として、鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建

築作業に従事した。木造建物の建築作業には従事しなかった。 

一般のダクト工と同様、ダクトを作成し、建物に取り付ける作業を行って

いた。ダクトを取り付ける際には、天井スラブにアンカーボルトを取り付け5 

る作業や、ダクトを吊り込む作業を行い、この際、耐火被覆として吹き付け

られた吹付け材を剥がし、削る作業を行った。新築工事では、基本的には、

吹付け作業とは別の区画で作業を行っていたが、同じ作業現場で、吹付け作

業が並行して行われていることもあった。また、被災者Ｍは、ダクトに保温

材を巻く保温工としての作業を行うこともあった。 10 

改修工事では、鉄骨造建物に既設された耐火被覆用の吹付け材を剥がし、

既設のダクトを取り外す作業を行う際に、ダクトに巻き付けてある保温材を

剥がす作業も行った。 

イ 建築現場数 

 被災者Ｍは、新築ビルなどの大きな現場では、３、４か月間、建築作業15 

に従事した。小さな現場では、１週間単位で建築作業に従事する場合もあ

れば、１日で建築作業が終わる場合もあった。被災者Ｍが新築工事に従事

した時期は、昭和３５年７月頃から平成１１年１２月頃までであるが、そ

の件数は２１０件程度（平均すると年間５件程度）であった。また、被災

者Ｍが改修工事に従事した時期は、昭和４０年１２月頃から平成１１年１20 

２月頃までであるが、その件数は２３０件程度（平均すると年間６件程度）

であった。（甲１８の３の１（８から９頁）） 

   昭和４７年１１月から昭和４９年１２月までは、会社にダクト工として

勤務し、大きなビルの新築工事が６割、マンションの新築工事が４割程度

であり、従事した現場数は、全期間を通じて、１５件程度であった。この25 

会社は小さな会社であったので、ダクト工が保温材の巻き付けを行うこと
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が多かった。 

    昭和５０年１月から昭和５２年３月までは、被災者Ｍを含む４人の共同

経営でダクト取付工事を行っていた。大規模な現場を担当しておらず、テ

ナントの改修工事と新築マンションの工事を半分ずつの割合で行ってい

た。ダクト工が保温材の巻き付けを行うことが多かった（甲Ｄ１８の３の5 

２・１１頁）。 

    昭和５２年４月から昭和６１年７月までは、会社に勤務し、新築ビルの

ダクト取付工事が８割程度、既存テナントの改修工事が２割程度であった。

新築ビルの大きな工事を年４、５件やっていた。この時期は、ダクト設置

後の保温材の巻き付けは専門の保温工が行っていた。 10 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｍは、前記アのとおり、耐火被覆として吹き付けられた吹付け材を

剥がし、削る作業を行ったが、これにより、上記吹付け材から生じる石綿粉

じんに曝露した。また、ダクトに保温材を巻く作業を行う際に、保温材から

生じる石綿粉じんに曝露した。また、改修工事において、鉄骨造建物に既設15 

された耐火被覆用の吹付け材を剥がし、ダクトに巻き付けてある保温材を剥

がす際に生じる石綿粉じんにも曝露した。 

⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、別紙５－１３の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｍに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ20 

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）及び保温材（⑥石綿含有けいそう土保温

材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温

材及び⑩石綿保温材）を主張するので、以下これらについて個別に検討する。 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 25 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現
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場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントの製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールのみである。 

被災者Ｍは、前記⑴イ 及び によれば、年平均５件程度の新築工事に

従事していたこと、前記⑴イ によれば、昭和５２年４月以降は、年４、5 

５件の新築工事に従事していたことが認められる。このことから、被災者

Ｍが上記期間内に従事した新築工事の件数は、多くても２０件程度であっ

たと考えられる。もっとも、新築工事には、鉄骨造建物のみならず、吹付

け材の用いられない鉄筋コンクリート造建物の新築工事が含まれている

と考えられるから、鉄骨造建物の新築工事の件数は、合計２０件を下回る10 

ものであったと考えられる。また、被災者Ｍは、上記期間内に改修工事に

も従事したことが認められるが、改修工事は、その規模や工事の箇所、工

事の具体的な内容が大きく異なるものであり、耐火被覆を目的とする吹付

け材が新たに施工されたかどうかは、必ずしも明らかではない。以上の事

情に照らすと、上記建材の現場到達事実について、シェアを用いた手法に15 

よる確率論的な見地から検討できる前提を欠いているものといわざるを

えない。 

     その他、被控訴人らの製造販売する①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｍの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 20 

 なお、被災者Ｍは、前記のとおり、改修作業において、鉄骨造建物に施

工された耐火被覆用の吹付け材を剥がしたことがあることは認められる

が、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事において、

石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わないか

ら、被災者Ｍによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反25 

は認められない。 
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ウ 保温材（⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温

材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材及び⑩石綿保温材） 

 前記第３の３のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人ニチアスが

昭和５０年から昭和５５年までに製造販売した建材及び被控訴人エーア5 

ンドエーが昭和５０年から昭和５３年までに製造販売した建材である。 

被災者Ｍは、前記⑴イ 及び のとおり、昭和５０年１月から昭和５２

年３月までの２年３か月間については、テナントの改修工事と新築マンシ

ョンの工事を半分ずつの割合で行っていたのであるから、新築工事に従事

した件数が年平均５件程度、改修工事に従事した件数が年６件程度である10 

とすると、合計２４件程度の建築工事に従事したことが認められる。しか

し、被災者Ｍは、前記⑴イ のとおり、昭和５２年４月以降については、

ダクト設置後の保温材の巻き付けを行っていなかったことが認められる。

このような被災者Ｍの従事した建築現場の件数を踏まえると、上記建材の

現場到達事実について、シェアを用いた手法による確率論的な見地からの15 

考慮を行うための前提を欠いているものといわざるを得ない。 

 もっとも、前記⑴イ 及び によれば、被災者Ｍは、昭和４９年１月か

ら昭和５２年３月までの間、ビルやマンションの新築工事やテナントの改

修工事において、ダクトの作成、取付け等を行っていたが、ダクトに保温

材を巻き付ける作業を行うことが多かったことが認められる。そして、被20 

災者Ｍは、自らの用いたことのある保温材の名称が「シリカ」である旨供

述しており（被災者Ｍ本人（１３、３８、３９頁））、このように具体的名

称が記憶に残っているのは、これを相当回数使用していたからであると考

えられる。上記建材のうち名称に「シリカ」の文字が入ったものには、被

控訴人エーアンドエーが昭和５３年まで製造販売していた「シリカカバー」25 

及び「シリカボード」（甲Ｃ２９の４４ないし４７）並びに被控訴人ニチア
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スが昭和５５年まで製造販売した「シリカライト」（甲Ｃ２９の５７）があ

るが、店舗・事務所、劇場・百貨店等で用いられていたのは、被控訴人エ

ーアンドエーの「シリカカバー」及び「シリカボード」である（被控訴人

ニチアスの「シリカライト」は工場で用いられている。）。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエーが昭和４９年から昭和5 

５２年３月までの期間において製造販売していた別紙８－１０に記載の

建材は、被災者Ｍの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したものと

認めることができ、被災者Ｍが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したも

のと認められる。 

  その他、被控訴人らの製造販売する上記建材が、被災者Ｍの従事した建10 

築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

 なお、前記⑴ウによれば、被災者Ｍは、改修工事において、既設の保温

材を切断する作業に従事していたことは認められるが、前記イ と同様、

被災者Ｍによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認

められない。 15 

⑶ 小括 

以上によれば、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｍに対し、民法７１９条

１項後段の類推適用により、損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、損害

賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｍに対し、損害賠償責20 

任を負わない。 

１４ 被災者Ｎ（番号２０） 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の１４）のほか、証拠（甲Ａ１１８、甲Ｄ２０の

２・３、被災者Ｎ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者の稼働状況及び石25 

綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおり認定できる。 
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ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｎは、昭和４５年６月から昭和６３年１１月まで、はつり工及び解

体工として、主に、鉄筋コンクリート造建物の建築作業に従事した。 

被災者Ｎは、建物の解体工事の際に、天井、壁、床といった内装材の撤去

が行われた後に、壁や床等のコンクリートを砕くなどして撤去する作業など5 

を行っていた。昭和５０年頃までは、内装材の撤去も被災者Ｎの仕事であっ

たが、それ以降は、別に雇われた人夫が行うようになり、被災者Ｎが内装材

の解体を直接行うことは少なくなった。鉄骨造建物の解体を行うときは、鉄

骨に吹付けられている吹付け材を撤去した後に、鉄骨をガスバーナーで切断

して撤去していた。木造建物の解体を行うときは、主に、内装材や外装材を10 

バールで叩いて壊していた。 

被災者Ｎは、建物の改修工事の際に、窓やドアなどを取り付ける開口部が

狭い場合に、不要なコンクリートを削ぎ落とすはつり作業や内装材の解体作

業を行っていた。新築工事の際の作業内容も、改修工事の場合と同様であっ

た。 15 

イ 建築現場数 

被災者Ｎは、解体工事については、１件につき３か月から１０か月程度の

長期間にわたって同じ現場で作業をすることが多かった。改修工事について

は、増改築の期間は現場により大きく異なり、１日に複数の現場で作業する

こともあった。年間の現場数は、解体工事が３件程度、改修工事が３０件以20 

上であった。新築工事に携わることもあったが、あまり件数はなかった。 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｎは、解体工事では、撤去された内装材や吹付け材などから生じる

石綿粉じんに曝露した。また、改修工事では、被災者Ｎが作業をしている付

近で、内装材を解体する作業、板状や管状の建材を切断する作業などが行わ25 

れており、それらの石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露した。 
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⑵ 共同不法行為者の特定等 

  ア 控訴人らは、被災者Ｎがはつり工及び解体工として、解体作業に従事して

いたことに係る主要原因建材として、別紙５－１４に記載された各建材を主

張するので、以下検討する。 

  イ 被災者Ｎは、はつり工として、新築工事や改修工事に従事し、コンクリー5 

トを削る作業を行っており、その際に粉じんに曝露したことが認められる。 

しかし、はつり作業で削っていたコンクリート（新設のもの）にアスベス

トを含む㊸混和材が使用されていたか否かは明らかでなく、その際に曝露し

た粉じんにアスベストが含まれていたか否かも明らかではないから、上記の

ような作業内容をもって、被災者Ｎが、新規に又は後続作業者として、特定10 

の石綿含有建材を直接取り扱ったとは認めることができない。したがって、

前記第１の民法７１９条１項後段を類推適用する場合にはあたらない。 

ウ また、被災者Ｎは、はつり工及び解体工として、既存建物の改修工事や解

体工事に従事したことは認められる。しかし、前記第２節第３の２⑵のとお

り、被控訴人らは、改修工事や解体工事において、石綿含有建材の撤去等の15 

作業に従事する者に対し、警告義務を負わないから、被災者Ｎによる上記作

業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認められない。 

 ⑶ 小括 

以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｎに対し、損害賠償責任を負わない。 

１５ 被災者Ｏ（番号２１） 20 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の１５）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１

３３０、甲Ｄ２１の２・３、被災者Ｏ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災

者Ｏの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおりである。 

ア 就労期間及び作業内容 25 

 被災者Ｏは、昭和３９年４月から平成１７年２月まで、大工として、建
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築作業に従事した。 

 被控訴人らが石綿含有建材について警告義務を負うに至った昭和４９

年１月以降、同年４月から昭和５１年１１月までは、冬期の４か月程度を

除き、主に木造の１戸建て住宅の新築工事に従事した。 

木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建て込み）、屋5 

根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、外壁下

地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わった。その

中で、各種ボード類等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等の

加工を施した。 

   昭和５２年４月から昭和６０年１０月までは、冬期の３か月程度を除き、10 

主に札幌市教育委員会から受注する学校の営繕工事に従事した。バールな

どを使って、壁や天井などの既設の建材を叩き壊して撤去し、新たに各種

ボード類に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、壁や天井を新たに設置する

作業などを行った。また、学校の鉄骨に吹付けられている吹付け材を除去

する作業に従事したこともあった。 15 

   昭和６１年６月から平成１７年２月までは、冬期の３か月程度を除き、

主に木造の１戸建て住宅の新築工事に従事した。作業内容は、前記 と同

様であった。 

イ 建築現場数 

   被災者Ｏは、昭和４９年４月から昭和５１年１１月まで、年間４件程度20 

の建築現場で新築工事に従事した。 

この点、被災者Ｏは、現場数が年間１５か所くらいであった旨述べるが、

この時期に被災者Ｏが従事していたのが主に木造の１戸建て住宅の新築

工事であることを考慮すると、被災者Ｏの供述する現場数は過大である可

能性があり、直ちに採用することはできない。しかし、一般的な大工は年25 

間６件程度の新築工事、改修や応援、手伝いなども考慮すると年間１６件
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程度の工事に従事するものと認められる（甲Ａ３６２、１３３０（１１な

いし１４頁））ところ、被災者Ｏにおいて、冬期間に稼働していない点を除

いて、一般的な大工と稼働状況が大きく異なる事情は見当たらないことや、

被災者Ｏは、昭和６１年６月以降、年間５棟ないし７棟の一戸建て住宅の

新築工事に従事した旨述べていることを考慮すると、少なくとも年間５件5 

程度の木造の一戸建て住宅の新築工事に従事したものと認めるのが相当

である。 

   被災者Ｏは、昭和５２年４月から昭和６０年１０月まで、主に学校の営

繕工事に従事したが、その件数は、約８年半で合計２０件程度であった。

その他、１件の学校で吹付け材の撤去作業を行った。 10 

   被災者Ｏは、昭和６１年６月から平成１７年２月までは、年間５件程度

の一戸建て住宅の新築工事に従事した。その他に、年間１、２件の増改修

工事もあった。 

この点、被災者Ｏは、年間５棟ないし７棟の一戸建て住宅の新築工事に

従事した旨供述するが、冬期間の約３か月程度は稼働していないことを考15 

慮すると、前記 と同様に、年間５件程度の新築工事に従事したものと認

めるのが相当である。 

ウ 石綿粉じん曝露の状況 

被災者Ｏは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー

ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉20 

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。これ

に加えて、被災者Ｏは、昭和５２年４月から昭和６０年１０月までの間、学25 

校の営繕工事に従事した際に、既設のボード類や吹付け材などを撤去する際
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に、当該建材から生じた石綿粉じんに曝露した。 

⑵ 共同不法行為者の特定 

  ア 控訴人らは、別紙５－１５の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｏに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、5 

⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿

含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・そ

の他、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿

含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含10 

有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸

カルシウム床材を主張するので、以下、これらについて個別に検討する。 

  イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現15 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールである。 

被災者Ｏは、前記⑴ア 及び のとおり、昭和４９年４月から昭和５１

年１１月まで、もっぱら木造の１戸建建物の建築作業に従事しており、昭20 

和５２年４月以降、主に学校の営繕工事に従事している。このことから、

被災者Ｏは、上記期間内に、鉄骨造建物の新築工事に従事していないか、

あるいは、従事していたとしても、その数は相当少なかったものと認めら

れる。このような被災者Ｏの従事した建築現場の状況等を踏まえると、被

控訴人太平洋セメントの上記建材について、シェアを用いた手法による確25 

率論的な見地から検討できる前提を欠いており、被災者Ｏの作業する建築
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現場に相当回数にわたり到達していたとの事実は認めることができない。 

     その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｏの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したと認めるに足りる証拠はない。 

 なお、被災者Ｏは、学校の鉄骨に吹付けられた吹付け材の撤去作業を行5 

ったことがある旨供述するが、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人

らは、改修工事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対

し、警告義務を負わないから、被災者Ｏによる上記作業について、被控訴

人らにおける警告義務違反は認められない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・10 

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ15 

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 

 被災者Ｏは、上記⑴イのとおり、昭和４９年から昭和５１年までの３年

間、年間５件程度、合計１５件程度（５件×３年）の新築工事、昭和５２

年から昭和６０年までの間に合計２０件程度の学校の営繕工事、昭和６１20 

年から平成４年までの７年間、年間５件程度、合計３５件程度（５件×７

年）程度の新築工事及び合計１０件程度（１．５件×７年）の増改修工事、

合計８０件程度の建築工事に従事していることが認められる。そうすると、

被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の

建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるか25 

ら、上記期間内に１３回程度（８０件÷６）、被災者Ｏの従事した建築現場
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に到達した高度の蓋然性があり、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エ

ム・ケイの上記建材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のう

ち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間

内に、新築工事の建築現場のみでそれぞれ４回程度（８０件÷２０）、被災

者Ｏの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性がある。 5 

  この他にも、被災者Ｏは、上記期間を通じて、新築工事の合間に、一定

程度の木造住宅の改修工事に従事し、新規で上記建材の加工等を行ってい

たことが窺われるところ、上記建材は、改修工事においても、壁材や天井

材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施すことがあ

ったものと認められる。 10 

  以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイが昭和５０年から平成４年までの間（被災者

Ｏは、昭和４９年については、同年４月から稼働していることから、同年

については除外している。）に製造販売していた上記建材は、別紙８－１

１に記載のとおりであると認められるところ、これらの建材のうち、被控15 

訴人エーアンドエーが製造販売した各建材のうちの１つないし複数、被控

訴人ニチアスが製造販売した各建材のうちの１つないし複数及び被控訴

人エム・エム・ケイが製造販売した各建材のうちの１つないし複数につい

ては、シェアを用いた手法により、被災者Ｏの従事した建築現場に相当回

数にわたり到達したとの事実を認めることができる。 20 

 前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｏの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   エ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被25 

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟
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質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 

上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に5 

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｏの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

  ⑶ 被控訴人らの主張 

被控訴人ニチアスは、被災者Ｏが電動丸のこで切断したと供述していないこ10 

とから、㉓石綿含有けい酸カルシウム板は主要原因建材ではない旨主張する。

しかし、被災者Ｏは、大工として、ボード類に穿孔、研磨等の加工も施してい

ること、フレキシブルボードを電動丸のこで切断したとしか供述していないこ

とをもって、直ちに㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種は電動丸のこで切断

していないとはいえないこと、電動丸のこ以外による切断時にも石綿粉じんは15 

発散すること等に鑑みると、この点に関する被控訴人ニチアスの主張は理由が

ない。 

⑷ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｏの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・20 

エム・ケイが製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石

綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災

者Ｏの従事した建築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被

災者Ｏが上記石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者

Ｏが石綿関連疾患に罹患したことに寄与をしたものと認めるのが相当である。 25 

したがって、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・
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エム・ケイは、被災者Ｏに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損

害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｏに対し、損害賠償責

任を負わない。 

１６ 被災者Ｐ（番号２２） 5 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の１６）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１

３３０、甲Ｄ２２の２・３、控訴人Ｐ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者

の稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおりである。 

 ア 就労期間及び作業内容 10 

被災者Ｐは、昭和３７年から平成１６年まで、冬期間の４か月程度を除き、

大工及びはつり工として、主に一般住宅の建築作業に従事し、古い住宅の解

体や住宅の新築工事を行った。 

被災者Ｐは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、15 

外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わった。

その中で、各種ボード類等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等

の加工を施した。改修工事では、改修部分を撤去するために取り壊した後、

新築工事と同様、各種ボード類等を加工するなどした。 

また、被災者Ｐは、はつり工としては、住宅の基礎部分の型枠を外した後20 

に、ピックやサンダーを使って、はつり作業を行ったり、既存建物の解体工

事を行うなどした。昭和４９年４月から昭和５１年１２月までの期間は、と

りわけ解体作業が多かった。 

イ 建築現場数 

一般的な大工は年間６件程度の新築工事、改修や応援、手伝いなども考慮25 

すると年間１６件程度の工事に従事するものと認められる（甲Ａ３６２、１
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３３０（１１ないし１４頁））。しかし、被災者Ｐには、一般的な大工とは異

なる点として、前記アのとおり、冬期間に稼働していないこと、昭和４９年

４月から昭和５１年１２月までの期間は解体工事が多かったこと、はつり工

としても勤務していたことが認められる。以上の事情に照らし、被災者Ｐは、

昭和５２年以降、一般的な大工の半分程度、すなわち、年間３件程度の新築5 

工事に従事し、上記改修等を考慮すると年間８件程度の工事に従事したもの

と認める。 

ウ 石綿粉じん曝露の状況 

 被災者Ｐは、大工として、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の

際に、各種ボード類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材10 

から生じた石綿粉じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人

も同時並行で建築作業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿

含有建材から発散する石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、

既設の石綿含有建材を撤去する作業を行う際に、当該建材から発散する石

綿粉じんに曝露した。 15 

これに加え、被災者Ｐは、はつり工として解体工事にも従事し、撤去さ

れるなどした石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露した。 

 なお、被災者Ｐは、労災申請に際し、厚生労働事務官からの事情聴取や

自ら作成した陳述書等において、石綿を直接吸って仕事をしたのは、昭和

４６年から昭和５１年１２月１５日まで働いていたＹ２工務店での作業20 

の際である旨等を繰り返し供述するなどしている（甲Ｄ２２の２（１２、

１３、１７、１８、２３、２４、８０、８５頁））。しかし、被災者Ｐは、

石綿粉じんに曝露したのがＹ２工務店における建築作業のみであると認

識している理由については、何ら説明していない。そして、被災者Ｐは、

昭和５２年から平成１７年１月まで、大工として古い住宅の解体及び住宅25 

の新築工事に従事しており、その際に、解体した建物や新築工事の際に取
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り扱った建材に石綿が全く含まれていなかったとは考え難い。したがって、

この点に関する被災者Ｐの供述は上記認定を左右しない。 

⑵ 共同不法行為者の特定（大工関係） 

  ア 控訴人らは、被災者Ｐが大工として建築作業に従事していたことに係る別

主要原因建材として、別紙５－１６－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、吹付5 

け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿含有吹

付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被覆板、⑮

石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平

板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質

フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせ10 

っこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、

㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材を主張する

ので、以下、これらについて個別に検討する。 

  イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿15 

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含有吹

付けロックウールである。 20 

しかし、被災者Ｐは、前記⑴アのとおり、上記期間中に、主として一般

住宅の建築工事に従事しており、鉄骨造建物の新築工事の建築作業に従事

したことを認めるに足りる証拠はない。また、被災者Ｐは、昭和４９年４

月から昭和５１年１２月までの間、石綿が吹き付けられた建築物、工作物

の解体の作業をしていた旨を述べている（甲Ｄ２２の２（１７、１８頁））25 

が、この供述は解体作業について述べたものであり、この供述をもって、
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被災者Ｐが、大工として、鉄骨造建物の新築工事に従事していたと推認す

ることはできない。 

以上の事情に照らすと、被控訴人太平洋セメントの上記建材について、

シェアを用いた手法による確率論的な見地から検討できる前提を欠いて

おり、被災者Ｐの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実5 

を認めることはできない。 

     その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｐの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したと認めるに足りる証拠はない。 

 なお、被災者Ｐは、前記のとおり、石綿が吹き付けられた建築物、工作10 

物の解体作業を行ったことがある旨供述するが、前記第２節第３の２⑵の

とおり、被控訴人らは、改修工事において、石綿含有建材の撤去等の作業

に従事する者に対し、警告義務を負わないから、被災者Ｐによる上記作業

について、被控訴人らにおける警告義務違反は認められない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・15 

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ20 

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 

被災者Ｐは、前記⑴イのとおり、昭和５２年から平成４年までの１６年

間に、年間３件程度、合計４８件程度（３件×１６年）の新築工事に従事

し、改修等を考慮すると年間８件程度、合計１２８件程度（８件×１６年）25 

の建築工事に従事したことが認められる。上記建材は、改修工事において
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も、壁材や天井材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工

を施すことがあったものと認められる。そうすると、被控訴人エーアンド

エーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場のうち少な

くとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、

新築工事の建築現場のみで８回程度（４８件÷６）、改修工事等を考慮し5 

た場合は２１回程度（１２８件÷６）、被災者Ｐの従事した建築現場に到

達した高度の蓋然性があり、被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、シ

ェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件に到達し

た高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工事の建築現場

のみでそれぞれ２回程度（４８÷２０）、改修工事等を考慮した場合はそ10 

れぞれ６回程度（１２８÷２０）、被災者Ｐの従事した建築現場に到達し

た高度の蓋然性がある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エ

ム・ケイが昭和５２年から平成４年までの期間においてそれぞれ製造、販

売していた上記建材は、別紙８－１２に記載のとおりであると認められる15 

ところ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエーが製造販売した各

建材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製造販売し

た各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた手法により、

被災者Ｐの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認

めることができる。 20 

     他方で、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種につ

いては、前記４⑶のとおり、その出荷先の９割程度は非住宅向けであった

ことが認められるところ、被災者Ｐは、主に一般住宅の建築作業に従事し

ていたことが認められる。以上によれば、被控訴人ニチアスが製造販売し

た上記建材の現場到達事実については、シェアを用いた手法による確率論25 

的な見地から検討できる前提を欠いているものといわざるを得ない。 
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 前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｐの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   エ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被5 

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 10 

上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｐの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

⑶ 共同不法行為者の特定（はつり工関係） 15 

ア 控訴人らは、被災者Ｐがはつり工として建築作業に従事していたことに係

る主要原因建材として、別紙５－１６－２に記載された各建材を主張するの

で、以下検討する。 

イ 被災者Ｐは、はつり工として、新築工事にも従事し、コンクリートを削る

作業を行っていたことは認められる。しかし、被災者Ｐが削ったコンクリー20 

トに石綿が含有されていたことを認めるに足りる証拠はなく、そのような作

業内容をもって、被災者Ｐが、新規に又は後続作業者として、特定の石綿含

有建材を直接取り扱ったとは認めることができない。したがって、前記第１

の民法７１９条１項後段を類推適用する場合にはあたらない。 

また、被災者Ｐは、はつり工として、既存建物の解体工事に従事している25 

が、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事や解体工事に
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おいて、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負わ

ないから、被災者Ｐによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務

違反は認められない。 

⑷ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｐの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前5 

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイが製造

販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボ

ード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災者Ｐの従事した建

築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被災者Ｐが上記石綿

含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者Ｐが石綿関連疾患10 

に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、被

災者Ｐに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損害の発生に対する

寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｐに対し、損害賠償責15 

任を負わない。 

１７ 被災者Ｑ（番号２３） 

  ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

    前記認定事実（第１節第２の１７）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１

３３０、甲Ｄ２３の２・３、控訴人Ｑ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者20 

Ｑの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおりである。 

ア 就労期間及び作業内容 

 被災者Ｑは、昭和５３年６月から昭和５４年１月までの８か月間、昭和

５４年６月から同年８月までの２か月間、平成２年６月から同年１２月ま

での７か月間、平成４年５月から同年１２月までの８か月間、平成５年５25 

月から同年１２月までの８か月間、平成６年５月から同年１２月までの８
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か月間、合計４１か月間、大工として、木造建物（戸建て住宅）の建築工

事に従事した。 

被災者Ｑは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの

建て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張

り工事、外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に5 

携わった。その中で、各種ボード類等を取り扱い、これらの建材に切断、

穿孔、研磨等の加工を施した。改修工事では、改修部分を撤去するために

取り壊した後、新築工事と同様、各種ボード類等を加工するなどした。 

   被災者Ｑは、昭和５５年６月から昭和５９年５月まで、保温工として稼

働し、暖房及び冷房の配管を取り扱う業務に従事していたが、具体的に従10 

事した作業内容は、体くらいの大きさの円筒状の物に関わっていたという

こと以外には、本件全証拠によっても、明らかではない。 

イ 建築現場数 

 一般的な大工は年間６件程度の新築工事、改修や応援、手伝いなども考

慮すると年間１６件程度の工事に従事するものと認められる（甲Ａ３６２、15 

１３３０（１１ないし１４頁））。被災者Ｑは、前記ア のとおり、木造

の戸建て住宅の建築作業に従事しており、一般的な大工と稼働状況が異な

る事情は見当たらない。そうすると、被災者Ｑは、昭和５３年６月から昭

和５４年８月までのうちの１０か月間に合計５件程度（６件÷１２×１

０）、上記改修等を考慮すると合計１３件程度（１６件÷１２×１０）の20 

建築工事に従事した。また、被災者Ｑは、平成２年６月から平成６年１２

月までの間、１年のうち８か月稼働していることから、年間４件程度（６

件÷１２か月×８か月）の新築工事に従事し、上記改修等を考慮すると年

間１１件程度（１６件÷１２か月×８か月）の建築工事に従事した。 

     被災者Ｑは、前記ア のとおり、保温工として稼働しているが、具体的25 

な作業内容が明らかであるとはいえない上に、その間に、治療に相当な期
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間を要するほどの骨折をして、仕事を休んでいたことが認められるから

（控訴人Ｑ１・２１から２２頁）、保温工として稼働した建築現場数を認

定することはできない。 

ウ 石綿粉じん曝露の状況 

 被災者Ｑは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボ5 

ード類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石

綿粉じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で

建築作業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から

発散する石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含

有建材を撤去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝10 

露した。 

 被災者Ｑは、前記のとおり、保温工として建築作業に従事し、その際に、

石綿粉じんに曝露した。 

  被災者Ｑは、昭和３２年７月から昭和４０年１月まで、自動車整備員と

して稼働しており、自動車のブレーキライニング研磨作業に従事し、石綿15 

粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等（大工関係） 

   ア 控訴人らは、被災者Ｑが大工として建築作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－１７－１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、⑮石綿

含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板、20 

⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟質フレ

キシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグせっこ

う板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、㉓石

綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖

石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材を主張するの25 

で、以下これらについて個別に検討する。 
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   イ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが昭和４９年から5 

平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム

板第１種である。 

被災者Ｑは、前記⑴イ によれば、昭和５３年から昭和５４年までの間、

合計５件程度（６件÷１２×１０）、改修工事等を考慮すると合計１３件10 

程度（１６件÷１２×１０）の建築工事に従事したこと、平成２年から平

成４年までの間、合計１２件程度（４件×３年）、改修工事等を考慮すると

合計３３件程度（１１件×３年）の建築工事に従事したこと、両期間を併

せると合計４５件程度の建築工事に従事したものと認められる。そうする

と、被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が６15 

件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であ

るから、上記期間内に８回程度（４５件÷６）、被災者Ｑの従事した建築現

場に到達した高度の蓋然性がある。 

他方で、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、

シェアがいずれも約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１20 

件に到達した高度の蓋然性がある）であるところ、前記のとおり、被災者

Ｑの従事した工事件数は、合計４５件程度であることからすると、シェア

を用いた手法による確率論的な見地から検討をしたとしても、当該建材が、

被災者Ｑの作業する建築現場に相当回数にわたり到達したとは認め難い。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエーが昭和５３年から平成25 

４年までの間に製造販売していた上記建材は、別紙８－１３に記載のとお
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りであると認められるところ、これらの建材のうち１つないし複数につい

ては、シェアを用いた手法により、被災者Ｑの従事した建築現場に相当回

数にわたり到達したとの事実を認めることができる。 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ5 

ルシウム板第１種が、被災者Ｑの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

ウ その他の建材（⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート

ボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿

含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形10 

セメント板、㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板

及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床材） 

上記各建材については、シェアを用いた手法により現場到達事実を認める

ことができない。他に、上記各建材が、被災者Ｑの従事した建築現場に相当

回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 15 

⑶ 共同不法行為者の特定等（保温工関係） 

控訴人らは、被災者Ｑが保温工として建築作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－１７－２の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、⑦石綿含

有けい酸カルシウム保温材及び⑩石綿保温材を主張する。 

しかし、前記⑴ア及びイのとおり、被災者Ｑが保温工として従事した作業内20 

容や建築現場の件数を認定することができず、被控訴人らの製造販売する上記

建材が、被災者Ｑの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認め

るに足りる証拠はない。 

⑷ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｑの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前25 

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエーが製造販売した⑮石綿含有スレートボ
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ード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい

酸カルシウム板第１種が被災者Ｑの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達していたことからすると、被災者Ｑが上記石綿含有建材から発散した石綿粉

じんに曝露したことは、被災者Ｑが石綿関連疾患に罹患したことに寄与したも

のと認めるのが相当である。 5 

したがって、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｑに対し、民法７１９条１

項後段の類推適用により、損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、損害賠

償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｑに対し、損害賠償責

任を負わない。 10 

１８ 被災者Ｒ（番号２４） 

  ⑴ 就労状況 

    前記認定事実（第１節第２の１８）のほか、証拠（甲Ｄ２４の２・３、被災

者Ｒ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｒの稼働状況及び石綿粉じんへ

の曝露の状況は、以下のとおりである。 15 

   ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｒは、昭和４１年４月から平成２０年１２月まで、はつり工及び解

体工として稼働した。建築作業に従事した建物の多くは、鉄筋コンクリート

造建物であったが、鉄骨造建物や木造建物の個人住宅の解体作業を行うこと

もあった。 20 

被災者Ｒは、はつり工として、設計とずれてしまった部分や設計変更があ

った部分のコンクリートを、電動ピックやグラインダーなどを使用して、削

って調整する作業を行った。また、解体工として、バールやハンマーなどを

使用して、天井、壁、床などの内装材を剥がすなどして、撤去する作業を行

った。 25 

   イ 建築現場数 
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被災者Ｒは、はつり工として、新築工事に少なくとも１００件以上、改修

工事に少なくとも２００件以上は従事した。また、解体工として、少なくと

も１００件以上の解体工事に従事した。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｒは、はつり作業や解体作業において、石綿含有建材を剥がしたり、5 

破壊したりする際に生じる石綿粉じんに曝露した。 

⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、被災者Ｒがはつり工及び解体工として建築作業に従事してい

たことに係る主要原因建材として、別紙５－１８に記載された各建材を主張

するので、以下検討する。 10 

イ 被災者Ｒは、はつり工として、新築工事に従事し、コンクリートを削る作

業を行ったことは認められる。しかし、はつり作業で削っていたコンクリー

トにアスベストを含む㊸混和材が使用されていたか否かは明らかでなく、そ

の際に曝露した粉じんにアスベストが含まれていたか否かも明らかではな

いから、上記のような作業内容をもって、被災者Ｒが、新規に又は後続作業15 

者として、特定の石綿含有建材を直接取り扱ったとは認めることができない。

したがって、前記第１の民法７１９条１項後段を類推適用する場合にはあた

らない。 

ウ また、被災者Ｒは、はつり工及び解体工として、既存建物の改修工事や解

体工事に従事したことは認められる。しかし、前記第２節第３の２⑵のとお20 

り、被控訴人らは、改修工事や解体工事において、石綿含有建材の撤去等の

作業に従事する者に対し、警告義務を負わないから、被災者Ｒによる上記作

業について、被控訴人らにおける警告義務違反は認められない。 

⑶ 小括 

   以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｒに対し、損害賠償責任を負わない。 25 

１９ 被災者Ｓ（番号２５） 
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  ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の１９）のほか、証拠（甲Ｄ２５の２・３、被災

者Ｓ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者の稼働状況及び石綿粉じんへの

曝露の状況は、以下のとおりである。 

   ア 就労期間及び作業内容 5 

被災者Ｓは、昭和５８年６月から平成６年３月まで、解体工として稼働し

た。解体工事では、建物内で、工具を利用して、壁に穴を空けたり、ボード

を剥がす作業や、鉄筋コンクリート造の建物の壁を壊す作業などを行った。

１件程度の改修工事には従事したが、新築工事に従事することはなかった。 

   イ 建築現場数 10 

     被災者Ｓは、２３０件程度の解体工事に従事した。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 

被災者Ｓは、解体作業で撤去される石綿含有建材から発散した石綿粉じん

に曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 15 

控訴人らは、被災者Ｓが解体工として解体作業に従事していたことに係る主

要原因建材として、別紙５－１９に記載された各建材を主張する。 

しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴人らは、改修工事や解体工

事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に対し、警告義務を負

わないから、被災者Ｓによる上記作業について、被控訴人らにおける警告義務20 

違反は認められない。  

⑶ 小括 

   以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｓに対し、損害賠償責任を負わない。 

２０ 被災者Ｔ（番号２６） 

  ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 25 

前記認定事実（第１節第２の２０）のほか、証拠（甲Ａ１１３、３６２、１
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３３０、甲Ｄ２６の２・３、控訴人Ｔ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者

の稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおりである。 

   ア 就労期間及び作業内容 

被災者Ｔは、昭和４９年４月頃から昭和５８年１１月頃まで、概ね冬期の

４か月程度を除き、大工として、建築作業に従事した。昭和４９年４月から5 

昭和５０年１２月までは、主に木造建物の個人住宅の建築作業に従事した。

昭和５１年５月以降は、専ら木造建物の個人住宅の建築作業に従事しており、

鉄骨造建物及び鉄筋コンクリート造建物の建築工事には従事していなかっ

た。 

     被災者Ｔは、木造建物の新築工事では、土台工事、建方（柱、梁などの建10 

て込み）、屋根下地工事、筋交い、間柱入れ、胴貫、床工事、軒天井張り工事、

外壁下地工事、内装下地工事、内部仕上げ工事などの作業全般に携わった。

その中で、各種ボード類等を取り扱い、これらの建材に切断、穿孔、研磨等

の加工を施した。改修工事では、改修部分を撤去するために取り壊した後、

新築工事と同様、各種ボード類等を加工するなどした。 15 

   イ 建築現場数 

一般的な大工は年間６件程度の新築工事、改修や応援、手伝いなども考慮

すると年間１６件程度の工事に従事するものと認められる（甲Ａ３６２、１

３３０（１１ないし１４頁））。被災者Ｔは、前記アのとおり、冬期間に稼働

していなかったことを除いて、一般的な大工と稼働状況が異なる事情は見当20 

たらない。そうすると、被災者Ｔは、１年のうち冬期の約４か月間稼働して

いなかったことを前提に、年間４件程度（６÷１２×８）の新築工事に従事

し、上記改修等を考慮すると年間１０件程度（１６÷１２×８）の建築工事

に従事していた。 

   ウ 石綿粉じんの曝露状況 25 

被災者Ｔは、壁、天井、床の下地工事及び仕上げ工事等の際に、各種ボー
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ド類等に切断、穿孔、研磨等の加工を施し、これらの建材から生じた石綿粉

じんに曝露した。また、新築工事の現場では、他の職人も同時並行で建築作

業に従事していたことから、他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する

石綿粉じんにも曝露した。さらに、改修工事では、既設の石綿含有建材を撤

去する作業を行う際に、当該建材から発散する石綿粉じんに曝露した。 5 

⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、別紙５－２０の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｔに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、

⑫石綿含有耐火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石10 

綿含有スレートボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿

含有スレートボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・そ

の他、⑳石綿含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿

含有押出成形セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含

有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸15 

カルシウム床材を主張するので、以下これらについて個別に検討する。 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和20 

５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含

有吹付けロックウールである。 

被災者Ｔは、前記⑴アのとおり、上記期間中、主として木造建物の一般

住宅の建築工事に従事していたのであるから、鉄骨造建物の新築工事に従

事していないか、あるいは、従事していたとしても、その従事した建築現25 

場の件数は相当少なかったものと認められる。このような被災者Ｔの従事
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した建築現場の件数を踏まえると、被控訴人太平洋セメントの上記建材に

ついて、シェアを用いた手法による確率論的な見地から検討をしたとして

も、被災者Ｔの作業する建築現場に相当回数にわたり到達していたとの事

実は認めることができない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ5 

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｔの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したと認めるに足りる証拠はない。 

   ウ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 

     前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現10 

場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した建材である。 

被災者Ｔは、前記⑴イのとおり、昭和４９年から昭和５８年までの１０

年間、年間４件程度、合計４０件程度（４件×１０年）の新築工事に従事15 

し、改修等を考慮すると年間１０件程度、合計１００件程度（１０件×１

０年）の建築工事に従事していたことが認められる。上記建材は、改修工

事においても、壁材や天井材などとして新規に使用され、切断、穿孔、研

磨等の加工を施すことがあったものと認められる。そうすると、被控訴人

エーアンドエーの上記建材は、シェアが約３０％（建材が６件の建築現場20 

のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記

期間内に、新築工事の建築現場のみで６回程度（４０÷６）、上記改修工事

等を考慮した場合は１６回程度（１００÷６）、被災者Ｔの従事した建築

現場に到達した高度の蓋然性があり、被控訴人エム・エム・ケイの上記建

材は、シェアが約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件25 

に到達した高度の蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工事の
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建築現場のみで２回程度（４０÷２０）、上記改修工事等を考慮した場合

はそれぞれ５回程度（１００÷２０）、被災者Ｔの従事した建築現場に到

達した高度の蓋然性がある。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エ

ム・ケイが昭和５０年から昭和５７年までの間（被災者Ｔは昭和４９年４5 

月から昭和５８年１１月までの間に稼働していることから、昭和４９年及

び昭和５８年については除外している。）においてそれぞれ製造、販売し

ていた上記建材は、別紙８－１４に記載のとおりであると認められるとこ

ろ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエーが製造販売した各建材

のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製造販売した各10 

建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた手法により、被

災者Ｔの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認め

ることができる。 

     他方で、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種につ

いては、前記４⑶のとおり、その出荷先の９割程度は非住宅向けであった15 

ことが認められるところ、被災者Ｔは、主に木造建物の一般住宅の建築作

業に従事していたことが認められる。以上によれば、被控訴人ニチアスが

製造販売した上記建材の現場到達事実については、シェアを用いた手法に

よる確率論的な見地から検討できる前提を欠いているものといわざるを

えない。 20 

     前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ

ルシウム板第１種が、被災者Ｔの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

   エ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被25 

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟
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質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、

㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 

上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に5 

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｔの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる

証拠はない。 

  ⑶ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｔの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前10 

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイが製造

販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボ

ード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災者Ｔの従事した建

築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被災者Ｔが上記石綿

含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者Ｔが石綿関連疾患15 

に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、被

災者Ｔに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損害の発生に対する

寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｔに対し、損害賠償責20 

任を負わない。 

２１ 被災者Ｕ（番号２７） 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の２１）のほか、証拠（甲Ａ１１７、１３３０、

甲Ｄ２７の２・３、被災者Ｕ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｕの25 

稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況は、以下のとおりである。 
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ア 作業期間及び作業内容 

被災者Ｕは、昭和５２年９月から平成２５年まで、塗装工として、一般の

塗装工と同様に、清掃、下地調整を行った上で、塗装を行うといった建築作

業に従事した。具体的な就労状況は、以下のとおりである。 

  被災者Ｕは、昭和５２年９月から昭和５７年６月まで、主に木造住宅（戸5 

建て、共同住宅）の塗装を行った。新築工事及び改修工事のいずれにも従

事した。 

 被災者Ｕは、昭和５７年７月から同年１２月まで、鉄筋コンクリート造

建物（ｚの下水処理場、網走刑務所）及び木造住宅の塗装を行った。新築

工事及び改修工事のいずれにも従事した。 10 

 被災者Ｕは、昭和５８年から昭和５９年まで、冬期間を除き、鉄骨造建

物と木造造建物の塗装を行った。主に新築工事に従事した。 

 被災者Ｕは、昭和６０年から昭和６３年５月まで、冬期間を除き、鉄筋

コンクリート造建物、鉄骨造建物、木造建物の塗装を行った。最も多かっ

たのは、鉄筋コンクリート造の建物であった。新築工事及び改修工事のい15 

ずれにも従事した。 

     被災者Ｕは、昭和６３年６月から平成１２年６月まで、平成２年７月か

ら平成５年１２月まで及び冬期間を除き、鉄筋コンクリート造建物、鉄骨

造建物、木造建物の塗装を行った。割合は、鉄筋コンクリート造建物が大

半であり、鉄骨造建物は１割程度、木造建物は数件であった。 20 

     被災者Ｕは、平成２年７月から平成５年１２月までは、冬期間を除き、

橋梁の塗装を行った。 

     被災者Ｕは、平成１３年５月から平成２５年８月まで、冬期間を除き、

主に木造建物の新築工事や改修工事の現場で塗装を行った。 

イ 建築現場数 25 

被災者Ｕは、昭和５２年９月から平成２５年８月までのうち、上記ア の
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期間を除く約３３年半の間に、多数の建築現場で塗装作業に従事した。その

件数は、別件の同種訴訟における塗装工の平均年間現場数が３２件であるこ

と（甲Ａ１３３０（２３頁から２４頁））を踏まえて、年間平均３０件と考え

たとしても、合計１０００件程度（３０件×３３．５年）である。 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 5 

被災者Ｕは、下地調整では、ラインサンダー等を使って素地の表面を平ら

に滑らかにする際に、モルタルやボードから発散した石綿粉じんに曝露した。

掃除の際には、掃除機で粉じんを吸い取ったり、ほうきで粉じんを掃いたり

するときに、舞い上がった石綿粉じんに曝露した。また、工期に余裕がない

ときには、大工などが近くで建材を切断する作業を行っており、そこから飛10 

散した石綿粉じんに曝露した。改修工事では、解体作業を行っている付近で

作業をすることがあった。その他にも、吹付け材がむき出しになっている場

所で作業をしたり、吹付け材の飛散を防止するために、シーラーを吹き付け

る作業を行ったことがあり、その際に、飛散した石綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定 15 

ア 控訴人らは、別紙５－２１の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｕに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）及び㊸混和材を主張するので、以下、こ

れらについて個別に検討する。 

イ 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石綿20 

含有吹付け材） 

 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により現

場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から昭和

５３年までの間に被控訴人太平洋セメントが製造販売した②石綿含有吹

付けロックウールのみである。 25 

被災者Ｕは、前記⑴ア のとおり、稼働を開始した昭和５２年９月から
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昭和５３年までの間、主に木造住宅の建築工事に従事していたのであり、

鉄骨造建物の新築工事に従事していないか、あるいは、従事していたとし

ても、その従事した建築現場の件数は相当少なかったものと認められる。

このような被災者Ｕの従事した建築現場の件数を踏まえると、被控訴人太

平洋セメントの上記建材について、シェアを用いた手法による確率論的な5 

見地から検討できる前提を欠いており、被災者Ｕの作業する建築現場に相

当回数にわたり到達していたとの事実は認めることができない。 

 その他、被控訴人らの製造販売した①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロ

ックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｕの従事した建築現場

に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 10 

   ウ ㊸混和材 

前記のとおり、混和材のうち、シェアを用いた手法により現場到達事実を

認定することができる場合があるのは、昭和４９年から平成１５年までの間

に被控訴人ノザワが製造販売した㊸混和材である。 

被災者Ｕは、上記⑴イのとおり、昭和５２年から平成１５年までの２７年15 

間のうち、上記ア の約３年半を除く約２３年半の間、塗装工として、年間

３０件程度、合計７００件程度（３０件×２３．５年）の建築工事に従事し

ており、新築工事の割合が相当程度を占めていたことが認められる。そして、

被控訴人ノザワは、上記期間を通じて、㊸混和材において極めて高いシェア

を有しており、そのシェアは、少なくとも３０パーセント（６件の建築現場20 

のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）を超えていたものと

認められる。そうすると、被控訴人ノザワの上記建材は、新築工事の建築現

場数を全体の７割程度である４９０件程度と考えたとしても、上記期間内に、

少なくとも８２回程度（４９０件÷６）、被災者Ｕの従事した建築現場に到

達した高度の蓋然性がある。 25 

以上の事情に照らすと、被控訴人ノザワが昭和５２年から平成１５年まで
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の期間に製造販売していた上記建材は、別紙８－１５に記載のとおりである

と認められるところ、被控訴人ノザワが製造販売した当該建材については、

シェアを用いた手法により、被災者Ｕの従事した建築現場に相当回数にわた

り到達したとの事実を認めることができ、被災者Ｕが石綿関連疾患に罹患し

たことに寄与したものと認められる。 5 

⑶ 被控訴人ノザワの主張 

    被控訴人ノザワは、塗装工がモルタル壁に混和材が含まれていることを確認

していないことや、左官工が常に混和材を使用するわけではないことから、モ

ルタル壁に混和材が含まれているかどうか明らかではなく、㊸混和材は、塗装

工である被災者Ｕの主要原因建材に該当しない旨主張する。 10 

    しかし、前記⑴ウのとおり認定した被災者Ｕの建築現場における石綿粉じん

曝露の状況に加え、前記第３の１１のとおり、左官工事の現場では、古くから

セメントモルタル塗りの際、セメントに砂を混合し、これに混和材として消石

灰などのほかにアスベスト粉末を混合して作業性改善を図るという習慣があ

ったこと、被控訴人ノザワによる混和材の製造販売期間が、昭和５２年以降に15 

限ったとしても、２７年もの長期間に及ぶものであったこと、被災者Ｕは、昭

和５２年以降、４９０件程度という多数の建築工事に従事しており、新築工事

の割合が相当程度を占めていたことといった事情に照らすと、㊸混和材は、被

災者Ｕにおける石綿関連疾患の発症に寄与しているものと考えるのが合理的

である。したがって、㊸混和材については、被災者Ｕの主要原因建材に該当す20 

るものと認めるのが相当であるから、この点に関する被控訴人ノザワの主張は

理由がない。 

  ⑷ 小括 

    以上によれば、被控訴人ノザワは、被災者Ｕに対し、民法７１９条１項後段

の類推適用により、損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で、損害賠償責任25 

を負う。 
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また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｕに対し、損害賠償責

任を負わない。  

２２ 被災者Ｖ（番号２８） 

 ⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

前記認定事実（第１節第２の２２）のほか、証拠（甲Ｄ２８の２・３、被災5 

者Ｖ本人）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｖの稼働状況及び石綿粉じんへ

の曝露の状況は、以下のとおりである。 

  ア 就労期間及び作業内容 

 被災者Ｖは、昭和２９年頃から平成１２年１２月まで、季節雇用の内装

大工として、主に個人住宅の建築作業に従事した。昭和６３年７月以降は、10 

個人住宅のほか、マンション等の建築作業にも従事した。 

    被災者Ｖは、被控訴人らが石綿含有建材について警告義務を負うに至っ

た昭和４９年１月から平成１２年までの間、大工による建物本体の工事が

ほぼ終了した後に、ドアなどの建具や家具を設置する作業を行っていたが、

建具等をビスなどで固定するために、内装等のボード等に電動ドリルで穴15 

を開ける作業などをしていた。また、大工による建物本体工事が終了しな

いと作業に取り掛かれないので、大工を手伝うことがあったが、その際に

は、ボードを押さえたり、切りくずを掃除したり、自らボードを切断する

などした。両者の割合としては、内装大工の仕事が７割程度、大工の手伝

いが３割程度であった。 20 

  イ 建築現場数 

被災者Ｖは、３０坪の住宅であれば３ないし４日程度、それより小さい個

人の住宅であれば２ないし３日程度で仕上げ、１か月に１０ないし１５件程

度の建築工事を請け負っていた。ただし、５０室程度のマンションについて

は、１か月以上の期間を要した。そのため、被災者Ｖの従事した建築現場数25 

は、昭和４５年６月から平成１２年１２月頃までの約３０年半の間、新築工
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事は３３０件程度、改修工事は３００件程度であった。以上から、被災者Ｖ

は、昭和５０年１月から平成４年までの間、新築工事のみで年間１０件程度、

改修工事を合わせると年間２０件程度の建築作業に従事していた。（甲Ｄ２

８の３の１（３頁）、甲Ｄ２８の３の２（７、８頁）、被災者Ｖ本人（１８頁）） 

  ウ 石綿粉じんの曝露状況 5 

被災者Ｖは、内装大工として、就労期間を通じて、建具等をビスなどで固

定するため、ボード類に電動ドリルで穴を開ける作業をしていた際に、これ

らの建材から生じた石綿粉じんに曝露した。また、ボード類を切断するなど

大工の仕事を手伝う際に、これらの建材から生じた石綿粉じんに曝露した。

また、建築現場では、他の職人が同時並行で作業を行っていることがあり、10 

他の職人の取り扱う石綿含有建材から発散する石綿粉じんにも曝露した。改

修工事では、既設の石綿含有建材を撤去する作業を行い、その際に生じる石

綿粉じんに曝露した。 

  ⑵ 共同不法行為者の特定等 

ア 控訴人らは、別紙５－２２の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｖに係る15 

主要原因建材として、⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐

火被覆板、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレー

トボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレート

ボード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿

含有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形20 

セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉔石綿含有ロックウー

ル吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含有けい酸カルシウム床

材を主張するので、以下これらについて個別に検討する。 

イ ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・

平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種 25 

 前記第３の５のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により現
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場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人エーアンド

エー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイが、昭和４９年か

ら平成４年までの間に製造販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシ

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種である。 5 

被災者Ｖは、前記⑴イのとおり、昭和４９年から平成４年までの間、新

築工事のみで合計１９０件程度（１０件×１９年）、改修工事を合わせる

と合計３８０件程度（２０件×１９件）の建築作業に従事していたものと

認められる。上記建材は、改修工事においても、壁材や天井材などとして

新規に使用され、切断、穿孔、研磨等の加工を施すことがあったものと認10 

められる。そうすると、被控訴人エーアンドエーの上記建材は、シェアが

約３０％（建材が６件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の

蓋然性がある）であるから、上記期間内に、新築工事の建築現場のみで３

１回程度（１９０件÷６）、改修工事等を考慮した場合は６３回程度（３８

０件÷６）、被災者Ｖの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性があり、15 

被控訴人エム・エム・ケイの上記建材は、シェアが約１０％（建材が２０

件の建築現場のうち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であ

るから、上記期間内に、新築工事の建築現場のみでそれぞれ９回程度（１

９０件÷２０）、改修工事等を考慮した場合はそれぞれ１９回程度（３８

０件÷２０）、被災者Ｖの従事した建築現場に到達した高度の蓋然性があ20 

る。 

以上の事情に照らすと、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エ

ム・ケイが昭和４９年から平成４年までの間においてそれぞれ製造、販売

していた上記建材は、別紙８－１６に記載のとおりであると認められると

ころ、これらの建材のうち、被控訴人エーアンドエーが製造販売した各建25 

材のうちの１つないし複数及び被控訴人エム・エム・ケイが製造販売した
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各建材のうちの１つないし複数については、シェアを用いた手法により、

被災者Ｖの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したとの事実を認

めることができる。 

 他方で、被控訴人ニチアスの㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種につ

いては、前記４⑶のとおり、その出荷先の９割程度は非住宅向けであった5 

ことが認められる。そして、被災者Ｖは、上記期間のうち昭和４９年１月

から昭和６２年１２月まで、主に個人住宅の建築作業に従事しており、非

住宅向けの建築作業に従事したのは、昭和６３年７月以降であるところ、

証拠（甲Ｄ２８の３の２（２ないし５頁））によれば、被災者Ｖは、昭和６

３年７月頃から平成１２年１２月頃までの間、共同住宅につき３０件程度10 

（年平均２ないし３件程度）、学校、幼稚園等につき５件程度の建築作業

に従事したことが認められる。このことから、昭和６３年７月頃から平成

４年までの期間に非住宅向けの建築作業の従事した件数は十数件であり、

２０件に満たない（シェアが１０％であっても１件に到達した高度の蓋然

性は認められない。）ことが認められる。このような被災者Ｖの従事した15 

非住宅の建築現場の件数を踏まえると、上記建材の現場到達事実について、

シェアを用いた手法による確率論的な見地からの検討を行ったとしても、

これを認めることができないものといわざるを得ない。 

 前記 以外の被控訴人らの製造販売する⑮石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ20 

ルシウム板第１種が、被災者Ｖの従事した建築現場に相当回数にわたり到

達したことを認めるに足りる証拠はない。 

ウ その他の建材（⑪石綿含有けい酸カルシウム板第２種、⑫石綿含有耐火被

覆板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含有スラグ25 

せっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セメント板、
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㉔石綿含有ロックウール吸音天井板、㉖石綿含有パーライト板及び㉛石綿含

有けい酸カルシウム床材） 

上記各建材については、前記第３に記載のとおり、シェアを用いた手法に

より、現場到達事実を認めることができない。他に、上記各建材が、被災者

Ｖの従事した建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる5 

証拠はない。 

⑶ 小括 

前記⑴で認定した被災者Ｖの稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況や、前

記⑵のとおり、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイが製造

販売した⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボ10 

ード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種が被災者Ｖの従事した建

築現場に相当回数にわたり到達していたことからすると、被災者Ｖが上記石綿

含有建材から発散した石綿粉じんに曝露したことは、被災者Ｖが石綿関連疾患

に罹患したことに寄与したものと認めるのが相当である。 

したがって、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、被15 

災者Ｖに対し、民法７１９条１項後段の類推適用により、損害の発生に対する

寄与度に応じた範囲で、連帯して損害賠償責任を負う。 

また、以上によれば、その余の被控訴人らは、被災者Ｖに対し、損害賠償責

任を負わない。 

２３ 被災者Ｗ（番号２９） 20 

⑴ 稼働状況及び石綿粉じんへの曝露の状況 

  前記認定事実（第１節第２の４）のほか、証拠（甲Ｄ２９の２・３、控訴人

Ｗ１）及び弁論の全趣旨によれば、被災者Ｗの稼働状況及び石綿粉じんへの曝

露の状況は、以下のとおりである。 

ア 就労期間及び作業内容 25 

 被災者Ｗは、昭和４０年２月から平成１８年７月まで、配管工又は施工
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施行管理技士として、建築作業又は建築現場における建築作業員の管理に

従事した。 

 被災者Ｗは、被控訴人らが石綿含有建材について警告義務を負うに至っ

た昭和４９年１月から昭和６３年４月までの間及び平成６年２月から平

成１８年７月までの間、設備施工管理技士として、大型建築物の新設に伴5 

う空調、換気、給排水、衛生設備全般や既設建築物の設備の修理や交換の

工事について、工程表を作り、現場で職人の管理をする仕事していた。被

災者Ｗは、自らが直接石綿含有建材を取り扱う作業は行ってはおらず、常

に工事現場に立ち会っていたものではないが、毎日、建築工事の進捗状況

を確認するために、建築工事の現場に立ち入っていた。 10 

 被災者Ｗは、平成３年７月から平成５年１０月までの間、配管工として、

プラント工場などで、中型ボイラーの設置、交換、修理等に伴う配管設備

工事の作業に従事しており、この中で、配管の切断等のほか、躯体、間仕

切りなどへ給排水管等を通すために石綿含有ボードの交換、切断、貫通等

の作業を行った。 15 

イ 建築現場数 

  被災者Ｗは、設備施工管理技士として、具体的な記憶があるものだけで

も、昭和４３年から昭和６３年までの間に１２件、平成６年から平成１８

年までの間に２３件の建築現場において、上記ア の作業に従事した。そ

して、証拠（甲Ｄ２９の２（３７ないし４９頁））によれば、平成７年から20 

平成１８年までの間に被災者Ｗが担当した現場として３３件が挙げられ

ていることからすると、昭和４３年から昭和６３年までの間及び平成６年

から平成１８年までの間に少なくとも年３件程度の建築現場を担当して

いたものと認められる。（甲Ｄ２９の２、３の１及び２） 

 被災者Ｗは、平成３年７月から平成５年１０月までの約２年間、配管工25 

として、具体的な記憶があるものだけでも１６件（年間８件程度）の建築
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工事に従事した（甲Ｄ２９の３の１及び２）。 

ウ 石綿粉じんの曝露状況 

 被災者Ｗは、設備施工管理技士であり、直接、石綿含有建材を取り扱っ

てはいなかったが、毎日、石綿粉じんの飛散する現場に立ち入っており、

また、改修工事において、配管や配線を確認するために、劣化した吹付け5 

材が舞い上がる屋根裏に登り、吹付け材を削ぎ落とすなどしており、これ

らの際に、石綿粉じんに曝露した。 

 被災者Ｗは、配管工として、配管や石綿含有ボードの切断等を行う際に、

石綿粉じんに曝露した。 

⑵ 共同不法行為者の特定等 10 

ア 控訴人らは、別紙５－２３の「Ｎｏ．」欄に記載のとおり、被災者Ｗに係る

主要原因建材として、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウ

ール及び③湿式石綿含有吹付け材）、⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦石綿

含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材、⑩石綿

保温材、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレート15 

ボード・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボ

ード・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含

有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形セ

メント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種、㉖石綿含有パーライト板

及び㊶石綿セメント円筒を主張するので、以下検討する。 20 

イ 設備施工管理技士の時期について 

 吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び③湿式石

綿含有吹付け材） 

ａ 前記第３の２のとおり、吹付け材のうち、シェアを用いた手法により

現場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５０年から25 

昭和５３年までの４年間に被控訴人太平洋セメントの製造販売した②
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石綿含有吹付けロックウールのみである。 

被災者Ｗは、前記⑴アのとおり、昭和４９年１月から昭和６３年４月

までの間及び平成６年２月から平成１８年７月までの間、設備施工管理

技士として、職人の管理や建築工事の進捗状況の確認を行っていたが、

担当していた建築現場数は、年３件程度、４年間で１２件程度（３件×5 

４年）であり、鉄骨造建物の割合が多かったことを認めるに足りる証拠

もない。このような被災者Ｗの建築現場数を踏まえると、仮に鉄骨造建

物の割合が高かったとして、被控訴人太平洋セメントの上記建材につい

て、シェアが２５％であったことからシェアを用いた手法による確率論

的な検討をしても、２回（１２件÷８）に満たないものであったといわ10 

ざるを得ず、被災者Ｗの作業する建築現場に相当回数にわたり到達して

いたとの事実は認めることができない。 

ｂ その他、被控訴人らの製造販売する①吹付け石綿、②石綿含有吹付け

ロックウール及び③湿式石綿含有吹付け材が、被災者Ｗの従事した建築

現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はない。 15 

 保温材（⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材及び⑩石綿保温材） 

ａ 前記第３の３のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法により

現場到達事実を認定することができる場合があるのは、被控訴人ニチア

スが昭和５０年から昭和５５年までに製造販売した建材及び被控訴人

エーアンドエーが昭和５０年から昭和５３年までに製造販売した建材20 

である。 

しかし、前記⑴アのとおり、被災者Ｗの担当していた建築現場数は、

年３件程度であることから、昭和５０年から昭和５５年までの工事件数

は１８件程度（３件×６年）にすぎない。このような被災者Ｗの従事し

た建築現場の件数を踏まえると、上記建材の現場到達事実について、シ25 

ェアを用いた手法による確率論的な見地から検討できる前提を欠いて
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いるものといわざるを得ない。したがって、シェアを用いた手法により、

上記建材が、被災者Ｗの従事した建築現場に相当回数にわたり到達して

いたとの事実を認めることはできない。 

ｂ その他、被控訴人らの製造販売する⑦石綿含有けい酸カルシウム保温

材及び⑩石綿保温材が、被災者Ｗの従事した建築現場に相当回数にわた5 

り到達したことを認めるに足りる証拠はない。 

 ⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボー

ド・平板、⑰石綿含有スレートボード・軟質板、⑱石綿含有スレートボー

ド・軟質フレキシブル板、⑲石綿含有スレートボード・その他、⑳石綿含

有スラグせっこう板、㉑石綿含有パルプセメント板、㉒石綿含有押出成形10 

セメント板、㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種及び㉖石綿含有パーラ

イト板 

ａ 被災者Ｗは、前記⑴アのとおり、年３件程度、昭和４９年１月から昭

和６３年４月までの約１４年間で、４２件（３件×１４年）程度の工事

に従事したものと認められる。しかし、被災者Ｗの職務内容は、大型建15 

築物の新設に伴う空調、換気、給排水、衛生設備全般の管理を行う設備

施工管理技士として、職人の管理や建築工事の進捗状況の確認を行うこ

とであり、上記建材の切断等の作業に直接関わる機会や当該切断等の作

業時にその周辺で作業する機会が多かったものとは認めることができ

ない。また、毎日、建築工事の現場に立ち入っていたことは認められる20 

が、建築現場に常時立ち会っていたものではない。このような被災者Ｗ

の事情を踏まえると、上記建材が被災者Ｗの主要原因建材にあたるもの

とは認めることができない。 

ｂ その他、被控訴人らの製造販売する上記建材が、被災者Ｗの従事した

建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はな25 

い。 



 

 

337 

 

 ㊶石綿セメント円筒 

ａ 前記第３の１０のとおり、上記建材のうち、シェアを用いた手法によ

り現場到達事実を認定することができる場合があるのは、昭和５９年か

ら昭和６３年までの５年間に被控訴人エーアンドエーが製造販売した

㊶石綿セメント円筒である。 5 

しかし、被災者Ｗが、その間に従事した建築現場の件数は、前記⑴ア

のとおり、年間３件程度、合計１５件程度（３件×５年）でしかない。

また、被控訴人エーアンドエーの製造販売する上記建材のシェアについ

ては、昭和６１年以降の３年間は約２０％（建材が１０件の建築現場の

うち少なくとも１件に到達した高度の蓋然性がある）であるが、それ以10 

前の２年間は約１０％（建材が２０件の建築現場のうち少なくとも１件

に到達した高度の蓋然性がある）にすぎない。 

以上の事情に照らすと、上記建材の現場到達事実について、シェアを

用いた手法による確率論的な見地から検討できる前提を欠いているも

のといわざるを得ない。したがって、シェアを用いた手法により、被控15 

訴人エーアンドエーの上記建材が、上記期間内に、被災者Ｗの従事した

建築現場に相当回数にわたり到達していたとの事実を認めることはで

きない。 

ｂ その他、被控訴人らの製造販売する上記建材が、被災者Ｗの従事した

建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はな20 

い。 

 なお、被災者Ｗは、改修工事において、配管や配線を確認するために、

劣化した吹付け材が舞い上がる屋根裏に登り、吹付け材を削ぎ落とすなど

したことが認められる。しかし、前記第２節第３の２⑵のとおり、被控訴

人らは、改修工事において、石綿含有建材の撤去等の作業に従事する者に25 

対し、警告義務を負わないから、被災者Ｗによる上記作業について、被控
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訴人らにおける警告義務違反は認められない。 

  また、被災者Ｗが、工期に間に合わないおそれが出てきた場合に、建築

工事の手伝いを行ったことは認められる（甲Ｄ２９の３の２（９頁）、控訴

人Ｗ１本人（２０頁））。しかし、被災者Ｗは、大半は、自ら石綿含有建材

を使用した作業を直接行っていたわけではなかったことからすると、石綿5 

含有建材の現場到達事実について、シェアを用いた手法による確率論的な

見地からの考慮を行うための前提を欠いているものといわざるを得ない。

他に、被災者Ｗが、その際に、特定の石綿含有建材を相当回数にわたり直

接取り扱っていたことを認めるに足りる証拠はない。 

ウ 配管工の時期について 10 

  被災者Ｗは、上記⑴ア及びイのとおり、平成３年７月から平成５年１０

月までの間、配管工として稼働していたが、建築工事に従事した件数は、

約２年間で合計１６件程度（年間８件程度である）である。このような被

災者Ｗの従事した建築現場の件数を踏まえると、特定の建材の現場到達事

実について、シェアを用いた手法による確立論的な見地からの考慮を行う15 

ための前提を欠いているものといわざるを得ない。 

  その他、被控訴人らの製造販売した石綿含有建材が、被災者Ｗの従事し

た建築現場に相当回数にわたり到達したことを認めるに足りる証拠はな

い。なお、吹付け材（①吹付け石綿、②石綿含有吹付けロックウール及び

③湿式石綿含有吹付け材）及び保温材（⑥石綿含有けいそう土保温材、⑦20 

石綿含有けい酸カルシウム保温材、⑧石綿含有バーミキュライト保温材及

び⑩石綿保温材）については、平成３年の時点でいずれも製造販売が終了

している。 

  改修工事における石綿粉じん曝露については、前記イ で述べたとおり、

被控訴人らに警告義務違反は認められない。 25 

⑶ 小括 
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以上によれば、被控訴人らは、被災者Ｗに対し、損害賠償責任を負わない。 

第４節 控訴人らの損害額 

第１ 包括一律請求に基づく慰謝料額の算定 

 １ 包括一律請求の適否 

控訴人らは、本件の損害賠償請求の内容は財産的損害を含まず慰謝料のみを一5 

律に請求するものであること、控訴人らは本件における請求のほかに財産的損害

の請求をする別訴を提起しないことを明らかにした上で、本件被災者らについて

は１人当たり慰謝料３０００万円及び弁護士費用３００万円の合計３３００万

円（ただし、被災者Ａ（石綿関連疾患について、被控訴人ニチアスから支払を受

けている。）については、慰謝料１５００万円及び弁護士費用１５０万円の合計10 

１６５０万円）及びこれに対する遅延損害金の支払を求めている。 

   控訴人らの上記請求においては、その実質として、財産的損害分が控訴人らの

主張する慰謝料の額の中に含まれているものというべきであるが、このような請

求には、控訴人らが個々の被災者に係る多くの損害費目についての主張立証をす

る必要がなくなり、訴訟の遅延を避けることができるなどの点において、本件の15 

ような事案においては、一定の合理性があるものというべきである。したがって、

このような請求は、慰謝料の額という裁判所が不法行為に関する諸般の事情に即

して判断すべき事項につき、裁判所に対し、本件被災者らに共通すると認められ

る被害の性質や、程度等を踏まえて合理的な裁量の下に判断することを求めるも

のとして、許容され得るものであるということができる。 20 

   このような特徴を有する上記請求に関し、各被災者に係る慰謝料の額を諸般の

事情に即して判断するに際しては、控訴人らが上記のような内容の請求をした趣

旨に鑑み、被災者らの間に共通する損害について被害の性質や程度から基準とな

るべき慰謝料の額（基準慰謝料額）を観念した上で、各被災者に係る個別的な事

情を必要に応じて考慮し、基準慰謝料額を修正することによって、各被控訴人が25 

各被災者に対して実際に支払うべき慰謝料の額を算定するのが相当である。 



 

 

340 

 

２ 基準となる慰謝料額 

⑴ 後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、石綿肺、肺がん、中皮腫の症状等に

ついて、以下の各事実を認めることができる。 

  ア 石綿肺 

    石綿肺の主要な症状は、労作時や階段、平地での急ぎ足での歩行の際の息5 

切れ、せき、たんであり、時に頑固なせきに胸痛や血の混じったたんを伴う

こともある。石綿肺の症状が進行すると、肺機能の著しい低下等が生じ、日

常生活上の支障が生じることもある。したがって、石綿肺を発症した被災者

らは、多大な肉体的・精神的苦痛を被ったものと認められる。（乙アＡ３５

（１３７頁）、１５６（１８頁）） 10 

石綿肺は、短期間で死に至るような重篤な疾患ではないが、石綿肺の治療

法としては、せき、たんに対する対症療法しかない。（乙アＡ１５６（１８

頁）） 

    石綿肺の予後は他のじん肺と比べてはるかに悪いとされ、１８２人の石綿

肺要療養患者認定患者に対する調査においては、じん肺法４条１項のエック15 

ス線写真の像の第三型に該当する所見を有する者の実測生存率は、５年で２

５％、１０年で１２％、上記像の第二型に該当する所見を有する者の実測生

存率は、５年で５０．５％、１０年で３０．７％、上記像の第一型に該当す

る所見を有する者の実測生存率は、５年で７５．６％、１０年で４８．７％

であった。そして、このような予後に対する不安も、被災者らの精神的苦痛20 

を高めるものといえる。（乙アＡ３５（１０７頁）） 

  イ 肺がん 

    石綿関連疾患としての肺がんの症状は、血の混じったたん、慢性的な激し

いせき、喘鳴、胸痛、体重の減少、食欲の不振、息切れなどであり、一般の

肺がんの症状と異なるものではない。したがって、肺がんを発症した被災者25 

らは、多大な肉体的・精神的苦痛を被ったものと認められる。（甲Ａ１０７
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（１２、１３頁）） 

    石綿関連疾患としての肺がんの治療法には、一般の肺がんと同様に、化学

療法、放射線療法、手術療法等があり、原則的には当該肺がんの病期に応じ

てその治療法が決定される。早期の病変は手術療法で治癒可能であるが、石

綿肺が進展している場合等には呼吸機能障害の問題で手術ができない場合5 

もあり、また、石綿肺を合併している場合には放射線療法が制限される場合

もある。（甲Ａ１０７（１５頁）、乙アＡ１００２（６２頁）） 

石綿関連疾患としての肺がんは、上記のとおりその治療手段が一般の肺が

んよりも制限される場合があるなど、予後は不良であるとされる。非小細胞

がんで手術をした場合の術後の５年生存率は、当該がんの病期に応じて８10 

０％から１０％であり、放射線治療の場合には上記より悪い割合となる。小

細胞がんでは、限局型で放射線療法と化学療法の合併療法を受けた場合、２

年生存率は約５０％、３年生存率は約３０％、５年生存率は約２５％であり、

進展型で化学療法を受けた場合、３年生存率は約１０％である。そして、こ

のような予後に対する不安も、被災者らの精神的苦痛を高めるものといえる。15 

（甲Ａ１０７（１５頁）、乙アＡ１００２（６２頁）） 

  ウ 胸膜中皮腫 

    胸膜中皮腫の症状としては、胸水の貯留や気胸による息切れ、胸痛、せき

が多く、上記胸痛は、特定の部位に限局せず、持続的である。胸膜中皮腫の

進展とともに、せきや胸痛はひどくなり、肺や心臓を圧迫して呼吸困難を伴20 

うこともある。したがって、胸膜中皮腫を発症した被災者らは、多大な肉体

的・精神的苦痛を被ったものと認められる。（甲Ａ１０７（１６頁）、乙アＡ

３５（１５５頁）） 

    胸膜中皮腫を始めとする中皮腫の治療法には、外科療法、化学療法、放射

線療法、温熱化学療法、タルク注入法、遺伝子治療等があるが、研究段階の25 

ものが多い。胸膜中皮腫は、発見されたときには末期状態であることが多く、
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通常は治療の対象にならない。（甲Ａ１０７（１８頁）、乙アＡ３５（１６７

頁）） 

中皮腫の予後は、良くない、ないしは、非常に不良であるとされる。胸膜

中皮腫の予後については、平均余命の中央値が１５．２か月、２年生存率を

２９．６％、５年生存率を３．７％とする報告がある。そして、このような5 

予後に対する不安も、被災者らの精神的苦痛を高めるものといえる。（甲Ａ

１０７（１８頁）、乙アＡ３５（１５４、１５５頁）） 

  ⑵ 前記⑴のとおり、石綿関連疾患としての石綿肺、肺がん、胸膜中皮腫にはい

ずれにも進行性があり、それぞれの予後は総じて不良であって、特に肺がん及

び胸膜中皮腫はこれらの発症後数年内に死亡することも少なくない重篤な疾10 

患であることが認められる。 

    そうすると、石綿肺を発症した被災者に係る慰謝料の額については、管理区

分（管理区分は管理一から管理四までに区分されており、管理四が最も重い。）

に応じてこれを定めるのが相当であるというべきであり、また、肺がん又は中

皮腫を発症した被災者に係る慰謝料の額については、管理区分の管理四に準じ15 

てこれを定めるのが相当というべきである。 

    さらに、上述の石綿肺、肺がん、胸膜中皮腫の１つないし複数を発症した被

災者がこれらを原因として死亡した場合には、当該被災者に係る慰謝料の額は、

上述の石綿肺、肺がん、胸膜中皮腫の１つないし複数を発症したもののいまだ

生存している被災者に係る慰謝料の額と比べ、高くするのが相当である。 20 

  ⑶ 他方、本件の被災者らないしその遺族らは労災保険給付等を受給しており、

その合計額は、平成２９年２月末の時点で、７億２８７０万８９６９円である

ところ、かかる事情は、上述のような一律の慰謝料請求がされている本件にお

いては、基準慰謝料額を検討するに当たって総合的に考慮されるべきである。 

⑷ 以上に照らせば、本件の被災者らに係る基準慰謝料額は、以下のとおりとす25 

るのが相当である。 
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   ア 石綿肺（管理区分の管理四に該当するもの）を発症した者 

２５００万円 

イ 肺がんを発症した者 

     ２５００万円 

   ウ 石綿肺、肺がん又は中皮腫によって死亡した者 5 

     ２８００万円 

第２ 被控訴人らが賠償すべき損害額 

１ 損害の発生に対する寄与度 

⑴ 被控訴人らは、前記第３節第１の１のとおり、民法７１９条１項後段の類推

適用により、損害賠償責任を負う場合においては、その行為の損害の発生に対10 

する寄与度に応じた範囲で損害賠償責任を負い、複数の場合には、寄与度に応

じた範囲で連帯して損害賠償責任を負うというべきである。 

そして、本件被災者らは、前記第３節第４の被災者ごとの検討によれば、建

築工事に従事した建築現場において、損害賠償責任を負うものとされた特定の

被控訴人が製造販売した石綿含有建材を自ら取り扱うなどした際に発散した15 

石綿粉じんに曝露し、同じ建築現場で作業する自分以外の者が取り扱ったこと

から発散し、又は飛散した石綿粉じんに間接的に曝露していることが認められ

るが、他方で、他の企業が製造販売した石綿含有建材を自ら取り扱うなどした

際に同建材から発散した石綿粉じんにも曝露していることが認められる。 

そうすると、被控訴人らの寄与度については、基本的には、以下のとおり考20 

えるのが相当である。 

  ⑵ア 大工、内装大工及び内装工（以下「大工等」という。）については、建築作

業において、主要原因建材の中でも⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種に切断、穿孔、研磨等の加工を施す機会が頻繁にあったものと認めら25 

れる。他方で、大工等は、共同不法行為責任を負わないシェアが小さく個々
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の被災者との関係では到達を認めることができない企業が製造販売した⑮

石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平

板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種から発散した石綿粉じんにも

曝露していることが明らかであるし、他の石綿含有成形板についても、一定

程度取り扱っていた可能性もあることや、自分以外の職人が同時並行的に作5 

業することにより他の石綿含有建材から発散ないし飛散した石綿粉じんに

も間接的に曝露していた可能性があることが認められる。これに加え、大工

等は、一定数の改修工事に従事することがあり、そのような場合には、既設

の石綿含有建材を撤去するために取り壊す際に生じた石綿粉じんにも曝露

していたことが認められる。 10 

以上の事情に照らすと、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯

石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を

製造販売し、大工等の本件被災者らに対する共同不法行為責任を負う被控訴

人らの寄与度は、基本的には５０％とするのが相当である。 

     ただし、大工等のうち解体工事に従事した件数が多い者については、既設15 

の石綿含有建材を取り壊す際に生じた石綿粉じんに曝露した量が一般的な

大工よりも多いものといえるので、寄与度を減らすことを検討するのが相当

である。また、大工等のうち鉄骨造建物の建築工事に従事する比率が特に高

い者については、吹付け材から発散又は飛散する石綿粉じんに曝露した量が

一般的な大工等よりも多いものといえるので、寄与度を減らすことを検討す20 

るのが相当である。なお、逆に木造建物の新築工事のみに従事していたなど

他の建材からの曝露の可能性が低い場合には、寄与度を増やすことも考えら

れる。 

   イ 配管工については、スリーブ工事を行う際に、⑮石綿含有スレートボード・

フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ25 

ルシウム板第１種に加工を施す機会があったものと認められ、基本的には前
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記アのとおりであるが、その頻度は、前記アの大工等よりも低かったものと

認められる。また、配管工は、配管を切断、加工する際や、支持金具や吊り

ボルトを鉄骨に取り付けるために吹付け材を剥がす際などにも、石綿粉じん

に曝露していることが認められる。これに加え、配管工は、一定数の改修工

事に従事しており、既設の石綿含有建材にスリーブ工事を行ったり、配管を5 

撤去する際に、既設の保温材や配管から発散する石綿粉じんに曝露していた

ことが認められる。 

以上の事情に照らすと、⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯

石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種を

製造販売し、配管工の本件被災者らに対する共同不法行為責任を負う被控訴10 

人らの寄与度は、基本的には４０％とするのが相当である。 

   ウ 塗装工については、モルタル壁を塗装する際の下地調整を行う際に、モル

タルに練りこまれた㊸混和材に含まれる石綿粉じんに曝露したものと認め

られる。他方で、塗装工は、塗装前に清掃を行う際に、舞い上がった他の石

綿含有建材から生じた石綿粉じんにも曝露したこと、石綿含有成形板を塗装15 

する際の下地調整を行う際に発散した石綿粉じんに曝露したことも相当程

度あったものと認められる。 

以上の事情に照らすと、㊸混和材を製造販売し、本件被災者らに対する共

同不法行為責任を負う被控訴人の寄与度は、基本的に４０％とするのが相当

である。 20 

   エ 前記アないしウのほか、各被災者について、被控訴人らの寄与度を増減さ

せるべき個別の事情が認められる場合には、その点を考慮した上で、被控訴

人らの寄与度を定めることとする。 

オ なお、被災者Ｍについては、シェアを用いた手法による確率論的な見地か

らの検討により責任原因建材の到達を認定したものではないから、被災者Ｍ25 

の個別事情を踏まえて寄与度を定めることとする。 
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 ２ 本件被災者らが罹患した石綿関連疾患及び稼働期間に応じた寄与度の修正 

  ⑴ 石綿肺、肺がん 

ア 前記のとおり、石綿肺については、一般に、石綿粉じんへの曝露が始まっ

てから１０年以上経過してから発症するものとされている。 

     肺がんについては、ある肺がんが石綿への曝露を原因とするものであると5 

みなすことができるのは肺がんの発症リスクを２倍以上に高める量の石綿

への曝露があった場合であると考えられることを前提に、上述の曝露の量は

累積で２５本／ml・年以上と考えるべきところ、上記累積曝露量があったと

みなすことができるのは、胸膜プラーク等の石綿への曝露の所見が認められ、

石綿に曝露する作業におおむね１０年以上従事した場合であると考えられ10 

ている（乙アＡ１５６（２８、２９頁））。 

   イ このことから、被控訴人らの義務違反が認められる期間（以下「責任期間」

という。）内において、建築作業に１０年以上従事して、被控訴人らの製造販

売した石綿含有建材から発散した石綿粉じんに曝露した被災者については、

責任期間内の石綿粉じんへの曝露のみで石綿肺又は肺がんを発症する危険15 

性が高かったものというべきである。したがって、このような被災者につい

ては、責任期間内における石綿粉じんへの曝露のみで石綿関連疾患を発症さ

せるのに十分であったと評価することができるから、責任期間以外の期間に

石綿粉じんに曝露していたとしても、そのことによって、被控訴人らの当該

被災者に対する責任が否定又は軽減されるものではない。 20 

   ウ これに対し、責任期間内において建築作業に従事した年数が１０年未満の

被災者については、責任期間以外の期間における石綿粉じんへの曝露が、石

綿関連疾患の発症に一定程度寄与しているものと認められる。したがって、

責任期間内において建築作業に従事した期間が１０年未満の場合には、１０

年から上記期間を控除して１０年に足りない年数を算出（１年未満は切捨て）25 

した上で、当該年数の１年ごとに、当該被災者に係る基準慰謝料額を１０％
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ずつ減額するのが相当である。 

  ⑵ 胸膜中皮腫 

中皮腫については、そのほとんどが石綿への曝露に起因するものと考えられ

るところ、胸膜中皮腫が職業曝露によるものであるとみなすことができるのは、

おおむね１年以上の石綿曝露作業への従事歴が認められた場合であると考え5 

られている（乙アＡ１５６（２８頁））。 

このことから、責任期間内において建築作業に１年以上従事していた被災者

については、責任期間内の石綿粉じんへの曝露のみで中皮腫を発症する危険性

が高かったものというべきである。したがって、このような被災者については、

責任期間内における石綿粉じんへの曝露のみで石綿関連疾患を発症させるの10 

に十分であったと評価することができるから、責任期間以外の期間に石綿粉じ

んに曝露していたとしても、そのことによって、被控訴人らの当該被災者に対

する責任が否定又は軽減されるものではない。 

本件被災者らのうち胸膜中皮腫を発症した者については、被控訴人らの責任

が認められない被災者Ｂを除き、責任期間内において、建築作業に１年以上従15 

事していることが認められる。 

 ３ 喫煙歴に基づく減額 

肺がんの発症における喫煙と石綿との関係は相乗的なものであると考えられ

ており、国際的な知見として、喫煙歴も石綿への曝露歴もない者の発がんリスク

を１とすると、喫煙歴があって石綿への曝露歴がない者では当該リスクは１０．20 

８５倍、喫煙歴がなく石綿への曝露歴がある者では当該リスクは５．１７倍、喫

煙歴も石綿への曝露歴もある者では当該リスクは５３．２４倍となるといわれて

いる（乙アＡ１５７（４頁））。 

前記のとおり、石綿自体に発がん性があること、また、肺がんの発症における

喫煙と石綿との関係は相乗的なものであると考えられていることに照らせば、石25 

綿粉じんに一定程度曝露した者が肺がんを発症した場合、曝露と発症との間には
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相当因果関係があるものというべきであり、同人に喫煙歴があることによって、

因果関係が直ちに否定されるものではないというべきである。他方で、上記知見

に照らせば、石綿関連疾患としての肺がんを発症した被災者に喫煙歴がある場合

には、当該喫煙は当該肺がんの発症を相乗的に促進するものであって、当該喫煙

も当該発症に有意の影響を与えているものというべきである。 5 

以上に照らせば、本件の被災者らのうち肺がんを発症した者で、かつ、有意の

喫煙歴がある者については、民法７２２条２項を類推適用し、当該被災者に喫煙

歴があることを斟酌して当該被災者に係る慰謝料の額を減額するのが相当であ

る。ただし、喫煙の害悪は上記のとおり石綿の害を上回るもので、非常に重大な

ものであることが明らかではあるものの、少なくとも以前の時期においては、受10 

動喫煙防止のための分煙さえされることがなく、喫煙自体は社会的に許容された

ものであったというべきことや、喫煙の健康に対する危険性についても、一般的

な警告がされていたにとどまり、害悪の告知も不十分であったものというべきこ

とに鑑みれば、被災者らにおいて、喫煙を控える契機が乏しかったといえるので

あって、上記減額は控えめに、かつ、一律に行うのが相当であり、具体的には、15 

当該被災者に係る慰謝料額を１０％減額するのが相当である。 

４ 防じんマスクの不着用との関係 

本件の被災者らには防じんマスクを着用していなかった者がいるが、特に労働

者については、防じんマスク等の呼吸用保護具を使用すべき義務は、事業者から

その使用を命じられることを前提とするものである（安衛則５９７条）ところ、20 

本件の被災者らが同人らの使用者から上記呼吸用保護具の使用を指示されたに

もかかわらずあえて上記呼吸用保護具を使用しなかったといった事実関係を認

めるに足りる証拠はない。 

また、前記の検討に照らせば、本件の被災者らは、被控訴人らを始めとする石

綿含有建材を製造、販売する者らが上記警告義務を怠るなどしたため、防じんマ25 

スクを着用しなかったものと認められる。 
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  以上に照らせば、本件の被災者らが防じんマスクを着用しなかったことを理由

として、本件の被災者らに係る各慰謝料の額を減額することは相当ではないとい

うべきである。 

５ 国及び事業者の責任との関係等 

 ⑴ 被控訴人らが民法７１９条１項後段の類推適用により各被災者に対して負5 

う損害賠償責任は、自ら危険な製品を製造販売して広く社会に流通させ、これ

によって利益を得るのに伴い、被災者に損害を与えていたことによるものであ

って、最も重要な法益である人の生命、身体の安全を図るという観点からも、

第一次的なものというべきである。また、被控訴人らが警告義務を履行しなけ

れば、事業者による十分な対策は期待できないものといえる。したがって、国10 

及び事業者の責任を踏まえた慰謝料額の修正を行うことが相当でないことは明

らかであり、このような修正は行わない。 

 ⑵ なお、控訴人らは、国に対する訴えについて口頭弁論を分離する前に、控訴

人らに対し、国及び被控訴人らが、連帯して慰謝料等を支払うよう求めていた。

しかし、前記第３節第３の６⑶でも説示したとおり、被控訴人らの責任は第一15 

次的なものというべきであるのに対し、国の責任は第二次的なものというべき

であるから、被控訴人らにおける警告義務違反行為と国の権限不行使について、

共同して他人に損害を生じさせるような一体性があるとはいえず、共同不法行

為は成立しない。 

 ６ 弁護士費用 20 

本件訴訟の性質等にかんがみれば、各控訴人が本件訴訟において被控訴人らか

ら賠償されるべき弁護士費用の額は、各控訴人がそれぞれ被控訴人らから賠償さ

れるべき慰謝料の額の概ね１割であると認めるのが相当である。 

第３ 各控訴人の損害 

１ 被災者Ａ（番号１） 25 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 
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  ア 被災者Ａは、前記第３節第４の１のとおり、昭和４９年から平成元年まで

の間、金属内装工として、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・

ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第２の１5 

⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度は、基本的に５０％で

あるが、被災者Ａについては、木造建物の建築工事に従事しておらず、鉄骨

造建物における建築工事に従事した際に吹付け材から発散又は飛散する石

綿粉じんに曝露した量が、一般的な大工等と比べて多いことが推認される。

また、後記⑶の昭和３１年までに被控訴人ニチアスのアルバイト従業員とし10 

て石綿粉じんに曝露する作業を行っていることが認められ、後記⑶アの経緯

もあって、上記各建材のシェアが約１０％である被控訴人ニチアスに対する

訴えは取り下げられている。これらの事情を考慮すると、被控訴人らの寄与

度は、３０％とするのが相当である。 

  イ また、被災者Ａは、石綿肺を発症し、これが原因で死亡したことが認めら15 

れるところ、昭和４９年から平成元年までの間に、建築作業に１０年以上従

事していたことが認められる。 

  ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、

被災者Ａが石綿関連疾患に罹患したことにつき、３０％の割合で寄与したも

のと認めるのが相当である。 20 

 ⑵ 慰謝料 

   ８４０万円 

  （計算式）２８００万円（石綿肺により死亡）×０．３（寄与度） 

 ⑶ 被控訴人ニチアスからの金銭受領 

 ア 証拠（甲Ｄ１の２、乙マ１、２）によれば、被災者Ａは、昭和２９年７月25 

１５日から同年８月２０日まで、昭和３０年７月１５日から同年８月２０日
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まで及び昭和３０年１２月２０日から昭和３１年１月２０日までの間に被

控訴人ニチアスが行う工事にアルバイトとして、石綿含有のケイ酸カルシウ

ム保温材(石綿含有１～４％）や石綿織布（石綿含有８０～９０％）などを配

管や加熱炉のカバーに巻き付けたり貼り付けたりする作業に従事したこと

について、被控訴人ニチアスとの間で、平成１９年６月１５日、被控訴人ニ5 

チアスが被災者Ａに対して被災者Ａが罹患した労働者災害補償保険法に定

める業務災害の認定を受けた石綿関連疾患による損害等の補償として１５

００万円を支払う旨を合意し、被災者Ａは、上記合意に基づき、被控訴人ニ

チアスから上記１５００万円を受領したことが認められる。 

  イ 被災者Ａが被控訴人ニチアスから受領した１５００万円は、被災者Ａが石10 

綿関連疾患を発症したことによって被った被災者Ａの損害の全体に対する

補償であるとも考えられることに照らせば、公平の観点から、被控訴人らが

被災者Ａに対して賠償すべき額から一定の控除をすることも考えられない

わけではないが、前記アのとおり、被控訴人らの責任期間の始期より約２０

年前である昭和２９年７月から昭和３１年１月までの合計して約３か月の15 

アルバイト従業員としての作業に対する補償であること、前記⑴アの寄与度

において既に考慮していることからすると、さらなる控除を行うことは相当

でない。 

 ⑷ 認容額 

  ア 控訴人Ａ１（相続分３／５） 20 

５５５万円（内訳：慰謝料５０４万円、弁護士費用５１万円） 

  イ 控訴人Ａ２（相続分１／５） 

１８５万円（内訳：慰謝料１６８万円、弁護士費用１７万円） 

  ウ 控訴人Ａ３（相続分１／５） 

１８５万円（内訳：慰謝料１６８万円、弁護士費用１７万円） 25 

２ 被災者Ｃ（番号５） 
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  ⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｃは、前記第３節第４の３のとおり、昭和４９年から昭和５４年ま

での間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエーの製造販売した石綿含

有建材（⑮石綿含有スレートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレート

ボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉5 

じんに曝露したことが認められる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等につ

いての被控訴人らの寄与度は、基本的に５０％であるが、被災者Ｃについて

は、上記建材の現場到達事実が認められた企業が被控訴人エーアンドエーの

みであり、損害賠償責任を負わない企業の製造販売した上記建材から発散し

た石綿粉じんにも相当程度曝露していることが考えられることから、被控訴10 

人エーアンドエーの寄与度は４０％とするのが相当である。 

イ また、被災者Ｃは、肺がんを発症したことが認められるところ、責任期間

内の稼働期間は約３年１０か月である。このことから、１０年から３年１０

か月を控除して１０年に足りない年数（１年未満は切捨て）である６年に対

応する６０％を前記アから減額することとする。なお、被災者Ｃは、平成３15 

０年１２月２８日、腹膜偽粘液腫によって死亡したが、肺がんと死亡との間

の相当因果関係を認めるに足りる証拠はない。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｃが石綿関連疾患に罹

患したことにつき、１６％（０．４×（１－０．６））の割合で寄与したもの

と認めるのが相当である。 20 

⑵ 喫煙歴による減額 

   証拠（甲Ｄ５の２（７、２７頁））によれば、被災者Ｃには、喫煙歴があると

認められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

  ３６０万円 25 

  （計算式）２５００万円（肺がん）×０．１６（寄与度）×０．９（喫煙歴に
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よる減額） 

 ⑷ 認容額 

ア Ｃ１（相続分１／２） 

１９８万円（内訳：慰謝料１８０万円、弁護士費用１８万円） 

イ Ｃ２（相続分１／４） 5 

９９万円（内訳：慰謝料９０万円、弁護士費用９万円） 

ウ Ｃ３（相続分１／４） 

９９万円（内訳：慰謝料９０万円、弁護士費用９万円） 

３ 被災者Ｄ（番号７） 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 10 

   ア 被災者Ｄは、前記第３節第４の４のとおり、昭和４９年から平成４年まで

の間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び

被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレー

トボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含

有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認め15 

られる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度

は、基本的に５０％であるところ、被災者Ｄについて、当該寄与度を増減さ

せるべき個別の事情の存在は認められない。 

   イ また、被災者Ｄは、胸膜中皮腫を発症し、これが原因で死亡したことが認

められるところ、昭和４９年から平成４年までの間に、建築作業に１年以上20 

従事していたことが認められる。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人

エム・エム・ケイは、被災者Ｄが石綿関連疾患に罹患したことにつき、５０％

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

 ⑵ 慰謝料 25 

   １４００万円 
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  （計算式）２８００万円（胸膜中皮腫により死亡）×０．５（寄与度） 

 ⑶ 認容額 

   控訴人Ｄ１ 

１５４０万円（内訳：慰謝料１４００万円、弁護士費用１４０万円） 

４ 被災者Ｅ（番号８） 5 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 

   ア 被災者Ｅは、前記第３節第４の５のとおり、昭和４９年から平成４年まで

の間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び

被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレー

トボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含10 

有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認め

られる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度

は、基本的に５０％であるところ、被災者Ｅについては、建築作業に従事す

る前段階として、従前建てられていた建築物の解体作業に従事していたこと

が認められるから、この点を考慮して、被控訴人らの寄与度は、４５％とす15 

るのが相当である。 

イ また、被災者Ｅは、胸膜中皮腫を発症し、これが原因で死亡したことが認

められるところ、昭和４９年から平成４年までの間に、建築作業に１年以上

従事していたことが認められる。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人20 

エム・エム・ケイは、被災者Ｅが石綿関連疾患に罹患したことにつき、４５％

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

 ⑵ 慰謝料 

   １２６０万円 

  （計算式）２８００万円（胸膜中皮腫により死亡）×０．４５（寄与度） 25 

 ⑶ 認容額 
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   控訴人Ｅ１ 

１３８６万円（内訳：慰謝料１２６０万円、弁護士費用１２６万円） 

５ 被災者Ｇ（番号１１） 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｇは、前記第３節第４の６のとおり、平成元年６月から平成４年ま5 

での間、配管工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス

及び被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有ス

レートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石

綿含有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが

認められる。前記第２の１⑵イのとおり、配管工についての被控訴人らの寄10 

与度は、基本的に４０％であるところ、被災者Ｇについて、当該寄与度を増

減させるべき個別の事情の存在は認められない。 

イ また、被災者Ｇは、肺がんを発症し、これが原因で死亡したことが認めら

れるところ、責任期間内の稼働期間は約３年半である。このことから、１０

年から３年半を控除して１０年に足りない年数（１年未満は切捨て）である15 

６年に対応する６０％を前記アから減額することとする。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人

エム・エム・ケイは、被災者Ｇが石綿関連疾患に罹患したことにつき、１６％

（０．４×（１－０．６））の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

  ⑵ 喫煙歴による減額 20 

   証拠（甲Ｄ１１の３の３（３頁））によれば、被災者Ｇには、喫煙歴があると

認められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

   ４０３万２０００円 

  （計算式）２８００万円（肺がんにより死亡）×０．１６（寄与度） 25 

×０．９（喫煙歴による減額） 
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 ⑷ 認容額 

   控訴人Ｇ１ 

４４４万２０００円（内訳：慰謝料４０３万２０００円、弁護士費用４１万

円） 

６ 被災者Ｈ（番号１３） 5 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

   ア 被災者Ｈは、前記第３節第４の８のとおり、昭和４９年から平成４年まで

の間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び

被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレー

トボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含10 

有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認め

られる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度

は、基本的に５０％であるところ、被災者Ｈについて、当該寄与度を増減さ

せるべき個別の事情の存在は認められない。 

   イ また、被災者Ｈは、肺がんを発症し、これが原因で死亡したことが認めら15 

れるところ、昭和４９年から平成４年までの間に、建築作業に１０年以上従

事していることが認められる。 

   ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人

エム・エム・ケイは、被災者Ｈが石綿関連疾患に罹患したことにつき、５０％

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 20 

  ⑵ 喫煙歴による減額 

    証拠（甲Ｄ１３の２（２０、２２頁））によれば、被災者Ｈには、喫煙歴があ

ると認められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

 ⑶ 慰謝料 

   １２６０万円 25 

  （計算式）２８００万円（肺がんにより死亡）×０．５（寄与度） 
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×０．９（喫煙歴による減額） 

 ⑷ 認容額 

   控訴人Ｈ１ 

１３８６万円（内訳：慰謝料１２６０万円、弁護士費用１２６万円） 

７ 被災者Ｉ（番号１４） 5 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｉは、前記第３節第４の９のとおり、昭和４９年から平成４年まで

の間、配管工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレ

ートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿10 

含有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認

められる。前記第２の１⑵イのとおり、配管工についての被控訴人らの寄与

度は、基本的に４０％であるところ、被災者Ｉについて、当該寄与度を増減

させるべき個別の事情の存在は認められない。 

   イ また、被災者Ｉは、肺がんを発症したことが認められるところ、昭和４９15 

年から平成４年までの間に、建築作業に１０年以上従事していたことが認め

られる。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人

エム・エム・ケイは、被災者Ｉが石綿関連疾患に罹患したことにつき、４０％

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 20 

 ⑵ 喫煙歴による減額 

   証拠（甲Ｄ１４の３の３（９頁））によれば、被災者Ｉには、喫煙歴があると

認められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

   ９００万円 25 

  （計算式）２５００万円（肺がん）×０．４（寄与度）×０．９（喫煙歴によ
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る減額） 

 ⑷ 認容額 

   控訴人Ｉ（被災者Ｉ本人） 

９９０万円（内訳：慰謝料９００万円、弁護士費用９０万円） 

８ 被災者Ｊ（番号１５） 5 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

   ア 被災者Ｊは、前記第３節第４の１０のとおり、昭和５１年から平成４年ま

での間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレ

ートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿10 

含有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認

められる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与

度は、基本的に５０％であるところ、被災者Ｊについては、稼働期間を通じ

て、全体の１割ないし２割程度は解体工事に従事していたことが認められる

から、この点を考慮して、被控訴人らの寄与度は、４５％とするのが相当で15 

ある。 

   イ また、被災者Ｊは、肺がんを発症したことが認められるところ、昭和５１

年から平成４年までの間に、建築作業に１０年以上従事していることが認め

られる。 

   ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人20 

エム・エム・ケイは、被災者Ｊが石綿関連疾患に罹患したことにつき、４５％

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

 ⑵ 慰謝料 

   １１２５万円 

  （計算式）２５００万円（肺がん）×０．４５（寄与度） 25 

 ⑶ 認容額 
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   控訴人Ｊ（被災者Ｊ本人） 

１２３８万円（内訳：慰謝料１１２５万円、弁護士費用１１３万円） 

９ 被災者Ｌ（番号１７） 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｌは、前記第３節第４の１２のとおり、昭和４９年から平成１２年5 

までの間、塗装工として稼働し、被控訴人ノザワの製造販売した石綿含有建

材（㊸混和材）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第

２の１⑵ウのとおり、塗装工についての被控訴人の寄与度は、基本的に４

０％であるところ、被災者Ｌについて、当該寄与度を増減させるべき個別の

事情の存在は認められない。 10 

イ また、被災者Ｌは、石綿肺を発症し、これが原因で死亡したことが認めら

れるところ、昭和４９年から平成１２年までの間に、建築作業に１０年以上

従事していたことが認められる。 

ウ 以上によれば、被控訴人ノザワは、被災者Ｌが石綿関連疾患に罹患したこ

とにつき、４０％の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 15 

  ⑵ 慰謝料 

１１２０万円 

（計算式）２８００万円（石綿肺により死亡）×０．４（寄与度） 

⑶ 認容額（慰謝料額の１円未満の端数は切り捨てた。） 

ア 控訴人Ｌ１（相続分１／４０） 20 

３０万８０００円（内訳：慰謝料２８万円、弁護士費用２万８０００円） 

イ 控訴人Ｌ２（相続分１／４０） 

３０万８０００円（内訳：慰謝料２８万円、弁護士費用２万８０００円） 

ウ 控訴人Ｌ３（相続分１／６０） 

２０万５６６６円（内訳：慰謝料１８万６６６６円、弁護士費用１万９０25 

００円） 
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エ 控訴人Ｌ４（相続分１／６０） 

２０万５６６６円（内訳：慰謝料１８万６６６６円、弁護士費用１万９０

００円） 

オ 控訴人Ｌ５（相続分１／６０） 

２０万５６６６円（内訳：慰謝料１８万６６６６円、弁護士費用１万９０5 

００円） 

カ 控訴人Ｌ６（相続分１／２０） 

６１万６０００円（内訳：慰謝料５６万円、弁護士費用５万６０００円） 

キ 控訴人Ｌ７（相続分１／４０） 

３０万８０００円（内訳：慰謝料２８万円、弁護士費用２万８０００円） 10 

ク 控訴人Ｌ８（相続分１／４０） 

３０万８０００円（内訳：慰謝料２８万円、弁護士費用２万８０００円） 

ケ 控訴人Ｌ９（相続分３／４） 

  ９２４万円（内訳：慰謝料８４０万円、弁護士費用８４万円） 

コ 控訴人Ｌ１０（相続分１／２０） 15 

６１万６０００円（内訳：慰謝料５６万円、弁護士費用５万６０００円） 

１０ 被災者Ｍ（番号１８） 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｍは、前記第３節第４の１３のとおり、ダクト工として稼働する際

に、保温材を巻き付ける作業を行い、被控訴人エーアンドエーの製造販売し20 

た保温材（⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材）から生じた石綿粉じんに曝

露したことが認められる。他方で、被災者Ｍは、ダクトを取り付ける際に、

耐火被覆として吹き付けられた吹付け材を剥がし、削る作業を行う際に石綿

粉じんに曝露したことが認められる。また、改修工事において、鉄骨造建物

に既設された耐火被覆用の吹付け材を剥がし、ダクトに巻き付けてある保温25 

材を剥がす際に生じる石綿粉じんにも曝露したことが認められる。 



 

 

361 

 

以上の事情に照らすと、⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材を製造販売し

た被控訴人エーアンドエーの寄与度は４０％とするのが相当である。 

イ また、被災者Ｍは、肺がんを発症したことが認められるところ、被控訴人

エーアンドエーの製造販売した⑦石綿含有けい酸カルシウム保温材が到達

したことが認められる期間は、昭和４９年１月から昭和５２年３月までの約5 

３年３か月である。このことから、１０年から３年３か月を控除して１０年

に足りない年数（１年未満は切捨て）である６年に対応する６０％を前記ア

から減額することとする。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｍが石綿関連疾患に罹

患したことにつき、１６％（０．４×（１－０．６））の割合で寄与したもの10 

と認めるのが相当である。 

⑵ 喫煙歴による減額 

証拠（甲Ｄ１８の２（１１頁））によれば、被災者Ｍには、喫煙歴があると認

められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 15 

４０３万２０００円 

（計算式）２８００万円（肺がんにより死亡）×０．１６（寄与度）×０．９

（喫煙歴による減額） 

⑷ 認容額 

ア 控訴人Ｍ１（相続分２／３） 20 

２９５万８０００円（内訳：慰謝料２６８万８０００円、弁護士費用２７

万円） 

イ 控訴人Ｍ２（相続分１／６） 

７４万円（内訳：慰謝料６７万２０００円、弁護士費用６万８０００円） 

ウ 控訴人Ｍ３（相続分１／６） 25 

７４万円（内訳：慰謝料６７万２０００円、弁護士費用６万８０００円） 
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１１ 被災者Ｏ（番号２１） 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 

  ア 被災者Ｏは、前記第３節第４の１５のとおり、昭和４９年から平成４年ま

での間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及

び被控訴人エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレ5 

ートボード・フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿

含有けい酸カルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認

められる。前記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与

度は、基本的に５０％であるところ、被災者Ｏについて、当該寄与度を増減

させるべき個別の事情の存在は認められない。 10 

イ また、被災者Ｏは、石綿肺及びその合併症を発症し、これが原因で死亡し

たことが認められるところ、昭和４９年から平成４年までの間に、建築作業

に１０年以上従事していたことが認められる。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人

エム・エム・ケイは、被災者Ｏが石綿関連疾患に罹患したことにつき、５０％15 

の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

 ⑵ 慰謝料 

   １４００万円 

  （計算式）２８００万円（石綿肺により死亡）×０．５（寄与度） 

 ⑶ 認容額 20 

  ア 控訴人Ｏ１（相続分１／２） 

７７０万円（内訳：慰謝料７００万円、弁護士費用７０万円） 

  イ 控訴人Ｏ２（相続分１／４） 

３８５万円（内訳：慰謝料３５０万円、弁護士費用３５万円） 

  ウ 控訴人Ｏ３（相続分１／４） 25 

３８５万円（内訳：慰謝料３５０万円、弁護士費用３５万円） 
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１２ 被災者Ｐ（番号２２） 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｐは、前記第３節第４の１６のとおり、昭和４９年から平成４年ま

での間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エ

ム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレートボード・フレキ5 

シブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウ

ム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第２

の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度は、基本的に５

０％であるところ、被災者Ｐについては、はつり工としても勤務しており、

はつり作業を行ったり、既存建物の解体工事を行うなどしていたことが認め10 

られるから、この点を考慮して、被控訴人らの寄与度は、２５％とするのが

相当である。 

イ また、被災者Ｐは、肺がんを発症し、それが原因で死亡したことが認めら

れるところ、昭和４９年から平成４年までの間に、建築作業に１０年以上従

事していたことが認められる。 15 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、

被災者Ｐが石綿関連疾患に罹患したことにつき、２５％の割合で寄与したも

のと認めるのが相当である。 

  ⑵ 喫煙歴による減額 

    証拠（甲Ｄ２２の２（１１頁））によれば、被災者Ｐには、喫煙歴があると認20 

められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

６３０万円 

（計算式）２８００万円（肺がんにより死亡）×０．２５（寄与度） 

×０．９（喫煙歴による減額） 25 

⑷ 認容額 
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ア 控訴人Ｐ１（相続分１／２） 

３４７万円（内訳：慰謝料３１５万円、弁護士費用３２万円） 

イ 控訴人Ｐ２（相続分１／２） 

３４７万円（内訳：慰謝料３１５万円、弁護士費用３２万円） 

１３ 被災者Ｑ（番号２３） 5 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

ア 被災者Ｑは、前記第３節第４の１７のとおり、昭和５３年から昭和５４年

まで及び平成２年から平成４年の間、大工として稼働し、被控訴人エーアン

ドエーの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレートボード・フレキシ

ブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム10 

板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第２の

１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度は、基本的に５０％

であるが、被災者Ｑについては、上記建材の現場到達事実が認められた企業

が被控訴人エーアンドエーのみであり、損害賠償責任を負わない企業の製造

販売した上記建材から発散した石綿粉じんにも相当程度曝露していること15 

が考えられることから、被控訴人エーアンドエーの寄与度は４０％とするの

が相当である。 

イ また、被災者Ｑは、肺がんを発症したことが認められるところ、責任期間

内の稼働期間は合計約２年１か月である。このことから、１０年から２年１

か月を控除して１０年に足りない年数（１年未満は切捨て）である７年に対20 

応する７０％をアから減額することとする。 

ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエーは、被災者Ｑが石綿関連疾患に罹

患したことにつき、１２％（０．４×（１－０．７））の割合で寄与したもの

と認めるのが相当である。 

⑵ 喫煙歴による減額 25 

証拠（甲Ｄ２３の２（２５頁））によれば、被災者Ｑには、喫煙歴があると認
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められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

  ３０２万４０００円 

  （計算式）２８００万円（肺がんにより死亡）×０．１２（寄与度）×０．

９（喫煙歴による減額） 5 

⑷ 認容額 

Ｑ１ 

３３３万４０００円（内訳：慰謝料３０２万４０００円、弁護士費用３１万

円） 

１４ 被災者Ｔ（番号２６） 10 

 ⑴ 被控訴人らの寄与度 

   ア 被災者Ｔは、前記第３節第４の２０のとおり、昭和４９年から昭和５８年

１１月までの間、大工として稼働し、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人

エム・エム・ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレートボード・

フレキシブル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カ15 

ルシウム板第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前

記第２の１⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度は、基本的

に５０％であるところ、被災者Ｔについて、当該寄与度を増減させるべき個

別の事情の存在は認められない。 

   イ また、被災者Ｔは、胸膜中皮腫を発症し、これが原因で死亡したことが認20 

められるところ、昭和４９年から昭和５８年１１月までの間に、建築作業に

１年以上従事していたことが認められる。 

   ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、

被災者Ｔが石綿関連疾患に罹患したことにつき、５０％の割合で寄与したも

のと認めるのが相当である。 25 

 ⑵ 慰謝料 
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   １４００万円 

  （計算式）２８００万円（胸膜中皮腫により死亡）×０．５（寄与度） 

 ⑶ 認容額 

  ア 控訴人Ｔ１（相続分１／２） 

７７０万円（内訳：慰謝料７００万円、弁護士費用７０万円） 5 

  イ 控訴人Ｔ２（相続分１／８） 

１９３万円（内訳：慰謝料１７５万円、弁護士費用１８万円） 

  ウ 控訴人Ｔ３（相続分１／８） 

     １９３万円（内訳：慰謝料１７５万円、弁護士費用１８万円） 

  エ 控訴人Ｔ４（相続分１／８） 10 

     １９３万円（内訳：慰謝料１７５万円、弁護士費用１８万円） 

  オ 控訴人Ｔ５（相続分１／８） 

     １９３万円（内訳：慰謝料１７５万円、弁護士費用１８万円） 

１５ 被災者Ｕ（番号２７） 

⑴ 被控訴人らの寄与度 15 

ア 被災者Ｕは、前記第３節第４の２１のとおり、昭和５２年から平成１５年

までの間（ただし、平成２年７月から平成５年１２月までを除く。）、塗装工

として稼働し、被控訴人ノザワの製造販売した石綿含有建材（㊸混和材）か

ら生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第２の１⑵ウのとお

り、塗装工についての被控訴人らの寄与度は、基本的に４０％であるところ、20 

被災者Ｕについて、当該寄与度を増減させるべき個別の事情の存在は認めら

れない。 

イ また、被災者Ｕは、肺がんを発症したことが認められるところ、昭和５２

年から平成１５年までの間に、建築作業に１０年以上従事していることが認

められる。 25 

ウ 以上によれば、被控訴人ノザワは、被災者Ｕが石綿関連疾患に罹患したこ



 

 

367 

 

とにつき、４０％の割合で寄与したものと認めるのが相当である。 

  ⑵ 喫煙歴による減額 

    証拠（甲Ｄ２２の２（１１頁））によれば、被災者Ｕには、喫煙歴があると認

められるので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 5 

９００万円 

（計算式）２５００万円（肺がん）×０．４（寄与度）×０．９（喫煙歴によ

る減額） 

⑷ 認容額 

 控訴人Ｕ（被災者Ｕ本人） 10 

９９０万円（内訳：慰謝料９００万円、弁護士費用９０万円） 

１６ 被災者Ｖ（番号２８） 

⑴ 被控訴人らの寄与度 

   ア 被災者Ｖは、前記第３節第４の２２のとおり、昭和４９年から平成４年ま

での間、内装大工として、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・15 

ケイの製造販売した石綿含有建材（⑮石綿含有スレートボード・フレキシブ

ル板、⑯石綿含有スレートボード・平板及び㉓石綿含有けい酸カルシウム板

第１種）から生じた石綿粉じんに曝露したことが認められる。前記第２の１

⑵アのとおり、大工等についての被控訴人らの寄与度は、基本的に５０％で

あるところ、被災者Ｖについて、当該寄与度を増減させるべき個別の事情の20 

存在は認められない。 

   イ また、被災者Ｖは、肺がんを発症したことが認められるところ、昭和４９

年から平成４年までの間に、建築作業に１０年以上従事していたことが認め

られる。なお、被災者Ｖは、平成２９年１２月２３日、急性心筋梗塞により

死亡したが、肺がんと死亡との間の相当因果関係を認めるに足りる証拠はな25 

い。 
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ウ 以上によれば、被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイは、

被災者Ｖが石綿関連疾患に罹患したことにつき、５０％の割合で寄与したも

のと認めるのが相当である。 

⑵ 喫煙歴による減額 

  被災者Ｖは、若いときにたばこを吸ったことはあるが、１日に何本も吸って5 

おらず、すぐに吸うのをやめたので、喫煙歴がない旨供述する。しかし、証拠

（甲Ｄ２８の２（４５頁））によれば、平成１６年５月頃に作成された被災者Ｖ

に係る退院時要約と題する書面に、医師が被災者Ｖから聴取した内容として、

１５歳から３５歳まで、１日当たり３ないし４本のたばこを吸っていた旨が記

載されていることが認められる。そして、被災者Ｖは、尋問において、医師に10 

対し、喫煙について、上記内容を説明したことを認める旨供述している（被災

者Ｖ本人（３３頁））。そうすると、被災者Ｖには、喫煙歴があると認められる

ので、前記⑴から１０％を減額する。 

⑶ 慰謝料 

１１２５万円 15 

（計算式）２５００万円（肺がん）×０．５（寄与度）×０．９（喫煙歴によ

る減額） 

⑷ 認容額 

ア 控訴人Ｖ１（相続分１／２） 

６１９万５０００円（内訳：慰謝料５６２万５０００円、弁護士費用５７20 

万円） 

   イ 控訴人Ｖ２（相続分１／２） 

６１９万５０００円（内訳：慰謝料５６２万５０００円、弁護士費用５７

万円） 

第４ 消滅時効及び除斥期間 25 

１ 消滅時効 
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   被控訴人らは、本件のある被災者が当該被災者の石綿関連疾患について労災認

定を受けた日から当該被災者ないしその遺族らが本件訴えを提起するまでの間

に３年が経過している場合、当該被災者の不法行為に基づく損害賠償請求権につ

き、民法７２４条前段に基づく消滅時効の主張をし、これを援用しているものと

解される（被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス、被控訴人ノザワ及び被5 

控訴人エム・エム・ケイは、いずれも、他の被控訴人らの主張のうち自らに有利

な又は矛盾しないものを援用する旨主張しており、消滅時効の主張をし、これを

援用しているものと認められる。）。 

   しかし、民法７２４条にいう被害者が加害者を知った時とは、加害者に対する

損害賠償請求が事実上可能な状況のもとに、その可能な程度にこれを知った時を10 

意味するものと解される（最高裁昭和４５年（オ）第６２８号同４８年１１月１

６日第二小法廷判決・民集２７巻１０号１３７４頁参照）。そして、本件被災者ら

が石綿関連疾患について労災認定を受けた時点やその前後において、本件被災者

らに対する加害者を特定して損害賠償を請求することが事実上可能な程度にこ

れを認識していたことを認めるに足りる証拠はない。かえって、控訴人らが本件15 

訴訟において本件被災者らに係る主要原因建材を特定するに至った経緯に鑑み

ても、前記の労災認定を受けた時点やその前後において、本件被災者らが加害者

を特定して認識するのは非常に困難であったものというべきである。すなわち、

被控訴人らは、本件において、現時点においてさえ、自らが製造販売した石綿含

有建材が本件被災者らの作業する建築現場に到達したことについて、いずれもこ20 

れを認めることなく、他社の建材であったなどと種々主張して、強く争っている

のであるから、少なくとも労災認定がされた当時において、個々の本件被災者ら

に対する加害者を特定することなど到底できなかったことは明らかである。 

   以上によれば、この点に関する被控訴人らの主張は理由がない。 

 ２ 除斥期間 25 

   被控訴人らは、本件被災者らの不法行為に基づく損害賠償請求権に関し、民法
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７２４条後段の除斥期間の経過を主張する。 

   同条後段所定の除斥期間は、不法行為により発生する損害の性質上、加害行為

が終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には、当該損害の

全部又は一部が発生した時から進行すると解すべきである（最高裁平成１３年

（受）第１７６０号同１６年４月２７日第三小法廷判決・民集５８巻４号１０３5 

２頁、最高裁平成１３年（オ）第１１９４号、第１１９６号、同年（受）第１１

７２号、第１１７４号同１６年１０月１５日第二小法廷判決・民集５８巻７号１

８０２頁、最高裁平成１６年（受）第６７２号、第６７３号同１８年６月１６日

第二小法廷判決・民集６０巻５号１９９７頁参照）。 

   本件において、本件被災者らに上記損害の全部又は一部が発生したのは、当該10 

被災者らが石綿関連疾患をそれぞれ発症した時であると解されるところ、本件被

災者らについて、上記各時点から同条後段所定の期間が経過したと認められる者

はいない。 

   したがって、本件被災者らが有する不法行為に基づく損害賠償請求権が同条後

段によって消滅したものとはいえず、被控訴人らの上記主張は理由がない。 15 

第５節 結論 

第１ 控訴人らの各請求について 

１ 控訴人番号７、同８、同１１、同１３、同１４、同１５及び同２１－１ないし

３の各請求について 

上記各控訴人の被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エ20 

ム・エム・ケイに対する各請求については、前記第４節第３の３ないし８及び１

１のとおり、別紙２－１の各控訴人に対応する「認容額」欄記載の各金額及びそ

れぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄に記載の日から支払済みまで年５分

の割合による遅延損害金を連帯して支払うよう求める限度で理由があり、その余

の請求はいずれも理由がない。また、上記各控訴人の別紙３の上記各控訴人に対25 

応する「請求の相手方」欄記載の被控訴人エーアンドエー、被控訴人ニチアス及
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び被控訴人エム・エム・ケイを除く各被控訴人に対する請求については、前記第

３節第４の４、５、７ないし１０及び１５のとおり、いずれも理由がない。 

よって、上記各控訴人について、原判決主文第４項中、被控訴人エーアンドエ

ー、被控訴人ニチアス及び被控訴人エム・エム・ケイに関する部分を主文第１項

⑴及び⑵のとおり変更し、その余の各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 5 

 ２ 控訴人番号１－１ないし３、同２２－１及び２、同２６－１ないし５並びに同

２８－１及び２の各請求について 

上記各控訴人の被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイに対す

る各請求については、前記第４節第３の１、１２、１４及び１６のとおり、別紙

２－２の各控訴人に対応する「認容額」欄記載の各金額及びそれぞれこれに対す10 

る「遅延損害金起算日」欄に記載の日から支払済みまで年５分の割合による遅延

損害金を連帯して支払うよう求める限度で理由があり、その余の請求はいずれも

理由がない。また、上記各控訴人の別紙３の上記各控訴人に対応する「請求の相

手方」欄記載の被控訴人エーアンドエー及び被控訴人エム・エム・ケイを除く各

被控訴人に対する請求については、前記第３節第４の１、１６、２０及び２２の15 

とおり、いずれも理由がない。 

よって、上記各控訴人について、原判決主文第４項中、被控訴人エーアンドエ

ー及び被控訴人エム・エム・ケイに関する部分を主文第３項⑴及び⑵のとおり変

更し、その余の各被控訴人に対する控訴をいずれも棄却する。 

 ３ 控訴人番号５－１ないし３、同１８－１ないし３及び同２３の各請求について 20 

上記各控訴人の被控訴人エーアンドエーに対する各請求については、前記第４

節第３の２、１０及び１３のとおり、別紙２－３の各控訴人に対応する「認容額」

欄記載の各金額及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄に記載の日か

ら支払済みまで年５分の割合による遅延損害金を連帯して支払うよう求める限

度で理由があり、その余の請求はいずれも理由がない。また、上記各控訴人の別25 

紙３の上記各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の被控訴人エーアンドエ
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ーを除く各被控訴人に対する請求については、前記第３節第４の３、１３及び１

７のとおり、いずれも理由がない。 

よって、上記各控訴人について、原判決主文第４項中、被控訴人エーアンドエ

ーに関する部分を主文第５項⑴及び⑵のとおり変更し、その余の各被控訴人に対

する控訴をいずれも棄却する。 5 

４ 控訴人番号１７－１ないし１０及び同２７の各請求について 

上記各控訴人の被控訴人ノザワに対する各請求については、前記第４節第３の

９及び１５のとおり、別紙２－４の各控訴人に対応する「認容額」欄記載の各金

額及びそれぞれこれに対する「遅延損害金起算日」欄に記載の日から支払済みま

で年５分の割合による遅延損害金を連帯して支払うよう求める限度で理由があ10 

り、その余の請求はいずれも理由がない。また、上記各控訴人の別紙３の上記各

控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の被控訴人ノザワを除く各被控訴人に

対する請求については、前記第３節第４の１２及び２１のとおり、いずれも理由

がない。 

よって、上記各控訴人について、原判決主文第４項中、被控訴人ノザワに関す15 

る部分を主文第７項⑴及び⑵のとおり変更し、その余の各被控訴人に対する控訴

をいずれも棄却する。 

５ 控訴人番号３、同９、同１６、同２０、同２４、同２５、同２９の１及び２の

各請求について 

上記各控訴人の別紙３の上記各控訴人に対応する「請求の相手方」欄記載の各20 

被控訴人に対する各請求については、前記第３節第４の２、６、１１、１４、１

８、１９及び２３のとおり、いずれも理由がない。 

よって、上記各控訴人の控訴をいずれも棄却する。 

第２ 仮執行宣言及び仮執行免脱宣言について 

１ 控訴人らの請求を認容する部分（主文第１項、第３項、第５項及び第７項の各25 

⑴）については、控訴人らの申立てに基づき、いずれも仮執行宣言を付する(な
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お、訴訟費用については、相当でないから、いずれもこれを付さない。)。 

２ 被控訴人エーアンドエー及び被控訴人ニチアスは、仮執行免脱宣言の申立てを

しているが、相当でないから、いずれもこれを付さない。 

札幌高等裁判所第２民事部 
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